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令 和 ２ 年 

枕崎市議会第６回定例会会期及び会期日程 

会期及び会期日程 

１ 会  期  ２８日間（９月４日～１０月１日） 

２ 会期日程 

月  日（曜） 区  分 時   間 内       容 

９月 ４日（金） 本会議 

委員会 

前 9：30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前 8：48 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

 

10 

11 

12 

13 

14 

 

15 

16 

 

１ 

開  会 

開  議 

会議録署名議員の指名 

会期について 

諸般の報告 

行政報告 

議案上程（日程第5号－第21号） 

提案理由の説明、質疑 

予算特別委員会及び決算特別委員会の

設置並びに委員の選任 

議案委員会付託 

議案上程（日程第22号、第23号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会

議員の選挙 

報告（日程第25号、第26号） 

散  会 

 

議会運営委員会 

９月 ５日（土） 休 会 
 

  

 

 

９月 ６日（日） 休 会 
    

９月 ７日（月） 休 会 
  

  

９月 ８日（火） 本会議  前 9：30 １ 

２

３ 

開  議 

一般質問（５名） 

散  会 

９月 ９日（水） 本会議 

 

前 9：30 

 

 

１ 

２ 

３ 

開  議 

一般質問（６名） 

散  会 

９月１０日（木） 休 会 委員会 
前 9：23 

後 1：08 

１ 

１ 

総務文教委員会 

産業厚生委員会 

９月１１日（金） 休 会 委員会 前 9：25 １ 予算特別委員会 
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９月１２日（土） 休 会     

９月１３日（日） 休 会     

９月１４日（月） 休 会 委員会 前 9：27 １ 決算特別委員会 

９月１５日（火） 休 会 委員会 前 9：24 １ 決算特別委員会 

９月１６日（水） 休 会 委員会 前 9：27 １ 決算特別委員会 

９月１７日（木） 休 会     

９月１８日（金） 休 会     

９月１９日（土） 休 会     

９月２０日（日） 休 会     

９月２１日（月） 休 会     

９月２２日（火） 休 会     

９月２３日（水） 休 会 委員会 前 9：16 １ 議会運営委員会 

９月２４日（木） 休 会  
 

 
 

９月２５日（金） 本会議  前 9：30 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

開  議 

議案上程（日程第1号、第2号） 

委員長報告（総務文教委員会） 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第3号、第4号） 

委員長報告（産業厚生委員会） 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第5号－第10号） 

委員長報告（予算特別委員会） 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第11号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

散  会 
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９月２６日（土） 休 会     

９月２７日（日） 休 会     

９月２８日（月） 休 会     

９月２９日（火） 休 会 委員会 前 9：20 １ 議会運営委員会 

９月３０日（水） 休 会 
 

 
  

１０月 １日（木） 本会議 

 

前 9：30 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

開  議 

議案上程（日程第1号－第7号） 

委員長報告（決算特別委員会） 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第8号） 

提案理由の説明 

質疑、討論、表決 

議案上程（日程第9号） 

表  決 

閉  会 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 会 議 第 １ 日 
 

（令和２年９月４日） 
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令和２年枕崎市議会第６回定例会 

 

議事日程（第１号） 

 

令和２年９月４日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 

議案 

番号 
件              名 

付 託 

委員会 

 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

６ 

 

７ 

 

８ 

 

９ 

 

１０ 

 

１１ 

 

 

１２ 

 

１３ 

 

１４ 

 

１５ 

 

１６ 

 

１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５６ 

 

５７ 

 

５８ 

 

５９ 

 

６０ 

 

６１ 

 

６２ 

 

 

６３ 

 

認１ 

 

認２ 

 

認３ 

 

認４ 

 

認５ 

 

 

会議録署名議員の指名 

 

会期について 

 

諸般の報告 

 

行政報告 

 

令和２年度枕崎市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和２年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和２年度枕崎市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度枕崎市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和２年度枕崎市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度枕崎市公共下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

枕崎市児童厚生施設に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

枕崎市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

令和元年度枕崎市一般会計歳入歳出決算 

 

令和元年度枕崎市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

 

令和元年度枕崎市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 

令和元年度枕崎市介護保険特別会計歳入歳出決算 

 

令和元年度枕崎市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 特 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

産 厚 

 

 

総 文 

 

決 特 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 
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１８ 

 

１９ 

 

２０ 

 

 

２１ 

 

 

２２ 

 

２３ 

 

２４ 

 

２５ 

 

２６ 

 

認６ 

 

認７ 

 

陳５ 

 

 

陳６ 

 

 

６４ 

 

６５ 

 

 

 

報６ 

 

報７ 

 

 

令和元年度枕崎市立病院事業決算 

 

令和元年度枕崎市水道事業決算 

 

（自家増殖を原則禁止とする）種苗法改正の取りやめを求める意見書

の提出を求める陳情 

 

国の責任による「20人学級」を展望した少人数学級の前進を求める陳

情 

 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙 

 

健全化判断比率について 

 

資金不足比率について 

決処分の報 

 

〃 

 

〃 

 

産 厚 

 

 

総 文 

 

 

○ 本日付議された事件は議事日程（第１号）のとおり 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 吉 松 幸 夫 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 豊 留 榮 子 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

沖 園 信 也 事務局長     松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記         溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長        小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

松 崎 信 二 建設課長  原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  神 園 信 二 税務課長 

堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 高 山 京 彦 市立病院事務長 

駒 水 孝 広 農委事務局長兼農業振興係長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   堂 原 耕 一 企画調整課参事 

小 湊 哲 郎 農政課参事兼耕地林務係長 新屋敷   増 水産商工課参事 

日 渡 輝 明 市民生活課参事  平 塚 孝 三 選管事務局長 

山 口 美津哉 会計管理者兼会計課長 田 中 幸 喜 総務課参事 

丸 山 屋 敏 教育長 宮 原   司 教委総務課長     

満 枝 賢 治 学校教育課長 上 園 信 一 生涯学習課長     

中 嶋 章 浩 文化課長 豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 

松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 中 原 浩 二 消防長   

松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長  

山 口   太 総務課主幹兼行政係長 中 山 俊 吾 総務課行政係主任  

水 谷 彰 吾 総務課行政係主事補 
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午前９時30分 開会 

○中原重信議長 令和２年第６回定例会が本日招集されましたが、出席議員14人で定足数に達

し、議会は成立いたしました。 

よって、開会いたします。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

これから議事日程に従い会議を開きます。 

日程第１号会議録署名議員の指名を行います。 

本定例会の会議録署名議員として、５番禰占通男議員、10番下竹芳郎議員を指名いたします。 

次に、日程第２号会期についてを議題といたします。 

お諮りいたします。 

本定例会の会期は、本日から10月１日までの28日間にしてはと思いますが、御異議ありませ

んか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

この際、お諮りいたします。 

休会日は、お手元の会期日程に記載のとおり定めてはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

なお、会期中の日程は、お手元の会期日程によりますので、御承知おき願います。 

次に、日程第３号諸般の報告を行います。 

監査委員から、６月、７月及び８月執行の例月現金出納検査結果報告書を受理し、事務局に保

管してありますので、御閲覧願います。 

また、令和２年第３回定例会以後の議長会等の報告につきましては、お手元に配付いたしてあ

りますので、御承知おき願います。 

以上で、報告を終わります。 

次に、日程第４号行政報告を行います。 

市長から発言の申出がありますので、これを許可いたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 令和２年第６回枕崎市議会定例会の開会に当たりまして、行政報告を申し上げ

ます。 

先月28日、安倍晋三首相は、御自身の持病の悪化で職務の継続が困難だという理由で総裁を

辞任することを表明し、今月、国の新体制が発足する予定となっております。 

安倍総理におかれましては、８年近くもの長い期間、そのプレッシャーは私たちの想像を超え

る大変なものがあったと思いますが、その中で国のリーダーとしてかじ取りを続けてこられたこ

とに心から敬意を表します。 

新型コロナウイルス感染拡大の中、感染の収束への見通しや社会経済活動の見通しが、それぞ

れ不透明な状況下での国のトップの交代という事態に、多くの国民、市民が不安な状況にあると

思いますが、本市としては、引き続き感染拡大の防止と暮らしを支える雇用の維持と事業の継続、

そしてその先の経済活動の回復、強靭な経済構造の構築といった現下の課題に対して、丁寧に取

り組んでまいります。 

７月12日に投開票が行われた鹿児島県知事選挙では、経済産業省出身で新人の塩田康一氏が

当選し、７月28日に鹿児島県知事に就任されました。 
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新知事は、今年の開催が延期されたかごしま国体について、佐賀県をはじめとした今後の開催

県の知事との協議に臨み、３年後の2023年開催に向けて精力的に動かれているのは御承知のと

おりです。 

私も、南薩地区総合開発期成会の要望活動で面談する機会をいただき、新型コロナウイルス感

染症の検査体制の充実や南薩縦貫道の機能強化について直接要望を行ったところです。今後も県

への要望活動、県との取組強化に努めてまいる所存です。 

それでは、本市のさきの６月定例会以降の諸報告を行います。 

まず、いまだ収束を見ない新型コロナウイルス感染症ですが、７月３日に本市居住の４人の方

の本市における初めての感染が確認されました。 

鹿児島市の飲食店クラスターによる今回の感染で10人の本市居住の感染者が確認されました

が、全て感染経路が把握されたもので７月下旬までに皆さん退院されております。 

今回の感染は、最初の感染者４人が医療従事者であったことから当該医療機関での院内感染が

危惧されましたが、医療機関内のふだんからの徹底した感染対策、加世田保健所の適切な対応、

濃厚接触者の迅速な特定や関係者への早急な検査の実施などにより、市中感染等の感染拡大を抑

えることができました。 

市民の皆様に対しましては適切な情報発信に努めましたが、市内での初めての感染確認という

ことで大きな不安を感じる状況であったと認識しております。今後は、秋から冬に向けて季節性

インフルエンザが流行する季節を迎えることもあり、市内医療機関での検査体制の拡充や感染が

発生した場合の適切な情報発信、感染者や医療従事者に対する差別や偏見の撲滅など、対策本部

として万全の取組を進めてまいります。 

また、国内外の感染の拡大による経済活動の停滞は、本市経済にも大きな影を落としていると

ころです。 

５月の臨時会から６月定例会、さきの２度の臨時会において、様々な新型コロナウイルス感染

症対策事業を可決、承認いただきました。その事業の進捗につきまして、経済対策の主なものを

中心に御報告いたします。 

まず、７月の臨時会で可決いただきました、７月、８月のいずれか１か月の売上げが前年同月

と比べて15％以上減少した事業者に対する応援資金を支給する事業者応援資金支給事業につい

ては、８月末現在で既に200件を超す利用件数があり、4,080万円を執行しております。 

経済対策第一弾として実施しました雇用調整助成金申請費支援事業には27件の利用があり、

281万円、店舗等賃借料の一部を補助する中小企業等事業継続支援事業は105件、1,241万6,000

円を執行しております。 

国民１人当たり10万円を支給する特別定額給付金については、対象世帯件数１万0,808件に対

して、申請いただいた１万0,781件分の支給を行いました。支給率は99.8％となります。未申請

の27件は辞退者、死亡者、行方不明者などで、全ての対象者は把握できたところです。 

そのほか、市内飲食店及び宿泊業者の事業継続、地域内経済循環を高めることを目的に、グル

メ・宿泊クーポン4,000円分を3,000円で販売する「枕崎の、味と旅。」グルメ・宿泊クーポン

券発行事業は、８月１日、２日は総合体育館、３日から７日まで商工会議所で第１回目の3,000

セットの販売を行いました。 

また、市外に住む若者や近畿、東海、関東のふるさと枕崎会の会員の皆様方に、地元産品をお

届けする「枕崎の、仕送り。」ふるさとの味エール便事業は、７月から実施して地元産品が手元

に届いた多くの皆様からお礼のお便りやメールを頂いたところです。 

その他の事業者支援事業をはじめとした経済対策や感染防止対策事業など、これから執行する

事業も含めて、事業の効果を見据えながら実施してまいります。 

本市新型コロナウイルス感染症対策本部では、７月31日に第31回目の対策本部会議を開催し、
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感染予防対策や経済対策のさらなる取組に向けて、健康課長を部長に関係課の係長で組織する感

染予防対策部と、水産商工課長を部長に関係課の係長で組織する経済対策部の２つのワーキング

グループを対策本部内に組織しました。今後は、さらにきめ細かな対応のできる体制で感染症対

策に取り組んでまいります。 

８月５日、総務省自治税務局市町村税課は、ふるさと納税に関する現況調査結果を公表しまし

た。令和元年度の本市の寄附額27億4,180万1,204円は、鹿児島県内で４位、全国21位にランク

されました。改めまして、皆様から温かい御寄附を頂きましたことにつきまして、心から御礼申

し上げます。 

私の活動について報告いたします。 

冒頭、南薩地区総合開発期成会で知事要望を行ったと申し上げましたが、そのほか７月にＪＲ

指宿枕崎線輸送力強化促進期成会の要望に会長市としてＪＲ九州鹿児島支社長を訪問しました。 

そのほか、県外での会合要望活動については、今般のコロナ禍の状況を鑑み見送っております。 

そのような中で、全国漁港漁場協会の意見交換会や日本カツオ学会の総会など、リモート形式

での会合には積極的に参加させていただいております。 

５月に実施を見送った市長と語る会ですが、現状ではこれまでと同じ形式で開催することが難

しいと判断しており、11月の開催も見送ることといたします。業界幹部や自治公民館長など、

できる範囲で個別での協議や面会を実施し、業界や地域の現状を少しでもお聴きしたいと考えて

おります。 

本日開会しました９月定例会においては、引き続き国の臨時交付金等を活用した新型コロナウ

イルス感染症対応の補正予算、令和元年度各会計決算を中心に御議論いただくこととなります。 

議員の皆様方の御協力をお願い申し上げ、行政報告を終わります。 

引き続き、６日の日曜日から７日の月曜日にかけて猛烈な勢力で接近する見込みの台風10号

に関しまして、記録的な大雨・暴風・高潮・高波のおそれがあると認識しております。 

大潮時期と重なっていることもあり、高潮・高波・浸水被害に特に厳重な注意が必要です。風

雨が強くなる前の早めの避難を市民の皆様に対策を取っていただくよう、防災行政無線、直接自

治公民館長等を通じてお願いをしているところです。 

気象情報や避難所開設に関する情報につきましては、防災行政無線、市ホームページ、防災・

一般情報提供メール、車両公報などでお知らせいたします。 

避難所は、６日の日曜日早朝に開設の予定です。市民会館、健康センター、妙見センター及び

各地区公民館を開設いたしますが、状況に応じて学校等も追加開設する準備をしております。 

特別警報級の猛烈な台風です。市民の命を守ることを第一に、万全の準備を進めてまいります。 

皆様方の御理解と御協力をよろしくお願いいたします。 

以上、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告については、御承知おき願います。 

次に、日程第５号から第21号までの17件を一括議題といたします。 

市長提出に係る案件について、市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 提案理由の説明を申し上げます。 

今議会に提案しようとする案件は、補正予算６件、条例１件、枕崎市過疎地域自立促進計画の

変更について１件、人事案件２件、決算７件及び報告事項２件の計19件であります。このうち、

人事案件及び報告事項を除く15件について説明を申し上げます。 

まず、議案第56号令和２年度枕崎市一般会計補正予算（第７号）について申し上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ４億2,144万1,000円を追加し、予算総額を178億5,150万円

にしようとするものです。 
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債務負担行為は、新型コロナウイルス関連資金対応利子補給・保証料支援事業において、次年

度以降分の利子補給を債務負担行為として予算措置するものです。 

地方債の補正は、県単砂防事業及び補助災害復旧事業の追加と過疎対策事業ほか２事業の変更

によるものです。 

補正予算の主なものとしましては、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当

した各種事業、令和元年度決算剰余金の財政調整基金への積立て及び地方債の繰上償還の実施等、

生活保護費など令和元年度の事業費確定に伴う国県支出金等の精算返納金、鰹出汁の聖地「枕

崎」で鰹出汁と日本の食文化を極める旅造成事業、単独災害復旧事業、補助災害復旧事業などを

お願いしてあります。 

その他、主な内容につきましては、別途説明資料を添付してありますので、省略させていただ

きます。 

次に、議案第57号令和２年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について申し

上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ311万円を追加し、予算総額を36億8,109万8,000円にしよう

とするものです。 

補正の内容は、総務管理費並びに償還金及び還付加算金の増額であります。 

以上の財源として、県支出金及び繰越金の増で措置いたしました。 

次に、議案第58号令和２年度枕崎市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について申

し上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ320万2,000円を追加し、予算総額を３億6,469万7,000円に

しようとするものです。 

補正の内容は、総務管理費、後期高齢者医療広域連合納付金及び繰出金の増額であります。 

以上の財源として、繰越金、諸収入及び国庫支出金の増で措置いたしました。 

次に、議案第59号令和２年度枕崎市介護保険特別会計補正予算（第２号）について申し上げ

ます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億1,811万4,000円を追加し、予算総額を29億3,387万

6,000円にしようとするものです。 

補正の内容は、介護給付費準備基金積立金、介護給付費負担金等返納金及び一般会計繰出金の

増額であります。 

以上の財源として、繰越金の増で措置いたしました。 

次に、議案第60号令和２年度枕崎市水道事業会計補正予算（第１号）について申し上げます。 

今回の補正は、収益的収入において、一般会計補助金の増に伴い、営業外収益を198万円追加

し、収益的支出においては、配水及び給水費の減などに伴い、営業費用を193万8,000円減額し

ようとするものです。 

また、資本的収入及び支出においては、建設改良費の増に伴い、支出を１万3,000円増額し、

収入額が支出額に対し不足する３億2,087万6,000円については、過年度分損益勘定留保資金、

当年度分損益勘定留保資金、建設改良積立金並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額で補填しようとするものです。 

次に、議案第61号令和２年度枕崎市公共下水道事業会計補正予算（第１号）について申し上

げます。 

今回の補正は、業務の予定量において、主要な建設改良費を補正するほか、収益的収入におい

て、長期前受金戻入の増に伴い、営業外収益を77万2,000円追加し、収益的支出においては、総

係費及び減価償却費の増並びに管渠費及び処理場・ポンプ場費の減に伴い、営業費用を８万

7,000円増額しようとするものです。 
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また、資本的収入及び支出においては、企業債及び国県補助金の減に伴い、収入を3,120万円

減額し、建設改良費の減に伴い、支出を3,003万5,000円減額し、収入額が支出額に対し不足す

る２億2,852万9,000円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、引継金、

当年度分損益勘定留保資金並びに当年度分利益剰余金処分額で補填しようとするものです。 

次に、議案第62号枕崎市児童厚生施設に関する条例の一部を改正する条例の制定について申

し上げます。 

これは、枕崎児童館に新たに冷暖房装置を設置したことに伴い、その使用料を定めようとする

ものです。 

次の議案第63号枕崎市過疎地域自立促進計画の変更につきましては、同計画の一部を変更す

ることについて、過疎地域自立促進特別措置法第６条第７項において準用する同条第１項の規定

に基づき、議会の議決を得ようとするものです。 

なお、認定事項第１号令和元年度枕崎市一般会計歳入歳出決算、認定事項第２号令和元年度枕

崎市国民健康保険特別会計歳入歳出決算、認定事項第３号令和元年度枕崎市後期高齢者医療特別

会計歳入歳出決算、認定事項第４号令和元年度枕崎市介護保険特別会計歳入歳出決算、認定事項

第５号令和元年度枕崎市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算、認定事項第６号令和元年度枕崎

市立病院事業決算、認定事項第７号令和元年度枕崎市水道事業決算についても、それぞれ認定を

お願いしてあります。 

これらのうち、認定事項第７号令和元年度枕崎市水道事業決算については、剰余金処分計算書

案も併せて提出してあります。 

以上、主な点のみ申し上げましたが、よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提

案理由の説明を終わります。 

○中原重信議長 ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。 

○９番立石幸徳議員 私は、提案された議案の中で、議案第63号枕崎市過疎地域自立促進計画

の変更の議案についてですね、質疑をいたしたいと思います。 

先日の報道でですね、関東地区、特に東京都の人口が少しずつ減ってきたと。日本最大の過密

都市東京の人口が減ってきた。これコロナの影響が出てきていると思われるんですけれども、そ

ういう点からしますと、地方のこの過疎計画というのは非常に今後重要になっていくんじゃない

かと考えます。 

そこで、ちょうど１年前に、９月議会で次の過疎に対する立法措置はどうなるのか、つまり現

在の過疎地域自立促進特別措置法は、本年度、令和２年度末でもって終了ということですので、

もうそんなに日もないんですけれども、現在、次の過疎に関する立法措置というのはどういう状

況になっているのかですね、その点を教えていただきたいと思います。 

○東中川徹企画調整課長 新たな過疎法の制定についてでありますが、これまでも過疎法につい

ては議員立法という形でずっと行われております。 

今現在、情報でありますのが自由民主党政務調査会の過疎対策特別委員会、ここのほうで本年

３月にですね、今後の過疎法の方向性ということで素案を取りまとめております。そして、その

後、地方ヒアリング、それから有識者ヒアリングを行いまして、本年夏までに今後の過疎対策の

基本的な考え方を取りまとめるということでございました。ただ、その後の情報については、私

どものほうではまだ具体的なものは得ていないところであります。 

これまでの過疎法の経緯といいますか、現行の過疎法の平成12年制定時の附則等を見てみま

すと、平成12年３月31日に公布されて４月１日施行という日切れ的な形で成立をしております。 

そういうことを見ますと、今後、来年ですね、年明け通常国会あたりに提案がなされて、審議

の上、制定がなされるという流れではないかというふうに推察しております。 

○９番立石幸徳議員 今、企画調整課長の説明で、政権与党である自由民主党の政務調査会では
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いろいろ検討がなされているということなんですけれども、どういった内容に変わっていくのか

ですね、私どもにはなかなか情報も出されてきていないんですよね。 

今度のこの議案の変更部分については、また改めて委員会のほうで質疑をしますけれども、過

疎計画の中で過疎地域指定でいろいろ今日まで課題といいましょうか、問題になっていた、いわ

ゆる一部過疎の問題、つまり鹿児島県内でいいますと鹿児島市あたりも過疎地域の指定を受けて

いるわけですね。 

しかしながら、串木野市とか出水市、こういったところは過疎地域ではないと。私どもが一見

考えると、その辺が非常に矛盾があるんじゃないかと思っているんですけども、この鹿児島市あ

たりの一部過疎についてはどのような次の立法に向けての課題整理といいましょうか、問題点は

整理ができているのか、いないのか、これを最後に聞いておきます。 

○東中川徹企画調整課長 全国の過疎自治体で構成をします全国過疎地域自立促進連盟における

新たな過疎対策法の制定等に関する要望書、この中で過疎地域の指定要件と指定単位ということ

で、過疎地域の特性を的確に反映したものとし、現行過疎地域を継続して指定対象とすることと

いうことで、今議員からありましたように一部過疎、それとみなし過疎というものもありますが、

そういったものを含めた現行過疎地域を継続して指定対象とすることを基本とするということを

要望しております。 

それと、先ほど申し上げました自由民主党の特別委員会のほうの今後の過疎対策の方向性の素

案の中におきましては、過疎地域の指定要件という部分では、過疎地域については現在の市町村

単位を基本とするということはありますが、その中で一部過疎を設けることについても検討する

というのがございますので、ここで言及はできませんが、その一部過疎というものを含めて検討

がなされていくものというふうに思っております。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 

○５番禰占通男議員 一般会計について、ここ数年の財政力指数について、それと経常収支比率

についてなんですが、財政力指数については年々0.38ぐらいからだんだん何か好転してきてい

る。また、経常収支比率についてもこの４年ぐらい前までは上下を繰り返して、95になったり、

94になったりしているんですけど、この好転している要因は何なのかということをお尋ねいた

します。 

○佐藤祐司財政課長 まず、財政力指数についてですが、財政力指数は基準財政収入額と基準財

政需要額の比率でございます。枕崎市の場合は、令和元年度で３か年平均は0.423となっており

ます。県内では、鹿児島市が最もいいわけですけれども、枕崎市は順番を言いますと６番目にい

いという形になっております。これにつきましては、需要額と収入額の比率でございますので、

需要額に対しまして税収等を含めた収入がそれだけあるということでございます。 

今後の見込みを考えますと、どうしても過疎対策事業債の元利償還金に対する交付税措置額と

いうのがどんどん増えてまいります。そうなると需要額が上がってきます。基準財政収入額がそ

のままだとすれば、比率的には下がっていくだろうという見込みを立てております。 

それから経常収支比率ですが、30年度が93.8、令和元年度が93.6ということで0.2ポイント好

転をいたしております。これにつきましては、経常経費充当一般財源と経常一般財源収入との比

率でございます。 

市税あるいは普通交付税等の一般財源収入が、それだけ例年同程度ある中で、経常経費に充当

される一般財源が若干ですが減少していること、これが数値の好転につながっております。 

具体的に言いますと、先ほどの公債費の話もありますが、公債費に充当される一般財源が減少

していること。これについては、残高が減少していることもございますし、最近の繰上償還を実

施して各年度の経常的な公債費償還を減少させているということもございます。 

令和元年度の特徴でいいますと、扶助費や物件費については増加をしておりますが、先ほど申
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し上げた公債費の減、あるいは人件費の減によりまして、全体的に経常経費に充当される一般財

源が減少したことにより好転しているものでございます。 

○５番禰占通男議員 先ほど市長も、ふるさと納税の27億4,000万と報告がありましたけど、私

が質問したんだけど、財政力指数等にふるさと納税の分がですよ、相当な影響を与えていると思

うんですけど、どうなんですか。 

○佐藤祐司財政課長 先ほど申し上げましたように、財政力指数の計算は普通交付税の計算であ

ります基準財政収入額と基準財政需要額との比率でございます。ですから、ふるさと寄附金の関

係が財政力指数に影響することはございません。それが影響しているのは、基金残高が増加して

いるというところに影響をしてございます。 

○５番禰占通男議員 あと１点、この一般会計の決算の概要ですよね。ここにずっと載っている

んですけど、ふるさと納税という言葉が何回も出てきます。相当県内でもいいところにいる。 

そして、本市はどっちかというと１品が高価なもので27億を稼いでいるということになるん

ですけど、そういったブランド品がないところは申込数である程度の数を確保しているというふ

うになっていると思うんですけど、こうして県内でも有数のふるさと納税に応募してくださる全

国民の方々には本当にありがたいと言っておきますけど、本当にこれからのふるさと納税の在り

方というのは、今コロナの影響で返礼業者ですよね、生産者、それもさま変わりしてきていると

いうニュースなんかもあります。 

今後、その返礼品に対して、本市の在り方というのは何かこう模索とかそういうのはなされて

いるんですかね。 

○東中川徹企画調整課長 ふるさと納税の今年度の実績等を申し上げますと、緊急事態宣言等が

ありましてステイホーム、そういった影響もあると思いますが、今現在では前年度より上回って

いる状況で、大変ありがたいと思っているところであります。 

返礼品につきましては、今までどおりの考え方で地場産品ということでやってまいりますが、

コロナの影響を受けて今後その内容を見直すとか今はまだそこまでは取り組んでおりませんが、

いろんな今度のコロナ関連の事業におきましても、地場産品の送付でありますとかそういったこ

とで生産者の皆さん方にもですね、少しでも支援ができるような取組は続けてまいりたいという

ふうに考えております。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

この際、お諮りいたします。 

ただいま上程中の予算関係議案については、議長を除く全議員で構成する予算特別委員会を、

また決算関係議案については、議長及び監査委員である６番議員を除く全議員で構成する決算特

別委員会をそれぞれ設置し、これに付託して審査したいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

ただいま上程中の案件のうち、予算及び決算関係議案を除く案件については、議事日程に記載

のとおり、所管の委員会に付託いたします。 

次に、日程第22号及び第23号を一括議題といたします。 

市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま上程されました議案第64号及び議案第65号の２件について提案理由

の説明を申し上げます。 

まず、議案第64号固定資産評価審査委員会委員の選任について申し上げます。 

固定資産評価審査委員会委員豊留伸一郎氏は、令和２年10月14日をもって任期が満了となり
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ますが、その後任として古閑修一氏を固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法

第423条第３項の規定に基づき、議会の同意を求めるものです。 

次の議案第65号人権擁護委員候補者の推薦につきましては、松野下富士郎氏を人権擁護委員

に推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求めるものです。 

よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わります。 

○中原重信議長 お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。―討論なしと認めます。 

これから採決いたします。 

ただいま上程中の案件については、無記名投票で行います。 

まず、日程第22号固定資産評価審査委員会委員の選任について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○中原重信議長 ただいまの表決権を有する議員数は13人であります。 

念のため申し上げます。 

本件に同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と記載し、点呼に応じ、

順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○中原重信議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○中原重信議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○中原重信議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○中原重信議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、５番禰占通男議員、６番城森史明議員、７

番吉松幸夫議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○中原重信議長 投票の結果を報告いたします。 
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投票総数13票。 

これは先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成13票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第64号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第23号人権擁護委員候補者の推薦について投票を行います。 

議場を閉鎖いたします。 

［議場閉鎖］ 

○中原重信議長 ただいまの表決権を有する議員数は13人であります。 

念のため申し上げます。 

本件に同意することに賛成の方は投票用紙に賛成と、反対の方は反対と記載し、点呼に応じ、

順次、投票願います。 

投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○中原重信議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○中原重信議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○中原重信議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○中原重信議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、８番吉嶺周作議員、９番立石幸徳議員、10

番下竹芳郎議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○中原重信議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数13票。 

これは先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。 

そのうち、賛成13票、反対０票。 

以上のとおり、全員賛成であります。 

よって、議案第65号は、同意することに決定いたしました。 

次に、日程第24号鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙を行います。 

本選挙は、現在の広域連合議会議員のうち、市議会議員から選出する議員６人について２人の

欠員が生じているため、広域連合規約第８条第２項の規定により、市議会議員区分から２人の議

員を選出するものです。 

この選挙は、同条第４項の規定により、全ての市議会の選挙における得票総数の多い順に当選

人が決定されますので、会議規則第30条の規定に基づく選挙結果の報告にかかわらず、有効投

票のうち、候補者の得票数のみを報告することにいたします。 

議場を閉鎖いたします。 
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［議場閉鎖］ 

○中原重信議長 ただいまの出席議員は14人であります。 

念のため申し上げます。 

投票は、単記無記名であります。 

投票用紙に被選挙人１人の氏名を記載願います。 

まず、候補者名簿を配付いたします。 

［書記候補者名簿配付］ 

○中原重信議長 候補者名簿の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

次に、投票用紙を配付いたします。 

［書記投票用紙配付］ 

○中原重信議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。―配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めます。 

［書記投票箱点検］ 

○中原重信議長 異状なしと認めます。 

点呼を行います。 

点呼に応じ、順次、投票願います。 

［書記点呼、投票］ 

○中原重信議長 投票漏れはありませんか。―投票漏れなしと認めます。 

投票を終了いたします。 

議場の閉鎖を解きます。 

［議場開鎖］ 

○中原重信議長 これから開票を行います。 

会議規則第28条第２項の規定により、立会人に、11番永野慶一郎議員、12番東君子議員、13

番清水和弘議員を指名いたします。 

ただいま指名いたしました立会人の立会いをお願いいたします。 

［開票］ 

○中原重信議長 投票の結果を報告いたします。 

投票総数14票。 

これは先ほどの出席議員数に符合いたしております。 

そのうち、有効投票14票、無効投票０票。 

有効投票中、川越桂路５票、木原繁昭１票、前川原正人８票。 

以上のとおりであります。 

次に、日程第25号及び第26号について、市長に報告を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 報告事項２件について報告いたします。 

報告事項第６号健全化判断比率について及び報告事項第７号資金不足比率につきましては、令

和元年度における健全化判断比率及び資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定により、それぞれ監査委員の意見を付して報告

するものです。 

以上、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告については、御承知おき願います。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午前10時31分 散会 
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（令和２年９月８日） 
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令和２年枕崎市議会第６回定例会 

 

議事日程（第２号） 

 

令和２年９月８日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 
件              名 

 

１ 

 

 

 一 般 質 問       清 水  和 弘  議員（19ページ～29ページ） 

 

  下 竹  芳 郎  議員（29ページ～35ページ） 

  

  沖 園    強  議員（35ページ～44ページ） 

 

  禰 占  通 男  議員（44ページ～54ページ） 

 

 立 石  幸 徳  議員（54ページ～63ページ） 

           

 

○ 本日付議された事件は議事日程（第２号）のとおり 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 吉 松 幸 夫 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 豊 留 榮 子 議員 

  

１ 本日の書記次のとおり 

沖 園 信 也 事務局長     松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記         溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長        小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 佐 藤 祐 司 財政課長   

山 口 英 雄 福祉課長 原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長  

高 山 京 彦 市立病院事務長 駒 水 孝 広 農委事務局長兼農業振興係長 

小 峯 恵美子 監査委員事務局長 水 流 敏 幸 監査委員    

堂 原 耕 一 企画調整課参事 小 湊 哲 郎 農政課参事兼耕地林務係長 

新屋敷   増 水産商工課参事 田 中 幸 喜 総務課参事 

丸 山 屋 敏 教育長 宮 原   司 教委総務課長     

満 枝 賢 治 学校教育課長 豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 

山 口   太 総務課主幹兼行政係長 
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

これから一般質問を行います。 

質問は、１番清水和弘議員、２番下竹芳郎議員、３番沖園強議員、４番禰占通男議員、５番立

石幸徳議員、６番豊留榮子議員、７番永野慶一郎議員、８番城森史明議員、９番東君子議員、

10番眞茅弘美議員、11番上迫正幸議員の順に行います。 

まず、清水和弘議員。 

［清水和弘議員 登壇］ 

○13番清水和弘議員 まず、コロナウイルスによる経済活動や私生活に対し影響を受けた多く

の方々に、心よりお悔やみ申し上げます。 

さて、市長就任２年半経過後の成果と反省について質問いたします。 

枕崎市は、これまでの慣行や組織風土を変え、既得権益を壊す改革を実施しない限り、枕崎市

に明るい未来はないと、私は言っても過言ではないと考えております。 

それができるのは、行政のトップ、市長であります。日本全国、人口減少や財政再建策は近々

の課題だと私は考えております。 

本市の財政状況を改善するには、本市の場合、過度な調和志向を改善、風波を立てるものに手

をつけ、これには短期的なものと長期的なものがあります。まず、長期的利益を上げることが大

切だと思います。 

次に、特定の一部の者の利益か、万人の利益かを考えたとき、万人の利益を考えるべきです。

そして、現役か、将来世代の利益か、高齢者の利益かとなれば、現役・将来世代の利益を考える

べきと考えます。 

市長は市長選挙で訴え、施政方針にも述べておりましたが、当時の具体的計画と現在の枕崎市

社会環境状況を比較したとき、選挙期間中述べておりました目標と違っている部分がどれくらい

あるのか、また市長自身の政策で成功事例がどれぐらいあるのかをまずお尋ねいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 市長選挙での私の訴えですが、産業競争力の向上、子育て支援、コミュニティ

の再構築を３つの柱として述べさせていただいておりました。 

まず、産業競争力の向上について、本市は元来、産業競争力を強みとして地域経済を牽引して

きた歴史があります。 

３年前、私の選挙での訴えの１番目に産業競争力の向上を掲げたのは、本市のその強みをさら

に強くして、今後も経済を牽引していくことが本市のさらなる成長につながるとの考えからのこ

とでした。 

そのときの私自身の本市の産業に関する見方としては、まず一次産業の農林水産業に関して申

し上げますと、従事者の高齢化、次世代の担い手が少ないといった課題がある一方、お茶や花卉、

畜産などの中でも比較的規模の大きな農家においては一定の後継者がおり、将来に期待する部分

も十分にあると評価しておりました。 

一方、需要の面では生活者の嗜好の変化、例えば、お茶で言えばペットボトル茶飲料の台頭、

花卉では葬儀や墓参りなどの生活習慣の変化などにより、新たな需要創出の課題を抱えている状

況であるということも認識しておりました。 

農業に関しては、就任後も市場価格の低迷などもあり、これらの課題に対して抜本的な解決を

見ていない状況であると認識しております。 

質問者の言われるとおり、現役・将来世代への利益と申しますか、投資という部分は産業の未

来をつくっていく上でも重要と考えておりますので、今後も相応の取組を行ってまいりたいと考
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えております。 

また、水産加工業を中心とした食品製造業に関しては、本市の最も強い産業部門であり、私が

選挙を戦っていた３年前当時から和食の世界遺産登録等の追い風もあり、枕崎の存在感を最も発

信できる産業との認識でした。 

この点は、就任後も水産庁漁港漁場整備事業等を積極活用しながらチャレンジングな事業が推

進されており、産業競争力の向上につながっているものと考えております。 

細かく見ていきますと、労働力の確保や食品衛生法の改正など足元の課題もありますが、水産

加工組合や個々の事業者の企業努力で前に進んでいるものと認識しております。 

また、飲食業やその他サービス業についても、私の就任当時から意欲のある若手経営者の皆さ

んが前向きに取り組んでおり、街のにぎわいに貢献していただいていたという認識をしておりま

す。 

政策の成功事例ということですが、ふるさと納税の制度を活用した枕崎ブランドの発信に関し

ましては、一昨年度の８億0,700万円、昨年度の27億4,000万円という寄附額が示すとおり、大

きな成果があったと思っております。 

しかしながら、この半年間の新型コロナウイルス感染症の地域経済への負のインパクトは、非

常に大きなものがあります。 

行政報告でも申し上げましたが、全ての産業において雇用の維持と事業の継続という当面の課

題に対して、行政としてきめ細かく対応していかなければならないというのが現状であると認識

しております。 

２つ目の子育て支援についてですが、特に学校教育の面について、就任前の私の認識と就任後

の認識で大きく違った部分がございます。 

就任前は、近い将来の学校の統合というのが現下の本市の課題であると認識しておりましたが、

市長に就任して実際の本市の学校教育の状況、地域と学校の関係性、そして教育行政の現状を総

合的に判断したとき、４小４中の体制、そして各校区の小中学校連携教育の強みをさらに磨き、

可能な限りこの体制を継続していくことが本市学校教育の進む方向だと認識いたしました。 

これらは、実際の学校訪問、１回目の市長と語る会での議論を通じて、私自身が皮膚感覚とし

て感じたものです。外からの視点と実際に現場での感じ方の違いを学ばせていただいたところで

す。 

政策としては、給食費について元年度から実施しました就学援助費及び特別支援教育就学援助

費の対象となる世帯への給食費助成の支給割合を80％から100％に引き上げたことは一つの成功

事例と考えます。 

３つ目のコミュニティの再構築ですが、この点はまちづくりの根幹をなすものと感じており、

その取組はソフト面、ハード面含めて多岐にわたるものだと認識しております。 

就任後も様々な課題が見えてきております。市民と市役所・行政とのコミュニケーションの在

り方についても、私自身の情報発信も含めて様々な課題に取り組んでいるところです。 

ハード面で申しますと、コミュニケーションの新たな手段としてのコミュニティＦＭ開設も公

約に掲げていたわけですが、この点については現在、他の自治体のＦＭ局の視察や開設する場合

の問題の洗い出しなど研究を進めております。 

コミュニティの再構築については、市民の暮らし全般についても多くの取組課題がありますの

で、この先も市民生活を豊かにするための取組を職員の知恵を総動員して進めてまいります。 

この２年半での成功事例については、現在コロナ禍で中断を余儀なくされているものもありま

すが、高血圧ゼロプロジェクトや地域包括支援の活動範囲の拡大やブラッシュアップ、私自身の

情報発信の点で申し上げますと、市長と語る会の開催、広報まくらざきへのコラム掲載などの取

組を挙げさせていただきます。 
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長くなりましたが、以上、答弁させていただきます。 

○13番清水和弘議員 るる自分の成功例とかいろいろ述べましたけどね、市長は施政方針でお

っしゃいましたけど、魚価の安定化ということも述べておるわけですね、産業競争力向上につい

てですよ。 

それとですね、この農水産物の収量増減、価格低迷、後継者不足、これも言われとるわけです

よね、後継者不足による将来の不安定、これらについてですね。具体的にどのように取り組んで

きたのか、また魚価はどのような状況になっているのか、その原因は何なのか、その辺をお聞き

いたします。 

○原田博明農政課長 農業後継者の減少というか、それにつきましては、本市においても顕著で

ございます。 

農業後継者の育成に関しましては、農業次世代人材投資事業または農業後継者育成対策事業を

創設して、農業後継者の育成を検討しているところでございます。 

○鮫島寿文水産商工課長 水産商工関係におきましても、後継者不足につきましては漁業、水産

加工業で奨励金等の事業を行いましてその対策をしているところですが、市長の答弁でもありま

したとおり、水産加工業関係におきましても、一定の後継者というのが育っておりまして、加工

組合の中でも青鰹会、若鰹会といったような年齢層における活動も充実しているところです。 

魚価の低迷につきましては、昨今の全国的な魚食離れであったり、また食の多様化、そういっ

たものでなかなか水産物需要については低迷しているところですが、本市におきましては、鹿児

島県と一緒に協力しながら魚食普及ということで、特にカツオの魚食普及ということで漁協、加

工組合含めまして、行政と一体となって全国発信をしたり、また地域の子供たちということで市

内小学校、それと近隣の小学校、鹿児島市の小学校のほうも魚食普及ということで社会科教育の

中で水産センターなり、またかつおぶし工場等を見学しながら魚のことをまずは知ってもらって、

そして食べていただく、そういったことが子供の小学校５年生ぐらいの記憶というのが非常に重

要であって、その記憶が将来またカツオを食べてみたいですとか、かつおぶし、そういったこと

の意識が残っていくということでありましたので、今後も子供たちを対象にこういった魚食普及

の取組もすることによりまして、魚価の低迷という点におきましては対策を引き続き講じてまい

りたいと考えているところです。 

○13番清水和弘議員 農政課長のですね、この後継者についてですよ、具体的な数値はどうな

っとるんですか。市長が就任してからでいいですよ、この３年間、２年８か月ですか。 

それと、この魚価の安定性についてですよ、具体的にどのような手段、対策を講じたのか、そ

の辺はどうなんですか。 

○原田博明農政課長 農業後継者につきましては、今現在、農業次世代人材投資事業で国の事業

を活用して農業後継者の育成をしております。 

数値につきましては、今ちょっとここに資料を持ってきておりませんので、確かな数値は申し

上げられませんが、昨年度は次世代の新規就農者が５名で事業を行ったところでございます。 

本年度から本市の農業後継者育成対策事業を創設しました。国の補助事業に該当しない農業後

継者に対しても対応できるように創設したところでございます。今後も若い農業後継者を育成し

ていくということで考えているところです。 

○鮫島寿文水産商工課長 まず、カツオの魚価、浜値につきましては、３年ほど前の29年頃だ

ったと思うんですが、カツオの水揚げ量が少なく浜値が一時期高騰したこともございました。 

魚価といいますのは、やはり漁模様で高低差が出てきます。それと、近海の沿岸漁業につきま

しても、現在コロナの状況ということで高級魚とされているような魚介類等も含めましてイセエ

ビであったり、アラとかそういったものの比較的金額の高い魚種が３割、４割と低迷していると

ころです。 
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イセエビ漁が８月21日から始まったところですが、やはり三千七、八百円を推移しておりま

すので、年末になりますと１万円近くまで上がる年度もありますが、これにつきましてもお魚セ

ンター等を通じまして、イセエビ祭りとまではいきませんが、少し魚価の安定のために関係団体

から協力を得て、そういったイセエビのフェアみたいなものをすることによってですね、魚食普

及とそれと魚価の安定化に向けた対策を講じる取組を今、漁協、それと関係団体、あとお魚セン

ターのほうと協議をして、イセエビ、そういったものについても昨年度も浜値が安い時期もござ

いましたので、漁が始まってまだ１か月もたっていないところですが、そういった取組をするこ

とによりまして浜値を維持、また漁業者の皆さんの所得向上に向けた取組を講じてまいりたいと

考えております。 

○13番清水和弘議員 私はイセエビ、これについてですよ、枕崎はこのイセエビ祭りというの

はないわけですね。この薩摩半島で一番イセエビが捕れるところは枕崎だというふうになってい

ますから、今後ですね、この辺も改善してもらえるようにこれはお願いしときます。 

次にですね、市長はこの就任２年半を過ぎまして、人口２万人の幸せなまちと表現してきまし

た。 

ところでですね、私は今回この人口を増やすためにはですね、お魚センターの経営改善など必

要と考えて質問通告をしました。ところが、この私に対する事務局の答弁はですね、経営に対す

る質問はするなということでした。だから、今後はもう我々議員は一般質問等、この経営に関す

る質問はできないものと私は信じて、今回はいたしません。また、ほかの人もそうあってほしい。

そういうふうに注意してほしいものです。 

次にですね、この農産物の、農業従事者の基腐病についてなんですけど、これは私が思うとこ

ろに三、四年前から発生しているわけなんですね、農業従事者が相当困っている。これに対する

三、四年前からの対応をどのようにしてきたのか、国県等にも相談してきたのかですね。 

それと沿岸漁業なんですけど、今現在、沿岸部の白化現象、これが発生して沿岸漁業の水揚げ

量が大分減少しとると私は聞いとるんです。 

これらに対する透明性のある説明、これがされて、具体的にどのようになっているのか、現在

ですね、どのような解決状況になっているのか、その辺をお尋ねいたします。 

○原田博明農政課長 カンショ基腐病につきましては、これまでも議会で答弁しておりますが、

平成30年12月に発生が確認された病気でございます。発生が確認されて２年目というところに

なっています。 

発生が確認されて以来、農水省や農業・食品産業技術研究機構、鹿児島県農業開発総合センタ

ー等で防除対策や防除剤の研究、開発がされてきており、予防剤の新規登録が幾つかされてきま

した。しかしながら、現在のところ、これという特効薬がないところでございます。 

今年産においても、宮崎県や本県の大隅地区、南薩地区において発生が見られ、場所によって

は大きな被害が出ており、今後カンショの塊根が大きくなるにつれて被害の拡大が予想されてい

ます。 

国、県、本市農政課、ＪＡ南さつまにおいて、サツマイモ基腐病防除対策のパンフレットでの

周知、各生産部会での防除講習会、実証圃場での調査研究などを実施し、生産者と一緒に対策に

ついて対応しているところでございます。 

また、農水省が実施しましたかんしょ生産性緊急支援事業において、機械導入、機械リース事

業、土壌消毒剤、苗消毒剤、堆肥散布経費、他作物への転作支援、ウイルスフリー苗の助成、予

防剤への補助など支援策への申請支援を実施いたしました。 

申請の内容としましては、１法人、６組合、80人の個人農家が、平成30年度補正の一次募集

から平成31年度補正の二次募集、令和２年度事業において申請したところでございます。 

事業の内容として、農業機械の導入及びリース事業が総事業費5,003万3,800円、肥料、薬剤、
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ウイルスフリー苗、予防剤、転作等への支援として、総額1,744万0,705円の支援事業が実施さ

れました。 

今年度の支援事業としては、県が補正予算で対応するとして、環境と調和した農業推進事業

（土づくり展開事業）で堆肥散布の費用補助も近日中に公募するということでございます。内容

が確定次第、補正予算でお願いするということになります。 

国への要望等につきましては、県市長会定例会において要望事項として提言しています。また、

南薩地区総合開発期成会でも要望書で使用農薬登録拡大を要望したところでございます。県、Ｊ

Ａにおいても、農水省への要望を実施しているところでございます。 

○13番清水和弘議員 今、農政課長がるる申しましたけどね、国県に要望事項を出していると

言われますけど、現在のところ、その国県のリアクションはどのようになっているんですか。 

○原田博明農政課長 答弁でも申しましたが、現在のところ、病気が発生した塊根等について薬

剤で防除するということはなかなか難しいということで、特効薬がまだ開発されてないというと

ころでございます。 

現在のところ、基腐病を含め様々な病気を防止するためには、栽培基本技術の徹底に努めると

いうことになっております。圃場での消毒、それから育苗期の苗床消毒と健全な苗の確保、植付

け前の圃場においては、土壌消毒の徹底、排水対策、植付け時には苗の消毒の徹底、こういった

作業を農家の方々に実施していただくということが重要でございますので、これらを各地区の座

談会やさつまいも生産部会、仲買人等を通して、様々な機会を通して周知しているところでござ

います。 

○鮫島寿文水産商工課長 磯焼けにつきまして、私のほうから説明をしたいと思います。 

近年、国内の沿岸海域におきまして、地球温暖化による海水温の上昇や食害生物の増加により、

サンゴの白化や藻場の減少が顕在化し、深刻な問題として取り上げております。本市の沿岸海域

におきましても、平成20年頃より磯焼けが顕著になり、藻場・干潟等保全活動支援事業、平成

25年度からは水産多面的機能発揮対策事業で、その対策を行ってきたところです。 

潜水調査において、藻場が少なくなりコーラルリーフが増えてきていることや、サンゴの食害

生物であるオニヒトデが多く発生していることが確認され、その駆除等をこれまで実施してまい

りました。 

また、藻場を再生するには、藻の生息する環境の提供や胞子を持つ母藻の投入などが必要であ

るとともに、その海域での生息に適した種類を選択することが重要であるとされております。 

本市の沿岸漁業者や漁協、市で構成する藻場保全活動組織では、本市沿岸海域に生息するホン

ダワラやトサカノリによる藻場造成を実施しておりますが、その中で行ったトサカノリの生育実

験ではトサカノリ礁に根づき生育することが確認され、ホンダワラにつきましても食害状況も含

めたネット保護生育実験を本市沿岸海域で行った結果、ネットの目より小さな魚に食害されてい

ること、外洋で流れの速い港の外の沿岸海域ではホンダワラが基質から離れやすいことが確認さ

れております。 

現在の藻場の再生につきましては、こうした生息調査やモニタリング、生育実験を基に行って

いるところです。 

今後も、国の水産多面的機能発揮対策事業を活用し、潜水によるモニタリングを行い海水温や

沿岸海域の状況を観察しながら、漁協、漁業者、そして水産高校とも連携し、効果的な対策を研

究、実施していきたいと考えております。 

○13番清水和弘議員 次に、地方創生制度に対する人材確保について質問していきます。 

今、人口５万人以下の自治体に対してですね、地方創生人材派遣支援制度に基づき市町村長の

補佐役としてですね、国の職員や大学研究者、民間人などの派遣を実施し、県内においてもです

ね、平成27年には南さつま市、長島町、平成28年には阿久根市、志布志市、平成29年には出水
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市といちき串木野市に派遣され、その派遣期間は原則２年間となっているようです。 

本市では、このような事業に対して取り組んだ実績はあるのか、ないとすれば、なぜ取り組ま

ないのか、その理由についてお伺いいたします。 

○堂原耕一企画調整課参事 地方創生人材派遣支援制度につきましては、地方創生における人的

支援の３本の矢の一つでありまして、質問者もおっしゃられるとおり、比較的規模の小さい市町

村に対し、意欲と能力のある国家公務員や大学研究者、民間人材を市町村長の補佐役として派遣

する制度となっているところです。 

派遣された人材の役割は地方創生に関し、市町村の総合戦略に記載された施策の推進を中核的

に担うものとされておりますが、これに令和２年度からは、国の第２期まち・ひと・しごと創生

総合戦略で新たな目標として設定されましたＳｏｃｉｅｔｙ5.0の実現に向け、情報通信関連事

業者等の民間事業者をデジタル専門人材として派遣するメニューも追加されているところであり

ます。 

この制度は、平成27年度から開始されておりまして、令和２年７月現在で、これまで244の市

町村に対して人材の派遣がなされているところのようです。令和２年度は全国46市町に対して

派遣されることが決定しておりまして、過去には議員からもありましたとおり鹿児島県内の市町

村に対しても派遣されているところであります。 

第１期地方創生総合戦略の策定以降、これらの制度の活用は本市においては図られていないと

ころです。 

今後は、専門的知識や技能を持つ国家公務員、大学研究者、民間企業といった人材との協働が

有効かつ必要と判断される事業について、その事業にマッチした人材派遣が望めるのであれば、

地方創生人材派遣支援制度ですとか、同様の制度であります地域おこし企業人プログラム制度な

どの活用を検討していきたいと考えております。 

本市において活用が図られてこなかった理由と申しますのが、今も申し上げましたとおり、ま

ずそういった人材を活用すべき取組というか、何に対して必要なのかという検討というところを

実施してはおりますが、それに応じた事業等が今のところ、まだ準備と申しますか、そこら辺が

できていないという理由からでございます。 

○13番清水和弘議員 これ平成27年から始まっている事業ですよ。平成27年には鹿児島県でも

南さつまなんかもう実施しているんですよ。こういうことだから、枕崎は今現在の財政状況だと

私は思いますよ、市長はこれに対して今後どのように考えておるんですか。 

○前田祝成市長 やはり、そのような人材活用のメリットというのは多々あろうかと思います。 

平成27年の地方創生総合戦略、第１年目のところからこの５年間についてはですね、今参事

からありましたようにマッチングというところがなかなか具体化しなかったということであろう

かと思います。 

そして、今年から始まっております第２期の地方創生総合戦略の中におきましてはですね、で

きるだけそういう我々の庁内の職員の力だけではない部分というのも幅広く考えていこうという

ふうには考えているところでございます。 

民間の力というのもですね、私自身どれぐらい、どのようなものがあるのかっていうのもです

ね、これまでのキャリアの中でいろいろ体験もしてきておりますので、その辺りは十二分に発揮

させていただきたいというふうに思っているところです。 

○13番清水和弘議員 やっぱりすごい制度ですよ、これは。国の職員や大学研究者の採用がで

きるわけですよ、民間人で。そしたら、どれだけ効果を上げとるんですか。民間人の採用はなぜ

しないのか。これだけ知識を持った人たちをなぜ採用しないのか、私はそこを問いたいんですよ、

どうなんですか、これ。 

それとですね、そういう方を採用した場合、それについてもどのような効果があると予測され
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るか、その点についても答弁をお願いします。 

○前田祝成市長 ただいま申し上げましたように、その人材活用のメリットというのは多々ある

というふうに思っております。 

就任していただくに当たってはですね、やはり我々に目的とするプロジェクトがあって、そこ

に我々が持っていない専門的知見、それを取り入れられる事業であるかどうかというのがまず大

前提になろうかというふうに思いますので、そこについてはですね、積極的に取り組んでいける

ようにそういう事業も含めてですね、事業立案を含めて取り組んでいければというふうに思って

いるところです。 

○13番清水和弘議員 今、この制度がですね、地方のほうと事業推進のノウハウが共有され、

派遣期間終了後は地域関係者が自立的に事業を推進していけることを期待しているとなっとるん

ですね。 

本市のような小規模の自治体でですよ、小規模の自治体だけど、私は持っている能力というの

はほかの自治体より大きいと思うんですよ。それを生かすためにも、こういった制度を率先して

採用すべきだと、もう一回この採用について市長の答弁をお願いします。 

○前田祝成市長 申し上げましたとおりですね、そういう地方創生に資するプロジェクト、政策

ですね、そういう部分をしっかりと捉えた上で、そこに庁内の職員、我々のリソースだけではな

かなか解決できない、あるいはもっとほかの力を入れたほうがいいというプロジェクトを立ち上

げてといいますか、そういうものがあればですね、そこにマッチングするものがあれば積極的に

取り組んでいきたいというふうに思っております。 

今後の地方創生総合戦略の中でもですね、いろいろ施策を今組んでおりますので、その中で、

やりながらどうしてもここは足りないなと、もっとこういう力を使いたいなというものがあれば

ですね、そこについては積極的にやろうというふうに思っているところです。 

○13番清水和弘議員 長島町とかですよ、南さつま、採用したところはすごく財政状況がよく

なっとるじゃないですか。そのようには思ってないんですか。 

南さつまなんか、基金残高なんか160億からなっていますよ、もう。枕崎はどんなんなんです

か、10億そこそこじゃないですか。このような財政状況を考えたらですよ、率先して取り組む

べきなんですよ。 

それから、次の質問に移ります。 

各地において地方創生のための具体的事業を本格的に推進する人材を養成するための地方創生

カレッジを創設してるようなんですね。これが２年から３年で約１万人に受講していただき、５

年間で高度な専門性を有する人材を500人以上の輩出を目指した事業であるとあります。 

本市の場合、これまで取り組んできてないと思うんですけど、この期間を利用した若い職員に

教育を受けさせるための制度、何か考えておるんですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 地方創生カレッジは、地方創生に必要かつ実践的なカリキュラムが

整備されておりまして、そのカリキュラムがインターネットを利用した学習形態である「ｅラー

ニング」で提供されているものです。先ほども答弁いたしましたとおり、国の人的支援の３本の

矢の一つであります。 

現在、地方公共団体や政府機関のほか民間企業を含めた様々な方々が全国で約２万人以上登録

しているということだそうです。受講できるカリキュラムは170以上に及びまして、本市では、

今確認できているところでは自己研修の一環として、１名の職員が受講登録をしているところで

ございます。 

この地方創生カレッジは、地方創生に資する様々な分野がカリキュラムとして網羅されており

ますので、自らの資質や能力を向上させるための自己研修の機会として、特に若手職員の方々を

中心といたしまして、庁内への周知を積極的に図っていきたいと考えております。 
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○13番清水和弘議員 若い職員の教育係は、どのような形で育成されて、今やっているんです

か、実際。 

○堂原耕一企画調整課参事 地方創生カレッジ以外で、若手の職員に向けた政策立案等の、ある

程度高度な内容の研修の受講状況について御説明申し上げたいと思います。 

研修の内容といたしましては、地域づくり新戦略研修という研修につきまして、県の市町村振

興協会自治研修センターで行われている研修ですが、この内容と申しますのが、自治体独自の政

策をつくり上げていくプロセスを体験いたしまして、自治体が取り組むべき地域づくり戦略に必

要な思考方法や論理構築手法を学ぶといった内容になっております。 

こちらの研修に対しまして、今、私の手元で確認できる限りでは、平成26年から令和元年度

の間に、これは若手の職員が５名参加しているところでございます。 

○13番清水和弘議員 今、５人ほどと言いましたけど、そういう人たちのグループをつくって

ですよ、その若い人たちが頑張るための導き方、行政でですよ、先輩職員として、どのように若

い職員の能力を引き出そうと、そのような政策を何か考えとるんですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 先ほどから議員からも指摘があります若手の職員の方々に私が言う

のもあれかもしれませんが、育っていただくということは大変大事で、そして若手職員の考え方

というのも市の事業ひいては枕崎市を活性化していくためにも大変重要なことであると考えてお

ります。 

それに当たっては、市長も日々おっしゃっていることではございますが、例えば今回９月定例

会にも予算計上しております地方創生臨時交付金の様々な事業でありますとか、今年度から開始

いたしました第２期地方創生総合戦略に掲げた各事業におきましては、一部の管理者等で協議す

るのではなく、若手職員も含めて全ての職員が意見を出し合って、特にその若手なりの意見とい

うものを吸い上げて、それらの内容を反映させて、事業の構築に結びつけているところでござい

ます。 

○13番清水和弘議員 次にですね、私は以前も質問したことがあるんですけどね、市職員を一

定期間、民間企業に就業させる、こういうことは考えていないんですか。 

○前田祝成市長 民間企業への派遣っていうことにつきましてはですね、過去にも事例がござい

ます。何名かの職員の方は民間企業にも派遣されております。その方々がですね、今こちらのほ

うで仕事をされているわけですけれども、そういう方々が今後また定年されて、いらっしゃらな

くなるということで、民間のノウハウというものについてはですね、そういう形で少なくなって

いく傾向もございますので、機会を見てその辺りは検討していこうというふうには思っておりま

す。 

あるいは、さきの議会でもお答えしたことはあろうかと思いますけれども、今、枕崎の青年会

議所のほうに２名の職員を派遣しております。 

そういった形でですね、そういう派遣されている者が枕崎市の民間の経営者の方々と仕事をす

ることによって、そのノウハウであるとかいろんな知見を日常の業務に反映させるということも

あろうかと思いますので、その辺りについては積極的に取り組んでいくことを考えております。 

ただ、現状、職員数の課題であるとか、庁内の課業の問題であるとかでですね、なかなか派遣

にまで及ぶ人的余裕が今ないというような状況もございますので、その辺りも含めて前向きに検

討できればというふうに思います。 

○13番清水和弘議員 今、市長は職員のことを言われましたけど、私としてはですね、再任用

職員が週に3.5日ですか、この行政機関で就業しとると思うんですけどそういう人たちがおる間、

枕崎市の職員の全体数というのは若い人たちを採用できないんじゃないんですか。上が詰まっと

るからですよ。 

それをまず入れようとしたらですよ、今度は負担が増えるじゃないですか。そういうことを考
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えたらですよ、これは私の考えですよ。再任用制度の職員をですね、例えばシルバー人材センタ

ー、そこには採用できないんですか。 

○山口英雄福祉課長 シルバー人材センターは、基本的に60歳以上の方で、自分の培ってこら

れた特技とかそういったものを生かして、簡単な作業をしたりとか、草刈りだったりとか、いろ

んな分野で十分な収入ちゅうわけじゃないですけども、そういったこれまで培ってこられた技能

を生かして若干の収入を得たり、あるいは生きがいづくりをしたりとかする会員の集まりでござ

います。 

シルバー人材センターは雇用という形態ではございませんで、希望する方が会員として登録す

るということでございますので、そういった市が再任用職員みたいな感じで雇用形態ということ

ではございませんので、そこのところは御了解いただきたいと思います。 

○中原重信議長 清水議員、質問の要旨に従って質問をお願いしたいと思います。 

○13番清水和弘 地方創生に従っとるじゃないですか。ずっと書いていますよ、地方創生制度

についてって。ここにあるんですよ、地方創生制度幾らでもありますよ、これ言うことは。 

○中原重信議長 質問をしてください。 

○13番清水和弘議員 なぜそういうことを言うんですか。 

次にですね、県立鹿児島水産高校ですね、これは現在、地域社会貢献のための研究として、１

番目、港湾内の航路を確保するための水中ロボット開発、２番目、臨時災害放送局開設に向けた

取組、３番目、地元の食材を生かした備蓄可能な製品の開発、４番目、防災かまどベンチで調理

可能な非常食レシピの開発、５番目、藻場への新たなアプローチに関する取組、６番目、チョウ

ザメの種苗生産とキャビアの活用、７番目、海技免許講習の充実による後継者育成に関する取組

があります。 

こういう、現在の鹿児島水産高校の取組をですね、私は以前に言いましたけど、産官学、漁協

を含めたですね、産官学で生かす考えはないのか。もっと突っ込んだやり方はないんですか。 

○鮫島寿文水産商工課長 県立鹿児島水産高校が取り組んでおりますチョウザメの飼育に関係し

て、その技術等を活用し、また水産高校の協力を得て養殖ができないか模索、検討している民間

事業者がいらっしゃいます。また、こういった取組が産卵やふ化、稚魚の育成、そういったもの

が必要なんですが、まだ確立されておりませんので、事業者と学の学校と、そしてまた民間と、

漁協を含めたそういった産官学連携の事業化というのには至ってないところです。 

ほかにもいろんな、今議員がおっしゃった水中ロボットですとか、先ほど私が申し上げました

藻場のそういった白化現象のこともあったり、そういったことにつきまして、今、水産高校のほ

うでもドローンを使ったですね、海域調査といいますか、そういった藻場の調査もしております。 

そこにつきましては、現在漁協のほうを中心に、先ほど言いました藻場のそういったモニタリ

ング、潜水調査等を行っているところですが、そこにつきましても、水産高校が取り組んでいる

研究成果等も見ながらですね、今後また秋以降にそういった潜水調査をしますが、併せてそうい

ったドローンの活用等も高校の協力等も得られないか、協議を進めていきたいと考えているとこ

ろです。 

○13番清水和弘議員 次に、これも地方創生ですからね。地域おこし協力隊は、３年間の期限

付と聞いております。この地域おこし協力隊の皆さんも事業継承の有力候補として後継者人材バ

ンクに登録するとあるんですね。この事業継承と地方への若者の定住を同時に実現しようとする

取組を開始しているところがあります。はっきり言います。宮崎県川南町で成功しとるんです。 

このような事業を、本市においてはどのように考え、地域おこし協力隊をですよ、どのように

生かそうとしているのか、また地域おこし協力隊に今後定住してもらおうという考えはないんで

すか。 

○東中川徹企画調整課長 地域おこし協力隊の制度につきましては、一定期間、地域に居住して
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地域での活動等を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組でありまして、３年間の期限

終了後には本市に定住していただきたいというのは私どもの願いでもあります。 

任期終了後に、本人の能力、そして意欲、それから協力隊として任期中に培ったノウハウ等を

引き続き発揮をされまして、本市において起業や就業されるということであれば当然、定住にも

つながってまいります。 

しかしながら、起業の場合、それに要する資金面などの経済的な課題、また就業においても受

け入れる団体・企業等の存在がどうしても必要になりますし、これらに加えまして、御本人の生

涯の設計等もございますので、なかなか難しい面もあるとも認識しております。任期終了後に、

引き続き本市で活躍できる場というものは、私どもも一緒になって考えていかなければならない

というふうに考えております。 

ただいま議員からありました後継者バンクにつきましては、後継者不在の個人事業主等と起業

家をマッチングすることによりまして、地域に必要な事業を存続をさせ、創業も支援する経産省

の事業であります。事業主側としましては、自らこれまで育ててきた事業を意欲ある後継者に引

き継ぐことができると。それから、従業員の雇用も維持することができるというメリットがござ

います。起業家側としましても、生産設備や顧客等の生産資源と経営のノウハウを引き継ぐため、

起業に伴うリスクが大幅に低減するというメリットもあるというものです。そして、この後継者

人材バンクに登録した地域おこし協力隊員による事業引継ぎも今ありましたように実現をしてい

るようであります。 

そのような意味では、地域おこし協力隊の任期終了後の定住のためには意義のある制度である

と思います。今後、研究させていただきたいというふうに思います。 

○13番清水和弘議員 私はですね、この地域おこし協力隊、今テレビ等にも度々出ていますよ。

なぜこれが今まで出てきてないのか。３人のうち１人ですよね、こうしていろいろやってくれと

る。このことを具体的に言うわけいきませんけど。やっぱり、あんだけ活動できるちゅうことは、

行政の協力がないとできないわけじゃないですか。あとの２人についてはですよ、行政はどのよ

うな協力をしとるんですか。それについてお答え願います。 

○東中川徹企画調整課長 ただいま１人だけということでおっしゃいますが、それぞれのミッシ

ョンがございまして、ＳＮＳ等を利用して情報を発信している業務もありますし、いろんな地域

の団体、ＮＰＯ法人とかですね、それの活動支援をしたりとか、あと本人が将来農業をしたいと

いうことで、農業をした上で定住をしていきたいという目的を持って活動している。 

外から見てなかなか見えにくいという任務、ミッションで動いている方もいらっしゃいますの

で、そういう意味では御理解をいただきたいと思います。 

○13番清水和弘議員 今、企画調整課長も言いましたけどね、私も１人の地域おこし協力隊は

最初から農業がしたかったんだと。ところが、この配置されたところは本人のやる気が前面に出

たらできるんだと思うんだけど、そこをなぜそういう目的で来とるのに全然違う。行政が力添え

をしなかったのか、こういうことで地域おこし協力隊も萎えてしまうんですよ、もう。 

せっかく枕崎で何とかしようと、自分を磨いてみようと来るわけだから、そういうとき協力す

るのが行政じゃないんですか。それがまた枕崎の財政浮揚にもなりますよ、そのようなことは考

えてないんですか。 

○東中川徹企画調整課長 地域おこし協力隊を採用する場合には、その方のミッションというの

をお示しします。遊休農地の活用による営農とかですね、地域行事等への参画、そういった過疎

地域をですね、活性化する、寄与するための活動に取り組んでいただくということで採用をした

と。 

ただ、そのミッションの一つであります営農等を進めていくためには、土壌づくりであったり

とか、畑の管理など農業についての研修等も必要があるということもありましたので、今現在、
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市内の営農者の方々から指導を受けながらですね、活動できるような体制というのに改めました

りとか、そういう支援というのは行っているところであります。 

○13番清水和弘議員 私がもう一番心配するのはですね、せっかく枕崎に地域おこし協力隊と

して来た人にですよ、がっかりさせないような状況で対応していただきたい。本当悲しい思いで

すよ、相談を受けるけど。 

次にですね、地方の移住・定住の推進についてなんですけど、これまで東京一極集中で人口の

転入超過が続いている状況でした。私は今回思うんですけど、このコロナ禍によってですよ、東

京一極集中は終わりじゃないかと、地方が活躍できる場になると私は信じているんですよ。 

そういう中でですね、今のこのコロナの状況、コロナフローをですよ、枕崎はいかに生かすの

か、そのための、私は本当にいい事業になると思うんですよ。このコロナ状況を枕崎はどのよう

に生かしていこうとか、何かそういう計画はあるんですか。 

○東中川徹企画調整課長 さきの６月定例会におきまして９番議員の一般質問でも答弁いたしま

したように、今回の新型コロナウイルス感染症の影響を契機としまして、大都市部への過度な人

口集中が感染拡大のリスクを高めるということから、地方への分散の流れというものが進みつつ

あるというのは認識をしておりますし、実際に本市へのＵターン等を検討する方も徐々に出てく

るのではないかとも思っております。 

さきの定例会等の答弁とダブりますが、今後新型コロナウイルス感染症の影響に端を発しまし

た新しい生活様式、それから新しい働き方などに対応するアフターコロナ対策としての視点から

も、大都市圏等からのＵターンなど移住に対する支援策の拡大、それから現在その活用が普及し

つつあるテレワーク、リモートワーク等に対応するための環境整備を含めまして、本市の今後の

活性化にどうつなげていくのか。先ほどからもありましたように全職員でこれまで以上に創造力

を働かせて知恵を絞りながら検討を進めていかなければならないというふうに考えております。 

○中原重信議長 以上で、清水和弘議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午前10時32分 休憩 

午前10時42分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、下竹芳郎議員。 

［下竹芳郎議員 登壇］ 

○10番下竹芳郎議員 まず初めに、昨日、おとといの台風10号で被害に遭われた方々にお見舞

いを申し上げます。 

また、徹夜で不測の事態に備えていた市長をはじめ職員の皆様に敬意を表します。 

今年は、世界的に新型コロナウイルス感染症が猛威を振るい、社会生活、経済を脅かし、日本

中が待ちに待った東京オリンピック、パラリンピックが１年延期となり、鹿児島県民が期待して

いた、本市もなぎなた競技の会場となっていた第75回国民体育大会「燃ゆる感動かごしま国

体」、そして第20回全国障害者スポーツ大会も延期が決定いたしました。 

また、その他ほとんどのスポーツ大会、イベントも中止、延期を余儀なくされました。選手、

関係者のことを思うと、どんな言葉も見つかりません。日本中はもとより、本市もスポーツ一色

となるはずが一転いたしました。これについて市長の見解をよろしくお願いします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 新型コロナウイルス感染防止と拡大防止のため、３月には東京オリンピックの

１年延期が発表され、本市におきましてもスポーツに限らず、さつま黒潮きばらん海枕崎港まつ

りなど、いろいろなイベントが中止、延期になりました。 

国体については、県と日本スポーツ協会などが６月19日に来年以降に延期を発表いたしまし
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た。本市で開催予定でありましたなぎなた競技会についても、全国から多くの選手や関係者が訪

れることから、感染リスクも高く感染拡大も懸念され、予防対応策を講じて開催するには準備期

間等が短い、そして市民や選手、監督、大会関係者などの感染防止を考えますと、10月に安全

な中で開催するのは困難ではないかと我々も考えておりました。 

しかしながら、かごしま国体での活躍を目標に競技力強化に励んでこられた、特になぎなた少

年女子などの年齢制限がある競技については、どうにか開催できないものかという思いもござい

ました。また、選手の心情を考えますと、質問者からもありましたように、延期になったことは

痛恨の極みでございます。市内の宿泊業者や運輸業者などの経済への効果も期待しておりました

ので、改めて残念であるというふうに思います。 

大会運営の準備につきましては、国体枕崎市実行委員会で準備を進めており、昨年５月には国

体なぎなたリハーサル大会となる全国規模の第60回都道府県対抗なぎなた大会を開催しました。

県なぎなた連盟、各種団体、ボランティア、中学生・高校生の式典補助員、中学校吹奏楽部など

のたくさんの方々に御協力をいただき、国体本番さながら真心の籠もった魅力ある大会であった

というふうに評価しております。皆さんの御協力には感謝いたします。 

延期になりましたかごしま国体につきましては、３年後の2023年開催で調整が進められてお

りますが、これからの国体は今までと違い、新しい生活様式を取り入れた「新しい国体の開催に

向けた方針」を策定するなど、感染防止などの対策を講じる必要がございます。しっかりと準備

を進めていきたいと考えております。 

○10番下竹芳郎議員 本当に選手、関係者のことを思うと心が痛いのですが、平成30年に国体

の準備のために新設された保健体育課の国体推進係も一生懸命、開催予定であったかごしま国体

なぎなた競技の準備、啓発のために奔走してくださいました。大変であったと察します。 

それで、延期されたかごしま国体は、先ほど市長も言われましたが、３年後を軸に開催を調整

していると聞いていますが、国体に関わる職員の配置、予算関係はどのようになっていくんです

かね。 

○松田勇一保健体育課参事 保健体育課国体推進係の職員体制につきましては、10月10日から

12日に開催予定のなぎなた競技会が延期になり、開催準備業務が大幅に縮小したことから、３

名から１名減員となり２名体制となっております。当面は、この体制で準備を進めることとなり

ます。 

予算につきましては、本９月議会に補正をお願いしており、歳出につきましては実行委員会の

負担金を１億0,453万4,000円減額し173万7,000円にして、歳入は県補助金の国体会場地市町村

運営交付金の5,498万2,000円を減額と、新たに歳入で実行委員会の精算金の受入金として731万

5,000円を計上しております。 

○10番下竹芳郎議員 職員の方々もこれから３年間頑張っていただきたいと思います。 

今年開催予定であった国体に向けて、総合体育館、また周辺の整備を相当な予算をかけて行っ

てきましたが、３年後、このコロナ禍が終息するかもしれないですが、コロナ対応等も考えてど

ういった改善が必要でしょうか。 

○豊留信一保健体育課長 国体の会場となる総合体育館及び武道館は、国体の開催に向けて平成

28年度から整備を進めておりまして、施設の内部につきましてはほぼ改修が終わったところで

す。 

新型コロナウイルス感染症拡大による非常事態宣言以降、本市の体育施設においても屋内外問

わず、利用・活動の自粛、３密を避けるための利用人数制限、入館者への記名のお願い、入館前

の手指消毒、マスクの着用などをお願いをしまして、感染拡大防止に努めております。 

国体の開催においては、選手、監督、大会関係者や一般来場者が、感染リスクに対して不安と

ならないような安全対策を講じる必要があることから、「ウイルスを持ち込ませない、感染させ
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ない、感染しない」の環境整備が必要であると考えております。 

具体的な対策としまして、８月の臨時会においての地方創生臨時交付金事業の公共施設等の感

染症対策事業で、サーモグラフィーカメラ、非接触型体温計、アルコール消毒液、空気清浄機を

整備いたします。また、今議会の補正予算に国の補助事業と地方創生臨時交付金を活用した総合

体育館競技環境整備事業によりまして、総合体育館の別館に空気調和設備を設置する予算をお願

いしてございます。 

新型コロナウイルス感染症の今後の情勢ははっきり見えないところでありますが、現在ではこ

ういった感染症対策の環境整備を行った上で、国体開催に向け準備を進めていきたいと考えてお

ります。さらに、来年度開催されます三重国体においても、三重県津市においてコロナ禍におけ

る新しい国体の開催に向けた取組方針というのが策定されております。三重国体が手本となると

考えられますので、参考にしていく必要があると考えております。 

○10番下竹芳郎議員 感染防止は十分にしていただきたいと思います。その頃は、コロナが完

全に終息していることを期待しますが、それがいい方向になって、さらに盛り上がることを期待

いたします。 

それと身障者、特に車椅子を利用されている方々の対応は十分でしょうか。 

○豊留信一保健体育課長 障害者の方の体育施設利用については、総合体育館においては玄関先

にスロープを設置し、車椅子等でも入場ができます。トイレも一昨年度多目的トイレに改修し、

それからフロアも滑りにくい材質で改修しております。 

ただ、観戦目的で来場した場合に、体育館の場合は観戦席が２階となっていることから、検討

の必要があると考えております。国体開催の場合は、１階のアリーナ競技場の中に障害者用の観

戦席を設けることとしております。 

体育施設の全体的なバリアフリー化については、これからも利用者ニーズに応じた対応が必要

であると考えております。 

○10番下竹芳郎議員 私が常々申している、どんな人にも優しい環境、そして対応をよろしく

お願いいたします。 

さらにまた、３年の猶予がございますので、今回できなかった分、足りなかった分を気づいて

もらいまして、充実した施設にしていただくようにお願いをいたします。 

昨年の５月にリハーサル大会もあって、市民への周知も少しずつできたと思うのですが、どう

なんですかね、なぎなた大会が開催会場になると決定してから、今まで小中学校の児童生徒を中

心になぎなたの普及啓発活動をされてきていますが、その効果のほどはどうなんでしょうか。 

○松田勇一保健体育課参事 なぎなたの普及啓発については、市内４中学校で体験を通した普及

を目的に、平成30年度から武道の授業に取り入れております。令和元年度は、鹿児島県武道等

地域連携推進事業を活用して、県なぎなた連盟の外部指導者による授業を実施しました。体験を

重視した授業内容で礼法指導、自然体、構え、打突など基礎・基本を正しく学んでおります。 

その結果、授業を通して礼法の大切さやなぎなたのよさを実感し、実際に触り身近にすること

で理解を深め、改めて関心を持つ生徒が増え、国体なぎなた競技会の気運をより一層高めること

ができました。 

こういった活動の影響から、なぎなた部のある高校へ進学して、なぎなた競技に励む生徒が数

名いると聞いております。今年度も継続して中学校体育の授業に取り入れることとしております。 

広報啓発活動につきましては、市広報紙等で特集記事の掲載や市内各所にのぼり旗の設置、市

内事業所に卓上のぼり旗やリハーサル大会のポスターの設置をお願いするなど広報啓発活動を行

ってまいりました。 

また、かつおまつり等各種イベントでは、リズムなぎなたの披露、なぎなた体験コーナーを設

置し、訪れた子供から大人までたくさんの市民の方になぎなたを手にして体験していただいたと
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ころです。 

市内の小中学校では、応援のぼり旗の製作、花いっぱい運動として花育て、小中高校生を対象

にポスターコンクールを実施し、さらに水産高校の生徒には、市役所の玄関や体育館に設置して

ありましたカウントダウンボードの製作に協力をいただきました。 

こういった広報啓発活動の取組により、たくさんの市民の方々になぎなたに関心を持っていた

だき、市全体で国体なぎなた競技会を盛り上げていこうという意識の醸成が図られたところです。 

○10番下竹芳郎議員 今年ですかね、なぎなたを指導できる教職員の先生が来られたと聞いた

んですが、コロナ禍でなかなかそういう指導をするのも厳しいとは思うんですが、そういう効果

はどういうふうなのがありましたか。 

○松田勇一保健体育課参事 立神中学校のほうに、今年体育の指導教諭が来られております。 

少し聞いたところですけども、体育の授業が学校のほうでなされているというところまでは聞

いているところです。 

○丸山屋敏教育長 立神中学校に、なぎなたを専門にする先生を今年配置していただきました。

配置するに当たってはですね、やはりきちっとした指導ができるのか、学習指導ができるのかと。

その上で、なぎなたはどうですかということで配置していただきましたので、その効果はですね、

４月でしたので徐々に出てくるものと思っております。 

○10番下竹芳郎議員 頑張っていただきたいと思います。 

今現在、枕崎でなぎなたの競技で強化選手みたいな方はいらっしゃるんですか。強化選手とい

うか、候補というか。 

○松田勇一保健体育課参事 今のところはいないということで聞いております。 

○10番下竹芳郎議員 国体についての最後の質問となりますが、３年後に調整しているかごし

ま大会延期についてのしっかりとした方針も定まってない中とは思いますが、延期された大会で

目指すものは何でしょうか。 

○松田勇一保健体育課参事 今年開催予定だった国体なぎなた競技会の大会運営につきましては、

県実行委員会の開催基本方針の趣旨に基づき、枕崎市実行委員会は市民総参加の下、その英知と

総力を結集して枕崎市らしさを生かした大会を開催する基本方針を策定し、準備を進めてまいり

ました。 

特に枕崎市のすばらしさを感じることのできるような心の籠もったおもてなしをするとともに、

火之神公園や東シナ海の雄大な自然、かつおぶしやお茶など豊かな食文化、先人より受け継いで

きた文化や伝統など、本市の誇れる魅力を余すところなく全国に発信することとしておりました。 

延期された国体は、市民、選手、監督など大会関係者や来場する全ての方が安全で安心できる

国体でならなければなりません。そのためには、スポーツ庁が策定した「社会体育施設の再開に

向けた感染拡大予防ガイドライン」や日本スポーツ協会と日本障がい者スポーツ協会が策定した

「スポーツイベントの再開に向けた感染拡大予防ガイドライン」などに沿って、新しい生活様式

を取り入れた新しい国体の開催に向けた取組方針を定めて準備を進めていくことが大事になりま

す。 

方向性としては、開会式、閉会式の縮小、来場者の人数制限を行う、おもてなしを行わないな

どが考えられ、来年開催が決定している三重国体やその次の栃木国体を参考に準備を進めてまい

りたいと考えております。 

また、競技につきましては、県が天皇杯及び皇后杯を獲得するため、選手の育成・強化に取り

組んでおり、県なぎなた連盟も競技力強化に力を入れております。 

もし３年後の開催になりますと、今の中学生が少年女子の対象選手となりますので、中学校で

なぎなた授業を継続することにより、本市の生徒が国体なぎなた選手になる可能性もあります。 

また、国体会場となる市立総合体育館は、強化練習場として確保するなど配慮してまいります
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ので、ぜひ優勝を目指していただきたいと思っております。 

○10番下竹芳郎議員 次の３年間、選手、関係者また所管職員の方もモチベーションを持続す

るのが大変なことと察します。 

また、なぎなたに感化された子供たちが育って、地元枕崎の国体選手が現れることを期待しま

して、３年後の大会を楽しみにしていきたいと思います。 

次に、市長の公約の目玉でもあります災害に強いコミュニティＦＭラジオ局の開設について質

問をしていきます。 

私は、２年前の平成30年６月定例会で、このことについて進捗状況を伺わせてもらいました。

そのとき、庁内全体で開設に向けた研究を進めるという答弁をいただきましたが、市長の任期も

あと１年数か月となり、その後はどうなったのか、今の時点での進捗状況を教えてください。 

○小泉智資副市長 今、御質問のありましたコミュニティＦＭに関しまして、現在県内におきま

して民間企業やＮＰＯ法人、第三セクターが事業主体となって、離島も含めまして13のコミュ

ニティＦＭ局が運営されております。 

複数のコミュニティＦＭ局及び関連自治体に取材を行いまして、コミュニティＦＭ局運営にお

ける現状と課題の抽出を行っております。 

各自治体におきましては、防災対策としての必要性、有効性を目的として整備資金の拠出・運

営支援を行っており、本市においては既に整備済みの防災行政無線との連携の在り方、また市民

のコミュニティＦＭ局の需要に関する研究を進めていきたいというふうに思っております。 

コミュニティＦＭ事業は、地域づくりに有効な方策と考えられる一方で、将来的に健全な事業

運営をしていくためには、有効な事業、それから制度の活用、事業エリアの検討、適正設備の選

定による最小限の経費に収める工夫、運営事業者が広告収入だけに頼らない新たな収益につなが

る取組を探る、そういったことが考慮すべき課題として考えられております。 

特に運営に関しましては、自治体がというか、市役所がということではなくて、民間が主体と

いうふうになるということで収入確保が厳しいことが想定されています。 

また、設備の維持管理、それから番組の制作等にノウハウを持った専門スタッフの確保という

ことが大きな課題になるというふうに考えられております。 

○10番下竹芳郎議員 今のお話で、県下13のコミュニティＦＭ局があるとおっしゃったんです

が、その運営状況とか、経営状況とかは聞いていないんでしょうか。 

○小泉智資副市長 それぞれ取材にお伺いしたコミュニティＦＭ局、それから自治体のほうで教

えていただける範囲のことについては、いろいろヒアリングをさせていただきました。 

全ての情報が開示されているということではございませんので、ある程度の概略はつかんでい

るというそういう状況であります。 

○10番下竹芳郎議員 はっきりしたことは言えない状況ですね。 

開設する場合なんですが、大まかでもいいですから、イニシャルコスト、ランニングコストの

試算、運営方法の形は見えているんでしょうか。 

○小泉智資副市長 本市におきましての必要なコストにつきましては、現在のところ、事業計画

がまだ作成されておりませんので、具体的な試算という段階ではございません。 

それから、御質問のあった運営体制につきましては、行政主体で設備を整備して民間に運営を

委託する公設民営方式というのがいいのではないかと今の段階では想定しております。 

それから、イニシャルコストということで一言だけ申し添えておきますと、最低限の簡易な機

器類の調達ということに関しまして専門の事業者にヒアリングしたところ、3,000万円程度とい

うふうに聞いております。 

ただし、その電波をどこまで届けるのか、それからその強度を含めまして、いろんな機材の選

択も発生するということで、そこからまだ具体的な検討の段階には入っていないと、そういうこ
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とでございます。 

○10番下竹芳郎議員 それでは、今の時点では、どこを基地局にするとかそういうのは全然決

めていないわけですよね。 

○小泉智資副市長 基地局という今お話がありましたが、アンテナをどこに立てたときに電波の

状況が枕崎市はどういうふうになっているかっていう電界調査をするところから多分始まってい

くかと思いますが、今のところまだその電界調査にも着手しておりませんので、電界調査の結果、

アンテナをどこに立てるべきか、それからアンテナを立てるということは、いわゆる事業エリア

をどこまで想定するか、それによってもまた全然規模が変わってくるということになりますので、

そこら辺の具体的な検討までは入っていないという状況でございます。 

○10番下竹芳郎議員 このコミュニティＦＭ事業なんですが、市民に対してニーズの調査とか

は行う予定はないんですか。 

○小泉智資副市長 今のところ、まだ具体的にいつ調査をというような段階ではございません。 

ただ、今回の台風10号にあるような、そういう災害の広報ということで防災デジタル無線、

それからいろんなメールを使った展開等ございますが、それプラスそのコミュニティＦＭみたい

な可能性につきましても、そこは費用対効果を含めましてどこまでそれが必要なのか。あるいは

防災ということではなくて、市長公約にもありますコミュニティの再構築ということであります

と、そこに対しての効果というものが期待されるところではありますが、しかし、コミュニティ

ＦＭの導入ということになりますと、当然それのための設備投資、それからそれを委託して民間

で運営をしていくための委託先を含めまして、まだ検討しなければいけない課題がたくさん散在

しているっていうのが今の状況でございます。 

○10番下竹芳郎議員 全然着手しているような状態ではないっていうことですね。このコミュ

ニティＦＭを期待している市民の方々もいらっしゃいます。今回みたいに停電が長引くと役に立

つと思いますが、防災行政無線との兼ね合いも考えながら、運営面、経営面、しっかりとしたプ

ランで構築していただいて、明確に分かったときはまた御報告をください。 

○前田祝成市長 私の市長公約ということでございますので、少しお話をさせていただきたいと

思います。 

今、副市長から答弁があったとおり、庁内に副市長をリーダーにして調査チームといいますか、

まだチームというところまでいかないのかもしれないですが、取り組んでいるところでございま

す。 

そして、実はこの今回のコロナウイルス感染症においてですね、私も防災行政無線を使って発

信をさせていただきました。今回の台風の避難に関しましても、防災行政無線を通じて発信をさ

せていただきました。 

防災行政無線のデジタル化が進んでおりまして、それのポテンシャルといいますか、そこも評

価しないといけないなというふうに思っております。あるいは災害情報のエリアメールであると

か、その辺りがどのくらい市民に届いているかという部分についてはですね、十分に調査をしな

いといけないというふうに思っております。 

防災関係につきましての調査というのも、今回取り組む予定にしておりますので、その辺りを

踏まえて防災行政無線、あるいはその他の情報発信の現段階での評価っていうのをさせていただ

こうというふうに思っております。 

それを踏まえて、プラスアルファのツールとしてＦＭというのは、非常に効果があるのではな

いかと今のところ私は思っておりますので、その辺りについてはですね、その可能性を探ってい

きたいというふうに思っております。ですので、前向きに取り組んでいくということを進めてい

こうということで今思っております。 

具体的な動きということになりましたら、また改めて御報告させていただければというふうに
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思います。 

○10番下竹芳郎議員 少しでも早く、また答えをお願いいたします。 

それでは、１日でも早いコロナの終息、そして台風10号、７月豪雨の復旧・復興を御祈念い

たしまして、私の一般質問を終わります。 

○中原重信議長 以上で、下竹芳郎議員の一般質問を終わります。 

ここで午後１時10分まで休憩いたします。 

午前11時14分 休憩 

午後１時９分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、沖園強議員。 

［沖園強議員 登壇］ 

○４番沖園強議員 昼食後の眠たい時間ですが、しばらくの間、お付き合いをお願いいたします。 

九州全域を暴風圏に巻き込んだ台風10号は、農産物や家屋に被害をもたらし、今でも停電が

続いている地域が多いようです。 

本市においては、死者や負傷者などの人的被害はなかったものの、園芸ハウスや農作物をはじ

め、家屋や工場等に被害が見受けられました。また、過去に例を見ないような長引く停電によっ

て、冷凍・冷蔵設備を使用している製造業や生活関連業者等に二次的被害が出ており、新型コロ

ナウイルス感染症の影響から立ち直ろうとしていた事業者の士気をそぐような被害により、事業

継続への意欲が減退しなければよいがと案じているところでございます。 

被災された皆様に謹んでお見舞い申し上げ、１日でも早い復旧を心から願って質問に入らせて

いただきます。 

市長は、本市の新型コロナウイルス感染症の影響について、宿泊・飲食業界などの生活関連サ

ービス業をはじめ、本市の基幹産業であるかつおぶし製造業や農林水産業への影響も大きく、幅

広い業種に影響は及んでおり、事業者の経営悪化の状況が懸念され、事業の継続と雇用の維持が

深刻な課題である。市民の日常生活を守る、事業活動を支えて地域経済を守ることを第一に考え、

雇用の維持と事業の継続を最優先課題と捉えている。 

対策については、各課職員からの施策の提案によって全庁的な取組を検討すると一貫して述べ

られております。地場産業を基幹産業とした産業のまち枕崎市民にとって、市長の雇用の維持と

事業の継続の理念は力強く、高く評価するところです。 

そのような中で、国は雇用調整助成金事業を12月まで延長する方針を示しましたが、新型コ

ロナウイルスによる本市経済、本市税収への影響をどのように分析されているのか、まずもって

お伺いいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う市内経済への影響につきましては、影響

の出始めた４月から商工会議所と協力して聞き取り調査を実施しておりますが、市が単独で行っ

た事業者への７月の聞き取り調査におきましても、引き続き多くの業種に新型コロナウイルス感

染症拡大の影響が及んでいる状況は変わらず、特に宿泊業や飲食店、観光施設においてはその影

響が大きく、調査したほとんどの事業者が売上げ前年同月比20％以上の減少、中には50％以上

の減少が見込まれると回答した事業所もございます。 

７月に入り東京や大阪など都市部を中心に感染者が増加し、県内でのクラスターの発生、市内

居住者の感染確認など新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、接待を伴う飲食店については７

月８日から21日の14日間の県の休業要請があったほか、要請対象とならない店舗でも自主的に

休業や営業短縮を行った事業者も多く、飲食店は特に大きな影響を受けており、宿泊業において

も個人・団体の宿泊予約のキャンセルが相次ぐなど一層厳しい経営環境にあると認識いたしてお
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ります。 

また、理美容業などの生活関連サービス業、娯楽業、卸売業、小売業においても、外出自粛や

お土産店等からの受注減等により売上げが減少、さらに本市基幹産業の一つであるかつおぶし製

造業においても、特に外食産業の落ち込みに起因する業務用の商材の取引の減少が続いており、

大量の在庫を抱え、休業等による生産調整を行う事業者もあるなど、幅広い業種に影響が及び、

市内経済は非常に厳しい状況にあります。 

お尋ねの持続化給付金の給付状況、雇用調整助成金、事業者応援資金の申請状況、そしてお尋

ねがありました税収への影響については、私としましても税務担当と情報を共有しておりまして

状況を確認しております。その点の詳細につきましては、担当課長に説明をさせます。 

○鮫島寿文水産商工課長 まず、国の持続化給付金につきましては、８月24日までに全国で約

312万件の中小企業者、個人事業者へ４兆1,000億円の給付がなされたところですが、個別の自

治体ごとの給付件数、給付額の公表はなく、本市の事業者への給付状況の正確な数値は把握でき

ていないところですが、市に寄せられました資金繰りや融資の相談、それと市の家賃補助等の支

援相談を受ける中でお尋ねしましたところ、支給要件となる対象事業者のほとんどの方が申請し、

既に給付があったと聞き受けております。市内事業者への給付総数につきましては、100件を超

えるものと推察しているところです。 

２点目の雇用調整助成金申請費支援事業の申請状況につきましては、８月末現在で27件の申

請がありまして、281万円を交付決定しております。 

事業者応援資金支給事業の申請状況につきましては、８月から申請の受付を開始しております

が、８月末までに202件の申請があり、4,080万円を交付決定しております。 

○神園信二税務課長 続きまして、本市税収への影響に関して申し上げます。 

７月末時点で、調定額が大きく落ち込んでいる税目は法人市民税でございます。これが対前年

度比29.8％の減少という状況でございます。 

次に、国が打ち出しましたコロナウイルスの影響による収入減少に係る普通税の徴収猶予の制

度がございましたが、こちらの決定件数は７月末時点で７社、猶予額は約510万円というところ

でございますが、この７社が年度末まで猶予申請を続けた場合、令和２年度末の猶予見込額は

1,200万円程度になると予想しておりまして、普通税全体の収納率を0.6％引き下げる影響があ

ると予測しております。 

また、同じく国が打ち出しました介護保険料の減免申請、こちらにつきましては８月末時点で

７件、減免額は49万2,000円、それと国民健康保険税の減免申請は８月末時点で11件、減免額は

約150万4,000円となっております。 

さらに、解雇等に伴いまして、社会保険を離脱しまして国保に加入した方、この方々への国保

税の減免申請という制度がございますが、こちらの件数も増加傾向にありまして、平成29年度

14件、平成30年度13件、令和元年度12件という申請件数でございましたが、本年度は８月末時

点で既に10件に上っております。うち減免決定件数は９件、減免額は約150万6,000円となって

おります。 

この申請が８月末時点で10件になっておりますが、例年ですと申請が増加する年末年始を今

後控えておりまして雇用情勢が厳しいものになると、税収にさらなる影響を与えるものと考えて

おります。 

○４番沖園強議員 今、法人市民税、そしてまた徴収猶予等々の説明がございまして、非常に本

市経済等へ影響があるなというふうに改めて認識するところでございますが、本市といたしまし

ては交付金事業という限られた財源の中で、先ほど申しました職員の知恵を生かして様々な取組、

今回で65事業ですかね、になったということでございまして、その事業の内容というものは非

常に幅広く、市民サービスに還元する形になっていると、行政の守備範囲と申しますか、非常に
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効果的な取組じゃなかろうかなと。そして、そのことによって事業活動を支えて、地域経済を守

っていくことにつながっているなと重ねて敬意を表したいと思います。 

そこで、今説明がございましたが、通告してございます今後の支援策については、午前中の御

答弁でございましたので割愛させていただきますが、冒頭申し上げました台風10号によるいろ

んな生活関連サービス事業等に関係する被害、そういったもので今後支援策というものは考えら

れないのか、重ねてお尋ねしたいと思います。 

○前田祝成市長 台風10号に関してですね、朝方も申し上げましたが、被害状況を確認させて

いただいているところでございます。 

今、一報が入ってきているところでさえですね、かなりの被害額が出ているという報告も受け

ておりますので、その辺りは状況を把握した中でですね、今後どういう対応ができるかっていう

のを早急に立ててまいりたいと思います。 

この場で具体的に何をというのはちょっとお答えできないので、勘弁いただきたいというふう

に思います。 

○４番沖園強議員 午前中の答弁でもアフターコロナ対策というものも考えておられるようです

ので、ぜひ今回の台風10号の被害状況等を検討していただいてですね、前向きに取り組んでい

ただきたいというふうに思います。 

次に移ります。今回、私は市有財産について何点か通告してございます。我々総務文教委員会

に所管されており、所管事務調査等でも若干お尋ねしたんですが、まず公営住宅についてお尋ね

してまいります。 

本市の市営住宅の中に入居率が50％を割り込んだ団地が複数あるようです。特に谷原団地と

火之神団地の一部になるんでしょうけど、市ホームページの公営住宅の紹介に掲載されていない

と。掲載されていない団地の政策空き家は、解体という方向に進んでいるのかどうか、今後の市

営住宅の整備計画等をお示しいただきたいと思います。 

○松崎信二建設課長 御質問の募集停止をしている政策空き家は、老朽化による維持管理費に高

額な費用がかかることや入居希望者がいないことから、火之神団地は解体処分、谷原団地は建て

替えの方向で考えております。 

火之神団地の解体計画については、令和２年７月31日現在、管理戸数14棟72戸のうち今年度

は２棟11戸の解体に着手しており、令和３年度も２棟10戸の解体を予定しております。 

その後の管理戸数は10棟51戸となりますが、現在29戸の入居者が点在しているため、団地内

で比較的新しい昭和52年及び53年建築の住宅７棟33戸につきましては、建物改修等による長寿

命化を図り、点在する入居者を集約しながら、空き家棟となる住宅３棟18戸は計画的に解体す

る方向で考えております。 

今後の市営住宅の整備計画につきましては、市営住宅長寿命化計画では今年度に亀沢団地の３

号棟、４号棟外壁・屋根改修の長寿命化工事を実施しており、また令和３年度以降に計画してい

る団地は亀沢団地の５号棟と火之神団地の一部と小山平団地などになります。 

市営住宅の建て替え計画につきましては、利便性が高い谷原団地を第１候補としており、入居

申込状況や既存住宅の整備状況等を考慮し、需要と供給のバランスを見ながら、新築予定住宅は

新規入居と木場団地等からの移転希望者入居などを考慮して検討してまいります。 

○４番沖園強議員 確かに、火之神団地を見に行けば解体予定の古いほうも新しいほうも入居者

が点在しているんですよね。今のそういう長寿命化、解体、旧棟と新しいほうの50年代のやつ

とそういう構想は分かります。そこでお尋ねしますけど、これまで政策空き家という点につきま

しては、低廉な家賃を望まれる市民が存在すると。そして、今建て替え構想も答弁がございまし

たが、建て替え等によって新規住宅に転居しない方のために、維持管理を政策的に空き家として

保全管理するとそういった説明であったかと思うんですよね。 
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しかし、今の説明を聞いている以上、募集停止している政策空き家は維持管理費が高額になる

という説明でございました。そして、入居希望者がいないので解体すると。募集停止している解

体予定の団地の空き家を指しているわけですよね。いつからその募集停止している空き家を政策

空き家と位置づけたのか、そこをお聞きします。 

○松崎信二建設課長 御指摘の募集停止をしている政策空き家につきましては、低額の家賃を希

望される入居希望者用の政策空き家といたしておりますが、今までに建て替え事業による移転該

当者や新規入居希望者はいない状況にあります。 

時間の経過とともに、老朽化が著しくなり、空き家棟となった政策空き家については、団地の

住環境や安全面から解体したほうがよいと考えております。 

○４番沖園強議員 若干、ニュアンス的に政策空き家という位置づけが私とかみ合わないんです

けど、高額なために、また入居希望者がいないということで改修しないと、そして古いほうから

解体していくということですよね。 

そうすると、建て替え計画の第１候補を谷原団地、それと新規入居と木場団地からの移転希望

者の入居を考慮するという御説明なんですが、ということは木場団地は改修を考えていない、移

転希望者を募るとこう捉えていいんですか。 

○松崎信二建設課長 御指摘の木場団地の改修と入居者の移転希望につきましては、木場団地の

水洗化等の改修についてはトイレ等の水洗化を行い、合併浄化槽に整備しますと、水道代、共益

費、家賃などの料金が上がることになります。ほかに、浄化槽保守点検料も2,000円程度追加さ

れます。また、谷原団地建て替えによる入居希望者につきましては、現在の家賃の４倍から５倍

程度になります。 

このような家賃等の変動を示しながら、今後、アンケート調査を実施いたしまして、その結果

を基に検討してまいりたいと考えております。 

○４番沖園強議員 今後、アンケートを実施するということですよね。 

木場団地に入居者が20戸のうち19戸、谷原20戸のうち４戸入居者が現時点であります。そう

すると、アンケート調査するという今の計画であるんですけど、今の現居住者にはその建て替え、

移転等の相談はされているんですか。されたことはないんですか、今まで。 

○松崎信二建設課長 今、居住している住宅の皆さんに、議員がおっしゃっているのが木場団地

ですので、木場団地の住人の方に直接アンケートとかを取ったことは、今現在はございません。

これからアンケートを取りたいとは考えております。 

○４番沖園強議員 谷原団地が利便性等を考慮して第１候補と、環境はもう一番御存じのことと

思うんですけど、まだ木場団地にしても水洗化を図ると非常に家賃も上がるんだと、2,000円程

度ということなんですが。 

そうすると、亀沢団地の長寿命化計画も示されました。それと、火之神団地の50年代のやつ

も示されました。小山平のほうも示されました。これらの長寿命化を図ることによって、その低

額所得者用の住宅不足は生じないとこう見ているんですかね。 

○松崎信二建設課長 御指摘の低額所得者の住宅不足につきましては先ほども申し上げましたが、

令和３年度以降の市営住宅長寿命化計画では、亀沢団地の５号棟と火之神団地の一部と小山平団

地のほか、亀沢団地の簡易平屋住宅も計画しておりますので、低額所得者の住宅不足は生じない

と考えております。 

○４番沖園強議員 公営住宅法の第３条で、低額所得者の住宅不足を緩和するため必要があると

認めたときは、公営住宅の供給を行わなければならないとこういうふうになっていますよね、当

然不足が生じると。公営住宅の趣旨・目的にもとるということになるんですけど。 

そうすると、その木場団地の計画はどうなっているんですか、その水洗化を図ると家賃が上が

るんだということなんですけど、今後解体するんですか。 



- 39 - 

簡平ちゅうんですか、亀沢の簡平団地と火之神団地、小山平の長寿命化を図って、低額所得者

の住宅は充足するんだということなんですけど、木場団地はどうなっていくんですか。 

○松崎信二建設課長 先ほども説明しましたが、木場団地の改修等の計画につきましては、入居

者に水洗化の希望アンケート調査を実施いたしまして、その結果を基に検討してまいりたいと考

えております。 

○４番沖園強議員 木場団地は、アンケートの結果で解体するか、長寿命化を図るか、まだはっ

きりはしていないということなんですか。―はい、分かりました。 

そうすると、住生活基本法に基づく公営住宅法ということで、公営住宅法では第１条で健康で

文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家

賃で賃貸し、または転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目

的としてあるわけですよね。当然、本市の条例もそういうふうになっております。 

なぜ市のホームページで、ほんなら昭和42年建設の木場団地、アンケート調査をしてからは

っきりするというんですけど、木場団地を水洗化するかどうかもまだはっきりしていない。アン

ケート次第で水洗化するか、長寿命化するか、解体するかということですよね。 

それと、昭和40年建設の亀沢の簡平団地というんですかね、これはトイレは水洗なんですけ

ど、下水道があります区域内ですから水洗なんですけど、浴槽と風呂釜は持込みの家賃は3,100

円、木場団地も3,100円、これはくみ取りで水洗じゃないと。確かに、非常に低廉な家賃にはな

っていると思うんですよ。 

ただ、その公営住宅法で規定されている健康で文化的な生活を営むに足りる住宅なのかと、今

の現状は。はっきり申し上げまして、生活環境は非常に劣悪であると。公営住宅として募集をか

けていますよ、ホームページで。木場も、亀沢の簡平も、金山住宅もかけています。 

そのような状況なのか、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅なのかということについては

どうお考えでしょうか。 

○松崎信二建設課長 御指摘の木場団地と亀沢団地の簡易平屋住宅については、低額所得者用の

住宅といたしまして、低額で住宅を提供しております。 

当住宅は、建築いたしまして50年以上経過していることから、公営住宅法で規定されている

住宅には少し劣ると思いますが、年数が経過している分、家賃は低額となっていることから入居

者の入れ替わりもない団地となっております。 

老朽化しておりますが、入居者からの補修等の要望に対しましては、できる範囲で対応してお

ります。また、環境のよい住宅を提供するために、市営住宅長寿命化計画で改修等の長寿命化工

事を検討してまいります。 

○４番沖園強議員 いやいや、木場住宅については、まだアンケートを取らんな分からんちゅう

ことなんでしょう。それを検討されていないということですよ。 

本市条例でもあるんですが、まだ事業主体は市ですよね。市は常に公営住宅及び共同施設の状

況に留意し、その管理を適正かつ合理的に行うよう努めなければならないとこう定義されており

ます。 

さらに、公営住宅法施行規則第10条、修繕の義務のある附帯施設として、事業主体が管理す

る給水施設、汚物処理槽を含む排水施設、電気施設、消火施設などとこうなって規定されている

んですが、先ほどから何回も申しますが、木場団地の汚物処理槽の蓋の件についてはもう以前か

らずっと私指摘してきた経緯があるんですよね。 

もうつい最近も私ちょっと調査に行ってきたんですけど、マンホールちゅうんですか、肥料袋

をかぶせてございますよ。そういう状況がずっと以前から続いていると、改善されていない。 

そして、火之神団地や木場団地等、また亀沢の簡平団地にしてもそうなんですけど、老朽化し

ているのは当然なんですが、公営住宅法や市の条例にも規定されているんですけど、これは法や
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条例にもとるような増築をして、とてもじゃないが公営住宅という状況じゃないと。 

先ほどから申しますように、公営住宅法の趣旨ですよね、健康で文化的な生活を営むに足りる

住宅を整備し、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸しする、それが目的である

と、いわゆる事業主体の市の責務であるということだと思います。 

そういった公営住宅、本当に公営住宅なのかと思われるような公営住宅をホームページで入居

募集を行っていると。それについての市長の見解をお聞きします。 

○前田祝成市長 現状の公営住宅についての状況というのは、今建設課長からあったとおりだと

いうふうに認識しております。低額所得者に対するその住宅の貸与というところにつきましても

ですね、おっしゃられるように、やはり健康で文化的なっていう部分と現実とのギャップってい

うのがあろうかと思いますので、その辺りについては改善していかないといけないという認識で

す。 

ただ、現状のあるもののその状況の中での今募集っていう形でホームページのほうにも掲載さ

せていただいておりますので、それにつきましては手を挙げられる方がいらっしゃれば入ってい

ただくということで、間口を広げているというような状況かというふうには思っています。 

私もですね、今回のこの公営住宅に関して建設課とも話をしたんですが、その中でですね、や

はり何ていうんですかね、これまでの住宅とか世帯の構成ですね、例えば両親がいて子供が２人

いてというような一般的な、我々が家庭と思っていた構成というのがどんどんどんどん社会的に

も減ってきていると。例えば、独り親の家族だったりとかですね、そういうところとか、そうい

う現状をもう少し把握した中で、実際のニーズとその供給の体制というところのギャップを埋め

ていく作業というのは当然必要であろうかと思います。 

昨年、一昨年から潟山住宅のほうを新設しているんですけれども、あれなんかもある程度の所

得があって、ある程度の家族構成があってっていうようなベースで造られているっていう私も気

がしていまして、それはそれでいいんですが、そうじゃなくて、やはり低所得者であり、少人数

で入るというか１人で入る、あるいは２人で入るというようなですね、それに特化した住宅とい

うのも整備していかないといけないというふうに認識しています。 

その辺りをどういう形がいいのか分かりませんが、一人住まいあるいは二人住まいぐらいでも

入っていって、それに相応な形の住宅というのをですね、集合住宅になるかもしれませんが、研

究しておくように指示をしているところでございます。 

ですので、その辺りでですね、やはり現実の家族構成だったりとか、所得だったりとかってい

う部分とマッチするような、公営住宅の全体的なデザインという部分をしっかりつくっていくっ

ていうのは喫緊の課題だと思っておりますので、その辺りについては早急に取り組んでまいりた

いというふうに思います。 

○４番沖園強議員 今、市長が答弁されたようなことだと思うんですよ。特化した住宅といいま

すか、そういったものを検討していかないとですね、公営住宅法では毎年度、入居者からの収入

の申告に基づいてですね、当該公営住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項

に応じ、かつ近傍同種の住宅の家賃以下で政令で定めるとそういったことで定められている。 

しかし、先ほど建設課長の説明で、水洗化を図ると2,000円ぐらいの家賃が上がるんだという

ことなんですが、ただ本市条例にもあるんですが、生活困窮世帯であれば法令や条例に基づいて

家賃の減免、猶予もできるということなんですよ。 

そこで、果たして本当に42年建設の木場団地、40年建設の亀沢簡平団地の家賃3,100円が公営

住宅の家賃として本当にそういう生活環境を整備した家賃としてなら分かりますが、そういうも

とるような状況の中でその3,100円が安いのか、経過年数がたっているから安いと言われるんで

すけど安いのか高いのか、ちょっと疑問に思うんですよね。 

確かに転居しないと、永住しているような方々もいらっしゃいますけど、公営住宅法にもとる
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ようなことはあってはならないと、家賃が安ければよいという問題じゃなかろうかなと思います。

前向きに検討していただきたいと思います。 

私が思うには、火之神団地が造成された昭和40年代になるんですけど、その当時は火之神公

園の近くで非常に魅力があったんじゃなかろうかなと。そして、車社会のはしりであったために、

買物、病院、そういったインフラ等についてちょっと希薄じゃなかったのかなと。 

だから、若い人が非常に入居希望がおったんですけど、だんだんそういった病院、学校、買物

などの利便性、高齢化等によって今のような空き家が目立ち、スラム街みたいな感じになってい

るんじゃなかろうかなというふうに思っております。 

この傾向は本市に限らず、新興団地やこういった公営住宅に見られる傾向なんですけど、今国

のほうでもまちづくりの方向性が、在り方が検討されて、コンパクトシティなるものの構想が出

されているわけですよね。ただ、既存の公営住宅の長寿命化を図るんだということも必要かとは

思います。 

だけど、そういった利便性、学校や買物、病院等をそういった過去の火之神住宅の経験を踏ま

えてですね、再度検討する必要があるんじゃなかろうかなと思うんですけど、市長に最後にお聞

きしときます。 

○前田祝成市長 先ほどの答弁と重なる部分もあろうかと思いますけれども、本当に実際に求め

られている方、その方々の所得水準であるとかですね、その辺りの本当に個別に見ていかないと

いけない。その中で将来的にどう公営住宅の全体のデザインを考えていくかというところだと思

います。既存のものを改修して使えるのかどうかも含めて全体的に考えていかないと、やはり持

続可能なまちづくりというのは難しいんだろうなというふうに思っております。 

その辺りも含めましてですね、先ほどちょっと答弁しましたけれども、そういう１人世帯、２

人世帯当たりの廉価で借りられるような住宅というのもですね、かなり必要ではないかなという

ふうに思いますので、その辺りはしっかりとつくり上げていきたいと思います。 

○４番沖園強議員 次に、金山小学校跡地について伺ってまいります。 

市のホームページによる平成29年度固定資産台帳では、10年前の体育館の耐震化工事、18年

前の校舎大規模改修等を含めた残存価格が、土地は置いときまして、建物が4,800万程度残って

おります。 

その金山小学校跡地をですね、仮に現在で行政財産から普通財産に用途廃止して売却した場合

ですね、簿価そのものは幾らになって、補助金返納額はどの程度になるのか、お伺いしときます。 

○宮原司教委総務課長 補助金返納額について申し上げます。 

補助金等の交付を受けて取得した建物等の財産処分を行うに当たっては、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律第22条の規定により、原則として文部科学大臣の承認が必要とな

ります。金山小学校において、補助金等の交付を受けて建設された建物は校舎が２棟と屋内運動

場１棟となっています。 

交付を受けて取得した財産の処分制限期間は、鉄筋コンクリート造りの校舎が60年となり、

それぞれの建物の経過年数を基に試算した結果で申しますと、令和２年度における補助金の返納

額は640万円程度になると見込んでいるところです。 

○佐藤祐司財政課長 私のほうから簿価について答弁をいたしたいと思います。 

今、質問者のほうから29年度末の固定資産台帳で建物の簿価については4,800万と言われまし

たかね。私が手元に持っているのは5,800万で、今最新版であります平成30年度末の固定資産台

帳によりますと、建物の簿価については約5,400万、そしてまだ作業中でありますし、確定数値

ではありませんが、令和元年度末の固定資産台帳では、建物の簿価は約5,000万円というふうに

なっております。 

○４番沖園強議員 簿価については、なぜこういう誤差が出たか分かりませんが申し訳ございま
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せん。 

そうすると、今、金山小学校跡地については、総務文教委員会の所管事務調査では、鹿児島大

学との連携した取組が新型コロナ関係で頓挫しているとそういった説明でございました。そうい

ったことですが、その経緯については頓挫しているということで、それはそれでいいんですけど、

そうすっと毎年の金山小学校跡地を維持管理している需用費は大体どんぐらいになるんですか。 

○宮原司教委総務課長 お尋ねの需用費でございますが、金山小の維持管理に係る経費につきま

しては、電気料金、水道料金、修繕料等がございます。その合計額につきましては、直近３年間

で申しますと、平成29年度が47万5,738円、平成30年度が48万8,621円、令和元年度が63万

0,396円となっております。 

閉校後６年たっておりますが、６年間を平均した場合、金山小の維持管理に関する需用費につ

きましては年平均60万円程度となっているところです。 

○４番沖園強議員 鹿児島大学との連携した取組、そういったものが具体化すれば、それはそれ

でまた評価すべきことなんでしょうけど、年間60万の維持管理費、非常にもったいない施設で

はあります。ただ、今この６年間ずっと遊ばしているような状況が続いていると。 

今、適化法による返納額は640万程度ということなんですが、例えば企業誘致等も検討した経

緯もあるんですけど、福祉施設等への無償譲渡というようなことは考えられないんですか、考え

たことはないんですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 先ほど来議員のほうからもありますとおり、本市におきましては今

年度から鹿児島大学の産学・地域共創センターと共同いたしまして、金山小学校跡地の利活用策

について協議を図る予定でございましたが、現在のコロナ禍の状況でその協議は思うように進ん

でいないところであります。 

ただ、大学側とは連絡は適宜取り合っておりまして、この協議に入る前であったりとか、昨年

度の段階からであったりとか、今年度に入ってから適宜連絡を取り合うときに、大学側と話して

いる内容といたしましては、具体的なところまではもちろん現段階では言えないところでありま

すが、その利活用の方策の方向性といたしまして、例えば複数の企業やＮＰＯ法人による共同利

用や共同管理、そして今お話のありました福祉関係の拠点としての活用ができないかであります

とか、または新たな地場産品の開発とか、それを発信するような場として、そのような場所とし

て複合的な活用もできないかというようなところを、協議としてはまずは進めていったらどうだ

ろうかというようなことで話はしているところでございます。 

そして、その話をしていくに当たっては、やはり利活用については金山小学校にあるその地域

の特性、枕崎市にある、そして金山にあるという特性を生かしたものにすべきであると思います

ので、地元の方々の御意見であったりとか、御要望にも積極的に耳を傾けたいと考えているとこ

ろでございます。 

○４番沖園強議員 今までもＮＰＯ法人や福祉施設等への検討はしたと、協議はしていると。具

体的には、そういった個人企業とか、団体とか、福祉関連業界とか、話はされたことはないんで

すか。 

○堂原耕一企画調整課参事 これまでの協議の経緯の記録を遡りますと、実際にその具体的な名

称は申し上げられませんが、ＮＰＯ法人であったりとか、企業とその共同管理等の方策について

具体的な協議はなされております。 

ただ、その時々の様々な事情によりまして、その話は実を結ぶまでには至らなかったという経

緯が今まであるということは認識しております。 

○４番沖園強議員 教育長にお伺いしますけど、所管は教育委員会ということで、その教育委員

会を交えた中での協議をされているんですか。 

○丸山屋敏教育長 教育委員会を交えた協議ということですけれども、以前はありましたけれど
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も、一、二度。現在はやってないというところです。 

○４番沖園強議員 今後ですね、具現化するためにも、やはり連携を取り合って、あらゆる可能

性を検討していただきたいと要望に代えておきます。 

次に、クリーン堆肥センターについてでございます。 

市がＪＡ南さつまを指定管理者として、クリーン堆肥センターは無償と言えばいいんですかね、

貸してＪＡは営利活動ちゅうかやっているわけですよね。そして、本年度も令和元年度の決算に

おいても修理等が発生した場合は、９対１の割合で１割を市が負担すると。 

令和元年度の決算書を見ると、ホイルローダーが約284万7,000円の負担金、シャッター修理

が約92万1,000円、そして普通の負担金が５万9,000円と、そういった中で運営されているのが

実態であると。 

ただ、そのＪＡ南さつまが管理している管轄内の堆肥センターは、管内に数か所あるんですけ

ど、行政が介入して、こうして指定管理者として無償で貸し付けているそういった堆肥センター

は枕崎のみであると。ほかはＪＡが直営で行っていると、赤字であろうが何であろうが。 

そういったことを鑑みた場合に、実は平成６年から７年にかけて本市が２億6,900万の多額の

投資をして造った施設なんですけど、残の額が今4,850万程度ございます。 

その施設をこうして修繕費を負担金として、１割なんですけど払っている現状、そういったこ

とを考えた場合、無償譲渡としたほうがいいんじゃなかろうかなと、ＪＡに任せたほうがいいん

じゃなかろうかなという考え方もできるんですが、どうお考えでしょうか。 

○原田博明農政課長 ただいま議員のほうから平成５年と６年に広域畜産環境整備緊急対策事業

及び堆きゅう肥総合利用対策事業で２か年にわたって当初建設をいたしました。総事業費が６億

7,768万2,268円の建設をいたしたところでございます。 

負担金につきましては、修繕、それから備品等についての修繕等について、本市が１割、ＪＡ

南さつまが９割という負担で支払っているところでございます。令和元年度はホイルローダーの

改修・修理とシャッターの修理を行っております。先ほど言われた負担金につきましては、別の

負担金でございます。 

お隣の南さつま市、南九州市に２か所ＪＡが経営している施設があるわけですけれども、本市

のクリーンセンターにつきましては経緯がいろいろございまして、当初はＪＡ南さつまの施設で

ございましたが、改修それから移転ということの協議がなされまして、移転先をいろいろと検討

した中でですね、現在の芫ノ口に決まって建設に取り組んだところでございます。 

このときに取得用地の大部分が畑地であったために、農地転用の手続などが所有者と事業者の

関係でですね、農協が事業主体になると農地転用にかなり時間を要するというような理由があり

まして、市が事業主体となり建設することになったところでございます。また、平成26年度に

は資源リサイクル畜産環境整備事業において、堆肥発酵機械一式の整備も実施しているところで

す。 

こういったことから、当初はＪＡ南さつまと管理・運営業務で委託業務を開始したところでご

ざいますけれども、平成18年度からは指定管理者制度による協定を締結して現在に至っている

ところです。 

平成20年度前後からですね、数回にわたってＪＡ南さつまと施設の譲渡の協議を行ってきた

ところでございますが、ＪＡ南さつまのほうから施設の無償譲渡については受け入れられないと

いうことで協議については不調に終わっているところでございます。 

○４番沖園強議員 時間も大分押していますので、はしょって申し上げますが、取得額２億

6,900万、これ固定資産台帳、本市の。事業費は６億7,000万だったでしょうけど、本市の固定

資産台帳では２億6,900万ということです。 

 クリーンセンターにつきましては、本市の畜産農家の畜ふんの受入先として非常に事業効果は
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あるんですよね。ただ、いろんなやり取りの中、また指摘の中で本市の畜産業に対する支援策と

いうものはないじゃないかというようなことも言われたりするんですよ。そいじゃないと、これ

以上の支援策はないと私は思っているんですよ。 

本市は、畜産農家にとって、他市町村で見られないような取組で受け皿となっていますよと、

そういった答弁をしていただきたいなということを要望しておきます。 

最後に２点ほど、はしょって申し訳ないんですけど、最後の質問でございますが、お魚センタ

ーの第三セクターの経営については私申しません。お魚センター、地場産業振興センターがこの

新型コロナ感染症の関係上、非常に厳しい状況である中で、これは続けていけるのかなと非常に

危惧いたしております。 

前の議会でも私申し上げたことがあるんですけど、例えば市の政策としてですね、お魚センタ

ーに増資をすると。長期借入金の返済で非常に七転八倒している中での運営状況で、市の政策と

してできないかな。地場産業振興センターと管理部門を統合して運営すれば、何とかなるんじゃ

ないかな。 

地域の観光拠点としての存続を我々議会も損失補償まで承認してきた経緯がございますので、

市長の見解をお聞きしておきます。 

○中原重信議長 時間です。以上で、沖園強議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後２時９分 休憩 

午後２時19分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、禰占通男議員。 

［禰占通男議員 登壇］ 

○５番禰占通男議員 昼の眠い時間ですけど、よろしくお願いいたします。 

今、県内では、県内感染者の確認なしの発表が、この二、三日続いております。 

それと同時に、台風10号も近づいて朝の市長の報告でもありましたように、死者数もなく重

大な被害はなかったとのことで安堵しております。 

また、コロナワクチンの日本での治験開始の発表もありましたが、ワクチンの供給の一部が来

年１月から３月にも供給できるのではないかという見通しであるとのことが発表されております。

それまでは新しい生活様式が大幅に改善することは、望めないだろうと思っております。 

それでは質問に入ります。 

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の事務連絡・情報収集はどのようになされているのか

をお伺いいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 新型コロナウイルス感染症に係る経済対策について、国の政策や県の施策、他

の自治体の取組に関する情報収集ということですが、私のほうから直接担当課長に指示をして、

最新の情報をキャッチ・整理し、随時その報告も受けているところでございます。当然、私自身

もメディア等を通じていろんな情報収集をやっているところでございます。 

基本的に情報収集については、アンテナを各方面に立てて広く情報を集めるように全てに指示

しております。情報収集の具体的な手法について、担当課長のほうに説明させます。 

○鮫島寿文水産商工課長 新型コロナウイルス感染症の国の経済対策につきましては、内閣府か

ら先行して関係施策が発表される場合が多く、随時ホームページ上で確認作業を行っております。 

その後、経済産業省や厚生労働省よりホームページ上に具体的な施策の概要が示されますので、

それらを確認し、関係する県内にある国の機関や鹿児島県に問合せをするなどして、迅速かつ確

実な情報の収集に努めているところです。 
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○５番禰占通男議員 今は担当課長が内閣府などのホームページ、省庁のほうを検索・確認して

いるということですが、この国県などからの各市町村に対して直接の事務連絡というか、そうい

うものはどのようになっているんですか。 

○鮫島寿文水産商工課長 直接の事務連絡といいますか、通知というのも今は郵送ではなく、イ

ンターネット上で、オンラインでメールで通知されております。 

その資料にある添付ファイルを開きまして、具体的な国の政策、そういったものを確認して、

先ほど申し上げました、ちょっと不明な点があるときには国の鹿児島県にある機関ですとか、ま

た直接メールでお問合せをするなどして確認作業をしております。 

○５番禰占通男議員 私も今回質問するに当たり、内閣府のホームページ等に発表されておりま

すいろんな情報等について、それがほとんど県宛ての連絡になって、県に対しては各市町村に周

知願いたいという、そういう文面になっているんですけどね。 

今、課長が言いましたように、直接ホームページ等で確認する、メール等で来ることで確認す

るということで、市長から担当者に情報収集をお願いしているということでしたので、うまくい

っていると思ってはおります。 

それで、今回コロナウイルス関係で一番問題になっているのが、国の電算機のシステムと、各

自治体のシステムが互換性がないということで、いろんな問題をはらんでいるということで、今

課長が言いましたが、メール等については十分だろうけど、いろんな給付金などについても最初

の国が予定したとおり進まない。 

そういったことに関しては、県とか国からの何か連絡というか、周知方法については何かある

んですかね。一番の、何か今コロナ関係になって問題視されているのはそこではないかと思って

いるんですけど、どうなんでしょうか。 

○鮫島寿文水産商工課長 まず、代表的な例を申し上げますと、国の持続化給付金が４月中に発

表がありまして市内の事業者の方もインターネット上で、たしか５月２日ぐらいから受付開始と

いうことでしたが、なかなかこれにつきましては行政からのオンラインということではなくて、

各事業所の持っているインターネット環境で申請するわけですが、その中でやはりシステムの互

換性というよりも申請書類の添付漏れですとか、なかなか国がお伝えしている内容と違った記述、

記載等がインターネット上でされて、それに対する回答が多過ぎてなかなか迅速に伝わらなかっ

たり、そのメールの確認を逆に事業者側が怠っていたという、確実にそういったやり取りができ

てないところにおいて、持続化給付金におきましては給付が遅れたりとか、ただ、その中でも５

月２日、３日に申請をしてですね、また会計士等にお願いをしたところによっては確定申告、特

に青色申告のところにつきましては、スムーズに申請ができて５月の中旬には給付があったと私

どもも確認している事業者の方もございました。 

もう一方申し上げますと、先ほど来話が出ております雇用維持の関係で、厚生労働省のほうが

雇用調整助成金の関係、そこにつきましては質問者からありましたとおりオンラインでの申請が

当初厚生労働省にシステムの不具合等がありましてできていないということで、最近システム復

旧がされましたが、そこにつきましては私も６月１日にいろんな国の通知や、また県を通じての

通知があった中で、管内の加世田のハローワークに出向きまして、直接所長のほうとお話をして

雇用調整助成金の申請のやり方ですとか、また市独自の支援策ということで雇用調整助成金の申

請費補助の考え方についても御意見を伺いながら、今市のほうの支援としてもしているところで

す。 

その中で、やはりどうしてもお聞きした所長も国のほうのシステムの不具合ということでした

ので、どうしても対応ができないということで、労働局への直接申請ということになっていたと

ころです。しかしながら、最近復旧されましたので、オンライン上でも申請が今できるものと確

認しているところです。 
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いずれにしましても、国も急々な対応ということで、そういったオンラインでの、密を避ける

ためのオンライン申請ということで推進したわけですけれども、そこについては私どもも迅速に

事業者の皆さんが申請できるように、商工会議所なりも協力を得ながらサポートしていければな

と思っているところです。 

また、今現在、地場産業振興センターのほうでは、国の家賃補助のサポート会場も設置されて

おりまして、これにつきましても８月いっぱいの予定でしたが、９月21日までサポート会場を

開設するということでお聞きしているところです。 

○５番禰占通男議員 次の質問ですけど、国の事務連絡、それについては課長からお伺いしまし

たけど、この県の事務連絡ということで、県の事務連絡についての専用窓口、また近隣市町村の

情報収集についてはどのような横のつながりがあるのか、またそれをどのように生かして情報を

仕入れているのか、それについてお伺いいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 まず、県との連絡ですが、県につきましては商工政策課であったり、

中小企業の関係の対策の課であったり、また外国人労働者の関係の課があったり、複数の課にま

たがっておりますが、そこにつきましても直接連絡のやり取りというのはインターネット上でメ

ールでの通知となります。 

そして、先ほどと同様に、分からない点、不明な点がありましたらお聞きしたり、また県の方

も直接こちらの現状視察ということで来られる場合もございました。そういったことで、県とは

やはり郵送ではなくて、基本、インターネット上のシステムを使ってやり取りをしているところ

です。 

あと、近隣市につきましては、この時期に直接会ってということができない状況で、３月末に

は１回皆さん近隣市でいろんな支援策を意見交換しながらやりましょうという話にもなったんで

すが、やはり感染拡大のほうが非常に急速に広がった関係で、直接会ってという形はとれていな

いところですが、まずは緊急的な経済支援であったり、そして地域内の消費喚起、アフターコロ

ナの自治体の施策についても随時電話でやり取りをしたり、またメールで意見交換をしていると

ころです。 

そういったことで、県と国も同様ですけど、近隣市町においてもやはり電話とかネット上のメ

ール交換で、そういった対応をしているところでございます。 

○５番禰占通男議員 次の質問ですけど、あとの２番以降にもいろいろ影響を及ぼすんですけど、

本市の景気を―経済の状況ですよね、それについては先ほど市長でしたかね、何かいろんな情

報収集ということでちょっとありましたけど、このいろんな支給、助成ということで市内の経済

の状況というのは大変重要なことだと思うんですけど、それはどのように情報を得ているのか。 

日本全国、県単位だとどこそこ研究所、生命保険会社の研究所とか、経済研究所とか、いろい

ろありますけど、それにホームページで毎月のように発表されているんですけど、本市としては

本市の状況を事細かに見るには、どのような方法で行っているのかをお伺いいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 本市の景況感といいますか、そういったものにつきましては、まず政

府のほうが先月27日に公表した８月の月例経済報告、また県内の景況につきましては、鹿児島

財務事務所が先月初旬に発表した７月の経済情勢―７月判断と言われるものを参考にしますと

ともに、あと議員がおっしゃいましたが、県内のシンクタンクが県内景況ということで、雇用情

勢、消費、そして観光関連の悪化の状況、そういったものを見ながら私どもも市内の景況感とい

うのは参考にしているところです。 

本市の景況、経済状況につきましては、この前の質問者の市長答弁と重なる部分がありますが、

やはり直接事業者に私がお聞きしたり、会って話を数回している事業所もございます。 

基本的には４月から商工会議所と協力して聞き取り調査を実施して、そして４月にはやはり一

番市内の経済状況的には厳しい状況もございましたので、市のほうで職員と私のほうで直接経営



- 47 - 

者の方から生の声を聞いて、先ほど市長が申し上げましたとおり、売上高前年比、７月は50％

以上、60、70というところもお話を聞いたところです。 

そういったことで、情報収集としましては、まずは全国的な国内の経済情勢、それと鹿児島県

内の景況、そういったものは国の機関であったり、また民間のシンクタンクの情報を参考にしな

がら、市内の経済情勢、景況感というのは直接事業者の皆さん、会議所の皆さん、それと市内の

金融機関の方からも御意見をいただいて、各支店の支店長と私のほうで直接お話をして状況を確

認し、市長のほうにも随時報告を申し上げまして、これまでの経済支援策というのを検討してき

たところでございます。 

○５番禰占通男議員 今、コロナが発生してから４月で底を打って、大体５月、６月、県内で発

生する７月まではある程度上昇していた。それで県内の発生、全国的な感染者の増大ということ

で、８月はほとんど経済活動も減になっているということで、先ほど昼に帰ったときも４月から

６月のＧＤＰで年換算28.1％のマイナスだということで、これからの経済の先行きが危ぶまれ

るんですけど、そういった感じでコロナが収束して、今、緊急対策でいろんなことやっています

けど、その後は財政健全化が必要であろうと、これは専門家が言っていることなんですけど、望

むことは早く終息することですけど、今後、うちを含めて財政の健全化をどうするのかというこ

とが、これからの大きな課題になると思います、素人の私でも。そこは皆さん気を引き締めてや

ってもらえたらと思っております。 

２番目の質問ですけど、この事業者応援資金や中小企業等事業継続支援事業補助金等の支給要

件の根拠についてなんですけど、先ほど情報収集ということで、これが一番重大なことになると

思うんですけど。それと、枕崎は枕崎で支給要件がちょっと下げられて、その効果も見られるの

ではなかろうかと思っています。 

国とかも20％、50％という数字を挙げていますけど、それより低く抑えてもらっていること

に対しては本当にありがたく思っております。それについて、どのような状況でその要件にした

のかということをお伺いいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 まず、事業者応援資金の支給事業について申し上げますが、目的とし

まして新型コロナウイルス感染症の新規感染者数が全国的に増加傾向にある中、本県においても

７月にクラスター発生、本市でも本市居住者の感染が確認されまして、新型コロナウイルスの感

染拡大によります影響で売上げが急減し、事業継続に支障を来している市内事業者の支援として

新しい生活様式への対応など、事業全般に広く使える応援資金として支給することとしたところ

です。 

お尋ねの売上減少率などの支給要件につきましては、市内の全ての事業者の経営状況、売上高

などを調査して支給要件等を定めたわけではないところです。 

４月から行っている、先ほど申し上げました聞き取り調査や商工会議所、金融機関などの関係

者からの情報を総合的に検討し、他の自治体、特に県下18市の事業者支援の制度も参考にしな

がら、全ての業種を対象として、現在多くの市内事業者が資金繰り、資金調達で活用されている

県の融資制度、新型コロナウイルス関連緊急経営対策資金に係る危機関連保証の認定要件となっ

ている売上高減少要件と同率、対前年同月比の売上減少率15％以上として広く、多くの事業者

を支援できるように制度設計したところです。 

中小企業等事業継続支援事業補助金（家賃等補助）の支給要件についてですが、これにつきま

しては、売上減少率20％以上としましたのは４月からの同事業の検討を行い５月15日の臨時会

にお願いをしたところですが、その時期に発せられましたコロナウイルス感染関連資金―融資

ですけれども、融資のセーフティネット保証４号の認定要件の減少率と同率としたところです。 

○５番禰占通男議員 今、課長も言いましたように、下げてもらったということでありがたいこ

とですけど、この支給要件としてほかの自治体も違うと考えると、今ここに私が質問に書いてあ
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る支給要件として売上高等などの統計的な指標とか、そういうのは何か示されているのか、また

統計的なものはあるのかについてお伺いいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 今、新型コロナウイルス感染症が発生して、５月、６月、７月なりの

基本的に事業者応援資金の支給時期につきましては、７月、８月の売上減少の率ということで

15％としましたが、この時期の実際の統計的な売上げが幾らですとか、そういったものは少し

先ほど申し上げましたとおり、統計的な数値を私どもも把握しておりません。 

また、実施に当たっての検討も７月も検討中でございましたので、確定的な数値も持ち合わせ

ていなかったところですが、肌感覚といいますか、実際に事業者の皆さんからお聞きしたこと、

そして実際に事業者応援資金の申請が始まりまして200件を超える申請がありますが、その中で

申し上げますと、製造業、そして農林漁業、そして主に飲食店・宿泊業、支給要件は15％以上

としましたが、今申し上げました業種においては申請の平均減少率が50％を超えております。

なので、厳しい事業所においては、やはりそういった状況にあると。精緻な統計の資料というの

はございませんでしたが、そういったことで総合的に勘案して、統計的数値ではなく、そういっ

たもので施策の支給要件というのを判断したところです。 

○５番禰占通男議員 一番ここで私がお伺いしたいのは、50％以上いろんなやつで20％、15％

ってありますけど、これに達しなかった事業者、経営者、個人もあるわけでしょう。そしたら、

そういう数とか把握なさっているんですか、対象にならなかった方っちゅうこと。 

○鮫島寿文水産商工課長 最近では、あまり発表はないんですけれども、コロナ禍の中で国のほ

う、いろんなシンクタンク等が発表された内容によりますと、やはりコロナ禍でも影響を受けて

いない、また今議員がおっしゃいました15％、20％という影響のない方というのが、やはり２

割から３割ぐらいいるのではないかということで、統計的な数値、リサーチがあったと記憶して

おります。 

その中で、本市におきましても、先ほど申し上げましたとおり、８月末で200件を超える申請

がございましたが、私どもが最初統計的な事業所数、それと個人事業主、農林漁業、そういった

方を足しますと1,000を超える件数を想定しておりましたが、近隣の自治体においてもやはり申

請率としては20％、30％台ということをお伺いしております。 

なので、影響のない事業主、事業者数というのは把握は今できないところですが、まだ進行中

で申請を準備されている方もいらっしゃると思いますが、２割程度の方は現状維持なり、また売

上げが逆に伸びた方、それと売上げが減少したものの15％なり20％なりまでの減少率の低下が

なかった方っていうのは、やはりいらっしゃると思います。 

具体的に申し上げますと、飲食店を経営されている方でもデリバリーのほうが非常に伸びて、

多くの店は５割以上の減ということであるんですが、中には20％未満のところもあるというこ

とは、私どももそういった声は聞いております。 

○５番禰占通男議員 いろんな職種があって、片方は駄目で片方はいいということは社会の常識

だと思うんですけど、なるべく構成する市民に損害が少ないことを望んでいるところです。 

それで、次の質問ですけど、このいろんな支援策等々があった中で、感染症による経済対策に

私が一番思っているのは、基金を充てた場合の扱いはどうなるのかっていうことが一番気になる

ところです。 

うちも財政が厳しくて、冒頭、市長の９月の議案上程についても質疑をしましたが、一番の問

題は基金ということだと思うんですけど、今課長も言われたように15％未満の人にもあげるの

か、20％未満の人にもあげるのかっていうのが、そこが一番の問題だと思うんですけど。 

私が思っている地方創生の臨時交付金の基金ということは２番目に質問しますけど、これはい

つも我々が資料でもらっている特目の基金ということで、本市が基金を使った支援事業というこ

とはどうなっているのかということをお伺いしたいんですけど、お隣のいつも南さつまもですけ



- 49 - 

ど、あそこはふるさと納税の基金を使ったプレミアム商品券等に多大な額を出したということで、

最初から私も注目していたんですけど、そういうことについて、本市の基金を使った支援事業等

の在り方ちゅうのはどのような考えなのかをまず伺っておきます。 

○佐藤祐司財政課長 今年度の９月議会までの７回の補正予算におきまして、コロナ関連経費と

して約29億円の事業費を計上して、そのうち地方単独事業におきましては、１次分、２次分と

して臨時交付金の交付決定見込額が示されております４億7,562万4,000円の充当、そして一般

財源部分には財政調整基金を活用するなどしてコロナ対策を進めてきたところでございます。 

 今回の９月補正で、これまで交付決定見込みとして示された臨時交付金の全額を予算に計上し

ておりまして、７月臨時会において財政調整基金繰入金で対応しておりました事業者応援資金支

給事業について臨時交付金を充てているため、その分今回の補正では財政調整基金を減額をして

おります。 

今後、地方単独事業でコロナ対策を計上する場合には、臨時交付金という財源はございません

ので、財政調整基金やふるさと応援基金などを活用していく必要がございます。 

もし事業が計画されれば、それらの基金の活用を図っていきたいというふうに考えております。 

○５番禰占通男議員 市民の方々も今回もプレミアム商品券ということで、プレミアムがついた

商品券も発売されたんですけど、うちも3,000円買って1,000円プレミアムということで、国の

マイナポイントに比べると、国のマイナポイントに25％、うちは33.3、割り切れないんだけど。 

そういうことで、率としてはうちのほうがいいんですけど、何かお得感は国のマイナポイント

のほうが本当にあるんですよね、２万円とか額は大きいけど。だから、その何で 3,000円に

1,000円プラスして4,000円にしたのかち。だから、昔からヨーロッパのほうであるこのウサギ

狩りの効率ちゅう言葉があるんですけど、費用対効果をどう考えるのかっていうことですよ。 

そうした場合、市民にもやっぱりお得感というのをアピールすることが必要だと思うんですけ

ど、担当としてはどのようにプレミアム率と効果ですね、市民に対してのアピールちゅうのはど

のように考えているのかをお伺いいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 マイナポイントの関係は、議員がおっしゃいましたとおり25％、

20,000円で5,000円のポイントがつくというのがありますが、本市のグルメ・宿泊クーポンにつ

きましては、3,000円で4,000円分のクーポンということで1,000円のプレミアム、33％という

ことでございます。 

マイナポイントにつきましては、消費活動で使えるということで飲食店に限らず物を購入、そ

ういったもので使えるわけですが、今回８月の初旬に発行しましたこのグルメクーポンにつきま

しては、飲食店の利用ということで、やはり７月に一番宿泊・飲食店が非常に厳しい状況にあっ

たということで議会にお願いをしまして、こういった事業をしたところです。 

アピール感としましては秋の10月初旬にプレミアムの今度は商品券をしますが、商品券とこ

のグルメクーポンの違いということで、商品券は先ほど言いました小売店等でも使えるんですが、

国のマイナポイントも同様ですけれども、やはり飲食店のみの、宿泊業のみのポイントというこ

とでしたので即使っていただきたい。 

そして、１万円という大きなお金ではなく、まず3,000円で少ない現金の手出しで、そして

1,000円のプレミアムということで、少ない金額でも昼間のお弁当ですとかデリバリー、そうい

ったものも含めて使えるようにということで、住民の方の出す現金の出し前といいますか、お金

の出し方もまずは3,000円からということです。 

しかしながら、最大限のセットを購入して利用された方も結構いらっしゃいますので、次回の

予定を12月の初旬に商工会議所青年部のほうではこのグルメ・宿泊クーポンを考えております

ので、そういった議員の意見もあったということでお伝えしながら、もう少しアピールできるよ

うにですね、次回の２回目の販売については検討していきたいと考えております。 
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○５番禰占通男議員 商品券を発行するんだったら、買えない人には10枚綴りだったら１枚で

も、500円券を２枚ぐらいは配布するという方法もあると思いますから、そこら辺も考えてもら

いたいと常々言っているんですけど、お願いをしときます。 

次に、この臨時交付金と基金の扱いはどうなっているのかについてお伺いいたします。 

○堂原耕一企画調整課参事 地方創生臨時交付金の基金積立金への活用につきましては、当初は

これは禁じられておりました。しかし、６月24日なんですが、このとき臨時交付金の２次配分

が示されたわけですが、それと同時に発せられた内閣府地方創生推進室の事務連絡におきまして、

一定の要件を満たす基金積立てにつきましては、その活用が認められることが示されたところで

あります。 

その要件といたしましては、まず基金を取り崩した場合に、対象事業に充当されることが条例

により担保されていること、まずこれが１点です。続きまして、その対象とする事業が利子補給

事業または信用保証料補助事業である、それか内容が明確であり、不確実な事故等の発生に応じ

て資金を交付する事業、もしくは事業の進捗が他の事業の進捗に依存するものである場合と示さ

れております。 

この対象事業につきましては、令和２年度末までに事業着手をする必要がありまして、積み立

てた基金につきましては、令和７年度末までに廃止をしなければならないこととなっております。 

そしてまた、その基金を廃止した時点で残っていた額につきましては、国へ返還することとな

っております。 

○５番禰占通男議員 今、担当参事が言いましたように、今回の補正にも利子補給事業が入って

いますけど、あそこに大体対象になる数もあるんですけど、事業者にとっては国の支援について

は無利子・無担保ということは大きくなっているんですけど、この利子補給事業というのは相当

大きくなると思うんですけど、今回この基金がある間は、これまでも利子補給という事業もうち

の予算でも認めるのがありますけど、基金に積立ての期間が終わっても取崩しが廃止になって返

還せんといかんちことだけど、これで立ち直れるかどうか分からないんだけど、新しくその新年

度なんかに引き継ぐとかそういう考えというのはないんですかね、事業者支援、本当に支援とい

うことで。 

○堂原耕一企画調整課参事 今、お尋ねのありました新型コロナウイルス関連資金利子補給・保

証料支援事業ですが、これにつきましては今回の議会にも提出しております一般会計補正予算

（第７号）におきまして、令和３年度から令和５年度にわたる債務負担行為として予算計上して

いるところです。 

令和２年度中に支出する分につきましては、地方創生臨時交付金を活用いたしまして、後年度

の令和３年度から令和５年度の間に支出が予想されるものについては、一般財源で賄うという考

えになっております。 

それは、その臨時交付金の活用を現年度分に絞りましたのは、先ほども申し上げましたとおり、

地方創生臨時交付金と申しますのは、基金の残高があった場合には国へ返還しないといけないと

いうところがございますので、その交付金の活用については現年度の事業を優先いたしまして、

この利子補給事業に対する活用は見送ったところであります。 

○５番禰占通男議員 今回、国の臨時交付金事業が設定されて各自治体に配付される。それで経

済が活性化するかということは未知数なんですけど、市長にお伺いしたいのは、経済の活性化ち

ゅうのは今コロナの関係でどこそこ行って飲み食いするわけにもあまりいかないし、また県境を

またぐ、市境をまたぐちゅうのもこれもちょっとやばい感じがするんですけど、この経済活性化

には市民の購買力促進というのが一番の柱になると思うんですよね。 

そうした場合、その購買力を向上させて活性化するには、一言で言えば、当初地域電力という

言葉なんかではあったんですけど、そうした場合、地産地消という言葉だけが一番効果があると
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思うんですけど、こういった経済対策に対しての構想、やり方ちゅうのは市長はどのようなお考

えをお持ちですか。 

○前田祝成市長 今後のコロナ対策、経済対策なんですけれども、幾度か申し上げておりますが、

やはりこのコロナっていうのは長期化するであろうということを想定して、進めていかなければ

いけないというふうに思っております。 

その予算の配分といいますか、予算の使い方についてなんですけれども、質問者の質問に対し

て、今ずっと水産商工課長が情報収集という話を中心にさせていただいたと思います。まさにで

すね、市民の経済状況がどうなっているかっていうのを我々が本当にきめ細かく現状認識をする

というのが、まず第一であろうということでですね、今回とにかく聞けと、ヒアリングをしなさ

いということを言っています。そして、それで集まってきた情報を我々全てで共有してですね、

じゃあどうやって予算として落としていこうかということをやっております。 

そういった面で考えたときにですね、質問者からございました市民の購買力を向上させて活性

化させるっていうお話がございましたが、まさにそうだと思うんです。 

市民の購買力を向上させるっていうか維持させるためは、おそらく市民の所得が落ちないって

いうことが一番だというふうに考えております。 

ですので、何度も申し上げて申し訳ないんですけれども、市民がコロナが来る前と同じような

生活水準で暮らせるためには、まずは雇用を何とか守りましょうと。そして、その事業者の事業

を継続させましょう、それが雇用を守ることにつながりますので、そこをやっぱり第一に考えな

いといけないだろうということで、いろんな施策をやっているところでございます。 

財政状況が豊かな自治体で、ふるさと納税の基金を使って１万円の商品券を1,000円でやって

いるところもございますが、その辺りは我々がいろんな施策をしていく上でですね、やはり現状、

身の丈に合った中で、いかに市民の生活の持続可能性を担保するかということを考えると、なか

なかそういった、言葉は悪いですが、ばらまき的な施策っていうのはないだろうなという判断で

これまで続けてきたところです。 

今後に関しましても当然、地産地消ということもございますし、いかに経済を地域の中で回す

かということは非常に重要と思いますので、その辺りも視野に入れつつですね、地産地消もそう

ですし、事業者の方々が外に対してもいろんな発信ができるように、そして枕崎自体の産業の価

値を上げられるような施策というところをですね、今後重点的にやっていこうというふうに思っ

ているところです 

○５番禰占通男議員 それからまた、担当課長が秋にも商品券等を考えていると。であればです

よ、枕崎の名産、枕崎でしか手に入らないいろんなものがあると思いますから、それの活用に商

品券等が活用されて、また枕崎市内で市民の所得が回るようにお願いをいたします。 

次の質問にまいります。 

第２次補正予算において２兆円が追加計上され、第１次補正予算と合わせて総額３兆円措置さ

れることになった。６月と８月の補正で54事業が示されて交付金事業の１次・２次事業の措置

がなされたが、本市が重要視する事業また３次に対応する事業は何になるのかということをお伺

いしますが、どれも重要視する事業だと思います。その中で、とりわけこの事業は何ということ

をお伺いしたいんですけど、それについてもまた３次の補正についての事業についてお伺いいた

します。 

○堂原耕一企画調整課参事 地方創生臨時交付金を活用した事業について、市としてどのような

方針で決定していったのかについて答弁させていただきたいと思います。 

今回の９月定例会に提出した一般会計補正予算（第７号）を含めまして、これまでの補正予算

で提出させていただきました本市へ配分された地方創生臨時交付金、総額で４億7,562万4,000

円が配分されておりますが、これらを活用した事業につきましては、今質問者のほうからは途中
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の数字になるかと思いますが、54事業というお話でしたが、総事業数は65事業、総事業費では

６億7,363万7,000円となっております。 

この地方創生臨時交付金を活用した事業の検討に当たりましては、まず感染症防止対策の充実、

そして先ほども市長のお話にも出てきましたが、雇用の維持・継続という２つの観点を特に重要

視いたしました。 

このため、市役所庁舎における感染症対策でありますとか、市民や学校や医療機関、福祉介護

施設など、多様な対象に対する感染症防止対策を実施するとともに、事業費の中で最も多額な事

業者応援資金支給事業をはじめ、雇用調整助成金申請支援事業ですとか、中小企業等事業継続支

援事業など、雇用の維持・継続に向けた様々な取組を盛り込んだところであります。 

○５番禰占通男議員 今、言ったように65事業ということで、それについて３次補正の事業に

なるんですけど、地方負担分の額ということになっておるんですけど、この６億7,300万円に対

して地方負担分は幾らなのか、またそれが全て地方分が補填されるのかについてお伺いいたしま

す。 

○堂原耕一企画調整課参事 私がただいま答弁いたしました配分額のまず４億7,562万4,000円、

そしてそれを活用して行う予定であります総事業費６億7,363万7,000円。これは全て本市の独

自事業でございます。単独事業でございます。 

今、質問者が先ほどからおっしゃられている第３次配分と申しますのが、今まで１次配分、２

次配分と来ておりまして、この第３次配分の中身についてなんですが、これは国の今年度に入っ

てからの第１次及び第２次補正における国庫補助事業の地方負担分に対する配分でございます。 

具体的な例で申し上げますと、今回予算計上されております公立学校情報機器整備事業でござ

いますとか総合体育館競技環境整備事業など国庫補助事業を活用して行った事業、これの地方負

担分に対する交付額が改めて示されるものでございまして、それらの金額と申しますのは、先ほ

ど申し上げました現在までの配分額４億7,562万4,000円には含まれていないものです。 

それらの先ほど申し上げました条件の配分額というのがまた改めて示される分があるというこ

とでございます。ただ、示される時期でありますとか金額については、現在のところ国からは示

されていないところでございます。 

○５番禰占通男議員 担当参事が今説明しましたけど、枕崎が単独事業ということで取り組んで

おりますけど、それについて交付対象事業別表１、別表２で算定率も１と0.8と示されているん

ですけど、それを見ると、本市が80％は単独事業ということで取り組んでいるんですよね。 

私は、そっちのほうにそれも対象になるものと認識していたんですけど、どうも何か私の認識

が甘かったのか分かりませんけど、私はそれを楽しみにしていたんですよ。結局、本市の手出し

は何もなくなれば一番いいと思ってですね。対象事業ももう６月時点で発表されております。た

だ、あとは何か９月まででしたっけ、何か申請の締切りがあるということでしたので、そのよう

に私は理解しておりました。 

次の５番目の質問に移らせていただきます。 

この新型コロナウイルスの影響により収入に減少があった方の納税を猶予する特例制度が講じ

られている。周知・広報がどのようになされ、本市の状況はどのようになっているのかをお伺い

いたします。 

○堂原耕一企画調整課参事 次の質問に入ったんですが、先ほどの前の質問の最後に、今質問者

がおっしゃられた部分について少し説明をさせていただいてよろしいでしょうか。 

今、質問者のおっしゃられておりました国の通知に載っております別表１、別表２と申します

のは、確かにおっしゃられるとおり算定率1.0と0.8に分かれております。 

これについては、今年に入ってからの国の１次補正、２次補正で感染症対策として実施された

事業で、このうち幾つかは本市でもその補助事業を利用して活用して行われているものでござい
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ます。 

今のところ予定では、ここの事務連絡の説明にもございますとおり1.0となっている事業につ

きましては、地方負担分の全額が、そして0.8となっている事業につきましては、地方負担分の

８割が地方創生臨時交付金として今後配分される予定とはなっております。 

ただ、実際にその金額というのが幾らになるのかですとか、先ほども申しましたが、配分の時

期がいつになるのかというところは、まだ今のところ全国市町村にも国のほうは通知はしていな

い、発表はされていないところでございます。 

ですので、単独事業とはこれは別な話で、まだ今のところ本市には配分もされておりませんし、

その金額も今のところは申し訳ないですが、まだ分からないところでございます。 

○神園信二税務課長 徴収猶予の特例制度のお尋ねにつきまして御答弁申し上げます。 

徴収猶予の特例制度の広報につきましては、６月以降のお知らせ版に毎回掲載して行っており

ます。特に６月のお知らせ版のほうには、議会にも御提供いたしました徴収猶予制度のチラシを

綴じ込んでお知らせをしております。市のホームページにも６月以降継続して掲載してお知らせ

を行っております。 

さらに、水産商工課及び商工会議所等に対しまして、今回の国の経済対策の申請に、事業者の

皆さんが水産商工課、商工会議所を訪れるということがあるんですけれども、その場合に、そう

いう事業者の皆さんには徴収猶予制度もありますよということをお知らせしていただきたいとい

うことをお願いしております。 

ただ、市内の事業者においてはですね、そういう周知をした場合も徴収猶予の制度というのは

現金給付や税の減免とは違って結局、来年度分と今年度分は合わせて納めんないかんのでしょう

と、そうなってくると負担が重いので、猶予制度は使いませんというふうな反応がほとんどであ

るというふうに聞いております。 

これまで、市内３事業者が猶予制度はどういう内容でしょうかということで税務課のほうを訪

れておりますが、３者とも猶予制度はお使いになっておりません。 

○５番禰占通男議員 税目ごとのこの納期が来た納税額というのは把握できているんですか。 

簡単に言えば、ただ待っとってもその猶予とか延期にはならないわけでしょう。ですから、や

っぱり申請して、申請日が６月何日でしたっけね、何か申請日も６月30日までか納付期限がそ

れより遅いか早いかで期限が来ているんですけど、これについて納期が来た納税額ということで

本年度分は分かっているんですか。 

○神園信二税務課長 納期到来分の納税額、今議員のお尋ねを聞いていますと、例えば徴収猶予

の対象となる法人税等々は、一期通算して中間納付をすることもありますけれども、決算が終わ

って１年間を合わせて法人税を納めて額が確定するというふうな性質のものであります。 

固定資産税については、４期に分けておりますけれども、１月１日の税の対象の固定資産の評

価額に対しまして、年間通しての分を４期に分けて納めていくということになります。 

それは全体のお話になりますので、納期ごとの納税額というお尋ねですけれども、それをこち

らのほうで把握しても、その徴収猶予を申請される方、されない方、一般の個人事業者もいます

し、普通に商売されてないいろんな市民の方、年金生活者もいますので、その分を把握をしても

何もならないというふうな状況です。 

ただ、今ちなみにお知らせできる分で、７月末現在で猶予制度の許可を得ている方々は７事業

者ですということで先ほどお知らせをしましたけれども、猶予した金額につきましては税目ごと

に、固定資産税が５つの事業者で433万8,200円、法人市民税が１つの事業者で20万5,000円、市

県民税が４つの事業者で57万3,700円、合計で511万6,900円を徴収猶予の決定をしていると。 

７つの事業者で、ちょっと何税が幾つということで計算が合いませんけれども、これは１つの

事業者で固定資産税も法人市民税もと、２つの税を徴収猶予の申請をされて決定を受けたという
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例もございますので、御承知おきをいただきたいと思います。 

○５番禰占通男議員 時間もありませんので、相談件数、業種ごとの状況、また令和４年、３年

度の税収予測ということについてお伺いいたします。 

○神園信二税務課長 相談件数につきましては、徴収猶予の相談は10件でございます。そのう

ち７件が猶予申請を行いまして、７件全て許可になっております。 

職種ごとの状況につきましては、許可になった７事業者の業種は交通運輸事業者が３社、総合

商社が３社、給食宅配業１社となっております。 

それから、令和３年度の税収への影響でございますが、法人市民税、軽自動車税の環境性能割

額、市たばこ税につきましては、新型コロナウイルスの経済活動への影響に伴う企業決算の落ち

込み、またこれに伴う労働者賃金の落ち込み等に伴う買い控え等の影響から、令和２年度現年度

分調定額の減少というものが予想されておりますが、３年度においてもその動向は影響すると考

えております。 

個人市民税、国保税の令和２年度の現年度分調定額への影響に関しましては、課税標準が前年

の所得に対する課税となることから、令和２年度分につきましては影響はありませんが、令和３

年度分に影響が現れると予測をしております。 

さらに、固定資産税の家屋分、それから償却資産分につきましては、２年度中の家屋購入、設

備投資の意欲の減退がありますと、令和３年度にその影響が現れるものと予測されております。 

それぞれがどの程度増減するかというところは、どの経済予測、税収予測というレポートを見

ましても、モデルとなるものはございません。現時点でこれを数値的に予測することは困難でご

ざいます。税の収納動向につきましても、モデルとなる予測はございませんというふうな状況で

ございます。 

○中原重信議長 以上で、禰占通男議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後３時21分 休憩 

午後３時32分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、立石幸徳議員。 

［立石幸徳議員 登壇］ 

○９番立石幸徳議員 台風10号につきましては、伊勢湾台風並みという勢力と言われておりま

して、市民の方々も極めて神経を使っておりました。不幸中の幸い、海水温が下がってまいりま

して勢力が若干落ちたようでありますけれども、しかしながら市内のあちこちに大きな被害が見

られております。一刻も早い復旧を希望をいたしておきます。 

通告に従い一般質問をいたします。 

先月８月25日、鹿児島県におきましては、新型コロナウイルス対策本部を開き、感染拡大の

警戒基準を定めております。これは８月７日に政府有識者会議、新型コロナウイルス感染症対策

分科会が感染発生状況を「散発的」「漸増」「急増」「爆発的」の４段階、４つのステージに分

類することを受け、国や都道府県は複数の指標を総合判断し、感染状況に応じて機動的に対策を

講じるためであります。 

感染状況を総合判断する指標は、１番目、病床の逼迫度、２番目、人口10万人当たりの療養

者数、３番目、ＰＣＲ陽性率、４番目、人口10万人当たりの１週間の新規感染者数、５番目が

４番目の前週比較、６番目、感染経路不明の割合、以上の６項目であります。 

この中で、３点目のＰＣＲ陽性率については、現在多くの問題点、課題が指摘されております。 

コロナウイルスの感染再拡大に歯止めをかけるには無症状者や発症前の患者を把握する必要が

ありますが、早期発見にはＰＣＲ検査は不可欠のため、政府の対応を待たず独自の取組を始める
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自治体も出てまいりました。そういう背景の中で、去る９月４日、厚生労働省はこれまでの方針

を変えて、保健所などが開設する相談センターに相談して医療機関を紹介してもらう現状の検査

の仕組みを転換すると発表しました。 

これからのＰＣＲ検査体制を充実していくため、本市の対応はどのようになっているのか、お

尋ねをいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 今年の秋以降、発熱や倦怠感など風邪や季節性インフルエンザの患者の増加と

併せて新型コロナウイルスの感染が疑われる患者の増加が予想されます。 

それらの疾患は症状により区別することが困難であるため、市内の学校や事業所、さらには医

療機関窓口等で混乱が生じることが予想されます。そのため、市民の新型コロナウイルスの感染

拡大防止の観点から本市医師会に対し、新型コロナウイルス感染症の検査体制の拡充等について

要望書を提出しております。 

本市としては、今後とも本市医師会や加世田保健所等の関係者と連携を密にし、市民の安心安

全な暮らしのために、感染防止対策に取り組んでまいります。詳細につきましては、担当課長か

ら説明いたします。 

○田中義文健康課長 本年７月28日付で本市医師会に対し、新型コロナウイルス感染症の検査

体制の拡充をはじめ、入院施設の確保、インフルエンザワクチン予防接種の積極的な協力につき

まして要望を行いました。 

その後、９月４日付で厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部から都道府県に対し、

次のインフルエンザ流行に備えた体制整備について事務連絡が発出されております。その中で、

季節性インフルエンザの流行に備え、10月中を目途に多くの医療機関で発熱患者等を相談・診

察・検査できる体制の整備を求めております。 

それにより、これまでは感染が疑われる方はまずは保健所に電話で相談した上で帰国者・接触

者外来等を受診し、必要な場合に検査を受ける流れでありましたが、今後につきましては、発熱

患者等はまずはかかりつけ医に電話で相談し、当該医療機関を含め診療可能な医療機関を案内し

てもらい、必要に応じて検査を受けることができるようになります。 

医師会といたしましても、本市からの要請を受け、市内における検査体制の拡充に向けて明日

の夜に加世田保健所との協議を行うこととなりました。会議には本市から私が出席し、改めて要

望書の内容について要請することとしております。 

あわせて、新型コロナウイルス感染症の陰性の証明のための自費検査への対応などにつきまし

ても、本市医師会と加世田保健所との会議の中で私のほうから要請をして協議していただく予定

となっております。 

○９番立石幸徳議員 具体的には、今健康課長のほうから説明をしていただきましたので、いず

れにしましてもこれまでの検査の在り方と大きく変わっていくということはもうはっきりしてい

ると思うんですね。 

ただ、振り返って、これまでの日本のといいましょうか、我が国のこの新型コロナの検査体制

ちゅうのがどうあったのかっていうのを取りあえず整理をしてですね、今後どうあるべきかとい

うことにまた質問を進めていきたいと思うんですが、今朝ほどからもコロナの経済対策というの

がいろいろ言われておりますけど、私は最大の経済対策はコロナの感染防止、何はさておき感染

防止をすることが最大の経済対策であると、そういう側面が非常に私は強いと思います。 

ですから、これ以上感染をやはり広げないという努力が、市長も申されたように今後インフル

エンザの時期を踏まえてですね、一緒に考えていきたいと思っているわけです。 

国際的に見てですね、日本のこのＰＣＲ検査の能力あるいはＰＣＲ検査を実施している実施数、

これは９月１日現在で１日に約６万件が検査能力、そして実際検査をしているのは１日に２万件
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前後と。この実態は米国、英国と比べると人口当たりでですね、人口で比較して10倍から20倍

多いんじゃなくて、それぐらい少ないわけです。日本の検査数がいかに少ないかということが、

これで明らかになっております。 

日本で新型コロナが１月28日に１人目の感染者が出て、それ以降、安倍総理はなぜこの検査

は増えないんだと盛んに言っておりました。そして、４月には２万件に増やすとかですね。そし

て、とうとう去る８月28日、このＰＣＲ検査数を20万件にすると辞意表明の中で申されたわけ

です。 

それぐらい、なぜ日本の検査数が少ないかっていうことでは、私は原因もある意味で自分なり

に理解しているんですけども、時間の関係でそれは割愛しますけれども当初、検査対象を制限を

してきていた。これはどこにそれが現れているかというと、保健所に、どうもコロナの疑いがあ

ると問合せをしても、それじゃあ４日以上も高熱であったら考えてみましょうという状況だった

んですよ。これも非常に問題があると指摘されて、訂正をせざるを得なくなった。 

そういう背景があっていよいよ10月からは、もう保健所を通さなくても、健康課長が言った

ようにいろいろかかりつけ医で対応できるように本市医師会にもぜひ頑張って、明日の会議では

しっかりとした結論を出していただきたいと思います。 

そういう中で、コロナで一番気をつけなければならない、仮に症状を持っとっても死亡に至る

までのリスクは持たないという人は一応置くとしてもですね、重症化リスクの高い介護施設など

の職員検査、こういったものを無料で実施している自治体もあるんです。 

そういうやはり本市の検査体制というものは、全般的にいろいろと検証し直す必要があると思

うんですけれども、この本市の検査体制をどう構築するか、この点については市長の決意を聞い

ておきたいと思います。 

○前田祝成市長 ただいま御質問にありました本市の検査体制についてでございますが、先ほど

の答弁でも申し上げましたが、医師会に対しまして、今までとは違った形でかかりつけ医で何と

か検査ができるようにという要望書は既に出しております。そして、医師会のほうとも健康課長

を通じて何度も打合せといいますか、協議もしているところです。最終的な結論といいますか、

明日ある程度の方向性を示すということで会議も予定しております。 

国のほうから９月４日にこのような表明があったわけですが、我々としましてはですね、以前

からですね、そのかかりつけ医での検査ということに対する強い要望というのは既にしておりま

した。逆に言いますと、９月４日にこのような形で国がこのように発表されたということについ

てはですね、我々の要望の後押しをしてくれているなというような非常に前向きな捉え方をして

いるところでございます。 

その中で、本市の医師会のほうがですね、ぜひそういう形で協力していただきたいということ

で、話をしておりますので、そういう意味では、明日の会議の何ていいますか、後ろ盾といいま

すか、バックアップになったのかなというふうに認識しておりますので、やはり議員おっしゃら

れるように感染をまず防ぐというのが大前提でございますので、その辺りについてはですね、市

としてもしっかりと取り組んでいきたいというふうに思います。 

あわせまして、自費検査の部分についてもですね、やはりそういう要望があろうかと思います

ので、その辺りについてもですね、どういう形で我々市として支援できるのかというところにつ

いても前向きに検討してまいりたいというふうに思っております。 

○９番立石幸徳議員 検査の在り方についてはまだ申し上げたいことがたくさんありますけど、

１点だけ、私これ新型コロナの当初から対策本部の在り方の中で、対策本部の一員として市立病

院を抱えている枕崎市の医者をやはり対策本部にアドバイザーという形でもなく、きちっと入れ

るべきじゃないかと。 

それは今後、当然この検査もそうですが、ワクチンの接種が始まろうとするときに、今国のほ
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うではワクチン接種に関して法案を検討している。それはワクチンの免責事項を設けないと、こ

の法律を成立させないと、ワクチン接種には踏み切れないという状況があるからであります。 

そういうものも勘案しますと、どうしてもですね、対策本部の中に医者自体が入っていただき

たいと思うんですけど、この件についてはどのようにお考えでしょうか。 

○田中義文健康課長 私が新型コロナウイルス対策本部の事務局をしている関係で、私のほうか

ら答弁をさせていただきます。 

対策本部につきましては、先日の本市における感染が確認された状況等を見た場合にも、速や

かに開催する必要がある場合もございます。市立病院院長につきましては、診療等がありまして

出席が難しい場合があることが予想されております。そのため現時点では、対策本部役員を担っ

ていただくのは困難であると考えているところです。 

本市新型インフルエンザ等対策行動計画の中で、対策本部の組織図におきまして対策本部と連

携する庁内連絡会議は関係課長等で構成することとしております。 

必要に応じて市立病院院長の出席を求めることができると考えておりますので、議員がおっし

ゃられるようにワクチン接種の問題等に関しまして、必要がある場合は市立病院院長の出席を求

めるということも考えられるのではないかというふうに考えております。 

○９番立石幸徳議員 この点は保留をさせていただきたいと思います。 

次に、やはりコロナの関係で本年度、本市の予定された各種事業、イベント、そういった中で

コロナ対策のためやむなくですね、中止となった事業、大会はどのようなものがあって、その歳

出予算は現時点で幾らの、どの程度の不用額、合計になっているのか、その不用額の活用につい

ては検討、協議はされていないのか、お尋ねをいたします。 

○佐藤祐司財政課長 ６月定例会での３号補正におきまして、中止となった少年の船経費など一

般財源で110万円程度を減額しております。そして、今回の７号補正におきまして、中止・延期

となった国民体育大会やきばらん海港まつりの負担金に加え、火之神プールや台場プール、市営

プールの開設経費、消防操法大会経費など一般財源で6,110万円程度を減額いたしております。   

また、国体実行委員会の精算金として歳入で730万円程度を受け入れております。 

これらを合計すると、既に6,950万円程度が今年度の補正予算編成の財源として活用をされて

おります。 

一般財源でございますので、これまでの減額分がどの経費にどれだけ活用されたかという説明

は難しいところでございますが、歳出予算が減額されたもの、また一般財源として受け入れたも

のは、どちらもコロナ対策に限らず当該補正予算の財源として、全ての経費の予算編成に活用さ

れるものでございます。それは、一般財源が不足する場合に繰り入れられている財政調整基金を

減額調整するという場合でも同様に活用されることになります。 

今年度は、現段階で財政調整基金の繰入金を２億6,000万円計上しているなど多額の繰入れを

せざるを得ない状況となっておりまして、今年度末の財政調整基金の残高は前年度末より１億

2,000万円程度減少する見込みとなっております。 

できるだけ中止等になった経費は、年度中の補正予算の減額を行っていくよう働きかけ、今年

度の補正予算編成の財源として活用するとともに、既にこれまで補正予算で歳出の減額や歳入の

返納がされている6,950万円程度の中で、その大部分である5,700万円程度を占める国体関連の

予算につきましては、数年後には再び県内で国体が開催される見込みがありますので、その場合

に備え、予算上で財政調整基金繰入金を減額して財政調整基金として確保しておく必要があると

思っております。 

しかしながら、これまでの７回の補正予算で、コロナ関連事業への一般財源として財政調整基

金繰入金を含めて１億8,900万円程度の一般財源を要しておりまして、そのうち財政調整基金繰

入金の活用を１億3,000万円程度にとどめ、従前の予算計上額の減額分も活用することで、現状
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で必要なコロナ対策も行っているところでございます。 

○９番立石幸徳議員 財政運営上の説明は、それこそ財政課長が言われたとおりだと思います。 

ただ、市民の発想はですね、例えば一例挙げると、きばらん海、今年はなかったよねと。あれ、

きばらん海に幾ら予算があったの、そして中止になったけどその予算はどうしたのと、市民の発

想というのはまさにこれだと思うんですね。ですから、もう少し分かりやすくそういった予算も

有効に、そしてコロナ対策のために使われているんですという説明がつくようなことは考えとっ

ていただきたいと思います。 

それから、コロナ対策の３番目としまして、この感染者の情報提供に関する基準なんですね。

これは私がただ勝手に思っているんじゃなくて、去る８月11日に全国知事会が感染者情報を公

表する場合の統一基準をつくっていただきたいということで国に申入れをしているんです。 

市長自身の今度の９月議会の初日、行政報告の中でもですよ、本市におけるコロナウイルス感

染者の10名は７月末までに全て退院をしておりますという報告ですね。しかし、一般的には新

聞報道、メディア等において県内感染者の市町村別発表で発表されている中では、枕崎市感染者

数10名と。この発表はですね、どうなのかと市民からも私自身問合せを受けました。 

そうしますと、市内の人もですけれども、市外の人もやっぱり枕崎の10名ということになる

と、外食であろう、観光であろう足を運ぶ際にですね、枕崎は10名もいるのかと。確かに、県

のホームページとかいろんなところには、きちんと退院は何名しておりますよとなるんでしょう

けれども、感染者あるいは感染状況の情報提供ということで検討する必要があるんじゃないかと

思うんですが、その辺についてはどのようなお考えなのか教えていただきたいと思います。 

○田中義文健康課長 鹿児島県は７月15日に県における新型コロナウイルス感染者の市町村へ

の情報提供についてを発出し、その中で新型コロナウイルス感染者の発表に当たっては、感染拡

大防止の観点から感染者等に対して不当な差別及び偏見を生じさせないように個人情報の保護に

留意しつつ、感染症の発生状況等に関する情報を公表することとしております。 

７月３日に本市において初めてとなる新型コロナウイルス感染症の感染者が確認された後の感

染者や感染状況の情報提供に当たっては、この県の考え方に沿って、市民の感染拡大防止を最優

先に感染予防対策の徹底と個人情報の保護に留意し、感染者への差別や偏見、市民の分断を生じ

させないようにという観点から啓発に努めてきたところであります。 

本市における感染確認を受けて、今後新たに感染者が確認された場合の感染者の感染状況の情

報提供の在り方につきましては、引き続き市民の感染拡大防止を最優先に感染者への差別や偏見

等の防止など加世田保健所などと連携しながら、真に必要な情報提供に努めていきたいと考えて

いるところです。 

○９番立石幸徳議員 答弁がですね、私の期待している答弁じゃないんですけどね。つまり、枕

崎市で感染者が10名出たというのは、これはもう事実ですけれども、その後どうなって、市長

も行政報告で言われたように７月の末にはもうみんな退院しているんだという状況っていうのは、

なかなか市民は分からないわけですよ。これもそれこそメディアの書いたですね、感染者増を巡

る報道に違和感というコラムがございます。 

そこで、感染者数の増加を殊さらに強調することがいかにナンセンスか。確かに、感染が増え

ていくというのは大変ですけれども、退院をして、そして普通の人と変わらないような状況とい

うのも、そういう感染者もおられるわけでしょうから、この辺も含めてですね、ぜひ検討をして

いただきたいと思います。これは市民の声であります。 

次に、外国人との共生の件で質問を進めていきたいと思います。 

８月１日現在、本市に居住している外国人はベトナム人164名、フィリピン人170名、中国人

36名、インドネシア人31名、ミクロネシア人４名、カンボジア人５名、米国・英国人５名、韓

国人２名、ほかにもちょっとありますけど合計で418名が本市に居住している外国人でございま
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す。多くが技能実習生の皆さんであろうと思うんですけどね。 

この外国人の皆さんの消費あるいは納税、社会保障への責任、負担っていいましょうか、そう

いった実態はどのようになっているのか、簡潔に時間の関係で教えていただきたいと思います。 

○東中川徹企画調整課長 本市におきます外国人の実態ということについてのお尋ねですが、質

問の主題にあります外国人との共生ということで、様々な分野でその所管が各課にまたがります

ので、私のほうからまとめた形で答弁を申し上げます。 

まず、消費についてでありますが、外国人の方々が市内でどの程度買物など消費をされている

かというのは数字的には把握はできておりませんが、食料品など生活必需品等については一般の

市民の方々と同様に買物等をされているものと思います。 

次の納税、社会保障につきましては、住民税、国民健康保険税等、個人に課税される税目の納

税、社会保険や国民健康保険等の医療保険への加入、国民年金への加入等がございますが、これ

らにつきましては技能実習生の皆さん方であれば、事業主の皆さん方のほうで対応をいただいて

いるということで、お尋ねの消費、納税、社会保障などそれぞれの面においても一般の市民の

方々と同様の対応、取扱い等がなされていると、そして先ほど納税等もございましたが、それら

に伴う義務も当然に果たされているものと認識をしております。 

○９番立石幸徳議員 私がこの外国人の実態を前提としてお尋ねしているのはですね、今企画調

整課長の説明にもあったように、本市の地域住民としての義務といいましょうか、しっかり外国

人の皆さんも義務を果たしているんだということを、なかなか同じ地域民も理解されているのか、

いないのかというのをちょっと心配といいましょうか、不安に感じているもんですから聞いてい

るんですよね。 

確かに、これまでの中国人については、先般、税務課長のほうから教えていただきましたけれ

ども、いわゆる中国人の場合は日本と中国との租税条約というものがあって、中国人が外国に行

った場合は収入があろうがなかろうが、非課税の、課税されないということになりますけど、今

一番多いベトナム人はじめ外国人は一定収入がある場合はしっかりと納税をされていると。地域

社会の一員としての義務も果たしているんだということがですね、やはりまずお互い共生をして

いく場合の認識、理解が、これが第一歩だと思うんです。 

特に今度のコロナウイルスの状況の中で、外国人労働力の在り方や重要性が改めて問われてき

ていると思うんですね。人手が足りない一次産業は引っ張りだこであります。ただ、これからの

外国人労働力など外国人材の受入れは日本の労働力不足を補うために行うべきではない、グロー

バル人材共生社会の構築を目指すものにしなければならないという、そういった趣旨の下にです

ね、７月29日に外国人材共生支援全国協会という組織が立ち上がりました。 

この組織は、やはりただ外国人を労働者、人手不足を補うというそういった立場とは根本的に

違うんだと。グローバル人材は同等かつ重要な就労者であり、消費、納税、社会保障負担の責任

を有する生活者であると。こういった考え方の下に、地域社会での外国人との交流、それから活

動、そういうものが私は非常に意味を持つと思うんです。 

具体的に先般、南日本新聞に大隅地区の技能実習生の皆さんが地域住民と清掃活動を、仕事じ

ゃなくてですね、清掃活動をして汗を流したという記事があって、私は非常に感動しました。や

はり自分たちが暮らしている地域を外国人であろうが日本人であろうが一緒にいいまちをつくっ

ていこうじゃないかと、そういうことを目指すべきじゃないかと思うんですね。 

我が市でもそういう交流とか活動、そういう面ではどういった状況になっているのか、教えて

いただきたいと思います。 

○東中川徹企画調整課長 地域社会で共生していくための交流や活動ということで、まず私ども

の所管する部分で申し上げますと、水産加工業の外国人技能実習生の受入れの窓口となっている

団体のほうから、企画調整課のほうに外国人技能実習生に対する研修会への講師依頼がございま
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す。年数回、住民基本台帳の届出でありますとか、ごみの分別等について関係課のほうから講師

として出席しまして説明いたしております。それで、本市への生活に理解を深めていただいてお

ります。この部分は、共生ということとはちょっと趣旨は違うと思いますが、そういう本市での

市民生活に理解を深めていただくという趣旨で行っております。 

また、昨年度につきましては、県の在住外国人を対象としました日本語講座のモデル地区に本

市を選定していただきまして、計５回日本語講座を開催いたしました。これに続きまして本年度

については、外国人技能実習生をはじめとして、多様な人材が参加、活躍できる社会の実現への

取組の一環としまして、本市独自でも水産業、水産加工業、農業等に従事する市内在住の外国人

を対象としました日本語講座を実施したいということで、これは水産商工課のほうで当初予算に

計上をしております。 

また、３月定例会で施政方針でも申し上げましたが、小中学生が外国人技能実習生との交流を

深めまして、外国の文化や伝統について理解を深めることを目的としまして、異文化交流・国際

理解教育推進事業を実施しまして、学校教育における国際理解教育を深めることとしております。

先日の広報紙のほうでも紹介されている部分でございます。 

ただ、ただいま申し上げました両事業ともに、新型コロナウイルス感染症の影響で現時点では

実施には至っていないところであります。 

そのほか、昨年３月定例会で議員の質問でも若干お答えいたしましたが、総務省のほうが外国

人との共生社会の実現に向けた意見聴取・啓発活動等、２つ目に生活者としての外国人に対する

支援、３つ目に外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組、４つ目に新たな在留管理体

制の構築という４つを柱としました外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策というものを

示しておりますので、本市において、今後その対応策等に沿ってどのような対応が必要となるの

か、関係各課において情報収集等に努めながら、必要となる対応等については検討をしていかな

ければならないというふうに考えております。 

○９番立石幸徳議員 さらなるこの交流活動を促進していただきたい。最初紹介しました７月末

に立ち上がったこの外国人材共生支援全国協会ではですね、いろんな具体的な計画がたくさんあ

りますけど、もう全部言ってる時間はありませんけれども、一つに日本に技能実習生として来日

し、一般的には３年間、特別な場合は５年間もおられるわけですけれども、その期間、本国にで

すね、１年間に１回はその雇い主、会社のほうで経費を持って帰してあげなさいということをル

ールにしようという提案がございます。私はこのルールを見てですね、これは非常にすごいなと

思いました。 

私はかつて経験した技能実習生の１人がですね、３年間枕崎に来て、その人が非常にお父さん

子で、毎日と言っていいほどお父さんに電話をするけど、ある日から父親が向こうの本国から電

話に出なくなった。そして、約２年近く電話をするけど今日も出ない。お母さんのほうは父が何

か用事があるから今日はいない、電話に出ないつって。そして、３年たって帰って帰国して初め

て、何と父親が死んでいたというのを帰国してから初めて知ったと、そういう事例もございまし

た。 

それではあまりにも人としてどうなのかとそういうこともあってですね、今後この外国人と日

本人とのこのいわゆる地場産業での付き合いというのは、私は非常に今後とも大事になっていく

と思いますので、ずっとやはりできるだけ持続できるような、１回日本に来た人たちが本国に帰

ってですね、またあんなところには行くなと言うのか、やっぱり行って、日本はいいところだと

言われるのかですね、その辺のことを考えれば、やることいっぱいだと思いますので、今後とも

検討をしていただきたいと思います。 

次は、畜産業の関係です。 

本市の畜産振興という意味でですね、私自身もそれなりにいろいろ調べる中で畜産業はすごい
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なと考えるところでした。というのが、まず今コロナで本市の農業、水産業、あるいは焼酎をは

じめいろんな産業、はっきり言って分かりやすく言うと全滅じゃないのかという気分です。 

その中で、畜産も大変厳しい現状があるんですけれども、私は畜産は非常に可能性があるんじ

ゃないかと。そういう意味で質問をさせていただきますが、まず本市の畜産業におけるこの現状、

生産額をはじめ農業生産額に占める畜産の割合ですね。それから、具体的には近隣の各市におい

ては肉用牛特別導入事業基金条例を制定しているんですけど、本市にはこの肉用牛資源確保、そ

して畜産振興に資するための基金を設置されていない。なぜ枕崎市にはこの条例がないのか、そ

の事情についてお尋ねをいたします。 

○原田博明農政課長 まず、本市の畜産業の現状について答弁いたします。 

本市の畜産部門は、令和元年度農業生産実績において、農業生産実績全体額約88億6,500万円

のうち約45億9,600万円で約52％を占めております。畜産部門の中では、主に肉用牛部門が42％、

養豚部門が約44％を占めています。 

生産者数につきましては、令和２年１月１日現在で肉用牛飼養農家が11戸、飼養頭数は黒毛

和種・交雑種・乳用種合計で3,424頭、豚の飼養農家が12戸、飼養頭数は２万5,943頭、酪農家

が３戸、飼養頭数は218頭、ブロイラー農家が４戸、飼養羽数は13万6,170羽、種鶏が２戸、飼

養羽数は１万8,000羽、採卵鶏が１戸、飼養羽数は6,000羽となっています。このように、畜産

業につきましては本市の中核を担っている部門でございます。 

もう一件の肉用牛特別導入事業基金条例が制定されてない理由ということでございますが、鹿

児島県家畜導入事業につきましては、市町村が繁殖雌牛、これは子牛を産ませるために飼養され

る雌牛でございます。繁殖雌牛を導入し、農家に一定期間貸し付けるために造成する基金に対し

て助成する事業であり、貸付満了に伴う返納金は基金に繰り入れて新たな導入に充てる事業でご

ざいます。 

近隣市の南九州市、南さつま市でこの基金について造成されていますが、この家畜導入事業に

より基金を設置し、繁殖雌牛を導入する農家に対して無償で一定期間、育成雌牛につきましては

６年間、成雌牛につきましては３年間貸し付けて、期間が満了したときは貸付肉用牛を購入した

当時の金額で譲渡する制度となっております。 

このように、繁殖牛農家が対象となっているため、近隣市が当基金を制定した時点で本市に対

象となる繁殖牛農家は１戸でございまして、飼養頭数も少なく、当事業に対して需要がなかった

ため、基金条例の制定に至らなかったということでございます。 

○９番立石幸徳議員 需要がなかったということですけどね、私は今後需要を生み出してほしい。

最初申し上げましたように、畜産はなぜ可能性があるかと私が考えるのはですね、本市もそうで

すけれども、鹿児島県の畜産ちゅうものは、すばらしいものが私はあるんだなと。例えば、和牛

日本一を決めるため、５年に一度開催される全国和牛能力共進会で2017年、３年前鹿児島県が

団体総合優勝を獲得したんですね。今現在、2022年、再来年の連続優勝を目指してその畜産、

特に和牛農家頑張っておられます。 

それから、もう一点の養豚のほうもですね、数字的なものは省略しますけど、これも全国一で、

本市が県下全体からするとある意味でささやかかもしれませんけど、私は県下全体がそういうす

ばらしい環境にあるということは、枕崎もいろんなこの状況の中ではですね、大きく伸びる可能

性があると思うんです。また、そうしてほしい。 

ただ、この質問通告にも若干書いてありますけど、畜産の場合はこれまでの狂牛病とか口蹄疫、

あるいは最近でも話題になっています豚熱等々、その豚熱の清浄国を日本は失ったということに

なっておりますけど、こういう大変な伝染病が畜産には大きな課題としてあるんですよね。 

こういう畜産の課題、環境問題を含めて本市の畜産業を伸ばしていくために担当課としてはど

ういったことを整理してですね、今後の振興策として考えておられるのか、当然、10年に１回
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の振興計画ではうたっているんでしょうけれども、改めてですね、現時点において枕崎のこの全

体的な産業を見る中で、畜産振興の課題、振興策を教えていただきたいと思います。 

○原田博明農政課長 畜産業を取り巻く情勢は年々厳しくなってきています。質問者が御指摘さ

れましたように、過去にはＢＳＥ―狂牛病でございますが、ＢＳＥや口蹄疫の世界的な伝染病

の流行、現在もアジアで流行しているＣＳＦ―豚熱です。アフリカ豚熱（ＡＳＦ）、高病原性

鳥インフルエンザ、特にＣＳＦにつきましては、日本でも感染が広がっているなど、畜産農家の

経営に与える影響は甚大であり、経営不安につながっています。 

また、ＴＰＰの発効による外国産の輸入も年々増えつつあり、農家の不安材料となっています。 

このため、本市においても後継者がいない、先々が不安である、経営が成り立たないなどで廃

業する農家が増えてきており、畜産農家の減少が顕著になっております。 

小規模経営者が減少する中で経営拡大をしていく農家も増えているのが現状でございます。国

は、畜産クラスター事業や資源リサイクル環境整備事業、経営安定交付金制度など拡充し、畜産

農家の規模拡大や経営安定に向けた後押しを行っているところでございます。 

本市の畜産農家においても、この事業により大規模な浄化処理施設を設置し、環境対策の取組

を実施しております。また、畜産クラスター事業において、畜舎の規模拡大など計画も検討中で

あり、現在、振興局と連携して進めているところでございます。 

先ほど答弁いたしましたが、畜産業につきましては本市産業の中核を担う部門でありますので、

総合振興計画でお示ししてありますように、飼養管理技術を遵守し、環境に配慮しつつ、自衛防

疫体制の強化など、より高品質な畜産物の生産ができるように関係機関と連携して取り組んでい

きたいと考えております。 

○９番立石幸徳議員 ＪＲ指宿枕崎線のことで最後に質問をさせていただきます。ＪＲ九州がで

すね、2018年度分に続いて2019年度分の赤字路線の決算額を公表したんですね、これは８月24

日に公表したんです。 

私は、６月議会でもＪＲ関係の質問をしたんですが、2018年度分は５月に公表したんですね。

19年度分を１年たってからじゃなくて、日を置かない８月24日に公表、ここら辺りも非常にＪ

Ｒ九州がですね、いろんな意味で大変な状況がもう想像できるんですけれども、まずこの18年

度分と19年度分を比較しますと、指宿枕崎線の指宿から枕崎の区間で、2018年度４億0,500万円

の赤字と、これは６月議会でも確認しました。 

ところが2019年度分はですね、３億5,400万の赤字なんですけれども、18年度とすると5,000

万ぐらいは収益が改善しているんですけれどもね、この5,000万の収益改善の要因は何であった

のか。 

それから、５月にその2018年度分の公表をした後に、宮崎県の関係の方々、宮崎県の鉄道整

備促進期成同盟会はですね、赤字だけを発表せんでも、宮崎県内全部の鉄道の収支公表をしてほ

しいとＪＲ九州に申入れをしているんですけど、鹿児島県内の全路線の収支というこういったも

のはどうなっているのか、まず実態を教えていただきたいと思います。 

○東中川徹企画調整課長 まず前段の2018年度それから2019年度の赤字額の差ですね、5,000万

円程度少なくなっていると。その要因についてですが、ＪＲ九州が示しておりますのは、個々の

最終的な数字だけでありまして、営業収益と営業費、それから赤字の額、それだけでありまして、

その要因等について具体的なものは示されていないところでございます。 

それと、県内全路線の状況をということでございますが、ＪＲ九州が公表しておりますのは、

区間別の１日当たりの平均通過人員2,000人未満の線区別の収支についてでありまして、その公

表されている中でですね、県関係の線区別の収支については申し上げたいと思います。 

日豊本線の都城国分間が営業収益４億3,200万円、営業費７億9,900万円で３億6,800万円の赤

字、肥薩線の人吉吉松間が営業収益5,800万円、営業費３億2,800万で２億7,000万円の赤字、吉
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松隼人間が営業収益１億1,000万円、営業費４億8,000万円で３億7,000万円の赤字、吉都線の吉

松都城間が営業収益8,600万円、営業費４億0,500万円で３億1,900万円の赤字、日南線の油津志

布志間が営業収益3,800万円、営業費３億9,500万円で３億5,700万円の赤字、そして指宿枕崎線

の指宿枕崎間が営業収益4,300万円、営業費３億9,700万円、営業損益が３億5,400万円の赤字と

なっております。 

○９番立石幸徳議員 18年度、19年度、過年度もそうなんですが、一番この気がかりなのは本

年度、2020年度分がＪＲの関係はどうなるのか。まず出ているのが、４月から６月の分はＪＲ

が公表しております、本年度分のですね。これは今まで初めての赤字、今まで４月から６月はず

っと黒字だったんだけど赤字になっている。最近、社長記者会見で言われているのが、もう新幹

線にも人じゃなくて荷物を積んで走りますと、それを実証事業をしますとかですね。とてもじゃ

ないけどこれから先、このＪＲ九州がいい形でやっていけるのかなと思わざるを得ないんです。 

そういう中でですね、枕崎指宿間の抜本策をどうするのか、これは我が市だけじゃなくて当然、

近隣の南九州市、指宿市ともいろいろと語らないといけない状況だと思うんで、この抜本策につ

いては何か手をつけているんですかね。その辺を含めて最後にお尋ねをします。 

○東中川徹企画調整課長 ＪＲ指宿枕崎線「指宿・枕崎線区」の利用促進に関する検討会という

のを開催して利用促進の検討をしているということは６月定例会でお答えしたところであります

が、お尋ねの収支改善のための抜本策ということにつきましては、現在の線区の利用状況から見

まして大変難しい問題であるということで、私ども沿線自治体としても、今後の方向性を含めま

して現時点でお答えできるものは持ち合わせておりません。 

しかしながら、ＪＲとしては今年10月以降、１年半程度をかけまして、乗り心地の改善等の

ための線路設備工事にも取り組むというようなことも聞いておりますし、検討会におきましても、

今後地域交通に関するコンサルタント会社を第三者の立場でオブザーバーとして参加してもらい

まして助言を求めていくということや、線区の利用者の意識・利用実態も把握するためのアンケ

ート調査等の実施等も予定をしております。 

私たち沿線自治体としては、これまで申し上げておりますようにＪＲ九州ほか関係機関と一緒

になりまして少しでも利用促進につながる活用策というのを見出していきたいということで、そ

の検討は続けてまいりますが、あわせまして路線の重要性というものを引き続き強く訴えながら、

存続の要望というものを続けてまいりたいと考えております。 

○中原重信議長 以上で、立石幸徳議員の一般質問を終わります。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午後４時33分 散会 
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 令和２年枕崎市議会第６回定例会 

 

議事日程（第３号） 

 

令和２年９月９日 午前９時３０分開議 

日程 

番号 
件              名 

 

１ 

 

 

 一 般 質 問       豊 留  榮 子  議員（66ページ～72ページ） 

 

  永 野  慶一郎  議員（72ページ～82ページ） 

 

               城 森  史 明  議員（82ページ～92ページ） 

 

               東    君 子  議員（93ページ～102ページ） 

 

              眞 茅  弘 美  議員（102ページ～111ページ） 

 

               上 迫  正 幸  議員（111ページ～119ページ） 

 

 

○ 本日付議された事件は議事日程（第３号）のとおり 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 吉 松 幸 夫 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 豊 留 榮 子 議員 

  

１ 本日の書記次のとおり 

沖 園 信 也 事務局長     松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記         溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長        小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

原 田 博 明 農政課長 田 中 義 文 健康課長 

高 山 京 彦 市立病院事務長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員   堂 原 耕 一 企画調整課参事 

小 湊 哲 郎 農政課参事兼耕地林務係長 新屋敷   増 水産商工課参事 

日 渡 輝 明 市民生活課参事  田 中 幸 喜 総務課参事 

丸 山 屋 敏 教育長 宮 原   司 教委総務課長     

満 枝 賢 治 学校教育課長 中 嶋 章 浩 文化課長  

豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 中 原 浩 二 消防長   

松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 俵積田一豊警防課長兼消防署長 

山 口   太 総務課主幹兼行政係長 
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の日程は、配付のとおりであります。 

昨日に引き続き一般質問を行います。 

まず、豊留榮子議員。 

［豊留榮子議員 登壇］ 

○14番豊留榮子議員 コロナ禍で苦しんでいる最中に、さらに今までに遭遇したことのないよ

うな大型台風10号による被害が至るところで発生しました。本市における被害状況の詳しい状

況はまだ分かりませんが、人的被害に及ばなかったことは何よりでした。また、７日夕方５時現

在の鹿児島県の停電戸数が10万7,810戸と記されていました。この２日間にわたる停電は、市民

生活に大きな支障をもたらしました。 

そして今、世界中を苦しめているコロナの収束はなかなか見えません。コロナは日本の経済に

打撃を与え、仕事を失ったり、収入が大きく減ったりした人を増やしています。苦しい家庭が増

え、それが子供の教育に反映しているとも言われています。 

そうした事態に、きめ細かく対応し、家庭の格差を補い、一人一人を大切にする教育をするた

めに必要なのが、今、少人数学級ではないでしょうか。 

今後、新型コロナウイルスと長期に共存していくこととなりますが、そのための新しい生活様

式を推奨した上で、少人数学級が注目されているところです。 

本市が今どのように考えているのか、まず市長の見解をお聞きします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 少人数学級のメリットとしては、学級全体の児童生徒の掌握が容易であり、学

習面においても、生活面にしても、児童生徒を丁寧に見ることができる、コロナ禍においてはソ

ーシャルディスタンスを保てる、そういうことなどが挙げられます。 

デメリットとしては、切磋琢磨する機会や多種多様な考えや意見に触れる機会が少なくなり、

児童生徒の社会性が育ちにくい、話合い活動や協働作業的な活動で、学習内容を深めたり、広げ

たりすることがなかなか難しいことなどが挙げられます。また、少人数学級にすることで教職員

数が増大します。人員の確保や人件費の拡大が予想されます。 

このようなことから、本市では国で定める標準法や県の基準に従って学級編制を行っていると

ころです。本市の具体的取組については、担当課長のほうに答弁させます。 

○満枝賢治学校教育課長 各学校におきましては、学校における新型コロナウイルス感染症に関

する衛生管理マニュアルに基づき、教育活動を進めていきます。外から教室に入るときや給食の

前後、掃除の後、トイレの後の手洗い、大勢が触れる箇所や共有する器具・用具の消毒を徹底し

ます。加えて、教室における学習でのマスク着用や教室の換気にも努めます。 

教室における児童生徒の間隔についてですが、児童生徒数によっては厳しい状況もあります。

しかし、できるだけ間隔を空けて配置するよう努めています。 

なお、少人数指導については、指導方法改善加配が配置されている学校において、新型コロナ

ウイルス感染症の流行とは関係なく、以前から取り組んでおります。 

また、教科においては、感染リスクが高い学習活動もありますので、そのような活動を行う際

は空き教室を活用して、学級を分けて少人数で指導を実施することもあります。 

○14番豊留榮子議員 学校の様子は、大体以前からもお聞きして分かってはいるんですけれど

も、今、小中学校の夏休みが明けてですね、９月１日から２学期がスタートしたところなんです

が、コロナ禍による子供たちの不安やストレスを解消して、学びに集中できる教育体制を今後ど

のようにつくっていかれるのかということが気になるんですけれども、それをお聞かせください。 

○満枝賢治学校教育課長 学校では学級担任が毎朝、健康観察をしています。健康観察を通して、
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担任は子供一人一人の様子や表情を確認しながら、小さな変化を見逃さないようにしています。

また、授業中の子供の様子もつぶさに観察をし、教職員で情報を共有しています。さらに、定期

的にアンケートや教育相談等を実施して、子供の実態把握に努めております。 

これまでに、新型コロナウイルス感染症に対する感染や、家庭状況の変化に起因する不安やス

トレスを抱えて学校を休むなどの児童生徒、教職員の報告はありません。 

また、児童生徒については、養護教諭を中心にいつでも心身の健康について相談できるような

態勢を取っています。加えて、本市の予算でスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ーを派遣し、必要に応じた相談体制を整えています。 

教育委員会としましては、新型コロナウイルス感染症を起因とする児童生徒の不安やストレス

にさらに手厚く対応できるよう、スクールカウンセラーの派遣回数を増やしたり、スクールソー

シャルワーカーの派遣時間を延長したりして、子供たちが安心して学びに集中できる体制を整え

ているところです。 

授業の際には、マスクの着用、換気の徹底、手指の消毒の徹底などの感染症拡大防止対策と併

せて、机と机の間隔をなるべく空ける、グループでの話合い等の学習をなるべく控える等の飛沫

防止対策を取って、子供たちが安心して学習に取り組めるような対策を各学校で取っています。 

○14番豊留榮子議員 本市には、都会がいわれるこの40人学級と比べたら、本当にゆとりのあ

る学級人数であるかと思います。しかし、コロナ禍による20人学級はですね、私なんかももう

本当によそごとだと思っていたんですけれども、一人一人の基本的な感染症の対策としてですね、

やはり身体的な距離の確保ですか、人との間隔は２メートル、最低１メートルは取らなきゃいけ

ないというふうな決まりもあるようで、またそしてマスクの着用ですとか、手洗いの３つが新し

い生活様式の実践例として、新型コロナウイルス感染症対策の専門家会議でも提案しているとこ

ろだと言います。 

そして今、一日中、学校の中で距離感をもってということではないと思いますけど、本来、子

供は仲間と遊んで育って楽しい学校生活を満喫するのが子供たちの思いだと思うんですね。 

ですから、子供に適した対応も取りながらですね、それでも１日で最も長い居場所である教室

は、少なくとも身体的距離を保てる場所であるべきではないかと思うことから、20人学級をと

いう発想になっているんだと思うんですね。 

もう一度、それが持続できるのか、そこのところをもう一度お伺いしたいと思います。 

○満枝賢治学校教育課長 議員がおっしゃるとおり、教室における感染防止のためには児童生徒

の身体距離を保つことは必要であると考えます。教室内の児童生徒数が少なければ、座席の間隔

を十分取ることができ感染リスクは低くなると思われます。 

学級を分ける際に、空き教室の確保ができるのかとか、あと学級を分けた際に担任が一斉に指

導ができるのかというような課題も出てまいります。そういう課題も改善されなければですね、

なかなか教室を分けて20人学級というのは難しいのかなというふうに思っております。 

○14番豊留榮子議員 実際に20人学級にしようと思ったら、空き教室を使えば何とかできるん

ですか。職員の配置とかいうことはちょっとこっちに置いときまして、学級自体をそういうふう

につくろうと思えばできるんでしょうか。 

○満枝賢治学校教育課長 なかなかつくるというのは難しいのかなというふうに思います。子供

たちの人数が減っていっている中でですね、空き教室等も出てきているとは思うんですけれども、

違う活用等をされているところもあり、すぐに学級をということは難しいのではないかなという

ふうに考えております。 

○14番豊留榮子議員 以前、別府中と別府小の、あれは何学級って言うんでしたっけ、そうい

うことも、合併じゃないですね、合併ではなくてあれは何て言うんでしたっけ、そういうことや

らまた本市においてですね、小学校、中学校の統廃合を考えているということはあるんでしょう
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か。 

○満枝賢治学校教育課長 本市の小中学校は、全ての校区が１小１中の特性を生かし、小中連携

教育を行っております。本市の子供の教育の強みと考えています。 

学校統廃合については、平成24年「枕崎市望ましい学校づくり審議会」で、小学校において

は複式学級の人数が10人以下、または全校児童が30人以下となった場合、中学校においては１

学年が15人以下または全校生徒が45人以下となった場合は、再編・統廃合を検討されたいとい

う答申が示されています。 

このようなことを踏まえて、検討の実施時期や必要性の有無等について慎重に研究していきた

いと考えております。 

○14番豊留榮子議員 例えば本市における４つの小学校、中学校、この教室を１クラス20人と

すると、極力少人数クラスを20人とするような、20人にならなくても、極力その少人数クラス

を維持していくという考えはあるんでしょうか。 

○満枝賢治学校教育課長 現在、国の標準法は学年の合計人数が40人までは１学級、１年生に

つきましては35人です。41人だと20人と21人の２学級になります。 

このことを20人学級で考えると、学年の合計人数が20人までは１学級ということになり、21

人だと10人と11人の２学級になります。今後、20人学級として国の標準法が示されるまでは、

現在の標準法に基づき学級編制を行っていきます。 

○14番豊留榮子議員 だから、数字だけで割ってしまうとそういうことになるんですよね。21

人のところはそこを２クラスに分けるとそれこそ十何人、総数２クラスってなるんですけど、何

かおかしいなと思うんですよね。人間を扱っている、生き物を扱っている、食べ物とまた違うわ

けですから。 

生きている人間が、子供たちが、どうしたら健康的に毎日を過ごせるかということを考えたら、

型にはまったことだけではなくて、取りあえず国がそう言うなら、その規則がきちんとできるま

では、県がありますけどね、ここではこういうことをやろうみたいなそういう何か発想というの

はないんでしょうか。やっちゃいけないんですか。子供たちのためにこういうふうにしたらいい

んじゃないかとか、何かそういう型にはまったのだけではなく。 

○満枝賢治学校教育課長 現在の標準法ですけれども、平成23年度の法改正に伴い、この１学

級40人という内容がですね、自治体の判断によって弾力的に運用しても構わないというような

ところが示されました。 

これを受けてですね、鹿児島県におきましては、１、２年生においては30人学級、31人から

35人までは、すくすく非常勤といいまして１人が入る形になります。36人からは２つに学級を

分けて、すくすく加配という教員が配置されるというようなことも行っております。 

県もこのような弾力的な運用ということで、特に生活のしつけ等が大変な低学年においては、

そのような少人数の学級を設定しているところです。 

○丸山屋敏教育長 先ほど、それぞれのところで法にのっとらなくてといいますか、弾力的に運

用できないかという趣旨の質問だというふうに思いますけれども、国の標準法というふうに決め

た場合はですね、20人となった場合は、そこには教職員の加配というのが出てくるんです。で

すので、20人の場合は１人の教員ですけれども、21人になったら２クラスにしなさいというこ

とになります。 

議員が言われたようにですね、自然にできるのはですね、東京なんかで今回コロナが蔓延しま

して、分散登校といいまして、本当は40人学級にいるんだけれども午前は20人来なさいと、午

後に20人来なさいというそういうことはですね、それぞれのところで学校長の判断あるいは教

育委員会の判断でできますけれども、20人という定数を決めた場合はですね、教職員の配置と

絡めてですね、先ほど課長が申し上げましたけど、11と10ということが求められてくるんです。 
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そういうことですので、今いろんな市町村で取組をやっておりますけれども、法にのっとった

場合はそういうことがあるということで、御理解いただきたいというふうに思います。 

○14番豊留榮子議員 自治体独自でいろいろな取組をされているということは、いろいろなニ

ュースを聞いたり見たりで耳にはしているんですけれども、本市においても、ぜひ子供を中心に

加配の先生方のあれもありますから、実際には簡単にはいかないかと思いますけれども、財政的

なこともありますし、市独自でやるとなると市がお金を出さないといけませんからね、そういう

こともありますし、大変なことと思いますけれども、いろいろと考えてみて県のほうにも要望し

ていってほしいと思います。 

次に、小中学校の教員の増についてお伺いしていきます。 

本市において、20人を超えない少人数学級を維持していくには、実際に今、何人の教員数が

必要になるんでしょうか。 

○満枝賢治学校教育課長 本市においては、１学級20人で学級編制した場合の教員数は、小学

校においては、枕崎小学校が27人、桜山小学校が14人、別府小学校が14人、立神小学校が21人

で合計76人になります。現在の教員数より23人増えます。 

中学校においては、枕崎中学校が22人、桜山中学校が10人、別府中学校が８人、立神中学校

が17人で合計57人となり、現在の教員数より15人増えます。 

よって、20人で学級編制した場合は、小中学校で38人の教員増となります。 

○14番豊留榮子議員 こういう数字になるんですね。これを今後県はどんなふうに考えている

んでしょうか。これ実際できる数字ですか。全国では、教員が足らない足らないで10万人は必

要だということを、今大きな声で言っているところなんですけれども、実際にはどうなんでしょ

うか。 

○丸山屋敏教育長 県教委のほうはですね、現在20人学級という話は全くないところです。 

コロナが入りまして、少人数というふうには、学級ということには情報を得ておりますけど、

具体的な20人にするとか、あるいは30人にするということは、現在私どものほうは聞いており

ません。また、県のほうもそうした動きはないということを伺っております。 

○14番豊留榮子議員 実際にはこのコロナ禍の中で、子供たちが元気に楽しく学校生活が送れ

るように、ぜひ子供たちの様子を見ながら先生方の体調も本当に気になるところです。 

もう過重負担でいろいろ忙しく動き回って働いてらっしゃるんじゃないかなっていうことを感

じますので、目配りのほうも、心配りもよろしくお願いしときます。 

次に、ＰＣＲ検査の拡充についてお聞きしていきます。現在の感染拡大は広がる一方です。こ

れを少しでも止めるにはＰＣＲ検査を大規模に実施していくことが必要ではないかと思いますが、

本市の考えはいかがでしょうか。 

○田中義文健康課長 昨日の答弁の繰り返しになりますけれども、今年の秋以降、発熱や倦怠感

など風邪や季節性インフルエンザの患者の増加と併せて、新型コロナウイルスの感染が疑われる

患者の増加が予想されます。 

それらの疾患は、症状により区別することが困難であるため、市内の学校や事業所、さらには

医療機関窓口等で混乱が生じることが予想されます。 

そのため、市民の新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本年７月28日付で本市医師

会に対し新型コロナウイルス感染症の検査体制の拡充をはじめ入院施設の確保、インフルエンザ

ワクチン予防接種の積極的な協力について要請を行いました。 

その後、９月４日付で厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部から都道府県に対し、

次のインフルエンザ流行に備えた体制整備について事務連絡が発出されております。 

その中で、季節性インフルエンザの流行に備え、10月中を目途に多くの医療機関で発熱患者

等を相談・診療・検査できる体制の整備を求めております。 
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それにより、これまでは感染が疑われる方はまずは保健所に電話で相談した上で、帰国者・接

触者外来等を受診し、必要な場合に検査を受ける流れでありましたが、今後については、発熱患

者等がまずはかかりつけ医に電話で相談し、当該医療機関を含め診療可能な医療機関を案内して

もらい、必要に応じて検査を受けることができるようになります。 

医師会としても本市からの要請を受け、市内における検査体制の拡充に向けて、本日夜に加世

田保健所との協議を行うこととなりました。会議には、本市から私が出席をして、改めて要望書

の内容について要請することとしております。 

あわせて、新型コロナウイルス感染症の陰性の証明のための自費検査への対応などについても、

本市医師会と加世田保健所との会議の中で、私から要請をして協議していただく予定となってお

ります。 

本市といたしましては、今後とも市民の安心安全な暮らしのために、感染拡大防止対策に努め

てまいります。 

○14番豊留榮子議員 なるたけダブらないようにというふうに注意されてはいたんですが、申

し訳ありません。 

特に感染が広がりやすい幼稚園ですとか保育園、小中学校や介護施設、病院などで、この働く

人も含めてですね、子供たちも含めてですが、ＰＣＲ検査を実施することが特に必要ではないか

と思うんですね。この現状は、そういうふうな体制を取ることができるのか、現状はいかがでし

ょうか。 

○田中義文健康課長 本日夜に医師会のほうが主催をして加世田保健所長が来られて、本市と同

様の要請を加世田保健所のほうからもしていただくことになっております。 

先ほど申し上げましたように、まずはこの冬以降の季節性インフルエンザと新型コロナウイル

ス感染症が増加するということに備えて、検査体制の拡充を要望しているところです。そのよう

な体制が整った場合には、さらに今言われますように、自費による検査体制の拡充というものも、

本日要請をしたいというふうに考えているところです。 

○14番豊留榮子議員 次の質問は、そのＰＣＲ検査を希望する人が受けられるようにすべきだ

という質問なんですけれども、今日の会議でということなんですね。 

例えば自己負担でＰＣＲ検査を受けようとした場合、この検査費用は幾らかかるんでしょうか。 

○田中義文健康課長 ＰＣＲ検査費用につきましては、先に実施しております指宿市のほうで２

万5,000円程度で、各医療機関がそれぞれ設定するというふうになっていると伺っております。 

そのようなことから、金額的にはその程度の金額になるのではないかというふうに考えている

ところです。 

○14番豊留榮子議員 各自治体によって、医療関係によって額も違うというふうになってくる

んでしょうかね。そうなると、この新型コロナウイルスの感染を未然に防ぐためには、やっぱり

ＰＣＲ検査っていうのはもう必要だと思うんですね。これは検査が必要な人にはこの検査費用に

ですね、市が補助をすべきじゃないかと思うんですけれども、こういうお考えはあるでしょうか。 

○田中義文健康課長 先ほども若干申し上げたところですけれども、本日夜にですね、本市医師

会に検査体制の拡充を要望することとしておりますが、まずは自分のかかりつけの患者が発熱等

の症状があった場合に、適切に検査を実施していただくよう要望を行っているところです。その

上で検査体制が整えば、どのような基準を設定するのか、まだ不透明ではありますが、自費検査

の実施についても要望したいと考えているところです。 

医療機関の中には、検査を実施するとした場合に感染リスクがあることから、クラスターが発

生した場合の対応等について危惧している施設もあると伺っております。 

最終的には、各医療機関の自主的な判断に委ねることになるかと思いますが、本市としては、

市民の安心安全な暮らしを守るために協力を要請したいというふうに考えているところです。 
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そのようなことから、市内医療機関における検査体制が拡充し、自費検査が実施できる環境が

整った場合には、基準を設定した上で、市からの補助についても検討したいというふうに考えて

いるところです。 

○14番豊留榮子議員 政府が28日にですね、先月の。対応方針ということで感染流行地域での

医療機関、高齢者施設への一斉、定期的な検査や地域の関係者の幅広い検査、この実施を都道府

県に要請する方針を打ち出したことが一歩前進だったかなと思うんですね。 

今後、政府はどこが感染流行地域かを明確にして、検査費用を持ち検査体制をしっかり支えて

いくことが重要だと思います。この方針が徹底されるまでの間ですね、いつになるのか分からな

いですからね、そういう方針を出したとはいうものの。ですから、この方針が徹底されるまでの

間は市の補助で住民を支えて、この新型コロナウイルスの感染の恐怖から脱出できるよう援助す

べきではないかと思うんですが、市長の見解をお尋ねします。 

○前田祝成市長 政府のほうの方針ですけれども、先ほど健康課長のほうからありました。昨日

の答弁でも答えましたが、９月４日の日にですね、かかりつけ医での検査体制ということで、全

国的に充実するようにということで動きがございます。 

本市といたしましては、それより早くからですね、医師会並びに市内の医療機関、そして健康

課含めて協議をしております。その中でですね、本市としての要望も昨日もお話ししましたが、

出させていただいております。 

検査体制につきましては、本日の会議の中でですね、どれぐらい市内の医療機関の皆様が手を

挙げていただいて、検査体制を充実されるのかっていうところが見えてこようかと思います。そ

の辺りの状況を鑑みまして、我々としても市民の皆様の安心というか、そこを担保していかない

といけないのかなというふうに思っているところです。 

検査体制、先ほど健康課長から答弁ございましたが、検査をする医療機関で医師の判断で検査

が必要だというふうになった場合は保険適用になるわけですけれども、そうではなくて、自費検

査という形でですね、御自分でちょっと心配だから検査をしたいとか、そういう部分につきまし

ては先ほど申し上げましたような費用がかかってくると。ただ、そこを全ての市民に自費検査は

市のほうで支援しますのでという形ではないと思います。 

どちらかというと、例えば高齢者施設で従事されている方であったりとか、感染リスクの高い

ところでお仕事をされている方であったり、あるいはここはちょっと判断の必要性があると思う

んですけれども、長期間海外で仕事をされて帰って来られたりとか、いろんなケースがあるかと

思います。 

そのような形でですね、感染リスクが高い順番に、当然、陰性確認といいますか、そういう形

でのＰＣＲ検査というのもあろうかと思いますので、どの辺りまで市として支援していくのかっ

ていうところにつきましてはですね、今後また対策本部等を通じて検討してまいりたいというふ

うに思います。 

いずれにしましても、繰り返しになりますが、まず感染予防を市民お一人お一人が徹底してい

ただくというのが全ての出発点であるというふうに思います。 

いろんな情報を収集したりとか、あるいは市中の感染の状況を知るっていうことも大事ではあ

ろうかと思いますが、まずはお一人お一人が感染の予防をしていただくと、していくということ

が全てのスタートになりますので、やはり市としましては、その辺りをしっかり徹底しながらで

すね、このコロナウイルスに対していきたいなというふうに思っております。 

○14番豊留榮子議員 今回の質問はこれで終わりなんですけれども、本当にこのコロナに脅か

されながら、皆さん一人一人が毎日を感染防止のために気を使いながら生活をしているところな

んですね。その上に、今度台風が来たもんですから、みんなショックで何か、ちゃんと立ち上が

ってね、前向いて歩こうねってふうに口では言うんだけれども、もう内心はみんなね、本当にお
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びえていますよ。ですから、そういう状況も見極めながら、市が市民にとっていい方向でこのコ

ロナが退治できたり、この台風の後も生活がまともにできるような、そういう体制を取っていた

だけるように尽力していただきたいと思うところです。これで終わります。 

○中原重信議長 以上で、豊留榮子議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午前10時３分 休憩 

午前10時13分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、永野慶一郎議員。 

［永野慶一郎議員 登壇］ 

○11番永野慶一郎議員 私が議員になりまして一般質問の質問者が11名ということで、私は初

めて経験する人数でございまして、台風の影響もございまして、本日変則日程となっておりまし

て、今日６名の方が質問されるということで、長時間に及ぶ質問等になるかもしれませんけども、

しばらく私の質問にお付き合いいただきますようお願いを申し上げます。 

まず、台風10号で被害に遭われた方々へお見舞い申し上げるとともに、一日も早い復旧をお

祈り申し上げます。 

今回の台風は、接近前からかつてない勢力の非常に強い台風だとの報道等がなされ、大きな被

害が出るのではないかと大変心配いたしましたが、人的被害や甚大な損害がなかったことは幸い

でございました。 

本市行政においても防災無線等を通じ、早めの避難や台風対策を何度も何度も繰り返しお伝え

し、市民に防災意識、危機意識を高める役割を果たしたのではないかと考えます。今後も自然災

害に対し、さらなる防災・減災対策に市民とともに取り組んでいかなければいけないと考えます。 

さて、昨日の質問でもございましたが新型コロナ感染症における本市の経済状況でございます

が、いまだ飲食店は客足が伸びず苦労しているような状況と見受けられます。本市独自の支援策

も出されておりますが、金銭面以外の支援策というのを何か考えていらっしゃるのか、市長のほ

うにまずはお聞きいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 市内飲食店への支援につきましては、店舗の家賃等を補助する中小企業等事業

継続支援事業で直接的な金銭的支援を行い、また雇用調整助成金申請費支援事業などを活用いた

だくことで、雇用の維持、事業継続の一助になっていると考えております。 

さらに、８月11日から申請受付を開始しました事業者応援資金支給事業につきましては、８

月末時点で200件を超える申請があり、約4,000万円を交付決定しております。その３分の１に

当たる約70件が飲食サービス業となっております。 

間接的な支援としまして、８月初旬で完売しましたグルメ・宿泊クーポン券の利用が始まった

ことで、少しずつではありますが客足が戻りつつあるとの声もお聞きしております。市内飲食店

での消費推進につながっているものと考えているところです。 

お尋ねの今後の支援策についてですが、11月から令和３年１月末までの期間において「コロ

ナ復興ぐるっと枕崎スタンプラリー」を枕崎市観光協会のほうで予定しております。観光や料理

を楽しみながら、市内飲食店や観光施設の３店舗のスタンプ獲得で豪華賞品が当たるスタンプラ

リーです。市内外の方に市内周遊、市内飲食を促すことで消費喚起をさらに推進したいと考えて

おります。 

また、12月初旬には枕崎商工会議所青年部が２回目のグルメ・宿泊クーポン券の販売を計画

しており、年末年始の地域経済の域内循環を促し、飲食店支援に資する取組を継続する形で進め

てまいります。 
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金銭的なこと以外でということでしたが、さらに新しい生活様式に対応するための営業スタイ

ル推進事業において、感染防止対策用品の整備や店舗施設の改修費用についても補助を行うこと

で、利用者に安心して料理を堪能し、食事を楽しんでいただける空間づくり、そこで働く人、従

業員に対しても安全な職場環境を提供することなど、コロナを前提とした営業スタイルを確立し、

継続的に事業活動が行えるよう今後も支援してまいりたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 私、平日のお昼、ほとんど市内の飲食店を回って昼食を取っておりま

す。行った先でですね、大体、どうですかと、売上げとか客足ってどんな感じですかっていうの

をお聞きするんですけども、食事中心のところはですね、あんまり影響はないのかな、まあ影響

はあるんですけども、やはり夜にアルコールを提供するところとかっていうのがやっぱり宴会等

そういったものがないことによってですね、やはり今までとすると売上げっていうのは大分減っ

ているというような話もお聞きします。 

そういった中で、いろんな経済支援策等ございまして大変助かっておりますと、また今回あり

ました施設の改修費用とかですね、そういったものを今回利用して、コロナ対策に活用しようと

いうような事業者もいらっしゃってですね、大変喜ばれているのも現状でございます。 

今、何を一番心配しているかっていうとですね、金銭面もなんですけども、売上げの減少とい

うのもなんですが、やはり自分のお店から感染者が出るというのが今一番心配だっていうような

声をお聞きします。 

やはりそういった後の風評被害とかをかなり気にされている事業者がいらっしゃいまして、そ

ういったときに、その後に事業の継続を本当にしていけるのかということで、すごい不安に駆ら

れているみたいなんですが、そういった場合の市の行政としての何かアフターフォローっていい

ますかね、そういった対策、取組っていうのはどうなっているのかっていうのをちょっと教えて

いただけませんか。 

○鮫島寿文水産商工課長 市内飲食店で感染者が出た場合の経営の打撃はとても大きいものにな

ると推察されるところですが、そういった事態にならないよう、先ほども市長の答弁でもありま

したが、新しい生活様式に対応するための営業スタイル推進事業を活用し、感染防止対策用品の

整備や店舗施設の改修を推進し、感染防止対策をまず講じていただくよう事業者に周知してまい

りたいと考えております。 

お尋ねの市内飲食店で感染者が出た場合、行政としてどのように取り組むのかということにつ

きましては、個々の店舗に特化した消費喚起や販売促進の手だてというのは難しいのではないか

と考えております。 

市内飲食店で感染者が確認された場合につきましては、全国的な傾向としまして、その店舗へ

の風評被害、店舗の家族や従業員に対する偏見や差別、そういった広がりがあるかと思いますが、

当該店舗の関係者が心身共に苦痛となるような状況に陥らないよう、また事業継続の支障となら

ないよう市の新型コロナウイルス感染症対策本部の感染対策部とも連携してフォローしていきた

いと考えております。 

コロナウイルスが見えないものであること、収束がいつになるか分からない、先が見えない状

況に置かれている中で、多くの市民が不安や動揺を抱え込んでいるのは当然のこととは思います

が、そのような事態が発生した場合には、特に冷静な対応を取っていただきますよう丁寧に周知

をしていくことで、関係者の支えになればと考えているところです。 

○11番永野慶一郎議員 今、課長の答弁のほうでですね、感染者がもし出たお店があれば、そ

このお店に特化して利用することはできないというような答弁がございましたが、今聞くところ

によりますと職員の皆さんもできるだけ市内の飲食店でテイクアウト、デリバリーなり利用する

ようにということで積極的に試みをされているようでございます。そういったお話も聞きます。 

本当にですね、風評被害からまずは守っていただくこと、そしてですね、そういったところの
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御利用もちょっとでも増やしていただいてですね、市民にそのお店だけっていうのはもちろん行

政のほうからは言えないでしょうけども、庁内ではですね、そういった形で何らかの支援をして

いただければありがたいのかなと、今聞いて思ったところでございます。 

今、この風評被害とかそういったお店で感染症対策をしていてもやむを得ない場合ですね、感

染症が出るという可能性もございますけども、そんな中で、今新型コロナ対策推進宣言の店って

いう丸いステッカーを何か市のほうで準備をしているようでございますけども、そういったのを

貼ってですね、うちはちゃんとそういった感染防止の対策をしていますよというフラッグといい

ますか、目印になるような取組をされていると思いますが、ちょっとホームページのほうで拝見

させていただいたんですけども、ステッカーはもう出来上がっているんですかね。いっとき、プ

リントして使ってくださいというような文言もございましたが、今そのステッカーはどうなって

いますか。 

○鮫島寿文水産商工課長 ステッカーにつきましては、新型コロナ対策推進宣言ポスター・ステ

ッカーということで、８月17日ですかね、議会のほうで予算を可決いただいた経費の中で印刷

製本費を組みまして、今準備中でございます。 

少し経緯を申し上げますと、本市では新型コロナウイルス感染症対策を継続しながら社会経済

活動を維持するため、県や業界団体のガイドラインを参考に飲食店向けに新しい生活様式に対応

するための枕崎市ガイドラインを７月10日に作成をし、各事業者の積極的な感染防止対策の取

組をお願いしているところです。 

このような中、飲食店はじめ様々な事業者に新型コロナウイルス感染症対策の取組をさらに推

進し、安心な店舗づくりと取組のＰＲを進めていただくために、各事業者が自ら適切な感染防止

対策を宣言する新型コロナ対策推進宣言ポスター・ステッカーを枕崎商工会議所はじめ飲食店の

方とかと連携して作成をしたところです。 

今現在の状況を申し上げますと、ポスター、シールになったステッカーを今作成中ですが、市

のホームページ上ではですね、議員がおっしゃったとおりもう８月12日、盆前にですね、飲食

店の方から盆に店を開けるんだけれども、安心ということで宣言をしたいという話がございまし

たので、７月10日のガイドラインを作成していた段階である程度取り組むべき事項ですね、マ

スク着用であったり、ソーシャルディスタンスということで一定の空間を取っているとか、あと

従業員の手指消毒、そういったものを含めた取組についての協議をしておりましたので、今ホー

ムページのほうではそのような宣言ポスター、そしてステッカーをダウンロードできますが、近

日中にですね、各事業者の皆さんには必要な飲食店等がありましたら配付する準備を進めている

ところでございます。 

○11番永野慶一郎議員 ステッカーなんですけども、飲食店の事業主からちょっとお話があっ

たんですけども、結局、私もホームページで見て、当面の間このステッカーのＰＤＦをダウンロ

ードしてお使いくださいって書いてあったんですけど、これ誰でも出せるよねって、出して印刷

して貼るだけでいいのかって思ったんですね。 

飲食店の事業主から相談を受けたときに、ちゃんとやっているところ、できてないところ、で

きてないところって言うとおかしいんでしょうけども、お店も完璧にやっているところ、不完全

なところもあると思うんですが、それみんな、じゃあ貼れるんですかっていうような、ちゃんと

やっていてどのお店よりも対策をばっちりしていて、それでも感染者が出てしまったっていった

ら、ふが悪いといいますか、それで済まされない話かもしれませんけど、何か不平等じゃないで

すかというようなお話もございました。 

先ほど課長からございました７月10日に新しい生活様式に対応するための枕崎市ガイドライ

ンというものが出されておりますけど、10項目ぐらいございますけども、このうちのせめて５

項目は守られているよとか、そういった何か基準を設けないと、このステッカーを発行できない
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とかっていうような取組をしないとまずいんじゃないかというような話もしたんですけども、実

際問題、そういったのが可能なのかどうか教えていただけませんか。 

○鮫島寿文水産商工課長 ホームページを確認された方は見られたと思いますが、宣言ポスタ

ー・ステッカーのところにですね、一応宣言ポスターに自分で書く欄がございます。そこにある

程度宣言内容の記載例として、こちらのほうで先ほど申し上げましたその内容を申し上げますと、

頻繁・適切な換気設備で徹底した換気対策を行っているとか、また従業員はマスクを着用し、適

切な手洗いを徹底しているとか、あとお客様同士が密着しないよう座席の配置を工夫していると

か、それとお客様が入れ替わるたびにテーブル・カウンターを消毒しているなどということで自

分の店が取り組んでいる、先ほどおっしゃいました市の７月10日に作成した飲食店のガイドラ

イン、幾つか10項目ぐらいあるんですが、その中で、主にこの４点ほどを書いていただければ

いいのではないかなと。 

実際は、今議員がおっしゃいましたとおり飲食店、またいろんな関係者と話をする中で、東京

都のように認証制度、認定というような感染症対策を保証する認定とか認証制度という形でやっ

たほうがいいんじゃないかという声もあったんですが、飲食店の中にはちょっと店舗的に狭い店

等もありまして、なかなかソーシャルディスタンスが取れないお店、またそういった形状の間取

り等が非常に厳しいところもございましたので、飲食店として市全体で取り組むとした場合には、

やはり県も同じように感染症対策を保証する認定、そういった認証制度ではないということであ

りましたので、先に私どものほうがこういった取組をしていた途中でした。 

そこも踏まえながら関係者の皆さんとお話をして、若干、県とか他の自治体とは違う取組にな

ったかもしれませんが、近隣の状況、あと少しフラッグの話が出ましたが、県外のほうでグリー

ンフラッグなりそういった話がありまして、日南市ですけどもそれも６月の時点で、市長のほう

からそういうお話がありまして、検討を進めて１か月ぐらい少し皆さんと協議している中で、や

はり取り組めるものでなければ難しいであろうと。東京のほうでは実際に宣言した店で感染症が

確認されております。 

そうした中で、私どもとしては健康課のほうとも、感染対策部のほうとも協議をしたんですが、

担保できる法的なものというのはなかったものですから、やはりまずは取り組もうということで、

７月10日にガイドラインを定めまして、もちろん健康課のほうとも協議をしながら各業界のガ

イドラインを見ながら作成をして、そして８月のお盆の時期に早めにいただきたいという飲食店

の声もありましたので、取りあえず印刷物はありませんでしたが、こちらのほうでステッカー、

宣言書の案を、そして宣言の内容をある程度４項目ほど例を示してですね、それで使っていただ

いているところです。 

そして、議会にそういった経費の予算を上げましたので、その８月17日以降に調整をして枕

崎市商工会議所、市内の飲食店の関係団体ですね、そういった連名でステッカーを貼るように調

整が整いましたので、今その準備をしているということです。 

県のほうのを参考に申し上げますと、県はダウンロードするときに10項目のチェック項目が

ございます。そこも検討したんですが、自由に取っていただいて、あとは自己宣言ということで

お使いいただきたいと。まずは、その飲食店の方の対応に責任を持ってやっていただくというこ

とで考えているところです。 

○11番永野慶一郎議員 今、県のほうのステッカーは10個ぐらいチェック項目を入れないと出

せられないちゅうことですけど、このチェック項目も調べようがないですもんね、チェックを入

れたら印刷できるっていうような、自己責任でお願いしますというような話だと思うんですけど

も、そこら辺のですね、なかなか大変なところもあると思いますが、最低限の守るべきところは

ちゃんと守ってこのステッカーを掲げてくださいと、宣言ポスターにもうたわれていることは守

ってくださいと、そこはお伝えをしてやっていただきたいなと思います。 
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やはり飲食店の方と話をすると、やっぱり客足が伸びない、やっぱり怖いんじゃないかなと、

お客さんもちょっと不安になっていると。安心して外食ができない状況がやっぱり続いているん

じゃないかなっていうような分析をされていたんですけども、このステッカーを活用して安心で

きるお店っていうのをお客さんにアピールするためには、まずですね、市民に、お客様にこのス

テッカーは何のために貼ってあるのかっていうのを周知することが大事じゃないかなと思うんで

すよね。 

そのステッカーの意味が分かってないと、ただ貼ってあるだけであってですね、飲食店、従業

員なんかはそのために貼っているんだっていうのは目的は分かっているんですけども、利用する

人がそのステッカーの意味を分かってないと、何の効果もないじゃないかなと思います。 

そういったところのですね、このステッカーはこういうお店が貼っておりますよと皆さんが安

心して利用できるお店ですよっていうような周知方法、今後これはどうやっていくのかっていう

お考えをお聞かせください。 

○鮫島寿文水産商工課長 ステッカーの周知方法、宣言をしているポスターの内容につきまして

は、９月の広報のお知らせ版のほうでですね、周知を図っていけないかということで検討をして

いるところです。 

また、市内の飲食店の方にもその旨をお伝えして、今、事業者応援資金等で申請に来られた方

とかですね、そういった方は郵送が多いんですが、関係業界を通じまして先ほど申し上げました

商工会議所、そして飲食店の方も含めて市民への周知も広報のお知らせ以外にも何かできないか

ということで協議をしながら、市民の方への理解もですね、市内の域内循環を回すためにも、安

心な店ということの周知方法については関係業界とまた協議をして進めてまいりたいと思います。 

○11番永野慶一郎議員 このステッカーとかっていうのは、何ですかね、この新型コロナの対

策だけでもなくて、食中毒の季節とかなると、こういったことにも気をつけていますよと、今後

もいろいろいい意味で活用できていくようなステッカーじゃないのかなと思います。 

まず、やはり市民にこのステッカーがどういうものだっていうのが浸透するまでですね、周知

を続けていっていただきたいと思います。そこは要望をしておきます。 

続いての質問なんですけども、ふるさとの味エール便事業、出身者、若い人たちもですし、枕

崎会の方たちも大変喜ばれている事業だ、喜ばれた事業だというそういった評判もお聞きをして

おります。 

その一方でですね、枕崎に住んでいる若い方、このエール便事業のこの若い方たちの対象、平

成７年から平成14年生まれまでの方たちが対象になっていたと思うんですけども、そういった

同年代の方たち、市外にいる人じゃなくて、この枕崎に住んで頑張って生活をされている方もい

るよねと。そういった人たちにも目を向けていただきたいというような御意見もございましてで

すね、今回そういう市内に住む人たちへのこういった何か変わるものというのは考えてらっしゃ

らないのか、お聞かせください。 

○東中川徹企画調整課長 お尋ねの「枕崎の、仕送り。」ふるさとの味エール便事業について、

まずその概要について若干説明をさせてください。 

本事業は、新型コロナウイルス感染症の影響による景気の急速な悪化等によりまして、現在の

生活や将来に不安を感じている本市出身の学生、社会人などの若者に対してふるさと枕崎からの

応援として、特産品と市長の応援メッセージを届けることで、郷土愛を深めてもらうということ、

それから枕崎を離れ新型コロナウイルスの影響を大きく受けている大都市圏で暮らしている関東、

近畿、東海のふるさと枕崎会の会員の皆様方に対しても特産品と市長の応援メッセージを届ける

ことで、少しでも勇気づけしたいという目的で実施するものでございます。 

若い皆様方には、遠く離れた場所でふるさとの味を感じてもらうため、枕崎の食卓をイメージ

した詰め合わせなど６種類のメニューをつくりまして、その中から市のホームページ内の申込フ
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ォームから申し込んでもらうと、そして受付・確認後発送を行っております。８月28日現在で

558件の申込みという状況であります。 

申込みの際に、コメントをつける欄もございまして、二、三そのコメントを紹介させていただ

きたいと思います。「枕崎に帰りたくても帰れない中、少しでも枕崎に触れられ、ありがたい」

「枕崎の特産品を頂き、若い人たちが改めて枕崎のよさを知れるいい機会になる」などといった

声や「枕崎でも感染が確認されたようで心配ですが、お互い気を強く持って頑張りましょう」

「地元のために何かできることはないか考えるいい機会になりました」などこちらが逆に励まさ

れるような意見等も数多く寄せられております。 

また、ふるさと枕崎会の会員の皆様方には、枕崎の風味等を感じてもらい、少しでも勇気づけ

できればということで、茶節セットといった特産品に市長のメッセージとともに757名に送らせ

ていただきました。皆様方のほうからもお礼や励ましのお手紙等も頂いております。 

枕崎に住んでいる同世代の方たちに対しての事業は考えていないかという議員からのお尋ねで

ありますが、ただいま申し上げましたようにこの事業については、ふるさとを離れて暮らしてい

る皆様方への支援ということだけではなくて、ふるさととの、枕崎との関係を持ち続けてもらい

たいという趣旨も含めて行っております。 

市内で生活されている皆様方に対しましては、議員の御質問の趣旨とはちょっと違うとは思い

ますが、プレミアム付商品券やグルメクーポン券といった他の事業で御家族等を含めた形になり

ますが、そういう支援策も行っているということ等もございますので、現時点でエール便事業の

対象を拡大して新たな給付というところまでは考えていないところであります。 

○11番永野慶一郎議員 昨日も市長のほうからの答弁でですね、その前にもお聞きしたんです

けど、やっぱりまずは雇用を守るという観点からですね、いろんな支援策を出しておりますとい

うことでございました。まずですね、経済を回すために雇用を守るちゅうのが第一の目的なのか

なとは思います。 

今、課長のほうからございましたけども、今住んでいる方に対してはエール飯とか宿泊のクー

ポン券とかそういった形でお出ししているというような意見もございました。先ほどのコメント

を聞いてですね、本当に温かい、ありがたいお言葉を頂戴して、本当にこの事業はよかったなと

は思っております。 

今回、この台風でですね、ホテルに避難された方たちもこのチケットを使って利用された方も

結構いらっしゃるって話も聞いております。そういった意味では、この地元に住む人にも還元と

いう意味ではですね、何かの形であったのかなと思います。 

そうはいいましても、やっぱり若い世代の人たちがですね、今後枕崎を背負っていく、担って

いく、そうやって頑張っているこの若い世代にもまた今後ちょっと、雇用を守るっていうその次

にですね、また今実際住んでいる若い人たちに目を向けて、何らかの形でそういった支援といい

ますか、できないのかなというのを要望しておきます。 

それで、次の質問なんですけども、公共施設とか自治公民館等へのアルコールの消毒液が支給

されるということが決まりましたが、逆に交通弱者と言われる高齢者の方、例えば買物に行けな

かったりとかそういった方たち、例えば免許を返納した方とかですね、なかなか買物に行きたく

てもいけないと、アルコールが必要だけど、なかなか買いにいけないというような方たちへのア

ルコール消毒液の支給は考えていないのかお聞かせください。 

○山口英雄福祉課長 新型コロナウイルス感染症対策に関しまして、国が示しております新しい

生活様式の実践例の中で、一人一人が実施すべき感染防止対策の基本といたしまして、１つ目に

身体的距離の確保、それから２つ目にマスクの着用、そして３つ目に手洗いを励行すると、この

３つが示されております。このうち手洗いにつきましては、30秒程度をかけて水と石鹸で丁寧

に手洗いをするということで十分な感染予防の効果があるとされております。したがいまして、
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まずは小まめでしっかりとした手洗いの実践をお願いしたいと思っております。 

なお、交通手段にお困りの高齢者へのアルコール消毒液の支給をしてはどうかという御意見で

ございますけれども、揮発性の高い、おおむね重量割合で60％以上の高濃度アルコール消毒液

は、火の近くで使用すると引火をするといった可能性もありまして、また直射日光が当たる場所

で保管すると発火の危険があるというふうにまた新たな問題も生じてまいりますので、ただいま

の御意見に関しましては、新型コロナウイルス感染症の今後の推移を見ながら、支援の必要性に

ついて調査、研究をしてまいりたいと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 私が以前、交通弱者でですね、デマンド交通の調査で警察に行ったと

きにですね、大体、免許返納者が年間100人前後で推移していたんですけど、100人ぐらいの方

に免許返納に来たときに、もう買物に出れなくなったら不便でしょうからといってアルコールが

お渡しできれば、その場でですね、どうなのかなってそういった思いがあったものですから、質

問させていただきました。 

アルコールで揮発性が高くて引火をする可能性も高いといった事故例もあるみたいなんですけ

ども、ジェルタイプのアルコールがございますよね。私、実際ちょっと試してみました。ジェル

をちょっとお皿に盛って、上にライターで火をつけてみたんですけど、近づけないとですね、直

にジェルタイプのアルコールに火を押し当てないと火がつかないような状況でございました。な

ので、液体のアルコールよりはジェルタイプのほうがちょっと安全なのかなというような感じは

受け取れました。 

今すぐっていうような、配布できるかどうかっていうような話かもしれませんけれども、今後

この新型コロナウイルス感染症、ちょっとまだ長引くようであればですね、そういったところも

御検討いただいて、本当に先ほど言いましたように今ここに住んで頑張ってらっしゃる市民の方

への還元といいますか、そういったのもまた考えていただきたいとお願いを申し上げます。 

今回、本市における今後の新型コロナウイルス感染症対策についてっていうことで最後になる

んですけども、昨日からいろんな経済支援策とかどうなっているんだっていうようなお話もいろ

いろございましたけども、今幸いなことに７月の中旬からですね、新型コロナウイルス感染症に

罹患された方っていうのは、今いらっしゃらない状況でございますが、もう全国的に感染者がま

だまだいらっしゃるということで、全く本市でも感染者が出ないというのはゼロではないと思い

ます。 

今後ですね、またそういった事態を受けて、せっかくちょっと動き出した経済がですね、本市

の、また滞ることになる可能性もございます。そういった点も含めてですね、今後どのような支

援策を考えているのか、まだ具体的に発表できないところもあるかもしれませんけども、何かお

示しできるのがあれば教えていただけないでしょうか。 

○鮫島寿文水産商工課長 現段階でですね、今後の支援策について考えておりますのは、厚生労

働省におきまして８月28日に、９月末に期限を迎える雇用調整助成金の特例措置について、令

和２年12月末まで延長すると発表がございましたので、関係する本市の雇用調整助成金申請費

支援事業について延長措置に係る支援拡充の検討を始め、既に関係者と協議に入っているところ

です。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による需要の低迷で業績が悪化している事業者や本市で

は生産調整、かつおぶし工場等ですね、こういった生産調整をするため休業を与儀なくされてい

る事業者を支える、また雇用を維持していただくためにも国の特例措置の期限延長を受けて引き

続き支援していく方向で、国の動向を注視しながら本市の事業の拡充策を調整していきたいと考

えているところです。 

○11番永野慶一郎議員 今後もですね、また状況に応じてですね、いろいろ計画とか変わって

いくとは思いますけども、いち早くそういったものに対応していっていただくようにお願いを申
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し上げます。 

続いての質問で、今回子供を中心とした観光拠点づくりについてということで、２つちょっと

質問をさせていただきます。 

３月議会でも私ちょっと質問のほうでですね、お魚センター横の公園に何か子供たちが遊べる

ような遊具を設置できないのかということで質問をさせていただきました。そのときの市長の答

弁は、一応お隣の市に海浜公園がある中で今すぐ枕崎にというのは、というようなお答えだった

んですけども、３月議会後ですね、新型コロナウイルス感染症が爆発的に拡大していきまして、

かなり子供たちも遊ぶところもないっていうか、いろんな制限を受けたりしてですね、なかなか

もう遠くに遊びに行ったりとか外に出にくいような状況が続いておりました。 

うちもなんですけども、やっぱり子供を連れてですね、動物園に行ったり、水族館に行くのも

ちょっともう心配だなと思って控えているところで、じゃあどこに遊びに行くっていったらです

ね、８月に入ってからだったんですけども、海浜公園のほうに行ってみました。 

遊具がいっぱいあって、子供も喜んで遊んでいたんですけど、その中で枕崎の方も何人かいら

っしゃってですね、やっぱり枕崎からも来ているんだなっていうのは思っておったところなんで

すけども、その後ですね、池田湖にもちょっと行ってみたんです、池田湖のドライブインの横に、

大きな遊具が１つあって公園になっているんですけども、たくさん遊具があるというわけじゃな

いんです。メインになる遊具が１個どーんとあるんですけど、そういった中でもですね、家族連

れとか、おじいちゃん、おばあちゃん、お孫さんを連れてきているとか、そういった光景が見受

けられました。 

やっぱり諦めきれずにですね、車で毎朝お魚センターの横を通るわけですけど、あの公園を見

るたんびにですね、何かここに、遊具が今あるんですけども、もうちょっと何かメインになるの

が１つあって、あと幾つか遊べるような遊具があれば、もうちょっと人が、家族連れとかですね、

そういったのでにぎわうんじゃないかなというような思いで、毎日見て通っております。そうい

った横の公園は県の公園だと思うんですけども、そういったところにそういった遊具とか設置で

きるのかどうか、まず教えていただけないでしょうか。 

○豊留信一保健体育課長 お尋ねの、お魚センター西側に隣接します緑地公園施設の概要及び管

理状況について説明をいたします。 

お魚センター西側に隣接する緑地公園は、枕崎市海洋センター及び艇庫の敷地を除く部分は鹿

児島県の所有地で、県所有地内に設置されている遊具や建物も県の所有となっています。また、

この緑地公園部分は枕崎漁港環境施設として位置づけされ、昭和62年９月14日に鹿児島県と本

市において枕崎漁港環境施設管理委託契約を交わし、以後、市教育委員会が管理委託を受けて管

理をしております。 

この契約による維持管理については、施設の清掃、施設・設備の修理点検、利用者の指導及び

安全対策の実施などを行うことになります。当該施設は県所有であることから、その敷地内にあ

る遊具等を撤去、更新、あるいは新たに新設等する場合は県が行うということになります。 

○11番永野慶一郎議員 ただいまの答弁を聞きますと、ちょっとハードルが高いのかなってい

うような感もございますが、６月定例会で、第三セクターの決算状況の報告がありましたが、市

長からも話があったんですが、やはり市長の思いはお魚センターをランドマークにしてと、枕崎

の観光の拠点にしてというような思い、これは今年も変わってなかったですよね。 

やはりですね、それを受けてお魚センターという施設があり、隣に公園があると。７月の末だ

ったですかね、お魚センターのほうに子供を連れていって、小さな水族館があって、中央にある

水槽も今やっと魚がいっぱい入っててですね、魚が泳ぎ回っている状況ですけども、中でかき氷

を売ったりしていたのもお見受けしたんですね。 

私のイメージで話をさせてもらうとですね、お魚センターの東側の駐車場にみんな車を止めて
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お魚センターに行きますよね。お魚センターを通って隣の公園に遊具とかあれば、枕崎市内の人

も、また市外から来た人もですね、すごく子供連れの方とか楽しめるんじゃないかなと。遊んで、

夏場ですと、休憩をするがと。クーラーも入っていますし、お魚センターはですね。そこでかき

氷を食べたり、じゃあ昼食を取ろうかっていうようなそういったことにもなるんじゃないかなと

は思うんですね。 

私ちょっと今回そういったところを回ってもらったときに、条件はすごいいいなと、枕崎のお

魚センターと隣の公園ですね、すごいいい立地条件にあるなっていうのをすごく感じまして、帰

りには遊んだ方たちがお魚センターに寄って、土産の一つでも買って帰ろうかと、そういった感

じになるんじゃないかなと。すごい私のこれイメージというか、本当に想像で今物を言っている

んですけど、何かそういうのがすごいいいイメージがこう浮かんでくるんですけど。お魚センタ

ーの支配人であります参事としてどういったふうにそこは思われますか。 

○新屋敷増水産商工課参事 今、議員からありました隣接する緑地公園のほうに遊具を充実させ

ることで、市内はもちろん市外からの家族連れも増えて利用者も増えてお魚センターとの相乗効

果が図られるということの質問だと思いますけれども、今現在、お魚センターのほうでですね、

特に子供たちが楽しめる取組といたしましては、名物のわら焼きタタキや削り節など体験メニュ

ーに加えまして、みなとの小さな水族館や今回夏休みの特別企画展として昆虫展を開催いたしま

したが、こういったものが人気だったようです。 

今後も行楽シーズンに向けまして、子供たちはもちろん家族そろって楽しめる企画、イベント

を定期的に開催して、お魚センターに何度も行きたいと思わせる魅力づくりを進めていくととも

にですね、あわせまして緑地公園と一体となった、特に西側のほうの仕掛けを充実させることで、

そういう動線づくりにも努めていって、利用者がこれまで以上にお魚センターと公園を楽しく回

遊できるように努めていきたいとお魚センターのほうからはそう聞いております。 

○11番永野慶一郎議員 私、以前も言ったかもしれませんけど、動線という意味ではいい流れ

でですね、来たときに買物をするか、帰りに買物をするかっていう話なんですけども、隣の公園

を利用してってすれば、お魚センターへの人の流れというのがすごいいいものができるんじゃな

いかなって思っています。 

もう一つ、ちょっと私がイメージしているのが、可能かどうか分からないんですけども、分か

りやすく言えば、よくテレビとかで本日何々市は気温40度まで上がりましたっていったような

ニュースが流れるときに、よく親子でこういて、下からですね、床から水がばって出てて、噴水

じゃないんですけど、子供がそこで水遊びしているようなそういったニュースのシーンってよく

出てくると思うんですけど、皆さんイメージが湧きますかね。 

昔、広栄丸が置かれていたあそこの池っていいますか、ございますが、あそこに水をためてい

ると、また衛生的なところもあるし、また事故とかそういったようなものにちょっとつながりや

すいので、逆にあそこ埋めちゃってフラットにしてですね、何かこう下から水が出てきて、そう

いった涼を求めに親子連れの方とか、また地域の方が来るようなですね、そういったのができれ

ば何かすごいいい公園、そしてまたお魚センターにとってもいい一つの起爆剤っていうか、そう

いうのになるんじゃないかなと思って、すごいそれを思っていつもわくわくするんですけども、

先ほど市長がこの議場に入ってこられるときにすごい疲れた顔で入ってこられてですね、ちょっ

と気になっていたんですけど、お疲れだなと。 

逆に市長、そういった話でですね、市長としてはどうですか、私のこの夢物語じゃなくて、本

当にこれを市民の方に語るとですね、絶対いいよねって、子供がいたら絶対連れていくとか、私

も孫がいたら連れていきたいっていうような方が結構いらっしゃいます。そういった思いで、ど

うですか、わくわくする話だと思うんですけど。 

○前田祝成市長 先ほど、保健体育課のほうから説明がありましたとおり県の施設というハード
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ルが当然あります。その中でですね、どういうふうに活用していけばいいのかというのもですね、

我々実際そこを預かっている自治体としてはですね、要望をどんどんしていく必要があろうかと

いうふうに思っております。 

今、議員から御提案のございましたその噴水ですか、ミスト噴水につきましてもですね、今池

として設置されている部分の有効活用策としてですね、そういう形でも非常におっしゃられるよ

うににぎわいにつながる部分があろうかと思いますので、県のほうも体制が変わったというかト

ップが変わったという部分もございますので、その辺りはですね、ぜひ話をしてみたいなという

ふうに思いますし、まずは振興局等と協議をしながらですね、そういう有効活用についてはです

ね、ぜひやっていきたいなというふうに思いますので、ちょっと検討をさせていただきたいとい

うふうに思います。 

○11番永野慶一郎議員 お魚センターのにぎわい創出の一翼を担うためにもというのもござい

ますし、本当に、子供たちの遊べる場とかですね、子育てのしやすいまちだというようなそうい

ったのも関連してくると思うので、今すぐそういったのが実現するか分かりませんけども、私の

お願いとしてはですね、粘り強く県のほうに要望していっていただきたいとお願いをいたします。

私も忘れないように、忘れられないようにですね、この話はちょっと、いろいろと質問等でまた

お願いをしていきたいと思います。 

続いての質問なんですけども、最後になります。子供たちが安全に遊べる場を提供するために、

スケートボード場を火之神公園に整備したらどうかということなんですけども、これ実際ですね、

昨年の市民と市議会との意見交換会で市民の方から出された意見でもございます。オリンピック

が今年はなかったわけですけども、今回の東京オリンピックからオリンピック競技にスケートボ

ードがなったっていうことでですね、今にわかにそのスケートボード人気が出てきていますよっ

ていうことで、枕崎でそういった競技会とかいうのがあればですね、また人が来てにぎわうんじ

ゃないのかと。特に火之神公園に造ればよくないですかっていうような市民からの御意見もあり

ました。 

また、スケートボードで枕崎市内の子たちが遊んでいたら、道路とか公園の駐車場とかでして

いたみたいなんですけども、そこはやっちゃ駄目なところだということで怒られてしまったと。

思い切りそういった滑れるところがあればいいのにねっていうようなそういった市民の意見から

もございましてですね、こういったのも検討いただけないかということで、御質問をいたします。 

○鮫島寿文水産商工課長 火之神公園にスケートボード場ということですが、火之神公園は坊野

間県立自然公園の一部でありますことから、来園される観光客や市民の皆様に自然景観を楽しみ

ながら過ごしていただくための施設として位置づけをしております。 

お尋ねのスケートボード場の整備についてですが、公園内に整備するとなりますと、スケート

ボード利用による音ですね、ローラー音が結構すると思います。私も南さつま市のローラースケ

ート場、スケートボード場に行って子供としたことがございます。やはり音が気になったりする

部分がございます。 

そういったことを考えますと、キャンプをされるお客様や公園内の園路を散策される方が波の

音を聞きながら静かにくつろいでいる中で、そういったローラー音を不快に思う方もいるのでは

ないかなと。やはり自然を売りにしている公園でございますので、少しそぐわないのかなと考え

ているところです。今の段階ではですね、火之神公園につきましては、これまでどおり自然景観

に配慮しながら整備、運営を目指したいと思っているところです。 

しかしながら、議員がおっしゃいますとおり港の公園等でもスケートボードをされていたり、

都市公園等でもされている方を私も見る機会もあります。そうした中で、スケートボードという

のがオリンピック種目であったりすることもありますので、住民ニーズが高まって施設整備の必

要がある場合には、今後場所の問題も含めてですね、火之神公園がいいのか、そういったことも
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含めながら研究はしていかなければならないと考えております。 

○11番永野慶一郎議員 先ほども言いましたけれども、やはり子供たちが安心して遊べる場と

いうのをですね、特にこういった制限された中で、子供たちですね、先ほど豊留議員のほうから

も子供たちのストレスを心配するような質問もありましたけれども、子供たちも、そしてまた市

民の方も安心して暮らせるまち、ウィズコロナでやっていかないといけないと思うんですけども、

そこをまた行政も私たちも一生懸命取り組んでいかないといけないところだと思っております。 

以上で、私の質問を終わります。 

○中原重信議長 以上で、永野慶一郎議員の一般質問を終わります。 

ここで午後１時10分まで休憩いたします。 

午前11時８分 休憩 

午後１時７分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、城森史明議員。 

［城森史明議員 登壇］ 

○６番城森史明議員 まず、台風10号により被災された市民の方へ心よりお見舞い申し上げま

す。 

次に、私もコロナ対策を第１番目に質問しますが、今回ほとんどの議員が質問しております。

コロナが収束しなければ、本来の人間生活ができないことから、この問題を重要視し、危機感の

表れじゃないかと思います。 

さて、内閣府が発表した本年４月から６月期の国内総生産速報値は、年率換算で27.8％減と

なりました。2009年のリーマンショック後の年率換算17.8％減に比べ、戦後最悪のマイナス成

長となりました。新型コロナウイルスの感染拡大で、個人消費が激減したことが大きな要因であ

ります。 

新型コロナウイルス感染は、第一波が収束したものの、７月より第二波による感染拡大が発生

し、今なお全国の感染者数は毎日500人前後で推移しております。また、インフルエンザが流行

するこれから到来する秋、冬の季節を考えた場合、決して楽観的な状況ではありません。経済活

動より、コロナから命を守る健康が第一でありますが、家族を守る経済活動も大事であり、その

両立を図るための政策は絶対不可欠であります。 

本市においては、６月中旬までは感染者が出ておらず、７月から徐々に経済活動が復活する気

配がありましたが、感染者が出たためにその気配は一気にしぼんでしまいました。それから２か

月、本市の感染者は発生しておりませんが、飲食店等は本来の姿には戻っておりません。 

飲食店を経営する人、飲食店を利用する人、両方が徹底したコロナ感染対策を実施する必要が

あります。コロナの影響を直接に受けている飲食店及び宿泊業者に対する支援事業として、新し

い生活様式に対応するための営業スタイル推進事業が実施されております。 

県は、感染拡大防止に取り組む事業者向けに、新型コロナウイルス感染防止対策実施宣言ステ

ッカーを発行するとのことですが、このステッカーを得るための合格基準はどのようになってい

るのか、まず質問いたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 今、質問者からございました８月17日の臨時会で提案しました「新しい生活

様式」に対応するための営業スタイル推進事業は、新型コロナウイルスの感染拡大防止と経済活

動の両立を図ることを目的に、市内飲食店及び宿泊施設が実施する感染防止対策に対して補助金

を交付するものであります。 

御質問にございました県の新型コロナウイルス感染防止対策実施宣言ステッカーの合格基準等

につきましては、担当課長に説明させます。 
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○鮫島寿文水産商工課長 県の新型コロナウイルス感染防止対策実施宣言ステッカー及び実施宣

言書については、新型コロナウイルス感染症対策を継続しながら、社会経済活動を維持するため

に新しい生活様式の徹底を推進するもので、事業者が実施している感染防止対策の見える化を後

押しし、利用者に安心して店舗を利用してもらうことを目的としています。 

各事業者が、ステッカー及び実施宣言書を利用するには利用者登録をまず行い、専用サイトで

の手続が必要となります。その後、県ホームページからステッカー及び実施宣言書のデータをダ

ウンロードし、印刷して使用することとなります。なお、県ではホームページ上で随時宣言事業

者を公開し、県民にお知らせすることとしております。 

お尋ねの合格基準といいますか、合格基準ではないんですけれども、このステッカーのダウン

ロード、宣言書のダウンロードにつきましては、新型コロナウイルス感染防止対策の基本事項で

あります10項目をチェックして、完了後にダウンロードできるシステムでございます。 

主なものを申し上げますと、入り口や施設内における手指消毒薬等の設置や、あと施設の定期

的な換気及び清掃、それと利用者へマスク着用及び手洗いや手指消毒の呼びかけ、こういったこ

とがチェック項目とされているところです。 

○６番城森史明議員 まず、この「新しい生活様式」に対応するための営業スタイル推進事業、

この応募状況は今どういう状況なんでしょうか。 

○鮫島寿文水産商工課長 今、応募状況ということですが、９月の上旬、近々ですね、募集の申

請等の手続をホームページ上でオープンする予定でございます。 

今、国のＧｏＴｏキャンペーンの関係で、９月14日に市民会館のほうでＧｏＴｏトラベルの

関係の説明会があるんですが、そのときに市内飲食店が集まると予想されますので、そこで具体

的には手続等のお話、申請関係の必要な書類等の御説明もしていこうと思っております。 

この制度を、仕組み、取組をする中におきまして、数件から換気対策をしたいとかですね、７

月にやはり市内居住者の感染が確認されてからですね、先ほどの議員の質問でもありましたとお

り、５月ぐらいからこういった話が出まして、そして最初のうちはですね、皆さん飲食店の方は

そこまでこういった取組をしなくてもよろしいのではないかということだったんですが、７月に

入り本市居住者の感染症の確認がされてからですね、やはり自衛的にといいますか、市のほうで

こういったものをしていただけないか、またその取組の費用等の支援をしていただけないかとい

う話がございましたので、先ほど申し上げました７月10日に飲食店のまずはガイドラインを作

成して、そして県は８月20日からこのようなステッカー・宣言の取組を始めたところです。 

私どものほうとしましては、先ほど申し上げました盆前にはですね、ホームページ上でこうい

った取組をやっていますということで、ステッカーのイメージ的なものは配付しているところで

す。お尋ねの応募状況につきましては、これからということで御理解いただきたいと思います。 

○６番城森史明議員 この10項目を見るとですね、非常にもう３密に関する基本的な事項しか

入ってないわけですね。 

要は３密の消毒液の設置とか、換気とか、マスクの着用とかですね、距離を離すとか、３密に

関する基本的な事項しか入ってないんですが、先ほど市のステッカーの説明があったときに、市

は４項目ということでしたが、非常にそれではまずいんじゃないかなと思うんですね。県がこう

して10項目を、基本的な分を定めている。そして、日本医師会「みんなで安心マーク」、これ

も９項目なんですよ。 

ですから、そういうところに本市だけが４項目というのは、本当にコロナ対策10項目に対し

て４項目ですから、非常に不足しているわけですね、そういう面もあるし。私はそう思うんです

が、その辺は何かこれから改善したほうがいいと思うんですけど、どうなんでしょうかね。 

○鮫島寿文水産商工課長 先ほどの午前中の答弁で申し上げました４項目というのは記載例であ

りまして、チェック項目４項目ということではございません。本市の飲食店のガイドラインも
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10項目以上の取組を記載してあります。その中で、必要なものをそれぞれで自書―自分たちで

書いて掲示していただくと、これが４項である方もいらっしゃれば５項目である方もいらっしゃ

ると思います。 

その全てを書き出して宣言ということではなくて、主な取組を書き出していただく。県のほう

もこの10項目をチェックしていただいて、実際に県の保証するものであるかといいましたら、

県は保証とかですね、認定とか、認証制度ではないというふうになっております。 

本市においても、飲食店の方とお話をする中で様々な御意見がありました。ぴしゃりと東京都

のように立入検査とか、そういったその後の検証もすべきだという声もありますし、そこまです

る必要はないと、やはり法的な根拠に基づいたものではございませんので、店舗内に入るとか、

そういったこともなかなか難しい中で、市内の飲食店が一緒に取り組めるという内容ということ

で、今回このような自書による自分の店の取組を書いていただいて、それを貼り出すという仕組

みにしたところです。 

すみません、私の説明が悪かったかもしれませんが、４つだけの項目でオ－ケーということで

はなくて、本市のガイドラインも10項目以上掲げてございますので、その中で自分たちの店が

できる取組を掲示していただきたいということで飲食店の方とも話をして、このような取組の内

容としたところです。 

○６番城森史明議員 法的規制はないことは十分分かるんですが、ただ市が発行するステッカー

でしょう。そしたら、ある程度のやっぱりそこをきちっとしたところが、県みたいにですよ、

10項目を示して、なおかつその一番最後に業界団体等が作成する業種別ガイドラインを理解し、

取組の実施という項目もつけてあるわけですよ。当然、これはガイドラインもちゃんと読んで、

それに従ってこの基本10項目を守りなさいという意味ですよね。 

そして、塩田知事がですね、現場に足を運ばなければ分からないこともある。抜き打ちの可能

性は否定しないということを言っているんですね。ですから、法的規制はないけども、ある程度

厳格さがないとコロナに対しては負けると思いますよ。 

経済と両立するときに、甘い条件だったら当然負けますよ。県のほうが厳しいわけですから、

枕崎の４項目、枕崎の指定の基準はないわけでしょう、ないちことですよね。業者に勝手に書い

てもらうと。だから、せっかく行政が出すんだったら、ある程度の厳しい条件で出して、そして

絶対コロナを、患者を出したらいけない、そうしなきゃ駄目だと思いますよ。その辺はどうなん

ですか。 

○鮫島寿文水産商工課長 先ほど申し上げました７月10日に作成しました飲食店のガイドライ

ンにおきましても、今議員がおっしゃいました業界のガイドラインですとか、国県のそういった

示されたものを参考に健康課のほうとも話をして策定をしたところです。 

今回、県が８月20日にオープンになりましたこのステッカーの取組につきましては、保健所

等の管轄している県の健康増進課のほうで進めた取組でありました。 

私どもとしましては、対策本部内に２つの部が設置されまして、経済対策部ということで私ど

ものほうで飲食店の方、また商工会議所とも協議をして、このよう取組を推進していこうとした

わけですが、今議員がおっしゃられたような御意見も多々あるかとは思いますが、先ほども申し

ましたが、この飲食店の宣言ステッカーなり、宣言書なりを仮に貼っていただいて取り組みを実

施してもですね、いろんな関係者の方からお話をする中では、コロナウイルスが見えないもので

すので頑張ってやっても出る可能性もあると。その中で、抜き打ち検査なり、そういった検査を

実施していって担保にするというのはどうなのかなということもありました。 

今、議員がおっしゃるとおり、この宣言ステッカーの確実性を高めるためにそういったことが

必要ということで議論があれば、またもう一回対策本部の感染対策部のほうとも話をして、どう

いった検証の方法が取れるか、また実際にエビデンスとして何項目やったほうが望ましいのか、
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最低限必要な部分はどういったことなのかというのを検討して対応してまいりたいと思います。 

○６番城森史明議員 一応、県の部分が出ているので、県を活用したらいいんじゃないですか。

県の発行しているこのステッカーを、枕崎市も権利があるわけですから、これを活用して、そし

てなおかつその両方と、そっちは市が出しているわけだけど、財政的にもこっちを活用したほう

が安く上がるんじゃないですか、財政的にはどうなんですか。 

○鮫島寿文水産商工課長 先ほど申し上げましたが、県のほうが８月20日からこういった取組

ということで、私どもも情報を持っておりませんでした。県のほうでなくて、県内の自治体であ

りますとか、先ほど申し上げました宮崎の日南市の例、そういったものを早くから検討していた

中で、うちのほうは８月、盆前にどうしても市内飲食店の方々が、７月のそういった本市内で感

染症の居住者の確認がされて非常に厳しかったので、行政また飲食店の方々と話をする中で先ん

じてこの事業をしました。 

そして、17日の議会の中で、新しい生活様式のこういった取組の中で、その経費の一部とし

てこのステッカー・宣言書の印刷経費等も盛り込みましたので、これが何十万というものではご

ざいませんので、県の取組と市の取組も一緒にしていければなと思います。 

本当、議員がおっしゃるとおり、県のステッカーを使えば、自分ちでダウンロードしてステッ

カーではなく張り紙の形で使えるかなと思います。 

また、市のほうの取組もあって、実際にステッカータイプのものを準備してまいりますので、

それが必要な方はそれを貼っていただくと。一番いいのは、議員がおっしゃったとおり２つを貼

っていただければ確実な取組となろうかと思いますので、その辺も含めて、先ほどの効果的な宣

言の在り方、そこも含めて検討させていただきたいと思います。 

○６番城森史明議員 そういうことで、目的はですよ、要は飲食店と両立させるために枕崎で出

さないということなんですよ、コロナ患者をですね、感染者を出さない。そのために、やっぱり

ある程度厳しい基準で、こうして見える化をすればですね、利用者も安心して行けるわけでしょ

う、このステッカーが貼ってあったら。 

当然、やっていく中では貼ってない店、貼っている店が出てきますよね。だけども、貼ってな

い店はどうするかという対策も必要だと思うんですけども、貼っていたら安心できるじゃないで

すか。 

そして、今ではもうだって高齢者なんか絶対に食べにはいかないですもんね。そういうコロナ

が怖くて今行かないですよ。そして、居酒屋なんかもですね、土曜日でもがらんがらんしている

んですよ。ですから、居酒屋なんかが元に戻ってないちことですよね。 

そして、もう一つ聞きたいのは、その接待をする店、その点のところはどういうふうに―こ

のステッカーを貼れるんですか、市のつくったやつは。特にスナックですよ、接待をするスナッ

クのところは、どういうふうな対応をするんですか。 

○鮫島寿文水産商工課長 まず、先ほどのちょっと質問につけ加えをしたいと思いますが、先ほ

ど市内の飲食店の方とお話をする中で、やはり皆さんの店が取り組める宣言書であったり、ステ

ッカーであってほしいということがございましたので、まず日南市の例を申し上げますと、最初

５月中に日南市が始めましたグリーンフラッグにつきましては、市外、県外の方は立入りを禁止

しますとか、非常に厳しい内容でございました。 

そうした中で、やはりこういった取組は本市では難しい、中には市外、県外のお客様をお断り

するというアナウンスをしている飲食店もございました。 

やはり意見として、２つ目の質問であります接待を伴う飲食店等においても、なかなかそうい

ったことで全てを排除ということはできず、全ての店が取り組める内容でなければならないとい

う意見が大半でしたので、仮に厳しい宣言の内容としますと、本市の飲食店の中で、狭小な店、

店舗的にどうしてもカウンターが数席、テーブルが数席という形で、少ないお店の中でソーシャ
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ルディスタンス、キープディスタンスを取るに当たってそれを実践してしまうと、もううちの店

はやめろということか、廃業せということかという意見まで出たところです。 

そうした中で、最低限の取組として、私どもが健康課なり安全対策という意味での取組が何が

できるかということをずっと検討して、そして８月12日にホームページにアップしたことの御

理解をいただきたい。 

100％の感染防止はできなくとも、県のようにそういった最低限10項目ということで掲げてチ

ェックしていただければよろしいかと思いますが、それをチェックできない店が多々あります。

２つ目の御質問の飲食店におかれましては、半分以上はできないというようなお声も聞いており

ます。 

そうした中で、あえて私どもの側が判断したのは、やはり市全体として取り組んでほしいとい

う中で、こういった感染対策においては非常に不十分という声もあるかとは思いますが、一方で

は厳しい宣言書の設定をすることで、行政は私どもの店を排除するのか、やめろということかと

いう意見もございました。 

その中で、最低限度の取組として、表現はよくないかもしれませんが、できる範囲での宣言書

ということで検討をして、今回このような枕崎市、商工会議所、観光協会、飲食店組合、そうい

った連盟での取組をしていきましょうと、８月12日の段階ではそこまでの合意形成、コンセン

サスが得られませんでしたので、８月12日時点でのアップロードの内容については、市も含め

た団体の明記はございません。 

今、考えているのは、やはり……（「ちょっと長いので、簡潔に」と言う者あり）なので、全

体を見たときに全てをやろうとすると、店の排除までつながってきますので、そういったことを

勘案して経済復興のために店を閉める、安全対策のために店を閉めるということがないような取

組として、現在のような支援の仕組みとしたところです。 

○６番城森史明議員 それはいろいろ事情があると思いますけど、この10項目っていうのは３

密の本当に基本的なことですよ。それは最低限やれると思いますよ。だって、鹿児島の屋台村も

あんなに狭いですよ。だけど、感染対策を施して、あの狭いたった５人から10人しか座れない

ところでも商売やっているじゃないですか。 

だから、その辺はもっと前向きに考えて、いろんなそういうところを参照にしながら、それは

小さいところはそれはできないならしょうがないですよ。だから、それはある程度妥協点という

のもあるだろうし、これも100％じゃないですよ、これ。たった３密を防止するための本当に基

本的なことだから、これでやったら50点かもしれんですよ。これ100点じゃないですよ、だって

検温するということも載ってないんですよ。従業員等を検温する、市役所でもありますよ。あれ

で検温するという項目も入ってない。 

ですから、それはそれにしていいので、この新しい事業でですね、その辺の設備を整えるわけ

でしょう。そのために、この事業があるわけじゃないですか。店を改善したり、そういう体温計

ですか、あれを買ったりするための事業ですから、それはそれでいいと思いますよ。だから、や

はり県のを活用するのも一つの方法ですので、両方でやっていけばいいのかなと思います。 

次に、医師会のみんなで安心マーク、これも９項目ありますよ、やっぱり。もう時間がないの

ではしょっていきますが、その次のＰＣＲ検査の件です５番目のね。これはまず、ＰＣＲ検査と

いうものが本市にとってなぜ必要なんですか。どういうふうに考えているんですか、本市にとっ

て、なぜそのＰＣＲ検査を、社会的な検査ですよ、要は。行政的な検査じゃなくて、社会的な検

査がなぜ必要なのか。それはどういうふうに考えているんですか。 

○田中義文健康課長 前の質問者への答弁でも答えているところですけれども、現在市の考えと

してはですね、先ほど市長が答弁いたしましたように、高齢者のいる施設に従事する方であった

り、海外等、もしくは県外、感染が拡大している地域等への出張等で、仕事上どうしても必要に
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なる方が今後予想されます。 

そのような方と、それと行政検査で検査対象にならないけど不安がある方等についても、自費

検査というものを実施したほうが、市民の安心安全と仕事を継続するという意味から必要である

というふうに考えているところです。 

○６番城森史明議員 墨田区とか、その辺も一応ＰＣＲ検査を、社会的検査をしているちゅうこ

となんですが、ただ東京と枕崎では全然違うと思うんですよね。枕崎ではクラスター感染、これ

を防止するために医療・介護従事者、保育園の従業員を主体にすることが大事であるし、そして

高齢者、まずそういう人たちを想定したＰＣＲ検査ってものを、市長もおっしゃられていました

けどね、そういうものをするんだということでＰＣＲ検査はしましたけども。今度ニュースで出

ましたが京都産業大学、これが学生が1,000円で検出キットでＰＣＲ検査を受けられるというこ

とですが、これは御存じでしょうか。 

○田中義文健康課長 京都産業大学のこともですが、今日の新聞にも鹿児島大学が企業と連携を

して、インフルエンザと新型コロナの検査を実施できるキットを開発しているということで、今

年中にもそれが開発される見込みになっているというのは伺っておりますので、今ありますのは、

ＰＣＲ検査も通常の鼻の粘膜からと、あと唾液からもありますし、抗原検査もありますけれども、

その他の新たなそういうキットの活用をしたりして、その辺の市民の方々が簡単に受けられるよ

うな検査というものも、どんどん取り入れていきたいと思うんですけども、先ほど答弁で言いま

したように、あくまでも医師会の協力、医師会の理解と保健所の連携も必要になってきますので、

その点については、また本日の会議の中でも要請をして、いろいろお話を伺いたいというふうに

考えているところでございます。 

○６番城森史明議員 この京産大ですけど、クラスターが１回発生しまして、それで学生にコロ

ナ感染者を出してはいけないということで、ノーベル化学賞を受賞した田中さんがいる島津製作

所と連携をして、学生は1,000円で受けられるんですよ。そして、設備費には1,500万しかかか

りません、検査する設備ですね。1,500万かかって、そしてキットは１万2,000円だそうです。 

だから、そして医療関係でしかできないのかって聞いたら、この機械は医療機関でなくても大

丈夫ですよと。医療機関には、陰性か陽性を証明してもらえばいいですよっていうことだったの

で、こういう例があるのでですね、やはりその辺のところを調べていただいて、はっきり言って

枕崎が汚染されてないと調べるのはＰＣＲ検査しかないわけですよ。 

２万人のＰＣＲ検査をしたら、ここは無菌地帯ですがね。だから、やはりＰＣＲ検査っていう

のは、理想的には一番大事なものかなと私は思いますし、コロナに勝つにはですね、やはりそう

いうＰＣＲ検査というのは絶対今後必要なことですし、それを安くてできるような形を研究して

もらってほしいんですが、その辺はどうでしょうか。 

○田中義文健康課長 先ほども申し上げましたけど、検査の方法につきましては、様々な検査が

今開発もされているようです。 

ただ、今のところ、ＰＣＲ検査の精度が最も高いということで、抗原検査につきましても、ま

だまだ精度が不足するということもありますので、先ほどおっしゃられましたその検査キットが

今後開発されていくと思うんですが、そのウイルスの増殖の状況等で検査の結果が正確に現れる

かというところもございますので、あくまでも様々な検査の精度、陽性の検査の精度であったり、

また陰性の精度もありますので、その辺のところを総合的に私たちも勉強して、そして枕崎市の

ほうでどういうものを取り入れたらいいかということを今後とも検討してまいりたいと考えてお

ります。 

○６番城森史明議員 次の質問に移りたいと思います。 

北朝鮮拉致問題ですが、この問題に対し、1978年８月12日に市川修一さんと増元るみ子さん

が、吹上浜で北朝鮮に拉致されてから42年になります。この南薩においてですよ、このような
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事件が発生したのは非常に残念なことだと思いますが、この問題に対し、自民党安倍総理は最重

要課題として取り組んできたが、2002年における小泉総理のようには拉致被害者の帰国は実現

できなかったわけですよ。 

北朝鮮という国家は、総書記の兄をマレーシアで暗殺したようにテロ国家であり、日本とは意

志の疎通ができない、理解できない国家であり、そのような国からですよ、拉致被害者の帰国を

実現するのは安倍総理にも至難の業だったのかもしれないです。 

そして、拉致被害者は、横田めぐみさんのように中学生のとき拉致され、約40年間北朝鮮で

過ごしているわけです。近い隣国なのに会いたくても会えない。もし拉致されなければ、日本で

家族水入らずで本当に幸せな人生を過ごしていたはずですよ。そういう思いで市長にお尋ねしま

すが、この拉致問題が全く進展しないが、このような状況について市長はどのように考えておら

れますか。 

○前田祝成市長 北朝鮮による拉致問題について答弁したいと思います。 

北朝鮮による拉致問題は、国民の生命と安全に関わる重大な人権問題であるばかりか、我が国

の国家主権に関わる問題でありますが、日本政府が拉致被害者として認定した17名のうち一部

の方々の帰国が実現、先ほどありました2002年、したものの、いまだ全面解決には程遠い状況

であるというふうに認識しております。 

本県におきましては、質問者からもございましたが、拉致被害者として市川修一さん、そして

増元るみ子さんのお二人が認定され、また拉致の疑いが濃いとされる特定失踪者が11名とされ

ております。その御家族については、悲痛な思いを胸に１日も早い救出に向けた活動に取り組み

続けていらっしゃるというふうに認識しております。 

しかしながら、拉致問題に対する両国間での進展は見られておりません。解決の糸口がつかめ

ていない状況、非常に遺憾であります。また、拉致被害者及び拉致被害者の御家族の高齢化など

により、拉致問題が風化していくことを私といたしましても非常に懸念しているところです。 

特に拉致被害者のシンボル的存在である横田めぐみさんなんですけれども、実は私と全く同じ

歳でですね、40年という長い歳月を北朝鮮で過ごされているっていうことを考えるとですね、

非常にやはり痛恨の極みといいますか、遺憾だなというふうに思っております。 

ただ、なかなか相手が相手なだけに交渉が進まないというところについてもですね、我々国民

としてじれったい思いもございます。そういうところが、今この問題に関する私の心情でござい

ます。 

○６番城森史明議員 本当に会話すらできないことが非常に残念なことで、そういうもんでやは

りですね、家族の方はもう胸が張り裂けそうになるぐらいの悔しさだと思うんですが、そういう

ふうに拉致被害者も高齢化が進んでいて、本当に今活動を起こしている人も、市川健一さんも

75歳だったかな、そういう意味でどんどん高齢化していって、もうはっきり言ってそういうふ

うにして家族が亡くなっていけば、風化してもう日本でもそういう拉致問題というのが取り上げ

られなくなるということが、一番、市川健一さんは心配しているわけですよね、拉致被害者家族

は。 

そういう意味で、これは非常に世界的にも類を見ない人権問題であるので、そしたら日本国民

が何ができるか、私たちが何ができるかということで、はっきり言ってその辺を考えてやはりそ

の活動に協力することしかないわけでですね、そういうことで署名活動によって政府に訴える、

国際社会に訴えるちゅうことで市川健一さんなんか一生懸命やっているわけですね。 

そういう意味で、増元さん、南薩であった事件ですけど、市川健一さんが、私以前話したこと

があるんですけど、南薩で１回も署名活動と講演をやったことがないんだっていうことで、１回

ぜひやってくれんかということであったんですが、平成25年に枕崎市議会が拉致問題解決に関

する意見書を出したんですね、政府に。そのときに、その12月に来れないかちゅうことで企画
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調整課と話してしたんですが、忙しくて来れなかったみたいで、それでコロナ後になったらです

ね、ぜひこの枕崎において講演活動なり、署名活動についてお願いしたいんですが、その件はど

う考えられますか。 

○前田祝成市長 今も申し上げましたとおり、非常に解決が長引いていることに対しては、非常

に悔しい思いをしているところでございます。 

本市における拉致問題の早期解決に向けた取組について少し紹介しますが、県市長会の取組の

中で、早急に全ての拉致被害者の救出・早期帰国を実現できるよう政府一丸となって全力で取り

組むことということで、19市全ての市の総意として強く要望する旨の要望書、これは毎年度継

続して国の関係省庁や関係機関、県選出の国会議員等に提出しているところでございます。 

これにつきましてはですね、本年度におきましても10月にまた提出する予定としているとこ

ろです。 

今、議員からございました拉致家族による講演会の開催、拉致問題を風化させないための取組

は非常に大切であるというふうに認識しますが、現在のところ、そのような啓発活動等を本市単

独で行う計画というのは持ち合わせていないところでございます。 

○６番城森史明議員 そういう意味で、特に増元るみ子さんと市川修一さんが吹上浜でしたちこ

とでありますので、ぜひ将来的になりますが、コロナ後になりますが、ぜひつくっていただきた

いと要望しておきます。 

次の質問ですが、「高血圧ゼロの街 枕崎」プロジェクトを実施し血圧計を設置したが、どの

ような効果が生まれたのか、質問いたします。 

○田中義文健康課長 本市では、以前から脳卒中死亡率が高く、国保医療費が高いことが健康課

題となっており、その課題改善に向けて、鹿児島大学大学院の大石教授の提案を受けて鹿児島大

学や本市医師会と共同で、昨年度から高血圧対策事業として、高血圧ゼロの街枕崎プロジェクト

をスタートいたしました。 

当初の計画では、３か年計画の１年目である昨年度は、まずは多くの市民に自分の血圧を知っ

てもらう取組を進めるため、５月17日の高血圧の日に合わせた「血圧を測ろう祭り」の開催や

市内のコンビニ、パチンコ店、居酒屋など、100か所に自動血圧計を設置することなどを計画い

たしました。 

昨年度実績といたしましては、血圧を測ろう祭り当日はあいにくの悪天候でありましたが、そ

れにもかかわらず約400人の参加の下、大石教授の講演や血圧大測定会などを実施して、血圧測

定から始まる健康づくりの重要性について啓発を図ることができたというふうに考えております。 

血圧計の設置に関しましては、市内の事業所等の協力を得て98か所に血圧計を設置すること

ができました。測定した血圧データにつきましては、大石教授に送り鹿児島大学のほうで分析を

していただきました。 

まだ、途中の段階だったものですから、大石教授からは海側の地域の方は血圧が高く、山側の

地域の方は血圧が低いというデータがはっきりと出ていると。特に別府地域の血圧はそれほど高

くないことなどの報告があったところでした。今後、詳細な分析を行うこととしました。 

昨年度の成果につきましては、初めて大学と連携した本格的な健康づくり事業に取り組めたこ

とや、本市医師会、歯科医師会、薬剤師会、栄養士会などの各団体との連携を深めることができ

たこと、さらには市内のコンビニ、パチンコ店、居酒屋などの事業所との連携を進めることがで

きたことが、今度の健康づくり事業を進める上での足がかりができたのではないかと考えている

ところです。 

また、市内いろいろな場所に血圧計を設置し、市民の目に触れることにより、自分の血圧を測

り、知ることの重要性について啓発を図ることができたというふうに考えております。 

○６番城森史明議員 健康まくらざき21に病気のデータがありますが、この標準化死亡比、脳
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血管疾患の現在の数字はどうなっていますか。 

○田中義文健康課長 脳血管死亡比、いわゆるＳＭＲにつきましては、過去５年間の平均値であ

りまして、それを例年11月ぐらいに県のほうが発表しております。ですから、現在の最新の数

字というのは昨年11月に鹿児島県のほうが公表しているものですけれども、それによりますと

枕崎市は全国平均の1.6倍ということで、男女共に1.6倍ということで19市中ワースト１位、両

方ともという状況でございます。 

○６番城森議員 24年のデータがありますが、24年データは男が175.3、女性が128.9というこ

となんで、男性はよくなって改善されて女性が悪くなったということですか。 

○田中義文健康課長 ５年平均で、どうしても脳卒中で亡くなった数の人数をするものですから

……（「30年のデータでいいですよ」と言う者あり）最新のデータで言いますと、毎年ですね、

上がったり下がったりを繰り返しておりまして、女性は一旦128ぐらいまで下がって、そして近

年も下がっていたんですけど、最新のデータでは1.6倍にまた戻ったという感じです。男性はち

ょっと高いところで推移しておりまして、過去にもあんまり減ってないです。ちょっと今減って

いるぐらいですけど、それ以上下降したことはあまりないです。男性はもうずっと高い状態です。 

○６番城森史明議員 それと、死因別順位はどうなっていますか。男女の死因別順位ちゅうのが、

これに健康まくらざき21に載っているんですけど。第１位から第３位まででいいですよ。 

○田中義文健康課長 申し訳ございません、ただいま死因別の順位につきましては、把握してい

ないところでございます。 

○６番城森史明議員 平成20年のときには悪性新生物が28.1％、男性がですね、そして脳血管

疾患が20.4％、肺炎が10.4％、女性が、悪性新生物が19.8％、心疾患、これは心臓病ですよね

17.6％、３位が肺炎ってなっていますよね。後でがんの質問もしますが、これからすると、確

かにがんで亡くなる人が一番枕崎は多いということですが、その脳血管疾患が極端に全国と比べ

たら悪いということ。非常に悪いことがいっぱい重なっているっちゅうことがあるので、そうい

う状況になっていますよね、枕崎はね。 

それで、その高血圧ゼロの街で血圧計を設置したのは非常にいいアピールで、それは非常にい

いことだと思うんですが、この次の第１ステップに血圧計を置いた、第２ステップ、第３ステッ

プの計画っていうのはもうできているんですか。それがあって、最終的に高血圧をゼロにしよう

というのが先に、ゴールがあるわけで、ステップがある程度ないと、その辺はどうなっているん

ですかね。 

○田中義文健康課長 先ほど、プロジェクト３か年の１年目の御報告をしたところですけども、

プロジェクトの２年目となる今年度については、当初計画では昨年度に引き続き自分の血圧を知

るための取組を進めるとともに、高い場合は下げることを目標に取り組むことといたしました。 

具体的には、血圧測定の促進対策として啓発用のぼり旗、看板、公用車マグネットなどによる

啓発や高血圧患者が医療機関で十分な降圧療法が得られる仕組みづくりを推進するための対策と

して、市内医療機関に従事する看護師等に対する高血圧・循環器病予防療養指導士の資格取得費

用への助成事業や、市内の内科の先生方への大石先生のセミナーなども計画をいたしました。 

また、子供たちや保護者の血圧測定の促進対策として、市内２つの高校と共同して、文化祭と

血圧を測ろう祭りの共同開催や枕崎ＰＲ隊さつま乙女の活用などを計画いたしました。 

しかしながら、本年に入り新型コロナウイルス感染症によりまして、市内の事業所等に設置し

た血圧計について接触感染のおそれがあると考えまして、大石教授に御相談をして３月末には全

部撤去しているところでございます。 

そのような状況でありますが、血圧測定を基本とする本プロジェクトが有意義であることに変

わりはなく、現在大石教授と事業内容の抜本的な見直しについて協議を進めているところであり

ます。 
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なかなかこの新型コロナ対策と並行して進めているので進んでおりませんが、今年度の取組と

して、現時点では高校生の血圧測定と結果の分析や、新たな取組として厚生労働省の要請を受け

て、特定健診の項目に尿中カリウム濃度の測定などを追加いたしまして、その結果を基にした野

菜の摂取の促進など、保健指導の実施などをできるところから実施していきたいというふうに今

年度は考えております。 

来年度からしっかりともう一回見直しをして、有意義な事業になるようにということで今考え

ているところでございます。 

○６番城森史明議員 ３番目の高齢者においてですね、適正な血圧を維持するためにどのような

生活習慣が肝要なのか、血圧にはいわゆる食塩を減らせって、それが一番先に言われるんですが、

なかなか食塩というのは減らすことができないんですよね。 

だって、例えばラーメンを食べたら七、八グラムの塩が入っているんでですね、ちょっとラー

メン業者には悪いですけど。それで、とにかく塩分を減らせっていうのがあれなんですよ。だけ

ど、その辺を含めてどういう生活習慣をすればいいんでしょうかね。 

○田中義文健康課長 高齢者における適正な血圧を維持するための取組ということにつきまして

は、一般的には、減塩、運動、適正体重への減量のように降圧効果や降圧薬の効果増強を期待す

るものがあります。そのほかにもですね、肥満、飲酒、喫煙のように、それ自体が心血管病発症

リスクのために管理すべきものがありまして、高齢者であっても積極的に適切な方向に生活習慣

の修正を行う必要があると考えております。 

しかしながら、現実的には高齢者がこれまで培ってきた生活歴や本人の嗜好、現在の生活環境

などによって指導が困難な場合も多く、極端な生活習慣の変更は生活の質を低下させる可能性も

あります。 

高齢者においては、その特殊性や併存合併症を考慮して、非高齢者高血圧で推奨されている目

標値を参考に個別に対応する必要がありますので、本人だけでなく家族や介護者を交えた指導で

あったり、医師だけでなく栄養士、リハビリ職など、多職種が連携した指導も重要と考えており

ます。 

可能な限り、家庭血圧を測定することも重要であります。積極的な治療対象となる仮面高血圧

というのがあります。診療室の血圧は正常だけど、診療室外で高血圧を示す状態ですけども、そ

の仮面高血圧であったり、不必要な降圧治療をしないための白衣高血圧の見極めのために重要と

いうことです。そのために、家庭血圧を測定することが重要だと考えております。 

診察室血圧と家庭血圧に乖離があるときは、診断や治療において家庭血圧を重視しますので、

高齢者のみならず、壮年期からの家庭血圧測定が非常に重要であるというふうに考えているとこ

ろでございます。 

○６番城森史明議員 いっぱいありすぎて、何かポイントが絞りにくいんですが、本当に血圧を

下げるためにはこれといった特効薬ちゅうのはないので、食生活とか、野菜を食べるとか、運動

するとか、食塩を減らすとか、そういう方法しかないのかなっていうふうには思いますけど、こ

の高血圧ゼロの目的は、要は話を伺えばですね、最終的には全家庭に血圧計を置いてはかるちゅ

うことが、確かに置いとっても血圧は１日ではかってもそれは全然大したことないので、１日で

も血圧は変化しますよ。特に朝が高いですよね。だから、朝はからなければ本当は意味がないと

思いますよ。だから、最終的には全家庭に血圧計を置くとなったときには若干の補助なり、そう

いうあれをするという、どういうふうな購入方法で全家庭に置くということになるんですかね。 

○田中義文健康課長 その点につきましても、昨日、鹿児島大学の大石先生の部下であります赤

﨑先生という方とお話をいたしまして、その中では、おっしゃられたように将来の目標としては

ですね、やはり家庭で皆さんが血圧をはかっていただく、もともとは市内の至るところに置くこ

とによって、そこでもはかっていただくことを予定したんですが、このようなコロナの影響もあ
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りますので、今後は市内の住民の皆さんが、目標としては全世帯に血圧計を設置したいというこ

とは考えているところです。 

まだ、健康課だけの考えですけども、血圧計の配布・購入に当たっては、何らかの補助を行う

ということも考えておりまして、もともとこの鹿児島大学の事業に当たっては、オムロンヘルス

ケアとも連携を取っておりますので、そこから一括でどうにかできないものかなということで昨

日お話をしたところでございます。健康課としては、今言いましたように何らかの助成等も考え

ているところでございます。 

○６番城森史明議員 この問題に関しては、もう自分でやるしかないわけですよね。自分で意識

を高く持って、例えばがん検診でも非常に低いわけでしょう。国保の特定健診も50％まで、あ

との50％は健診を受けてないんですよね。 

ですから、やはり自分の体は自分で守ろうという意識がないと、なかなか例えば血圧計を補助

を出すから買ってちゅっても関心のない人は買わんわけで、だからその辺のところの意識を高揚

させる、単純に言えば、以前政務調査に行ったときに静岡県のあそこは非常に豪華なパンフレッ

トを作って―ですから脳血管疾患に関する食塩の注意とか、パンフレットを作って各家庭に配

るとか、そういうことも必要じゃないのかなと。要は市民の意識を高めなければならないので、

そういうこともお願いをしたいと思います。 

次に、がんについてですが、さっき言ったように死亡原因で１位はがんなんですね、男性・女

性共。この辺のがん疾患の状況、がん検診の受診率の状況はどのようになっているんですか。 

○田中義文健康課長 本市のがん疾患の罹患状況につきましては、国保の方を対象としたデータ

ですけども、令和元年度では、件数が多い順では、１位は前立腺がん351件、２位は乳がん344

件、３位は大腸がん283件、４位は肺がん175件、５位は胃がん120件となっております。 

医療費が多い順では、１位は大腸がんで約8,700万円、２位は肺がんで約8,000万円、３位は

乳がんで約5,700万円、４位は前立腺がんで約3,100万円、５位は胃がんで約2,800万円となって

おります。 

がん検診の受診率につきましては、議員がおっしゃるとおりなかなか伸びない状況でございま

すが、令和元年度実績で、胃がん6.6％、肺がん10.9％、子宮頸がん11.0％、大腸がん9.7％、

乳がん19.2％、乳がんは無料クーポン券の対象者のみとなっておりますが、そのような現状に

あります。がん検診の目標である50％には遠く及ばない状況にあります。 

今後とも、がん検診の受診率を向上させ、早期発見・早期治療につなげて、そのことによって

医療費抑制にもつなげていきたいという考えでございます。 

○６番城森史明議員 男性で前立腺がんと女性で乳がんが、性的なものに関するがんが多いとい

うことで、前立腺がんについては血液検査で即分かるので、その辺の重要性を、乳がんも早期に

分かれば治りますよ、体を傷つけないでいいわけですから。その辺はやっぱり市としては、市民

にそういう意識を向上させてほしいと思いますが、啓発をしてほしいと思いますが。 

○田中義文健康課長 おっしゃるとおり、がん検診の受診率を上げないといけないと思っている

ところです。ただ、今年度はコロナの関係で、検診会場自体が密になると非常に感染リスクが上

昇するということで、今年度はなかなか積極的な勧奨ができず、がん検診を受ける権利を確保す

るというのは私たちの考えです。来年度に向けてですね、受診率向上については積極的に取り組

んでいきたいというふうに考えております。 

○中原重信議長 以上で、城森史明議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後２時８分 休憩 

午後２時18分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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次に、東君子議員。 

［東君子議員 登壇］ 

○12番東君子議員 まず初めに、全ての医療従事者の方々、そしてコロナ禍の中、地域のため

に働いてくださっている市民の皆様に対しまして感謝の気持ちを伝えたいと思います。本当にあ

りがとうございます。 

それでは、正々堂々真っ白な心で一般質問を行ってまいります。 

鶴の恩返し、おじいさん、おばあさんに助けられた鶴がやがて一緒に住むようになり、世話に

なったお礼に恩返しをするというあまりにも有名な日本の昔話であります。ピンチを救ってくれ

たお礼にその人が一番欲しがる物を与える。美しい昔話も市の行政運営をチェックする側、され

る側の立場に置き換えて眺めてみると、ずぶずぶの関係が浮かび上がってくるのではないでしょ

うか。市民の大切な税金を市民のために使っていただきたい。 

枕崎版特別定額給付金設立について伺ってまいります。ＳＤＧｓ１番目、貧困をなくす視点か

らの質問です。コロナ禍により貧困や失業が広がる中、枕崎版特別定額給付金を設立し、現金を

給付できないでしょうか。 

［傍聴席で拍手する者あり］ 

○中原重信議長 傍聴席は静かにしてください。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 本市の新型コロナウイルス感染症への対応につきましては、まずは市民の皆様

の生命と健康を守ること、これを第一に感染防止対策に全力で取り組んできておりますが、私は

新型コロナウイルス感染症が地域経済や市民生活に及ぼす影響というのは、今後も長期化するも

のと思っております。 

このことから経済対策や生活支援については、議員の皆様方の御理解と御協力をいただきなが

ら、雇用の維持と事業の継続、これを最優先の課題として取り組んできているところです。 

今後とも、事業主の皆様方には市民一人一人の雇用が担保されるような継続して仕事を続けて

いけるような体制を維持していただけるよう、市といたしましては、地域経済の状況や各業界の

実態等をしっかりと把握し、より効果的な支援を続けていきながら市民の皆様方の不安を取り除

いていこうと考えております。 

このようなことから、今お尋ねの市独自の生活支援として、枕崎市版の特別定額給付金制度を

創設し、市民一律に現金の給付を行うことは、現在のところは考えておりません。限られた財源

の中、しっかりとした財政運営というのを念頭に置きながら、今後とも全庁的に知恵を出し合い

ながら対応してまいりたいと思います。 

○12番東君子議員 大体、想像していたような回答が返ってきたんですが、たくさんの支援制

度が打ち出されています。もういろいろあって、それはそれで評価されるべきだと思うんですが、

例えばですね、プレミアム付商品券、もうこれ購入したくても手持ちの現金に余裕がなくて買い

たくても買えない。これは日頃から禰占通男議員のほうがですね、そういうことを常々おっしゃ

っておられますが、私のほうにも幾つかやっぱりそういう声がありまして、もう本当に苦しいん

だと、1,000円でも2,000円でもいいから、やはりそういう対策が取られるととてもありがたい

というような御意見をいただいております。 

そして、いろんな支援制度はですね、全て書類を完璧に作成しなければもらうことはできない

ですよね。行政側の立場だと、やはり全ての書類がちゃんとそろわないと、もうそれは現金をお

出しするっていうことはできない。それはもう重々分かっているんですが、本当に疲れていると

きにですね、中の何％売上げが減ったですとかそういうのを見たときにですね、見本はあるんで

すが、なかなかこれを完成させて、提出して、それで現金を受け取るまでっていうのはもう気力

も体力もいるんですね。ですから、簡単にですね、現金が受け取れるようなシステムがあれば、



- 94 - 

すごく今助かるっていうような現実の問題だと思います。 

そして、今本当にですね、都会でも、昨日まで普通の生活を送っていたっていう方が路上に投

げ出されている、そういう状況があります。車の中でも生活をしたりですね。枕崎でも誰が何に

困っているかっていうのは、本当に見た目では分からないんですね。 

私がこれを提案したのは、例えば市のほうに相談に行きたいと思ったときに、冷蔵庫を開けて

みたらもう何も入ってないと、もう気力もないし、体力もない、そして現金もない。やはりです

ね、市に相談に行くのも、やっぱり御飯食べてないと相談にも行けないんですよ。ということは

ですね、これは単なる定額給付金ではなくて、命をつなぐ枕崎版の特別の定額給付金、こういう

ふうに理解をしていただきたいと思うんです。 

それで、今の市長の話だとちょっと厳しいかなと思ったんですが、やはり今日１日ですね、家

に帰られて、ちょっともう一回私が言ったことを想像していただきたいと思います。本当に１人

でも命が助かればというようなお話を今しているわけです。ですから、枕崎からですね、そうい

う困った方が命を絶つようなことがないようにですね、もう本当に手続を待ってても、それはど

うしようもないんです。こちらからどんどんアプローチをかけてですね、何とか枕崎市民を守っ

ていっていただきたいなとそういうふうに考えています。 

ちょっと今日は時間がないので次に行きますけれども、本市が取り組むコロナ対策についてお

伺いをしていきます。 

コロナ禍によって長い緊張状態が続いています。市民の心を軽くするため、本市が取り組んで

いること、これは何かありましたか。 

○前田祝成市長 行政報告の中でも報告いたしましたが、本市におきましては７月３日に初めて

新型コロナウイルスの感染者が確認されて以降、７月15日までに10名の本市居住の感染者が確

認されております。また、８月には近隣市の医療機関でクラスターが発生、市民の皆様方は非常

に不安を抱えながらの生活を余儀なくされているというふうに認識しております。 

取組といたしましては、特に心の不安という部分に関しましては、市民の心の負担を軽くする

ための取組ということで、市内での感染確認、７月にあったわけですけれども、私自らの声で直

接市民の皆様にお話しすることで、感染症に対する不安を少しでも軽減できるのではとの考えか

ら、防災行政無線やホームページの動画等を通じて、市民の皆様に冷静な行動と基本的な感染予

防等に努めていただくようにお願いしたところです。 

また、新型コロナウイルス感染症に関するいろんな根拠のないうわさ、不確かな情報で感染者

やその御家族の心を傷つけることがないよう広報まくらざきにおきましても私のメッセージを折

り込ませていただきました。 

さきの全員協議会でも申し上げましたが、大学の客員教授の方からのいろんな専門的な知恵を

いただきながらですね、市民の皆様方の不安を取り除くということについてはですね、今後も徹

底的にやっていきたいなというふうに思っております。 

○12番東君子議員 防災無線で市長がですね、新型コロナウイルス感染状況について市民の皆

様に呼びかけをされていたときに私の携帯が鳴りまして、今市長の声がしたねと、市民のことを

心配して見守ってくださっているのがすごく伝わったということでした。うれしかった。ついで

のときにですね、伝えていただきたいというお電話でした。 

やはりですね、コロナ禍の中ですね、今枕崎はどうなっているんだろうって、すごく皆さん不

安でいっぱいだったと思うんですが、やはりそういうときに、防災無線で直接、市長が語りかけ

る、市民の皆さん大丈夫ですかみたいな感じでですね。 

そうすると、我々が思っている以上に市民の方の心に響いて、それがすごくうれしかったって、

またそのうれしかったっていうのを直接電話をしてくださって、それをまたついでのときに伝え

てくださいというようなことだったので、そういう市民の声を聞いたときに、私もすごくうれし
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くなりました。今回の台風状況のときも市長が一生懸命呼びかけていらっしゃったので、多分皆

さんですね、すごい嵐だったんですが冷静な判断をされたのではないかなと思います。 

市長どうですか、市民の皆様の率直な御意見をいただいて、どういう感想をお持ちですか。 

○前田祝成市長 こういう今までに経験したことのない状況をみんなで迎えているということ、

それをどのような形で乗り越えればいいかっていうことに関しましては、当然私の立場としては

しっかりとその状況を皆さんと共有して、そしてこれを乗り越えていきましょうということを直

接、声で発信するというのは非常に大事なことだというふうな認識の中で、それぞれやっている

ことですので、それが少しでも市民の皆様方に届いていれば、それは私としてはありがたいこと

だなというふうに思っております。 

○12番東君子議員 これからもですね、市民の皆様に対して生の声を聞かせてあげていただき

たいとそういうふうに思います。 

それでは、次に入らせていただきますが、青年会議所とのＳＤＧｓの普及・啓発に関する連携

協定についてでございます。ＳＤＧｓを前に進めるために、新しい取組はなされたのかというこ

となんですが、前回の一般質問でも私、ＳＤＧｓを前面に打ち出して、市役所でもポスターとか

を貼ってですね、市民の皆様と市の職員と一緒になってＳＤＧｓ、これを進めていったらどうか

というような一般質問をしたんですが、新しい取組、これはなされたんでしょうか。 

○堂原耕一企画調整課参事 これまで本市におきましては、持続可能社会の構築を目指すＳＤＧ

ｓを人口減少などの地域の課題解決に向けた有効なツールであると捉えまして、研修会の開催に

よる職員への啓発ですとか、第２期地方創生総合戦略の事業それぞれに関連するＳＤＧｓのゴー

ルをひもづけ、計画に組み込むなどその活用を図ってきたところでございます。 

ＳＤＧｓが目指す持続可能で多様性と包括性を持った社会の実現のためには、行政のみで取り

組むのではなく、多様な主体との連携が必要かと考えます。特に地域の社会的課題の解決に向け

ては、ＳＤＧｓを活用した官民連携の促進を図っていかなければならないものと考えております。 

このため、今回、公益社団法人枕崎青年会議所とＳＤＧｓの普及・啓発に関する連携協定を締

結したところであります。 

この協定の内容といたしましては、学生や企業に対するＳＤＧｓの普及・啓発に努めることや、

人づくりや若者の地元定着に向けた持続可能な地域社会の実現に向けた取組、これらの内容を連

携して行い、持続可能な枕崎市を目指していくものとなっております。 

現在、枕崎青年会議所派遣研修制度を用いまして、２名の本市職員が青年会議所に加入してい

るところでございますが、そのうち１名は、本市の地方創生の担当部局でございます企画調整課

の職員であります。 

そういった点からも、今後一層、枕崎青年会議所との連携を深めていき、ＳＤＧｓの普及・啓

発及び地方創生の推進を図っていきたいと考えております。 

○12番東君子議員 持続可能な開発目標達成まで、残り時間がもう本当に迫ってきています。

あと10年です。枕崎もですね、今の調子でもうどんどんと前に前に進めていっていただきたい

と思います。 

それでは、市立病院の医療体制について伺ってまいります。ＳＤＧｓ３番目、健康と福祉、

11番目、住み続けられるまちづくりをの視点からの質問です。 

診察を終えて会計までの待ち時間が非常に長いと市民の方々からの声を耳にします。スタッフ

の人数、これは足りていますか。 

○高山京彦市立病院事務長 会計までの待ち時間については、当院に設置してある意見箱に会計

までの時間が長いという声が数件寄せられておりまして承知しているところでございます。 

外来患者につきましては、午前中の診察予約が多い状況ですので、混雑が予想される場合、現

在は病棟担当の医療事務職員を午前中は会計窓口に配置するなどして対応しているところでござ
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います。 

また、医療従事者の確保につきましては、現在当院が職員募集を行っていますのは、正規職員

では薬剤師と医師事務作業補助者を各１名、また会計年度任用職員では、医療事務職員、看護師、

看護補助者が各１名となっております。全般的に医療従事者は充足しており、看護師と看護補助

者につきましても施設基準は満たしています。薬剤師につきましては、医師がその業務を代理す

るなどして対応しております。 

○12番東君子議員 今は大丈夫な体制ということなんでしょうかね。様々な御意見をいただい

ておるんですが、辞めるときというのはですね、家庭の事情など様々だと思うんですよね。結婚

退社だとか、もっと条件がいいところが見つかったかとかですね、自分自身で納得されている、

そういうことで職場を辞められる、離れるということだったら問題はないと思うんですが、心配

なのはですね、何か心に引っかかっているようなもの、しこりのようなものがあって、辞める決

断をもしされたのであれば、これは早い段階で打つ手があったんじゃないかなっていうふうに思

うんですよ。 

今までの職員やスタッフの方々が辞める理由、これ一体何なんでしょうか。 

○高山京彦市立病院事務長 職員の退職理由としましては、当院は診療科目が内科のみのため、

今後の本人のスキルアップのために多種な診療科目を取り扱う医療機関への転職、そのほか健康

上の理由や、議員がおっしゃいました家庭の事情などが主な理由となっております。 

○12番東君子議員 納得っていうような理由が続いてはいるんですが、人が辞めて、そして募

集をかけますよね。そして、せっかく新しい方が入られてもですね、慣れるまでには相当時間が

かかるわけです。ましてや常にですね、命の危険と隣り合わせ、そしてミスが絶対に許されない

職場ですので、丁寧な指導、働きやすい環境づくりを整えてあげるということが大切だと思うん

ですね。 

そして、収支のほうにですね、どういうような感じでそれが影響しているのかっていうことが

知りたいんですが、過去５年分の収支状況についてお聞かせください。 

○高山京彦市立病院事務長 平成27年度から令和元年度までの収支状況につきましては、平成

27年度が2,252万6,000円の黒字、平成28年度400万1,000円の赤字、平成29年度302万9,000円

の黒字、平成30年度543万4,000円の黒字、令和元年度につきましては476万2,000円の赤字とな

る見込みでございます。 

赤字の理由としまして、平成28年度につきましては、患者数の減少に伴う入院収益及び外来

収益の減が要因であります。また、令和元年度につきましては、働き方改革を推進するため職員

数が増加したことが一つの要因であります。 

○12番東君子議員 赤がちょこちょこっと出てまいりましたが、これ市民の税金で運営してい

る病院ですね、これ赤じゃ困ると思うんですよね。その点をどういうふうに考えられていますか。 

○高山京彦市立病院事務長 当院は、公立病院が果たすべき役割として救急医療、訪問診療及び

小児医療など不採算医療とされている部門の対応を行っていることもあります。また、診療科目

が内科のみであることから、収益が伸び悩んでいる状況でございます。しかしながら、企業であ

る以上、常に黒字であることが望ましいとは考えております。 

○12番東君子議員 確かにですね、外来の患者が来られたと、それで黒字目的、それが第一番

に優先されるんであれば、ちょっと色眼鏡でですね、もうかる、もうからないみたいな、そうい

うようなことが、患者を見るというようなことがあっては絶対にこれはいけないことですよね。 

黒字、黒字を追求するとどうしても病院ではなくてほかの商売でもそういうふうなことになっ

てしまうんですが、もうこれは命を扱うというそういう現場ですので、黒字ばかりを追求するっ

ていうのもどうかなとは思うんです。 

そして、いい点としてですね、市と直結をしている病院ということで入院されているときに、
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例えば暮らしの相談であったり、何か心配事があると。そういうときに様々なサービスが提供で

きるという点では、市立病院の役割というのは、大変これは大きなものだと思います。 

ただ、利益にとらわれない、イコール赤字でもいいんだみたいな、そういう言い訳の材料、こ

ういうふうに使おうと思えば使えないこともないような気もするんですよね。 

市民の方々にとって、いつも身近で安心して利用していただける市立病院になるには、万全な

医療体制、これが大切だと思われます。 

一番気になるのがですね、病院に、どこでもあると思うんですが御意見箱ありますよね、何か

苦情なり、いいことなり、こういうことがあってうれしかったとか、そういうのが入ってくると

思うんですが、それはですね、どういうふうに会議なりテーブルの上に出されて、皆さんでそれ

がもまれるんでしょうか、会議とか開かれますか。 

○高山京彦市立病院事務長 これまで院内に設置してある意見箱に寄せられた意見等につきまし

ては、外来や病棟の看護師、事務職員など各部署で組織する接遇委員会で利用者からの意見に対

する解決策を協議しています。寄せられた意見につきましては、当院からの回答を院内に掲示し

ておりまして、また医師を含めた管理職や係長級職員、各委員長等が集まる会議、全体会で報告

しまして、職員間でも情報共有を行っているところでございます。 

○12番東君子議員 これ会議の回数とか、月に大きな会議、月１回とか２回とかそういうふう

に決まってはいるんですか。 

○高山京彦市立病院事務長 後段で説明しました全体会等につきましては、月１回は必ずするよ

うになっておりまして、また接遇委員会につきましては２か月に１回というふうになっておりま

す。 

○12番東君子議員 今日起こった問題、例えばスタッフの方、実はこうこうなんですけどとか

ですね、そういう問題が起きたときに、１か月後、２か月後、そんな緊急なトラブルっていうの

はそんな待てないですよね。急に上がってきた問題というのは、どういうふうに対応されている

んですか。 

○高山京彦市立病院事務長 職員の問題、その問題の大きさ、程度、重要さにもよると思います

が、職員については何らかの問題等が生じた場合、職員はその直属の上司に相談しまして、そし

て問題の状況に応じて適切に処理するよう指示や指導を仰ぐことになると思います。 

その中でも解決できない場合、各部署の責任者が集まりまして対応策を協議することになると

いうことです。 

○12番東君子議員 問題を解決するときに一番大切なことは、早く動く、そして確かめる、場

合によっては聞き取りを行う。スピーディーな確認作業、これがとても大切です。そして、女性

が多い職場です。大変デリケートな問題にも真摯に耳を傾けて、話を十分に聞いてあげる。これ

がですね、とても重要です。 

例えば、自分たちも毎日の生活の中に、これうわさだよと、こういうことはしょっちゅう使い

ますね。しかし、うわさっていうのは、確認をして初めてうわさって分かるわけですよ。確認を

して違ったと。だけど、確認はしなかったら、それは本当なのか、うそなのか、分からないです

よね。 

ですから、スピーディーに確認をする、そして相手が誰であろうとですね、こういう話が上が

ってきたと、それはちゃんと聞いてくださいね、お願いしますね、確認をするということですよ。

そして、自分たちだけで判断をしないということです。 

これは、言いにくいからちょっとやめとこうかとかですね、様々な上がってきたデリケートな

問題も、一旦、こういうのはテーブルに出してください。そして、確認をする。それがとても大

事です。 

そして、次にいきますが、病院内の職員の人事の権限、これはどなたにありますか。 
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○高山京彦市立病院事務長 職員の人事につきましては、任命権者である事業管理者の院長に権

限があります。 

○12番東君子議員 院長の人事についての権限、これはどなたですか。 

○高山京彦市立病院事務長 事業管理者につきましては、地方公共団体の長が任命することにな

りますので、市長であります。 

○12番東君子議員 市長ということですね、市長ですね。 

職場が変わるということは、人生が変わるということです。その人の人生が変わるということ

です。人が仕事を辞めるということを簡単に考えないでいただきたいと思います。 

それでは次にいきます。枕崎市立病院の理念、これは一体何なんでしょうか。 

○高山京彦市立病院事務長 当院の医療理念につきましては「地域医療に貢献し、市民の健康保

持に必要な医療を提供します」と掲げております。 

○12番東君子議員 それらを守るためには、市民やスタッフから信頼される病院であることこ

れがとても大切です。そして、令和に入って災害やコロナ禍により想定外の出来事、台風など起

こり続けています。これから先も熱中症、コロナ、インフルエンザ、どれも発熱など似た症状の

患者が市立病院にも電話したり、相談に来られると思うんですよね。そのとき一番大切なのが、

人手が足りない、こういうことがあっては本当、診察に影響が出てしまうんですよね。 

ですから、人が大事なときに確保されている、そういう医療体制でなければいけないと思いま

す。 

万全な医療体制が重要ではないでしょうか。 

今までのことを振り返って、市長、この市立病院をどう考えられますか。 

○前田祝成市長 これまで、るる市立病院の質問をいただいたわけですけれども、今市立病院事

務長からございました医療理念に基づいて、公立病院としての医療を通じて住民の健康と福祉の

増進を図る、これが市立病院の一番重要な責務であるというふうに認識しております。 

一次・二次救急への対応ですね。それとですね、もう一つはですね、公立病院としての役割と

いうことが非常に重要になってくると思っています。 

先ほど事務長からありました公立病院ならではの役割、民間病院が担えないことをやらなけれ

ばならない。これはこういう人口が２万人というまちでですね、地域を全部広げていっても、南

薩医療圏を考えてもですね、人口が少ない中でですね、なかなか民間医療が届かない部分という

のは当然出てくるわけです。そこについては、公立病院に期待される役割というのは非常に大き

いということです。これは南薩医療圏構想の中でもそれは共有されていましてですね、やはり各

医師会であるとか、民間の経営者であるとかからですね、かなり、やっぱり公立病院に対する期

待というのが非常にあります。 

ですので、将来的にもその辺りをしっかり担っていくというのが、非常に重要な市立病院の立

ち位置ではないかなというふうに思っております。 

そして、もう一つは特にコロナ禍でですね、その帰国者・接触者外来という部分、一番最初に

コロナで感染した方々を対応する、あるいは疑わしい熱発者を対応するという部分についてはで

すね、今回、枕崎市立病院は非常に頑張っていただきました。最前線でやっていただきました。 

７月に本市でも居住者の感染が確認されたわけですけれども、そのときの医療体制のリーダー

シップを取ったのは枕崎市立病院です。枕崎市立病院がしっかりとした医療体制の地域でのリー

ダーシップを取りながらですね、この感染を10名で抑えたというようなこともあります。 

そういう意味では、昨年ですね、厚生労働省のほうで合併あるいは病院の再編統合の中でです

ね、枕崎市立病院は名前を挙げられたという経緯があるんですけれども、それも非常に私として

はですね、この何ていうんですか、地域医療の中での存在価値というのをなかなか御理解いただ

けていないんじゃないかなということでですね、県や国に対してもいろいろ私自身も意見を申し
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述べさせていただいたわけですけれども、今回のコロナ禍の中での公立病院のありようといいま

すか、価値というかですね、改めて見直されたんだというふうに思います。その辺りについては

ですね、やはり我々、今後このまちで生活していく中で非常に重要な医療機関であることは確か

です。 

ですので、先ほど議員からございましたいろんな御提案、いろんな御意見ありましたけれども、

その辺りもしっかりとクリアしていきながらですね、持続可能な医療体制というのをしっかりつ

くっていかないといけない、その中核にある医療機関だということは認識しているところです。 

○12番東君子議員 市長のお言葉を聞いて少しほっとはしたんですが、やはりですね、人の命

を預かる現場ですから、やはり緊張状態っていうか、そういうのをしっかりと持っていただいて、

どうしてもですね、この間転勤族の方と自分もそうだったんですが、お話をしたんですよね。そ

して、もう嫌というほど異動させられてきたんです。県をまたいで、そしてそのときはなぜ異動

しなければいけないのか、そういう意味っていうのがよく分からなかったんですね。 

だけど、やはり議員になってみて、自分たちも４年に一度、市民の皆様からどうだったのかっ

ていうことで、それが票につながったり、つながらなかったりするわけなんですが、やはりある

一定の緊張状態、これってとても大事だと思うんですね。 

それは人間だし、市の職員の方々でも、もう慣れたと思ったら異動があるわけですね。ですか

ら、なぜそういうふうに異動しなければいけないのか、やはりそういうこともですね、よく考え

ていただきたいなと思います。我々は人間ですから、あんまり慣れちゃうとよくない面というの

も出てくるっていうのも確かです。その点のところもですね、よく頭に入れていただきたいなと

思います。 

それでは、次に入らせていただきます。男女共同参画について、ＳＤＧｓ５番目、ジェンダー

平等の実現の視点からの質問です。男女共同参画推進条例を年度内までに制定すると伺いました。

この間の一般質問でもちゃんとつくりますよということだったんですが、現在の進捗状況はどう

なってますでしょうか。 

○堂原耕一企画調整課参事 女性も男性も一人一人がお互いを尊重しながら誰もが個性と能力を

十分に発揮できる社会の実現に向けて、改めて男女共同参画の基本理念を明確にし、市民、事業

者、行政が一体となった取組をより一層推進するために、男女共同参画推進条例の令和３年４月

１日施行に向けて現在準備を進めているところでございます。 

お尋ねの現在の進捗状況につきましては、８月に枕崎市男女共同参画推進懇話会を開催いたし

まして、懇話会の委員の方々、一般公募の市民の方々ですとか、事業者の代表者の方々から様々

な御意見をいただきまして、その意見を基に条例案を策定しているところでございます。 

そして、この条例案をもちまして12月議会への議案の提案ができるようにただいま準備を進

めているところでございます。 

○12番東君子議員 着々と進んでいるような感じがします。 

ジェンダー平等の遅れ、これは日本は国連から指摘をされている状態です。そして、なぜこの

ジェンダー平等の遅れ、前に進まないのか、その原因を掘り下げてみるとですね、やはりこの目

の前にあるような状況でも分かるんですが、女性のことであったり、子供のことであったり、こ

れを大多数の男性の方がやはり決めるっていうことですよね。 

そうなるとですね、なかなか本当に女性の意見っていうのは組み入れられているのかなという

ふうに疑問に思います。ぜひ意思決定の場にもですね、どんどんと重要な会議で、そういうポス

トでない方が簡単にこういう場に入って意見をっていうことは難しいと思うんですが、その一歩

手前の段階で、これはどう思うとか、今度こういうことを発言するんだけど君はどう思いますか

とか、そういうような感じでもいいと思うんですよね。それをどんどんと取り入れていただいた

ら、もっともっといいまちになるんじゃないかなと思います。 
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あと、これは市民の方からの御意見なんですが、男女共同参画推進条例を年度内で制定された

ときにですね、できましたと、そのときに広報紙などを活用して、例えば男女の格差の現実をイ

ラストで紹介をするなどしてはいかがでしょうかという御意見をいただきました。 

関係資料としてお渡しをしていますが、ジェンダー平等の遅れでですね、いろんなものがここ

に分かりやすく載っていますね。例えば、結婚するときに男性の姓にする人、これほとんど

96％だったりですね、家事、育児がほとんど女性の仕事になっているっていうのも載っていま

すね。様々いろんなことがこういうふうにちゃんと図で分かりやすく書いてあるわけですね。 

こういうのをですね、広報紙にジェンダー平等の遅れ、枕崎市はこういうことに取り組みまし

ょうとかですね、字をいっぱい書いちゃうと、なかなか人も分かりにくので、こういうイラスト

を１個ぽんと載せる。今月はこういうのに取り組んでみてはどうですかっていう感じでですね、

あとは子育て世代の意見を写真つきで子供とお父さん、お母さんと載せて、僕はイクメン頑張っ

ていますみたいなですね、そういう画期的なアイデアでどんどん若い人も取り込んでいっていた

だきたいなと思います。これはできるって今言えるんじゃないでしょうか。どうですか、いかが

ですか。 

○堂原耕一企画調整課参事 ただいまの御質問の内容につきましては、男女共同参画の考え方に

おきまして、「男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は

民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、

行わなければならない」と、男女共同参画社会基本法にもうたわれております社会基本理念の中

の一つの政策等の立案及び決定への共同参画という大変重要な一項目についての御指摘、御意見

であるかと考えます。 

この点を私どものほうの理解で申し上げますと、社会面、経済面、文化面など様々な側面で男

女が均等に利益を享受しつつ責任も均等に負うものである男女共同参画社会の形成のためには、

意思決定の段階から男女を問わず均等な参画の機会が与えられるべきであるということであるか

と考えます。 

これは質問者も御指摘のとおり、本市の男女共同参画社会の推進、ひいては枕崎市の活性化の

ためにも大変重要なことであると認識しております。 

ですので、本市では先ほども御質問に対し答弁いたしましたとおり、まず男女共同参画推進条

例、こちらのほうにもその中に男女の意思決定への均等な参画の確保というのは盛り込みまして、

その理念に基づいた市や市民や事業者の方々の責務について定め、本市における男女共同参画社

会の推進を図っていきたいと考えているところでございます。 

そして、これらの男女共同参画推進条例にうたった理念などの責務、役割について、市民の皆

様への浸透を図っていくためには、今議員から御提案のありましたとおり市の広報の活用も含め、

具体的に様々なアイデアも上げていただきましたが、そういったアイデアも参考にさせていただ

きながら、とにかく分かりやすく市民の皆様に伝わりやすいような啓発活動に努めていきたいと

考えているところでございます。 

○12番東君子議員 多分ですね、市民の方々はまだ、ジェンダーって何やろか、ＳＤＧｓって

何ってたまに聞かれるのが、ドーナツ型のＳＤＧｓのこのバッジなんですけど、それは一体何か

っていうふうに聞かれます。 

ですから、こういうところから少しずつ浸透していって、まち全体で本当に男性女性関係なく

その個人を尊重して個性が発揮できるようなまちづくり、それが完璧にできたときにですね、大

変すばらしい枕崎になるんではないかなと思います。男女共同参画、これからも見つめてまいり

ますので、お付き合いのほどよろしくお願いいたします。 

次に移りたいと思います。最後になりますが、子供たちの心の教育について伺ってまいります。

ＳＤＧｓ４番目、質の高い教育の視点からの質問でございます。 
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コロナ禍により、子供たちが仲間と一緒に様々なことに取り組む体験が少なくなってきていま

す。今後、感染予防に努めながら、それらの活動を少しずつ増やしていくこと、これは可能でし

ょうか。 

○満枝賢治学校教育課長 各学校におきましては、３密を避けるなどの感染予防を検討し、何と

かして体験活動を実施しようと努めています。 

例えば、運動会、体育大会では、開閉会式の簡素化や種目数の削減による時間短縮、来場者の

制限、応援席の間隔の拡張などを行って実施する予定であるとのことです。修学旅行では、春に

計画していた学校は秋以降の実施に変更しています。また、小学校では訪問先を県内に変更する

学校もあります。移動するバスも間隔を空けて座れるようバスの台数を増やしたり、中型バスか

ら大型バスに大きさを変更したりして対応するなどの工夫を行う学校もあります。 

文化祭、学習発表会等においても、運動会と同様に時間を短縮したり、密にならないよう演目

の工夫を行ったり、来場者の数を制限したりするなどの工夫を行うとのことです。 

○中嶋章浩文化課長 一つ紹介させていただきます。南溟館では夏休みの期間に募集人員を制限

いたしまして、感染症対策を徹底したりして枕崎の埋蔵文化財展の関連行事として勾玉づくり体

験、そして親子木工教室を実施しております。 

これからの予定としまして、市内中学校吹奏楽部の生徒に限定して、南溟館において福岡工業

大学吹奏楽団特別演奏会オンラインライブの鑑賞会や小学校５、６年生を対象に生の優れた児童

演劇の舞台を鑑賞する市町村における青少年劇場を市民会館大ホールで計画する予定となってお

ります。 

○12番東君子議員 そうですね、感染予防等を徹底して、少しずつ子供たちにいろんな体験が

できると、もう本当にすばらしいなと思います。 

それで、実は８月29日に枕崎小学校で、コロナ感染症の広がりにより延期になっていました

鹿児島県の子ども芸術祭典がこの間行われたんですが、開催については全国的に収束の兆しが見

えない中、芸術祭典を開催すべきなのか、何度も何度もですね、劇団の方、実行委員の方々が会

議を行われたそうなんですね。 

しかし、話合いの中で、このコロナ禍の中でも子供たちというのは今を生きている、そして

日々成長をしている。様々な制限があるこのコロナ禍の状況が子供たちに与える影響、これはど

れほどのものかと不安を感じずにはいられません。子供たちには命を守るのと同じように心を守

ることも大切ではないかなという思いから、開催に踏み切ったというお話でした。 

その内容は、赤ちゃんが生まれることで自分はもう構ってもらえないのではないかと焦りの思

いで近所の原っぱに家出をします、男の子が。そして、子供たちの様子を見ているとですね、食

い入るように劇団の方々を見つめて、もう本当に目がきらきらとして印象的でした。 

これからも感染予防対策を行いながら、心の教育に力を注いでいっていただきたいと思います。

そして最後にですね、またよろしいですか、こんなに市長に当てて。心の教育について一言お願

いをいたします。 

○前田祝成市長 子供たちの心理的な影響というのは、今回のコロナウイルス感染症拡大の状況

の中で、やはり我々が想像し得ないぐらいの大きなものがあろうかというふうに思っております。 

県といたしましても、いろんなコロナウイルス感染症に心で負けない行動をっていうようない

ろんな啓発活動もしておりますし、私自身もやはり一番怖いのが差別とか偏見だというふうに思

っておりますので、そこについてはですね、本当に誰もがかかる可能性があるコロナウイルスそ

のものが敵であって、罹患してしまった方っていうのは、ある面、守らなければならない存在だ

ということを前々から言っております。 

そこについてはですね、学校教育の中でもですね、教育長はじめ各現場でしっかりと伝えてい

るというふうに思っております。 
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ただ、これもですね、子供たちのやっぱり心理っていうのは、非常にか細いというか、弱いと

いうかですね、そういう部分もございますので、しっかりと見続けていくということが大事であ

ろうかと思いますので、その辺りについてはですね、本市としてもしっかりと子供たちを見守っ

ていきたいなというふうに思っております。 

○12番東君子議員 やはりこう机の上ばかりで勉強していても、なかなか、いろんな体験、こ

れが大事じゃないかなと思います。市長もスポーツを今もされていると思うんですが、スポーツ

から学ぶべきこと、これも大変大きいと思います。そして、生の舞台を見るということもとても

心の栄養になると思います。いろんなバランスが取れて、初めていろんなことが起きても、負け

ない子供、心につながるんじゃないかなと思います。 

コロナがあったり、台風があったり、もう毎日何が起きるか分からない。それを指示して、ま

た市長が束ねていかないといけない身だと思うんですね。市長っていうのは大変孤独だと思いま

す。でもそれがなぜ乗り切れるかっていったら、やはり小さいときからいろんな体験をされて、

スポーツも一生懸命頑張ってこられた。多分、それが根底にあるんじゃないかなと思います。 

ですから、様々なことを子供たちに経験をさせてあげたいと思います。地域のお母さんたちの

熱い思いで支えられている子供劇場でございます。次の枕崎での開催、これを楽しみにしていま

す。 

これで私の一般質問を終わります。 

○中原重信議長 以上で、東君子議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後３時13分 休憩 

午後３時22分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、眞茅弘美議員。 

［眞茅弘美議員 登壇］ 

○２番眞茅弘美議員 今回、台風10号により家屋や店舗、工場などの被害、またビニールハウ

スの倒壊、農作物の被害を受けられた方々にお見舞いを申し上げます。 

今年は、コロナウイルス感染症に豪雨災害、大型の台風と様々なことを考えさせられる年です。

コロナ感染症により生活がさま変わりしました。ウィズコロナ、コロナと共に生きる。これから

は、特に社会が一つになり、誰もが感染し得るんだと認識して心を一つに、感染をしない、拡大

させないことが大事です。 

そして、真剣に環境と自然の関わりを考える時期に来ています。自然に対して畏敬の念を持ち、

便利になり過ぎた生活を見直すことが求められます。今回は長い停電となり、ろうそく、懐中電

灯の生活となり、子供たちにはいい経験になったのではないでしょうか。そして、このコロナ禍

の中、大きなリスクを抱えながら献身的に働いてくださっている医療従事者の皆様へ、心から感

謝申し上げます。 

それでは、まず初めに新型コロナウイルス感染症に伴う農業の影響、そして振興策について質

問させていただきます。 

本市の農業に関しても、特にお茶ですが、今年は鹿児島県産の一番茶が1975年以降で最安値

となったようです。近年、急須に入れて飲むお茶、リーフ茶の消費が低迷し、一番茶価格はここ

数年下落傾向にあります。そして、今年はコロナ感染症の影響で、書き入れどきの新茶シーズン

に販売イベントなど開けず、需要が伸びなかったようです。 

花卉農家に関しても、イベントや葬儀の縮小などで急激に売上げが落ち込み、野菜農家につい

ては、学校給食や飲食店の休業、また自粛により消費が低迷し下落しました。このようなことか

ら、国の支援事業がございましたが、栽培品種ごとに申請件数、対象面積などを教えてください。 
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［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 新型コロナウイルス感染症の発生により、卸売市場で売上げが減少する等の影

響を受けた野菜、花卉、果樹、茶等の高収益作物について、次期作における資材や機械の導入等

の生産活動に対する支援や輸出等の新たな需要確保に向けた新技術導入、海外の残留農薬基準へ

の対応等の取組に対する支援として、高収益作物次期作支援交付金が創設されました。 

本市の基幹作物である、お茶、花卉、果樹、その他野菜関係につきましても、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を多大に受けており、厳しい生産活動を強いられているところです。 

このため、市農政課、ＪＡ南さつま、各種協議会、生産団体一体となって、今回創設された高

収益作物次期作支援交付金に取り組んでいるところです。 

当事業の内容は、本市農家の支援に大きく貢献するものと考えております。農家への周知や申

請手続について積極的に取り組むよう指示しております。申請状況につきましては、担当課長か

ら答弁させます。 

○原田博明農政課長 高収益作物次期作支援交付金につきましては、推進事務費の公募が７月下

旬となっており、農家の応募期間、第３回目の公募につきましては当初８月中旬を予定していま

したが、全国的な大雨災害により若干遅れている状況でございます。今月中に公募が始まるとい

うことでございますので、公募が始まりましたら直ちに提出する予定でございます。 

現在、本市で確認している件数につきまして答弁いたします。事業実施主体は、協議会、地域

再生協議会、農協、農業者の組織する団体等となっており、県、市、関係団体等との連携のもと

応募することになっていますので、ＪＡ南さつま枕崎支所及び茶業協議会、花き生産者協会、各

生産部会と連携して取りまとめてまいりました。 

お茶につきましては、生産性または品種向上に要する資材等の導入に資する取組に対する交付

金、新品種、新技術導入、有機農業、ＧＡＰ等の取組に対する交付金、品質の高いものに限定し

て出荷するなどの工夫を行った取組に対する交付金と３段階の交付金が支給されます。これらの

申請が99名、延べ711.92ヘクタールとなりました。 

花卉、果樹、野菜で農協に出してない農家については、枕崎市再生協議会で取りまとめを行い

ました。交付金の取組内容につきましては、お茶と同じでございます。花卉については、ハウス

での栽培であることから交付金の額が変わってきます。合計で、花卉・果樹・野菜で申請者が

39名、延べ75.86ヘクタールとなっています。 

そのほか、ＪＡ共販のある農家につきましては、ＪＡで取りまとめているところです。交付金

の取組内容については、お茶と同じです。ＪＡのほうに確認したところ、40名、14.55ヘクター

ル申請するということでございます。 

○２番眞茅弘美議員 お茶農家は、今もございましたとおり茶業協議会、花卉農家も協会などが

ありまして、野菜農家に関してはＪＡを通じて部会をつくっている場合もございますが、個人的

に出荷契約をしている方等もいらっしゃいます。先ほど課長のほうから、まだ今からでも申請は

間に合うという御答弁だったんですけども、締切りの後にまだ間に合いますかとかの問合せ等は

なかったでしょうか。 

○原田博明農政課長 高収益作物次期作支援交付金につきましては、各生産部会や協議会等で説

明会を実施し周知してまいりました。また、生産部会や協議会等に属していない農家につきまし

ては、市のお知らせ版で説明会の開催について周知し、総合体育館やＪＡ南さつま枕崎支所にお

いて説明を行ってまいりました。 

できる限り申請漏れがないように呼びかけてきたつもりです。ただ、まだ当事業について御存

じでない農家もいるというふうに伺っておりますので、今後も４回目、５回目という形で随時公

募があると伺っていますので、農政課もしくはＪＡ南さつま枕崎支所のほうへ相談に行くように

お知らせいただければと思います。 
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担当課といたしましても、今後、様々な機会を通じて周知していきたいと考えております。 

○２番眞茅弘美議員 まだ間に合うということで安心いたしました。 

今からまだ公募が続くということですけども、今回は２月から４月出荷実績による高収益作物

次期作支援交付金事業でしたが、その５月以降の出荷についてということでしょうか、今後も公

募があるということは。 

○原田博明農政課長 現在のところですね、実施要綱につきましては、２月から４月まで販売実

績があった作物ということで示されております。ただ、今後の公募につきましては、５月まで延

長するというようなことも伺ってはいます。ただ、今のところまだ２月から４月までという内容

が変わってないところでございます。今後の状況をちょっと確認したいと思います。 

○２番眞茅弘美議員 分かりました。これは国の支援事業ですので、市のほうではどうにもいか

ないかと思いますけども、今後コロナ感染症の影響が続いた場合など、その国のほうとか、市の

ほうとかで追加の支援金などの検討はないでしょうか。 

○原田博明農政課長 この対象外の作物の生産者につきましては、国の持続化給付金または市の

事業者応援資金支給事業、こういった事業の活用をお願いしたいというふうに考えます。 

今後も、この状況ですので、また国の支援等があるかもしれませんので、その辺を注視してい

きたいと思います。 

○２番眞茅弘美議員 今回の高収益の支援金につきましては品種別に幅も広く、担当課のほうで

は短期間で申請書の作成や品種別に説明会が行われました。私も説明会に出席しましたが、とて

も丁寧で分かりやすい説明会でした。農家のほうもですね、こうやって大変な思いをされている

ときにですね、今回のような説明会もですけども、担当課のほうに相談に来られて、そのときに

その方の立場になって親切な対応をしていただくとほっとすると思います。また、これからもそ

の農家が頑張ろうと、市役所の方もやれることをやってくださっていると前向きに考えると思い

ますので、今後もよろしくお願いいたします。 

あと、それからですね、お茶に関してなんですけども、今年は危機的状況でですね、国の交付

金も持続化給付金とか、高収益に関しても物すごく幅広い支援のほうがなされております。思い

切った交付金を頂いたんではないかなと思うんですが、お茶の場合は経費が多く、農薬、肥料、

機械代、工場経営の方は、燃料費、電気代、人件費と必ず必要とされる出費がかさみます。 

来年の一番茶に向けての運転資金などが不足している事業所、またお茶に限らず農家に対して

の低利の融資などはございませんか。 

○原田博明農政課長 今回の新型コロナウイルス感染症により、資金繰りが厳しい農家への支援

策として、農林漁業セーフティネット資金が設けられました。 

融資当初５年間は実質無利子、一般の農家で当初、限度額600万または年間経費等の12分の６

であったものが、今回1,200万円の限度額または年間経費等の12分の12と拡充されたということ

でございます。 

窓口はＪＡ南さつまの金融課となっています。ＪＡの担当者に確認したところ、多数の農家が

活用していると伺っております。特に、今質問者が言われたように、価格の低迷が大きかったお

茶農家の利用が多いと伺っているところでございます。 

そのほかに、つなぎ資金ではＪＡ農業経営運転資金等がありますので、つなぎの資金や限度額

を超えた分の対応もされているというふうに伺っているところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 今、お話があったんですけども、本当にありがたいことだと思います。ま

た、相談に来られた場合は、それぞれ対応をよろしくお願いいたします。 

次の質問に移ります。世界中で新型コロナへの対策が取られる中、輸出制限措置を導入する国

もございます。海外から輸入される農作物が減少することで、国産の価値が高まることが期待さ

れます。 
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食は命の源です。しかし、現状は近年の温暖化により非常に農作物が作りにくくなってきてい

ます。今回の台風でも、植えたばかりのキャベツやネギ、種まきしたばかりのニンジンなど農作

物の影響が出ております。 

それから、長雨による日照不足、異常な気温上昇が続き、カンショにおいても原因不明の病気、

基腐病が発生しています。また、近年、焼酎用カンショの需要が減少し、作付面積を減らされて

いるのが現状です。 

このように、様々な要因が続いた場合、農家の方が別の作物に切り替えようと転作を考えた場

合、何か補助金などはございませんか。 

○原田博明農政課長 他の作物への転作ということだと思います。通常の作物の転作につきまし

ては、現在のところ補助金はないところでございます。ただ、以前は水田の場合には転作奨励金

等があったわけですけれども、畑作につきましての転作というのは設けられてないというところ

でございます。 

カンショにつきましては、昨年、カンショの生産性向上の事業におきまして、基腐れの発生し

ている畑の転作につきましては一時的に補助金が出されたというようなことはありますけれども、

転作についての補助金というのは現在設けられてないというところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 それからですね、本市の新しい特産物として将来的に育てていく意思はな

いのか、例えば指宿市はソラマメ、オクラ、南さつま市はカボチャ、南九州市はクルクマなどが

ございます。 

先ほど話しましたように、温暖化とかそういう影響ももちろんですけども、近年では高齢化、

後継者不足なども課題となっております。先を見据えてですね、ちょっとお聞かせください。 

○原田博明農政課長 本市のほうでも、カンショの裏作や転作として、キャベツ、ニンジン、ソ

ラマメ、大根などを取り組んでいるところです。 

年によって価格が安定している年もあれば、今年のように暖冬で野菜が大きくなり過ぎたり、

鍋料理等の需要がなかったりと価格が暴落して廃棄しなければならなかったりということで農業

の経営というのはなかなか簡単ではないというようなところでございます。 

また、新たな特産物に取り組むということになると、栽培技術の確立や販路を見つけるなど課

題が多いです。そのため、振興局農政普及課、ＪＡ、生産者と話し合いながら本市の気候、土壌、

風土に合った作物の選定や開発など研究していきたいと考えているところです。 

そのためにも、枕崎の農業を担う農家の育成が急務と考えます。人・農地プラン、農業次世代

人材投資事業、農業後継者育成事業などを活用し、まず人づくりに力を入れてまいりたいと考え

ているところです。 

○２番眞茅弘美議員 それでは、次の質問に入ります。 

全国における市区町村の課長相当職以上に占める女性の割合は、平成30年度において14.7％、

令和元年度においては15.3％と、僅か0.6％ではございますが上昇しています。本年度の市長の

施政方針の中で「本市が将来に渡って活力にあふれ、魅力的なまちであるためには、市民一人一

人が性別に関わりなく、互いを尊重しながら、その個性と能力を十分に発揮できるまちでなけれ

ばなりません。その実現に向け、男女共同参画推進基本条例の制定を目指します」とございます。 

そこで、まず４月の市職員の採用人数を過去３年間男女別でお願いします。 

○本田親行総務課長 本市におきましては、職員を雇用する事業主としての立場から、女性活躍

推進法に基づいて、平成28年４月１日から令和３年３月31日までの５か年間を計画期間とする

特定事業主行動計画を策定し、組織全体で女性職員の活躍の推進に取り組んでおります。 

この特定事業主行動計画においては、職員総数に占める女性の割合を高めるという観点から、

職員採用試験における女性の受験者数を増やしながら、採用者に占める女性の割合を40％程度

とする目標を立てております。 
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過去３年間における新規採用職員の状況についてのお尋ねでございますが、この特定事業主行

動計画に掲げました目標の進捗状況ということでお答えいたしたいと思います。 

平成30年４月１日採用の新規採用職員は11人で、男女別に申しますと男性が８人、女性が３

人で、採用者に占める女性の割合は27.3％となっております。 

平成31年４月１日採用の新規採用職員は17人で、男女別に申しますと男性が９人、女性が８

人で、採用者に占める女性の割合は47.1％となっております。 

また、令和２年４月１日採用の新規採用職員は17人で、男女別に申しますと男性が13人、女

性が４人で、採用者に占める女性の割合は23.5％となっております。 

なお、参考までに申しますと、特定事業主行動計画期間であります平成28年４月１日と平成

29年４月１日の採用者に占める女性の割合についても申しますと、平成28年４月１日が40％、

平成29年４月１日が52.9％となっているところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 31年度は47.1％であったということで、大体半分半分かなとお察しいた

します。 

女性差別撤廃条約の中の第４条の１項の中に「男女の事実上の平等を促進することを目的とす

る暫定的な特別措置をとることは、この条約に定義する差別と解してはならない」とございます。 

つまり、目的を達成するためには差別にはなりませんということです。ですので、成績順で採

用していきますと、いつまでたっても女性職員の比率は上がらないということになります。 

それではですね、課長級、主幹、係長、それぞれの男女別職員数と比率を過去３年分お願いし

ます。 

○本田親行総務課長 過去３年間における課長級、主幹、係長の役職ごとについてのお尋ねであ

りますが、特定事業主行動計画におきまして、令和２年度までに各役職段階における職員に占め

る女性の割合を、課長級を10％、主幹を20％、係長・技師長を20％とする目標を立てておりま

すので、こちらにつきましても、特定事業主行動計画の進捗状況ということでお答えいたしたい

と思います。 

平成30年４月１日の課長及び参事の管理的地位にある職員は33人で、男女別に申しますと男

性が31人、女性が２人で、女性の割合は6.1％となっています。主幹は49人で、男女別に申しま

すと男性が45人、女性が４人で、女性の割合は8.2％となっています。係長・技師長は21人で、

男女別に申しますと男性が15人、女性が６人で、女性の割合は28.6％となっております。 

続きまして、平成31年４月１日の課長及び参事の管理的地位にある職員は34人で、男女別に

申しますと男性が31人、女性が３人で、女性の割合は8.8％となっております。主幹は44人で、

男女別に申しますと男性が40人、女性が４人で、女性の割合は9.1％となっています。係長・技

師長は26人で、男女別に申しますと男性が17人、女性が９人で、女性の割合は34.6％となって

おります。 

令和２年４月１日の状況につきましては、課長及び参事の管理的地位にある職員は34人で、

男女別に申しますと男性が33人、女性が１人で、女性の割合は2.9％となっています。主幹は50

人で、男女別に申しますと男性が44人、女性が６人で、女性の割合は12.0％となっています。

係長・技師長は14人で、男女別に申しますと男性が９人、女性が５人で、女性の割合は35.7％

となっています。 

○２番眞茅弘美議員 先ほども課長からもございましたが、枕崎市における女性職員の活躍の推

進に関する特定事業主行動計画の中でも、平成32年までに課長、参事の職に占める女性の割合

を10％にすることを目的とするとございます。 

本市は、平成27年には女性管理職がゼロ％だったのが、昨年４月１日現在は8.8％でした。本

年はこの数字を上回る、それか同じく３名は維持していただけるかと思っておりましたが、残念

なことに減少しております。課長級の３名が１人に減少した理由をお聞かせください。 
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○本田親行総務課長 年度末に３人でありました女性の管理職が、３人のうち２人のほうが定年

退職となったことで、本年４月１日現在の女性の管理職が１名となったところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 定年ということは予測されていたのではないかとお察しいたします。何と

か来年以降はよろしくお願いいたします。 

次にですね、女性の管理職に向けた指導、研修についてお聞きします。 

枕崎市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画の中の４番目の目標の達成

をするための取組の中に「係長・主幹・課長の各役職段階における人材プールの確保を念頭に置

いた人材育成を行う」とございます。女性職員の管理職に向けた指導、研修が行われております

か。それがどういう内容で、何回ほど。また、その研修を受けた後の感想などございましたらお

願いします。 

○本田親行総務課長 管理職候補層となっている職員など女性職員を対象とした特別な研修等は

実施しておりませんが、職員全体に対する研修といたしまして、社会経済情勢の変化や地方分権

の流れに的確に対応できるよう、職員の意識改革、能力開発を目的とした研修や採用年数、職務

に応じた研修等に取り組んでおります。 

具体的に申しますと、新規採用時の研修、新規採用半年後の研修、採用３年目の研修、採用７

年目の研修、係長職昇格時の研修、課長職昇格時の研修など、職員として採用された後の各段階

に合わせた職員研修を行うほか、専門的な実務研修や政策能力開発研修、企画力・創造力開発研

修などの能力向上のための研修、またキャリアデザイン研修等も実施しているところでございま

す。 

また、令和元年度におきましては、青年会議所への活動を通じた人材育成のため職員２名を派

遣して研修を実施しておりますが、２名とも自ら女性の職員が名乗り出ていただいて、研修を実

施しているところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 現在の職員の役職の配置人数や取組については分かりました。 

私が女性職員を管理職にと申しておりますのは、現在の少子高齢化、経済活動の成熟化など社

会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、女性の視点が社会に反映されます。その観点から

も、意思決定の場に女性職員を増やしていただきたいと思っております。先を見据えて本気にな

って取り組んでいただきたいと思います。 

そこでですね、来年４月には条例の制定も計画されておりますが、採用や管理職について市長

の考えをお願いいたします。 

○前田祝成市長 女性の活躍の場を広げていくということは、非常に私も大事なことだというふ

うに思っております。そして、意思決定の場に女性を登用するっていうのもですね、当然大事な

ことだと思います。 

そこについてはですね、長期的な視点でやっていくということもありますし、それぞれの男性、

女性かかわらずですね、全ての職員のスキルといいますか、その辺りをしっかり公平に見ていく

ということが、一番ベースとして大事なのかなというふうに思っております。 

その中で、配置っていうところになってくるんですけれども、令和元年度末に２人の女性の管

理職が退職となったということでですね、４月１日現在、女性の管理職が１人というふうになっ

ているところでございます。 

この辺につきましてもですね、管理職になる前の係長職であるとか、そこに人材が育っておか

ないと、なかなか次すぐ課長にっていうところにいきませんので、その辺りにですね、係長にな

る前のところにですね、非常にみんな優秀なといいますか、いろんな女性の方がいらっしゃいま

すので、その辺りもしっかり動機づけをしてどんどんステップアップしていくっていうような組

織の中の空気というか、そういうのをしっかりつくっていかないと、なかなか簡単に来年いらっ

しゃらなくなるから、あるいは来年もう一人必ず課長職を上げないといけないとかっていうとこ
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ろについてはですね、ちょっと長期的なスパンで見ていきながら育てていくっていうことが重要

ではないのかなっていうか、そういう現状であるというような状況でございます。 

ただ、おっしゃられるように、若者の労働力等が減少する中にですね、職員の占める女性の割

合は今後非常に高まってくるというふうに考えられますので、女性が就ける業務、限定される管

理職になれないというような状況ではいけませんので、そういうしっかりとした組織のオーガナ

イズというか、構成を我々がしっかりしてつくっていかないといけないなというふうには思って

いるところです。 

先ほどの質問でもありましたけれども、やっぱり意思決定の場に女性を登用するということは

ですね、やはり我々がどうしても見えない視点で物事を見ていただけるっていう部分もあろうか

と思いますので、そこは積極的に取り組んでいきたいというふうに思います。 

○２番眞茅弘美議員 市長の話を聞いて安心いたしました。今、言われたとおりですね、女性が

管理職になるというのは、そういう雰囲気を醸し出す職場づくりとかですね、先ほど言いました

その採用もですね、やっぱり女性を男性と同じようにといいますか、女性はですね、どうしても

結婚、育児、介護などで退職される方が出てくると思いますので、先を見据えてですね、そうい

う採用人数とかもいろいろ考慮していただきたいと思います。 

それではですね、男女共同参画推進条例の制定に向けて聞いてまいります。 

私は、昨年12月議会の一般質問でも要望いたしました制度に向けて、市民が参画できる委員

会などの設置を検討されていませんか。そのメンバーの中にはですね、ぜひ農業・水産業などの

従事者、障害をお持ちの方、そして幅広い年齢層をと考えますが、いかがでしょうか。 

○堂原耕一企画調整課参事 男女共同参画推進条例につきましては、男女共同参画に向けた理念

でありますとか、市民、事業者、行政それぞれの役割などが定められているものでございますの

で、質問者からもありますとおり、様々な立場の方々からの御意見を伺い、その内容を反映させ

ていくことが重要であると考えております。 

このため、今私どものほうで取り組みましたのが、去る８月18日に学識経験者、事業者の代

表、一般公募の委員などで構成されました男女共同参画推進懇話会におきまして、条例案につい

て御審議をいただき、条例の表現方法などに対して様々な御意見を伺ったところでございます。 

また、これ以外にも質問者のおっしゃられるとおり、それぞれの事業に携わる方々ですとか、

一例を挙げますと、障害を持った方々といった様々なお立場の方々からの御意見も広く伺いたい

ということで、10月頃にはパブリックコメントを実施する予定でございます。 

男女共同参画社会の実現に向け、この推進条例と申しますのを実効性のあるものとするために、

さきに申し上げました懇話会での御意見の内容ですとか、今後行うパブリックコメントでいただ

く様々な御意見、貴重なこれら御意見をこの推進条例の策定に生かしてまいりたいと考えている

ところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 それではですね、進捗状況につきましてお聞きしたいんですけども、先ほ

ど説明がございましたので、私から１点だけお尋ねいたします。 

男女共同参画社会基本法が制定されてから20年以上がたちました。この年月の割には国も県

もなかなか進んでいないのが現状です。国は、指導的地位に占める女性の割合30％程度の目標

を今年引き延ばし、2030年までのできるだけ早い時期に達成するとしました。 

ぜひ本市はですね、せっかく条例の制定をするのですから、文章にするだけでなく、先ほども

参事のほうからございましたが、実効性のあるものになるようにぜひお願いいたします。 

例えば、行動計画の中に何年何月までに何を実行する、また報告をするとかですね、加えてい

ただきたいんですけども、その辺はいかがでしょうか。 

○堂原耕一企画調整課参事 本市では、男女共同参画社会の実現に向けまして「枕崎市男女共同

参画プラン」を策定しております。 
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これに沿いまして、様々な取組を行っているところでございますが、この男女共同参画プラン

につきましては、来年度、第３次計画の策定に着手する予定でございます。 

第３次枕崎市男女共同参画プランにおきましては、全ての人が性別に関わりなくお互いに人権

を尊重し、個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現を目指し、令和３年４月１日に施行

されます推進条例の策定を踏まえ、例えば重点的に取り組む内容ですとかといったところも推進

条例の内容に沿いまして、改めて見直しなども行いまして、推進条例に沿った具体的な取組がよ

り実効性のあるものとなるようなものを、男女共同参画プランの取組の中にも盛り込んでいきた

いと考えているところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 基本法前文に書いてあるものにつながるような、実効性のある条例策定に

なりますよう、よろしくお願い申し上げます。 

次の質問に移ります。３Ｒの取組についてです。 

７月からレジ袋有料化になりました。本市では、ごみ減量化につなげる取組としてエコバッグ

を配布しております。―このようなですね、持ち手がついておりまして、縦45センチ、横41

センチ、マチもついておりまして、色は黒と緑がございます。ナイロン製です。買物１回分は十

分に入る大きさではないかと思います。そして、枕エコと大きく表示されております。 

このエコバッグの枕エコサポーターに登録された方に配布していると思いますが、登録状況を

男女別で教えてください。 

○日渡輝明市民生活課参事 令和元年度より、新たにふだんの生活の中で身近に実践できるごみ

の減量化や節電・節水などの取組に協力していただける枕エコサポーターについて、広報紙等を

通して登録の呼びかけを行ってまいりました。 

令和２年８月末の登録者数は、男性269名、女性464名の計733名となっており、企業、団体を

はじめ多くの市民に登録をしていただいております。 

団体数につきましては18団体、462名、個人登録271名となっており、登録していただいた方

にエコバッグを配布し、買物の際に利用していただき、レジ袋の削減の協力や周りの方への呼び

かけなどをお願いしているところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 思ったよりですね、男性の登録の方も多いようで、びっくりしているとこ

ろでございます。733名というところで残り二百六、七十枚ですかね、1,000枚たしか準備され

ていると思いますが、いかがでしょうか。 

○日渡輝明市民生活課参事 今、配布をしてありますエコバッグにつきましては、令和元年度の

事業で取組をいたしまして、1,000枚作成をしているところでございます。 

○２番眞茅弘美議員 1,000枚に達した後ですね、その後も枚数を増やす予定はございませんか。 

○日渡輝明市民生活課参事 現在、配布を行っているエコバッグが1,000枚に達した場合、枚数

を増やしていくのかという御質問でございますが、マイバッグを利用した買物を行うことは、レ

ジ袋の削減によるごみの減量化をはじめ、環境課題に対する意識啓発・行動にもつながってまい

ります。 

今後も継続して取り組んでいきたいと考えておりますが、配布数や予算措置も含め検討をして

いきたいと考えております。 

○２番眞茅弘美議員 それからですね、登録のときにですね、ごみ減量についての何かしらのア

イデアとかを募集していると思うんですけど、何かいいアイデアなどございましたでしょうか。 

○日渡輝明市民生活課参事 エコサポーター登録に関しまして、ごみの減量等についてのアイデ

アも募集を行っておりますが、ごみの減量に関して市民から寄せられた内容として「日頃からご

み減量に取り組んでいるものの、なかなか徹底できていないので、意識を持って取り組むために

申し込んだ」とエコサポーターへの登録する前向きなきっかけとしている方が多くいらっしゃい

ます。 
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また、「だしに使った昆布などをつくだ煮加工している」「買物は必要な分だけ。買いだめを

しない」といったふだんから実践していることをお話しになっている方、「ごみ経費などの現状

を詳しく地区公民館などで教えてほしい」といった意見がありました。 

エコサポーターに登録された方をはじめ、環境に対する意識が高い方が多いと感じているとこ

ろでございます。 

○２番眞茅弘美議員 今、意識を高めるために使ったと前向きな意見も寄せられております。あ

とですね、団体等で登録されますと、その仲間内でですね、ごみ問題の話題が出たりして、ごみ

減量についての取組に拍車がかかると思いますので、登録に来られた方にさらにですね、声かけ

をして、また広げてくださいと、宣伝してくださいと窓口のほうでお願いするのもいいかと思い

ます。それからですね、ごみの減量化を進めておりますが、何か市民の機運を高める方法はござ

いませんか。 

○日渡輝明市民生活課参事 ごみの減量化につきましては、本市は依然として１人１日当たりの

排出量が県内19市の中で高い数値となっており、喫緊の課題となっております。 

毎年４月には、ごみ出しカレンダーを活用した啓発として全戸配布するとともに、本年４月か

らはごみ分別アプリ「さんあ～る」を導入し、ごみ減量化に向けて取組を進めております。 

また、教育委員会、小中学校とも連携し、環境学習の機会や環境ポスターの募集など施策も行

っているところです。 

今年度から１人１日ごみ50グラム削減を目標設定し、具体的な取組事例を示しながら啓発を

進めておりますが、ごみ減量、環境施策に対して関心の低い市民への意識啓発が課題であると感

じております。 

今年度、枕崎市環境基本計画策定のため作業を進めているところですが、環境保全に対する意

識や環境保全行動の状況を把握するため、アンケート調査を現在実施しているところです。アン

ケート調査には、小中高校生を含む市民、事業者1,700件程度を対象としております。 

今後、アンケート調査結果を分析し、環境施策における課題整理、達成目標、対策を整理し、

他の自治体の先進事例を参考とするほか本市の社会的条件や地理的な成り立ちも考慮しながら検

討を行うこととしております。 

市民のごみ減量に対する機運が高まるよう構成する内容については、市民が主体となった具体

的な取組を中心に施策していきたいと考えているところです。 

○２番眞茅弘美議員 アンケート調査とかですね、いい取組だと思います。前向きな検討だと思

いますので、よろしくお願いします。 

それとですね、私からちょっと提案を二、三させていただきたいんですけども、先ほどもござ

いました本市では１人当たり50グラムのごみ削減に取り組んでいるということですが、この１

つ目の提案はちょっと市民の方からヒントをいただいたんですけども、具体的にですね、ごみ処

理にこれだけの経費がかかっていますと広報紙に掲載してですね、それで本市が１人当たり50

グラムのごみ削減に取り組んでいるということでですね、１人100グラムのごみ量を50グラムに

減らした場合、幾らの削減になりますと、その経費削減が継続されれば、例えばですね、その削

減された金額で給食費に還元できますとか、高齢者福祉に使いますとかですね、分かりやすくお

示しすると、市民の皆さんもそれならやってみようと、頑張ろうという気持ちになるのではない

でしょうか。 

そして、２つ目は、ごみ出しやごみ減量に関してモデル地区の設定です。ごみ出しマナーや減

量に意欲的に取り組もうとする地域を募集し、何かしらの補助金を交付するという内容です。 

そして、３つ目は、これは提案といいますか、生ごみに水分量が多くて焼却費がかさむと聞い

ております。私はですね、かねてから家庭用ごみ処理機購入に補助金を支援していただけないか

と思っていたところですね、今回補正予算に組み込まれておりました。このごみ処理機は、室内
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で使えてとても便利なものです。結構高価ですので、ありがたいことだと思いました。 

以上のことを提案させていただきます。 

○日渡輝明市民生活課参事 御提案のありました件について答弁いたします。 

まず、ごみの減量に伴う削減効果の周知方法でございますが、ごみの減量に関しましては、令

和元年度の内鍋清掃センターのごみ処理経費は、１キログラム当たり13.89円となっており、市

民１人１日当たり50グラムの削減ができた場合、効果の目安として年間約500万円の節減につな

がってまいります。御提案のありましたとおり、効果の目安を市民に示すことで、より具体的な

アプローチもできると考えますので、情報発信の方法も含め前向きに検討をしてまいります。 

ごみの減量化に取り組むモデル地区の設定や補助金の交付等の件についてでございますが、環

境施策の実施は市民一人一人に理解していただき、市全体の行動につなげていくことが重要であ

ると考えております。 

モデル地区を設定し、その取組に補助金等を交付することは難しいかと考えますが、他の自治

体では、ごみの分別や減量化などの取組を行っている先進的な地域もございますので、事例を参

考に枕崎市として活用できないか研究をしていきたいと思います。 

生ごみ処理機の購入補助の件についてでございますが、今回の補正予算で地方創生臨時交付金

を活用し、家庭用電気式生ごみ処理機の購入補助を計上させていただきました。予算委員会の中

でも審議されますが、内容としましては、世帯を対象に購入経費の２分の１以内の額、上限を３

万円として住宅内で処理ができる乾燥型、バイオ型を補助対象としておりますので、ぜひ家庭で

活用して減量化に取り組んでいただきたいと考えております。 

市民の皆様に、なお一層の御理解と御協力をいただきながら、ごみ減量化に対する意識の醸成

と積極的な取組を図り、機運が高まっていくよう努めてまいりたいと思います。 

○２番眞茅弘美議員 この生ごみ処理機に関しましてはですね、ほかの自治体でもごみ処理機に

補助金を支援いたしまして焼却費を減らしましたというところもございます。今後もですね、こ

れぜひ継続していただきたいと要望いたします。 

 最後にですね、人間はなかなか生活習慣を変えることは容易なことではございません。しかし、

７月からレジ袋も有料になりまして、市民の意識も変わりつつあると思います。循環型社会を目

指すために……。 

○中原重信議長 時間です。以上で、眞茅議員の一般質問を終わります。 

ここで10分間休憩いたします。 

午後４時22分 休憩 

午後４時32分 再開 

○中原重信議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次に、上迫正幸議員。 

［上迫正幸議員 登壇］ 

○３番上迫正幸議員 本定例会、最後の質問者となりました。よろしくお願いいたします。 

初めに、今回の台風10号で被害に遭われました方々に心よりお見舞い申し上げます。また、

夜遅くまで対応に当たられた職員の方々、現在も後片づけに尽力されている皆様方に心よりねぎ

らいの言葉を送らせていただきます。 

さて、今年の梅雨は例年になく長く、九州を中心に大きな災害をもたらしました。特に熊本県

では球磨川が氾濫し、多数の方々が被災されました。そして、現在でも避難所生活で大変な苦労

をなされている方がいらっしゃいます。政府は激甚災害に指定して復興に尽力しておりますが、

新型コロナウイルスは復旧作業にも影響を及ぼしているようです。１日も早くふだんの生活に戻

れるように心よりお祈りするばかりです。 

それでは、通告に従いまして質問させていただきます。 
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災害対策基本法第42条の規定に基づき、作成された枕崎市地域防災計画は非常に重要な防災

計画であるわけですが、一般災害対策の中でも本市が最も重要と考えている災害応急対策と警戒

避難期の応急対策は、何があるのかをお尋ねいたします。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま質問者からございました令和２年７月豪雨により、お亡くなりになら

れた方々の御冥福をお祈り申し上げますとともに、被災された皆様に心からお見舞いを申し上げ

ます。また、救助・復旧活動に今なお取り組まれている関係者の方々に対しましては、敬意を表

したいというふうに思います。 

さて、質問のございました枕崎市地域防災計画につきましては、災害対策基本法に基づき、市

民の生命、財産を災害から守るための対策を実施することを目的とし、災害に係る事務または業

務に関し、関係機関及び地方公共団体等の協力を得て、総合的かつ計画的な対策を定めた計画で

あり、本市防災会議により決定されるものであります。 

お尋ねの一般災害対策編の応急対策につきましては、風水害時において迅速かつ的確な災害応

急対策のため、気象状況や災害規模及び範囲などから総合的に判断し、活動体制の確立が最も重

要であると考えております。 

また、警戒避難期につきましては、気象庁等から発表される情報を的確に収集し、避難を要す

る地域の実態把握に努め、避難所開設と併せて迅速に避難勧告等を発令することが最も重要であ

ると考えております。 

今後も本市地域防災計画におきましては、激変する災害等に対応するため国県の防災方針や市

の情勢等を勘案して、必要に応じ検討及び修正を行い、防災関係機関と連携協力し、総合的かつ

長期的観点での防災対策の計画的推進を図ってまいりたいと考えております。 

○３番上迫正幸議員 実際、風水災害が発生した場合の迅速かつ円滑な応急対策、例えば避難誘

導員は誰が担うのか。また、前回の質問で要配慮者の把握と避難行動要支援者の支援体制の確立

に努めたいとの答弁でしたが、現在はどの程度進捗しているのかをお聞かせください。 

○山口英雄福祉課長 災害による被害を未然に防止するためには、日頃の防災対策が不可欠であ

りまして、高齢者や障害者、乳幼児など特に配慮が必要な者に対する避難支援対策は大きな一つ

の課題というふうに考えております。 

本市では、災害が発生した場合または発生する恐れがある場合に自ら避難することが困難な者、

いわゆる避難行動要支援者でございますけれども、こういった避難行動要支援者の避難支援対策

を確立することを目的といたしまして、平成21年に枕崎市避難行動要支援者の避難支援プラン

を策定いたしまして、災害対策基本法の改正に伴う大幅見直し等を行いながら、避難支援体制の

整備に取り組んでいるところでございます。 

支援体制確立の進捗状況ということでございますけれども、本年３月の時点で要配慮者が

7,078名ございます。それで、そのうち避難行動要支援者と位置づけられる方が938名となって

おります。 

なお、災害発生時における避難支援を実効性のあるものとするためには、平常時から避難支援

の関係機関・関係者等が避難行動要支援者に関する情報をいかに共有するかが重要となりますけ

れども、避難行動要支援者、先ほど申しました938名のうち、情報提供の同意を得ている方は今

年の８月25日現在で58名にとどまっているところでございまして、今後とも避難行動要支援者

本人及び御家族のさらなる御理解、御協力をいただきながらよりよい避難支援体制の整備に取り

組んでまいりたいというふうに考えているところでございます。 

○３番上迫正幸議員 現在、避難行動要支援者が58名、938名のうち58名と、大分少ないように

思うんですが、これからはどういうあれをして、人数を増やそうと思っていらっしゃいますか。 

○山口英雄福祉課長 先ほど申しました避難行動を御自分でなかなかするのは難しくて支援が必
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要な方は938名おられます。そのうち先ほど申しましたとおり、避難行動がなかなか難しい、御

自分で避難するのは難しいという方は、多くの人が近くに住んでいる方とかの助けが必要でござ

います。 

なので、常日頃からその避難行動要支援者に関して、関係者が情報共有をしておくことが避難

行動を的確に迅速にできるための非常に重要な要素だと考えているところなんですが、その常日

頃から情報を関係機関とか関係者に提供していいよという同意を得た方がまだ58名にとどまっ

ていると、そういうことでございます。 

ということで、今後ですね、ふだんから情報提供に対して同意をしていただく方をどんどんど

んどん広げていきまして、災害時における避難行動要支援者の迅速な、安全な避難につなげてい

きたいと、そういった体制を整えていきたいと考えているところでございます。 

○３番上迫正幸議員 今、答弁がありましたようになかなかプライバシーの問題もありまして、

この58名がまだたくさん増えるように願うばかりですが、なかなかその辺も難しいと思うんで、

これからもまだ増えるように努力していただきたいと思います。 

それでは、次に、被災者が避難所に一時的または数日滞在する場合の避難所の運営は誰がする

のか。また、避難所で定員がオーバーした場合の対処方法をお尋ねいたします。 

○田中幸喜総務課参事 本市におきましては、台風の接近、上陸や大雨などによる災害発生が事

前に予測される場合においては、市長以下、関係課長等による事前対策会議を開催し、災害関連

情報等を収集しながら、災害対応や避難所開設の有無等を検討しておりますが、避難勧告等を発

令し、一時的に滞在する指定避難所、いわゆる第一避難所の開設を決定した場合においては、避

難所ごとに避難所担当職員２名を配置して運営に当たっております。 

しかしながら、地震などの大規模災害等によりまして、被災者の滞在が長期化する指定避難所、

第二避難所の運営につきましては、避難所管理運営マニュアルに基づき、住民の主体的な組織や

ボランティア組織等の協力をいただき、それらの組織等が主体となって運営していただくことと

なります。 

なお、大規模災害等の発生や新型コロナウイルス感染症の予防対策等により、第一避難所及び

第二避難所の指定避難所に収容しきれない場合の対応といたしましては、指定避難所以外に公共

施設の空き施設や自治公民館などの活用を図ることを考えておりますが、先般、避難所として施

設使用に関する協定を鹿児島水産高等学校と締結したところでございます。 

また、災害救助法が適用された場合等においては、国の財源措置もなされますので、旅館・ホ

テル等の活用も考慮しておく必要があるものと考えます。 

なお、先般の台風10号においては、かつてない記録的な大雨・暴風・高潮・高波となること

が予想され、最大級の警戒が必要であるとされたことから、避難所については、第一避難所８か

所、第二避難所４か所に加え、臨時避難所も合わせて13か所の避難所を開設し、対応したとこ

ろであります。 

激甚化する災害への対応や新型コロナウイルス感染症予防を考慮いたしますと、今後とも多く

の避難所の確保と開設が重要となると考えているところでございます。 

○３番上迫正幸議員 今回は13か所の避難所を開設したということで、収容人数は何名ぐらい

になると予想されましたか。 

○山口英雄福祉課長 今回の台風10号につきましては、先ほど参事が答弁しましたとおりコロ

ナ対策の観点から収容定員をかなり絞って、制限して、その上で受入れをしたところでございま

すが、第一、第二避難所併せて開設しました、水産高校も含めてですが、合わせて受入定員とい

たしましては、1,300を超える避難所を準備したところでございます。それに対しまして、実際

に避難された方、収容した方は554人というふうになったところでございます。 

それから、先ほど参事も説明申し上げましたが、各自治公民館、自主避難所ですね、そういっ
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たところも開設していただきました。自主避難所につきましては、５か所で25人が自主避難を

されたというふうに報告を受けております。 

○３番上迫正幸議員 579名の方が避難されたということで、これは１泊だったわけですよね、

その被災された方が長期の避難生活になった場合に仮設住宅の建設はあるのか。また、あるとす

れば、どこを予定しているのかをお聞きいたします。 

○田中幸喜総務課参事 大規模災害発生時におきまして、住家が全壊、全焼または流出し、居住

する住家がない者であって、自らの資力では住宅を得ることができない者を収容する応急仮設住

宅の建設は、地域防災計画に基づき市長が実施することとなります。ただし、災害救助法が適用

された場合は、知事が実施者となり、国がその費用を負担することとなります。 

本市地域防災計画では、応急仮設住宅の建設候補地として、妙見グラウンド及び片平山グラウ

ンドを定めておりますが、このことにつきましては、鹿児島県地震等災害被害予測調査により示

されております最大被災ケース想定地震、種子島東方沖における全壊・焼失戸数を40棟と想定

し、建設候補地を先ほどの２か所にしているところでございます。 

○３番上迫正幸議員 はい、分かりました。それでは最後に、避難所で考えられる問題点として、

どのようなことを想定しているのか。特に感染症対策については、どんな対策を立てているのか

をお尋ねいたします。 

○山口英雄福祉課長 避難所の運営に関する問題点ということでございますけれども、避難所の

管理運営に関しましては、プライバシーの確保、高齢者、障害者、女性や乳幼児など配慮を必要

とする方に対する適切な心配り、それから今おっしゃられた新型コロナウイルスやインフルエン

ザなどの感染症防止のための的確な対応といったことが課題となります。 

それで、新型コロナウイルス等の対応につきましては、先ほども答弁いたしましたとおり、こ

れまでの定員を感染症対策ということで大分絞りまして、しかも今回第一避難所のほかにも同時

に第二避難所も、それから臨時避難所も開設して収容人員を広げたところでございます。そうい

った対応を取っております。 

また、運営面での問題といたしましては、大規模災害時など長期間の避難所開設を余儀なくさ

れる場合等におきましては、トイレの確保、それから避難所内の衛生面の維持、避難者の健康面

に関する配慮等のほか、先ほど総務課参事も答弁申し上げましたとおり避難所運営を自主防災組

織等の地域の住民の方にお願いしなければならないということで、そういった場合になかなか円

滑な避難所運営ができるのかといった問題もありまして、それらの様々な問題が想定されるとこ

ろでございます。 

避難所を適切に運営するためには、運営の指針となる避難所管理運営マニュアルの整備が非常

に重要となると思っております。本市では、平成21年６月に避難所管理運営マニュアルを策定

し、運用してきたところでございますけれども、新型コロナウイルス感染症対策の視点も含めた

総合的な避難所管理運営マニュアルの整備に向けまして現在、鋭意作業を続けているところでご

ざいます。 

○中原重信議長 一般質問の途中でありますが、あとしばらくで午後５時になります。本日の会

議時間を本日の議事が終了するまで延長いたします。 

上迫議員、一般質問を続けてください。 

○３番上迫正幸議員 災害が起きないことが一番でありますが、もしものときの防災というのは

大変重要になってくると思いますので、またこれからも防災のほうにもっと力を入れて頑張って

いただきたいと思います。 

それでは、次に消防団活動体制について質問いたします。消防団員の育成、強化策は進んでい

るのかをお尋ねいたします。 

○松田正知消防総務課長 消防団員の育成につきましては、鹿児島県消防学校への入校をはじめ、
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毎年開催しております新入団員教育及び機関員講習の開催並びに毎月実施しております定期訓練

におきまして、規律訓練や現場活動における基礎訓練などの反復訓練を行い、育成を図っており

ます。 

また、新たな取組といたしまして、平成25年度から地図を用いて地域の大規模災害を想定し、

危険が予測される事態をシートに書き込む消防団図上訓練を市内各地域で開催するとともに、公

務災害の防止を主眼といたします消防団Ｓ－ＫＹＴ研修、いわゆる消防団危険予知トレーニング

や安全管理セミナーなど関係機関と協力して随時開催しております。 

このような取組により、様々な視点から消防団員の育成・強化が図られ、一定の成果を得てお

りますが、今後も消防団員の資質のさらなる向上を目指し、効率的で質の高い訓練を実施してい

きたいと考えております。 

○３番上迫正幸議員 団員の育成強化策は順調に進んでいると見受けられます。 

それでは、消防団員の高齢化対策に取り組むとの前回の答弁でありましたが、その後どういっ

た対策を取られて、その成果はあったのでしょうか、お答えください。 

○松田正知消防総務課長 消防団員の高齢化対策については、昨年の９月議会での質問に対しま

して、適材適所で活躍できる環境の整備と処遇や装備の充実を図ることに取り組んでまいりたい

と答弁したところでございます。 

まず、適材適所での活躍につきましては現在、各分団に普通救命講習会の開催をお願いし、各

分団が積極的に講習会を受講しておりますが、高齢の団員に対しましては、さらにもう一段ステ

ップアップさせ、女性消防団員と同様に応急手当普及員の資格を取得させ、自主防災会や地域の

救急訓練時に消防職員とともに住民に救急指導できるような体制を整備し、高齢の団員が消防活

動はもとより救急活動の現場においても地域に貢献できるような体制の構築を計画しているとこ

ろでございます。 

次に、処遇につきましては昨年、新たに２事業所に消防団協力事業所表示証を交付し、消防団

活動への御理解と御協力をお願いしたところでございますが、今後も協力事業所の拡大に努めま

して、消防団員が活動しやすい環境づくりに努めてまいります。 

○３番上迫正幸議員 もし火災が発生し、本部の到着前に初期消火ができるように地域住民にポ

ンプ車または小型ポンプの操作方法を教えるなどの考えはないのでしょうか。 

○松田正知消防総務課長 地域住民が初期消火を行う場合は、消化器などの簡易な消火器具によ

り行うことを想定しております。 

お尋ねのポンプ車等を活用しました消火活動につきましては、車の鍵の管理の在り方や特に事

故などが発生した場合における公務災害補償の観点から、整理すべき課題があると考えておりま

す。 

しかしながら、消防隊到着後に、消防職・団員の要求により、ホース延長や消火作業に従事す

るなど消火活動に協力することは可能でございますので、今後は地域住民に対しまして、自主防

災組織の訓練を活用し、ホースの延長要領やとび口の取扱要領など消火作業に関する基本的な消

防訓練も併せて行い、消防職・団員、地域住民が一体となった消火活動を行うことで、被害の軽

減が図られるような方策を検討してまいります。 

○３番上迫正幸議員 ポンプ車、小型ポンプはなかなか利用が難しいということで、これからは

消防団員を交えて簡単な消化操作方法を教えてくださるということで、ぜひやってほしいと思い

ます。 

次に、現在の消防団の資材、装備は十分であると考えますか。また、分団長、班長に貸し出さ

れている通信機で火災時の通信は十分なのか、お聞きいたします。 

○松田正知消防総務課長 まず、消防団の車両につきましては、小型ポンプ積載車を平成26年

度から平成28年度の３年間で全分団の更新を完了し、令和４年度からは消防ポンプ自動車の更
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新も計画しているところでございます。また、平成29年度からは老朽化しておりました小型動

力ポンプを更新計画に基づきまして、順次更新を行っております。 

次に、装備につきましては、平成27年度からライフジャケットや消防団員用防火帽などの更

新を順次行い、装備の充実を図ってまいりましたが、今後も消防団員の安全の確保に万全を期し

てまいります。 

次に、通信手段につきましては、消防無線のデジタル化に合わせまして、全ての消防ポンプ自

動車にデジタル無線を装備しております。 

また、消防団員から要望のありましたデジタルトランシーバーを消防団救助能力向上資機材緊

急整備事業補助金を活用いたしまして、令和元年度に23台購入し、従来、副分団長以上に貸与

しておりましたデジタルトランシーバーを班長以上に拡充を図り、現場活動における通信手段の

充実を図ったところでございます。 

○３番上迫正幸議員 消防団に装備される資材等、トランシーバー等も十分では、私はないと思

うんですが、徐々に増えてきていると思います。 

それでは、前回、団員定数を質問いたしました。現在の定員数減は現在考えていないのか。ま

た、団員の定年制は検討しないのか、お聞きいたします。 

○松田正知消防総務課長 まず、定数につきましては、平成25年度に女性消防団員の採用に伴

い、団員を12名増員し、条例定数は260名になったところです。 

定数の減につきましては昨年の９月議会でも答弁いたしましたが、本市では一部の分団では、

消防団員の平均年齢が高く、団員の確保に苦慮していると承知しておりますが、自治公民館など

関係機関の御協力により条例定数を確保できておりますので、地域防災力の維持という観点から、

現状では定数の減ということは考えていないところでございます。 

次に、定年制の導入につきましては、全ての消防団員は高い使命感を持って活動していただい

ており、高齢な団員も含めまして団員のモチベーションも非常に高く、一概に年齢で線を引くと

いうことは現状では考えていないところでございます。 

また、これまでも答弁いたしておりますが、高齢の消防団員の消防団活動につきましては、

様々な視点から検討を重ねまして、救急活動を含め適材適所での活躍ができるよう環境を整えて

まいります。 

○３番上迫正幸議員 消防団員の定年は考えていないということで、適材適所の役割を与えると

いうことでよろしいですか。―はい、分かりました。 

それでは、次の質問にまいります。 

梅雨時期の農作物への影響についてお尋ねいたします。今年は例年になく梅雨の期間が長かっ

たが、農作物への影響についてどのように考えておられますか。 

○原田博明農政課長 今年の梅雨は５月30日から７月28日までと、例年より２週間ほど長く、

雨の降った日が多かったため、６月から７月にかけてナス、キュウリ、ニガウリなど夏野菜の生

育が不良となっていましたが、梅雨が明けてからは晴天が続き、夏野菜については状況が回復し

てきたと分析しております。 

長雨の影響を受けた作物としては、カンショが影響を受けています。先日の坪掘調査では昨年

の同時期と比べて、青果用・加工用の品種で前年比75％、工業用の品種で前年比85％となって

いました。長雨による日照不足など気象的な影響と、各種病害虫被害（基腐病、ナカジロシバタ

などの害虫）の影響と考えています。 

果樹については、梅雨明け後、高温による果実の日焼けが見受けられ、今後の状況では出荷の

できない果実もあるのではないかと危惧しているところでございます。また、今回の台風10号

でも倒木や果実の落下など被害も出ていると把握しているところでございます。長雨などで湿度

が高い状態が続くと、黒点病などの病害が発生しやすい環境になります。生産者に対しては、現
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地での栽培講習会等において予防剤による防除の周知を図っているところでございます。 

お茶については、大きな影響が出ていないと伺っています。ただ、台風９号で若干塩害の被害

が見受けられるということで報告がされています。果樹同様に病害虫が発生しやすい環境になっ

ていますので、通常の防除体系で対応するように周知しているところです。 

米については、日照不足や長雨による害虫の発生により、例年とすると１割から２割の減収で

あったと報告があったところでございます。 

○３番上迫正幸議員 梅雨が過ぎたら毎年雨のせいで野菜の価格が大変上がるわけなんですが、

今年も多分に漏れず、野菜の値段が２倍、３倍したように伺っております。 

先ほど説明ありましたが、今年ももう既にカンショは基腐病が畑のところどころ、または畑全

体に広がっているように見受けられます。基腐病以外の考えられる原因と今後の病気に対する対

応を今一度説明をお願いいたします。 

○原田博明農政課長 南薩地域振興局農政普及課、ＪＡ南さつま、市において、主要な地区を巡

回し、地上部の萎凋、枯死などの発生状況を毎月調査していますが、８月の調査内容としては萎

凋、枯死などによる地上部の被害率については被害率０％が60％、３％未満の被害率が37％、

３％から20％の被害率が３％となっており、基腐病の発生は全体の約１割と見ています。県全

体の発生状況も約１割と把握しているとのことでございます。 

カンショの萎凋、枯死の内容としては、７月の長雨とその後の日照りや干ばつ、基腐病などの

病害の拡大によるものと見られています。また、ナカジロシバタやイモコガなどの害虫の発生が

例年より早く、食害による枯死の状況も見られています。 

このように、カンショの茎や葉が枯れている状況としては、大きな原因として基腐病、害虫の

発生、干ばつによるもので、全てが基腐病であるというわけではありません。ただ、長雨等の影

響で基腐病の菌の拡散など、今後の発生拡大は心配なところではあります。農家の方々は塊根が

大きくなるまでの期間を置くか、基腐病が発生する前に収穫するか、判断に苦慮していると伺っ

ています。 

県農政部からは令和２年産原料用サツマイモの早期収穫への対応について、各酒造メーカーや

でん粉工場に依頼がされていると伺っているところでございます。 

今後の対策としては、県やＪＡ等と連携し、病害が発生した株は抜取りをすること。また、予

防剤の散布についても呼びかけをしているところです。 

枕崎市甘しょ対策協議会を中心に次期作の健全種芋の確保による苗づくりや本圃の残渣処理、

土壌消毒など基本技術の徹底を指導してまいります。 

その他、国県に対して支援事業等の要望と事業実施時の内容説明や申請の支援を行う考えでご

ざいます。 

○３番上迫正幸議員 いろんな対策をやられているようで、秋には収穫量が去年並み、それ以上

になるように希望して、次の質問に移りたいと思います。 

次に、梅雨の大雨の影響で、耕作地の崩壊があると聞きますが、把握している分でよろしいの

で崩壊した箇所と現在の補修工事の進捗状況をお尋ねいたします。 

○小湊哲郎農政課参事 ５月中旬及び７月初旬の豪雨による被災状況につきまして、農地の被災

につきましては13件報告を受けておりますが、そのうち12件は国庫補助災害に該当しないのり

面の崩壊がほとんどでありました。 

土のう積みによるのり面の復旧、土のう袋の支給及び崩壊した土砂の撤去をお願いしていると

ころでございます。 

○３番上迫正幸議員 国庫補助が出ないということは、補修する場合は地権者の手出しがあると

いうことですか。 

○小湊哲郎農政課参事 国庫補助に該当しない農地の災害につきましては、基本的に農地は個人



- 118 - 

の財産ということで補助をしていないところであります。 

平成24年までは補助金等の支給をしておりましたが、平成25年度から県内各市の状況等を調

査しまして、少額災害への補助は行っておりません。土のう袋の支給のみを行っているところで

あります。 

○３番上迫正幸議員 基本的に持ち主が資金を出すとなると、資金が大きくなればなるほど、本

人はもうしなくていいんじゃないかみたいなことを考えると思うんですが、その辺はどうでしょ

うか。 

○小湊哲郎農政課参事 議員がおっしゃるとおり、高齢化とかそういうので農地の被災を受けた

ときに復旧できないとかっていうことも考えられますので、今後はまた県内各市の状況とかを調

査しながら、少額災害についての補助等の検討をしてまいりたいと考えているところです。 

○３番上迫正幸議員 持ち主が補修しないとなると、耕作者はその畑では結局もう作物を作らな

くなるわけです。それで、この耕作放棄地が広がっていくおそれはないんですか。 

○小湊哲郎農政課参事 議員がおっしゃるとおり、そういうことも考えられますので、多面的機

能支払交付金という国の制度を使った事業も取り組んでおります。令和元年度で８組織12集落

が取り組んでいるわけなんですけども、ほかの集落への取組の支援とか啓発を図って、耕作放棄

地ができない、発生しないような対策を考えていきたいと考えております。 

○３番上迫正幸議員 できるだけの対策を取られまして、耕作放棄地が増えないように努力して

いただきたいと思います。 

それでは、次の質問に移ります。 

市長は令和２年度の施政方針でお魚センターを体験型観光拠点施設としてポテンシャル強化を

図るとおっしゃいました。現在もその考えに変化はないのかという質問を準備しておりましたが、

永野議員がさっき聞いてお答えしたので、それはちょっと割愛させていただきます。 

今年度は新型コロナウイルスの関係で営業自粛を余儀なくされ、観光客、来館者ともに激減し

ていると思われます。今後の見通しも不透明ですが、コロナが収束し、平常営業に戻ったときの

お魚センターの集客の施策としては、どのような考えをお持ちなのかをお聞きいたします。 

○新屋敷増水産商工課参事 今、議員からもありましたとおり、お魚センターの観光客、一般客

を合わせました総入館者数は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、７月末時点で昨年

度と比べて約50％落ちて大幅に入館者数が減少しております。 

こうした状況から、今後のにぎわいづくりの取組ですけれども、お魚センターとしましては新

型コロナウイルスの感染予防対策に努める中で、９月には敬老の日にちなんだイベント、11月

はいいふしの日にちなんだイベント、その後も定期的にイベントを継続して開催していく中で、

お魚センターのにぎわいづくり、魅力づくりを図っていきたいと、そういうふうに聞いていると

ころでございます。 

○３番上迫正幸議員 定期的にイベントを計画しているということで、客足が少しでも伸びるこ

とを願うばかりでございます。 

それでは最後に、最近火之神公園でキャンプをしている大勢の方々が見受けられます。キャン

プをするには絶好の景色だと思いますが、まだ公園を生かし切れていない印象を受けます。公園

周辺を整備するという計画はないのですか、お答えください。 

○鮫島寿文水産商工課長 朝の一般質問の答弁と重なる部分もあるかもしれませんが、火之神公

園につきましては、坊野間県立自然公園の一部でもあることから、来園される観光客や市民の皆

様に自然景観を楽しみながら過ごしていただくための施設として位置づけをしております。 

これまでの公園整備を少し申し上げますと、県の魅力ある観光地づくり事業を活用し、平成

22年度に園路、東屋及び炊事場を、また平成27年度から28年度にかけましては、火之神公園広

場からプール東側までの園路、ベンチ及び照明施設等を整備したところです。平成30年度末に
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は公園の西側に「未来をつむぐ幸せの鐘」のモニュメントが民間団体の御厚意により寄贈されて

おります。また、昨年度は県の地域振興推進事業を活用しまして、公園西側からプールまでの園

路等の新設を行い、公園とプールとの周遊性を高めたところです。 

このように公園周辺の周遊性を高めること、また自然景観に配慮しながら東屋や炊事場等の整

備を行ってきたことで、公園内の利用者も増加してきていると感じております。週末、また週末

に限らずキャンプ客や朝夕に市民の散策の様子をよく目にするようになりました。 

火之神公園については、冒頭にも申し上げましたように自然公園の一部でありますので、本市

としましても自然景観に配慮しながらの整備・運営を目指しております。今後の大規模な開発に

ついては計画しておりませんが、公園の利用状況等を勘案し、周辺の駐車場整備等の検討をして

まいりたいと考えているところです。 

○３番上迫正幸議員 お魚センターから火之神公園までの道路整備の計画はないのかをお尋ねい

たします。 

○松崎信二建設課長 お魚センターから火之神公園までの道路整備につきましては、現時点での

道路拡幅等の改良事業の計画はないところでありますが、道路の老朽化対策として、平成25年

度から平成27年度にかけて、内鍋清掃センターへ向かう交差点付近から火之神公園までの区間

におきましては、舗装補修工事を実施済みであり、馬追川からただいま申しました交差点付近ま

での区間におきましても、舗装の老朽化の状況を把握しながら、必要に応じて補修を行ってまい

りたいと考えております。 

○３番上迫正幸議員 火之神公園までの道路の補修整備の計画があるということで、これが整備

されてもっとたくさん枕崎に観光客が来ることを願いまして質問を終わりたいと思います。 

○中原重信議長 以上で、上迫正幸議員の一般質問を終わります。 

これをもって一般質問を終結いたします。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午後５時23分 散会 
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枕崎市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

国の責任による「20人学級」を展望した少人数学級の前進を求める陳

情 

 

枕崎市児童厚生施設に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

（自家増殖を原則禁止とする）種苗法改正の取りやめを求める意見書

の提出を求める陳情 

 

令和２年度枕崎市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和２年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和２年度枕崎市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度枕崎市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和２年度枕崎市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度枕崎市公共下水道事業会計補正予算（第１号） 
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○ 本日付議された事件は議事日程（第４号）のとおり 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 吉 松 幸 夫 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 豊 留 榮 子 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

沖 園 信 也 事務局長     松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記         溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長        小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 川 崎   満 市民生活課長 

佐 藤 祐 司 財政課長  山 口 英 雄 福祉課長 

松 崎 信 二 建設課長  原 田 博 明 農政課長 

田 中 義 文 健康課長  神 園 信 二 税務課長 

堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 駒 水 孝 広 農委事務局長兼農業振興係長 

小 峯 恵美子 監査委員事務局長 水 流 敏 幸 監査委員    

堂 原 耕 一 企画調整課参事 小 湊 哲 郎 農政課参事兼耕地林務係長 

新屋敷   増 水産商工課参事 日 渡 輝 明 市民生活課参事 

山 口 美津哉 会計管理者兼会計課長 田 中 幸 喜 総務課参事 

丸 山 屋 敏 教育長 宮 原   司 教委総務課長     

満 枝 賢 治 学校教育課長 上 園 信 一 生涯学習課長     

中 嶋 章 浩 文化課長 豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 

松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 中 原 浩 二 消防長   

松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長  

山 口   太 総務課主幹兼行政係長 
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

日程第１号及び第２号を一括議題といたします。 

総務文教委員長に報告を求めます。 

［永野慶一郎総務文教委員長 登壇］ 

○永野慶一郎総務文教委員長 ただいま議題となりました日程第１号及び第２号について、総務

文教委員会の審査の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。 

まず、日程第１号枕崎市過疎地域自立促進計画の変更について申し上げます。 

本件は、平成28年度から令和２年度までの５年間を計画期間とする枕崎市過疎地域自立促進

計画について、生活環境の整備の分野の対策に係る本文中の文言の追加を行うほか、令和２年度

の当初予算で計上し、本年度以降に実施を予定している事業の計８件の追加と１件の削除を行う

とともに、事業の見直し等による事業内容の変更１件、事業名の文言整理３件を行うものであり、

今回の事業の追加等により、当計画期間中における事業数としては、令和元年度末の217事業に

対し、224事業になる。過疎債を借り入れるために今回事業計画を変更するもので、県との協議

も既に整っているとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第２号国の責任による「20人学級」を展望した少人数学級の前進を求める陳情に

ついて申し上げます。 

委員から、コロナ禍の中で、現場で働いている学校職員は今どういう状況なのかという質疑が

あり、４月から７月までの時間外勤務が、昨年と比較して若干増えているが、校長が各職員にコ

ロナのための時間外勤務を命じたりしたことはなく、負担感もないという報告を受けているとの

ことです。 

また、委員から、現在、教員確保が非常に大変なようだが、どういう状況にあるのかとの質疑

があり、特別支援学級が昨年度も県内で100学級以上増えている。教職員を特別支援学級に多数

配置する必要があるため、教職員が不足する傾向にあるとのことです。 

そのほか、委員から、とにかく人の命を守るということ、そして子供たちが安心して学校で学

び、友達とも会える、そういう環境をつくるために20人学級にするべきだとの意見や、20人学

級が現実的に可能なのか、緊急にできるようなものでもないとの意見が出され、採決の結果、本

件は、賛成少数で不採択とすべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。 

○６番城森史明議員 過疎地域自立促進計画の変更についての中で、公共下水道の追加分があり

ました。それと、給食設備の追加がありました。この２件については、どのように具体的に委員

会で質疑応答があったのか、質問いたします。 

○永野慶一郎総務文教委員長 公共下水道と給食センターの追加については、委員会の中ではそ

ういった質疑はございませんでした。 

○６番城森史明議員 質疑はなかったと言いますが、実際、具体的にこれが上がっているわけで

すから、どういう内容での変更があったのか、それと給食センターもそうですよね。その辺が分

からないと採決はできないと思うので質問しているところであります。 

○永野慶一郎総務文教委員長 給食センターは、特に質疑は委員会のほうでは出ておりませんで

した。 

下水道のほうについてはですね、本年度は3,490万を過疎債で計上しているというような答弁

がありました。以上、それだけでございます。 
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○６番城森史明議員 これ当局に聞いていいのか分かりませんが、この２点はどういう内容なん

ですか。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

ただいま上程中の案件については、討論の通告もありませんので、直ちに採決いたします。 

これから、順次、採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第１号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第63号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第２号に対する委員長報告は、不採択でありますので、採択するかどうかについて

起立により採決いたします。 

日程第２号は、採択することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立少数であります。 

よって、陳情第６号は、不採択と決定いたしました。 

次に、日程第３号及び第４号を一括議題といたします。 

産業厚生委員長に報告を求めます。 

［吉嶺周作産業厚生委員長 登壇］ 

○吉嶺周作産業厚生委員長 ただいま議題となりました日程第３号及び第４号について、産業厚

生委員会の審査の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。 

まず、日程第３号枕崎市児童厚生施設に関する条例の一部を改正する条例の制定について申し

上げます。 

本件は、枕崎児童館に新たに冷暖房装置を設置したことに伴い、その使用料を定めようとする

もので、設定される冷暖房使用料については、片平山児童センターの使用料と同額になるとのこ

とです。 

委員から、近隣の自治体では児童館の使用料を徴収していないとのことだが、本市はどのよう

になっているのかとの質疑があり、使用料については、条例で基本的に無料としているが、使用

できるものの範囲以外のものが使用する場合には、条例で定める使用料を納入しなければならな

いとのことです。 

本件は、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第４号（自家増殖を原則禁止とする）種苗法改正の取りやめを求める意見書の提出

を求める陳情について申し上げます。 

本陳情は、枕崎市岩戸町の日本の種子を守る会の方から提出されたものです。 

本件は、第201回国会に上程された種苗法改正案によると、これまで認められてきた農家のタ

ネ取り（自家増殖）の権利が著しく制限されると同時に許諾手続・費用、もしくは種子を毎年購

入しなければならないこととなり、日本の農業を支える圧倒的多数の小規模農家には大きな負担

が生じることから、農家の経営を圧迫し、農業の衰退を招きかねず、今後の地域農業や農家、消

費者の権利を守り、安定した農作物・食糧を確保する観点から種苗法改正案の取りやめを求める

意見書の提出を求めるものであります。 

委員から、愛媛県の紅まどんなや鹿児島県の大将季にしても農協を通じてしか買えない状況に

あり、作った物は農協に納めないといけない条件となっており、改正されても変化はあまりない

のではないかとの質疑があり、今回の法改正の主なポイントとして、現在優良品種が海外に流出



- 124 - 

され、海外で作られて逆輸入されてきている中、育成者権者に対しての保護、日本の産地・農家

の保護にもなると認識しているとのことです。 

また、委員から、主要農産物の取扱いと登録品種の規制についての質疑があり、品種には一般

品種と登録品種があるが、一般品種が全体の９割程度を占めており、枕崎で作られている農作物

についてはほぼ一般品種ということで登録や許諾が必要になることはないとのことです。 

多くの委員から、優良品種の海外流出防止については理解できるとの意見が出されたものの、

登録品種の許諾料を支払うことについては農家にとってマイナス面が多いという意見や、許諾料

は安く、栽培についても限定されるので本市には大した影響はないなど意見が分かれたところで

ありますが、採決の結果、本件は賛成多数で採択とすべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。 

○９番立石幸徳議員 ただいまの委員長報告の中で、日程第４号の陳情第５号についてですね、

質疑をいたしたいと思います。後もって意見書も提案されるようになっていますので、要点のみ

をお尋ねをさせていただきます。 

まず、今度のこの種苗法改正の目的、委員長報告でも少しはあったように思うんですけども、

明確に今度の法改正の意義ですね、どこに狙いがあるのか、この点を委員会ではどのように整理

をされたのか、このことをお尋ねをします。 

それから２点目に、陳情文の中に自家増殖を原則禁止と許諾制という形で事実上一律禁止する

こととなると言うんですが、農水省のこの関係の解説書を読みますと許諾制なんですね。許諾制

ということは、許可を求めればちゃんと自家増殖もできるということですよ。何が禁止されるの

か。現在の法律の中でも、許諾制っていうことが取られているわけです。ですから、この事実上

一律禁止になるという改正で陳情文に出ていますが、この点について委員会ではですね、何が禁

止されるんですかね。 

３点目に、これも陳情文にある許諾に当たって大きな負担を伴うと陳情の中で言っているんで

すけれども、大きな負担というのはどれぐらいの負担になるんですかね。この点を委員会ではど

う論議されたのか。 

最後に、種苗法が現在の法案どおり改正された場合に、本市に与える影響、幾らか出されまし

たけれども、本市に与える影響について、委員会では詳細に審査をされているのかどうかですね、

以上４点お尋ねをいたします。 

○吉嶺周作産業厚生委員長 １番目の質疑に対してはですね、委員長報告で述べたような法改正

の主なポイントは、優良品種が現在海外に流出され海外で作られて逆輸入されている現状があり、

法改正により育成者権者、日本の産地、農家の保護にもつながるというようなそういった答弁が

出たところであります。 

２番目の自家増殖の禁止に対してはですね、特に禁止についての質疑はなかったところであり

ますが、許諾登録品種に限り、許諾料を払って導入した苗は、今後自分で生産するため増殖する

ことは何の問題もないということでした。 

次に、３番目の法改正により大きな負担が生じるという部分、許諾料についてはですね、米で

苗代が1,600円の場合、自分の県の農業者の場合は2.56円、ほかの県の農業者については８円、

ブドウについては4,000円の苗代に対して60円の許諾料を払わないといけないというふうに示さ

れているということであります。 

それから、最後の質疑の枕崎市の影響についてはですね、枕崎で作られている農作物につきま

しては９割程度が一般品種ということで、登録されたり、許諾が必要になることはないというこ

とで委員会で審査したところであります。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 
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○４番沖園強議員 １点だけお伺いしときたいと思いますが、法改正によって海外への不正持ち

出しの抑止力になるものの十分とは言えないというような不安材料があるんですけど、現在農家

が保有する品種、種苗を厳密に把握しなければ、流出の防止の効果は小さいと言われているんで

すけど、許諾料の例が示されているのは何品目あるんですか、議論はされなかったですか。 

○吉嶺周作産業厚生委員長 許諾料につきましては先ほど言ったとおりですね、ブドウの品種に

ついては4,000円の苗代に対して60円、米で苗代が1,600円の場合、自分の県の農業者の場合が

2.56円、ほかの県の農業者については８円、許諾料が必要となる改正になると思います。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

ただいま上程中の案件については、討論の通告もありませんので、直ちに採決いたします。 

これから、順次、採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第３号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第62号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第４号は、起立により採決いたします。 

日程第４号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、陳情第５号は、採択と決定いたしました。 

次に、日程第５号から第10号までの６件を一括議題といたします。 

予算特別委員長に報告を求めます。 

［立石幸徳予算特別委員長 登壇］ 

○立石幸徳予算特別委員長 ただいま議題となりました日程第５号から第10号までの６件につ

いて、去る９月11日に委員会を開催し、委員長に立石幸徳、副委員長に東君子委員を選出し審

査いたしました。 

委員会では各般にわたり質疑、答弁が交わされたところでありますが、本委員会は議長を除く

全議員で構成されており、委員会における質疑、答弁及び意見、要望など詳細な審査経過につき

ましては配付のとおりでありますので、審査の結果について御報告いたします。 

日程第５号令和２年度枕崎市一般会計補正予算（第７号）、日程第６号令和２年度枕崎市国民

健康保険特別会計補正予算（第２号）、日程第７号令和２年度枕崎市後期高齢者医療特別会計補

正予算（第１号）、日程第８号令和２年度枕崎市介護保険特別会計補正予算（第２号）、日程第

９号令和２年度枕崎市水道事業会計補正予算（第１号）、日程第10号令和２年度枕崎市公共下

水道事業会計補正予算（第１号）の６件については、いずれも全会一致で、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

ただいま上程中の案件については、討論の通告もありませんので、直ちに採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第５号から第10号までの６件は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第５号から第10号までの６件は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第11号を議題といたします。 
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提出者に提案理由の説明を求めます。 

［吉松幸夫議員 登壇］ 

○７番吉松幸夫議員 議案第66号（自家増殖を原則禁止とする）種苗法改正の取りやめを求め

る意見書でございます。 

農林水産省は、優良品種の持続的な利用を可能とする植物新品種の保護に関する検討会で種苗

法の現行制度の見直しを検討し、2019年11月15日、新品種保護に関する対策を取りまとめ、こ

れに基づき、さきの通常国会に種苗法改正案を提出し、継続審査となっております。 

日本の農業を支える圧倒的多数の小規模農家にとって、これは新たに大きな負担が発生するこ

ととなる。これは農家の経営を圧迫し、ひいては農業の衰退を招きかねず、国連家族農業の10

年や小農の権利宣言の精神とも相反するものであります。 

今回の法案では、裁判の際には特性表に基づいてのみ判断するとされるため、育成者権者にと

っては大変有利である一方、小規模農家を萎縮させ在来種の栽培やタネ取りを断念させる可能性

もあり、自家増殖禁止は種子の多様性や地域に適した作物栽培を妨げかねず、食料自給率の低い

日本においては食料安全保障の観点にも逆行していると考えるところであります。 

よって、国会及び政府に対し、地域農業や農家、消費者の権利を守り、安定した農作物・食料

を確保する観点から、農家の権利を制限する種苗法の改正を取りやめるよう強く要請いたします。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出いたします。 

令和２年９月25日、枕崎市議会。 

○中原重信議長 お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。 

○６番城森史明議員 この意見書の中に小規模農家っていうのが出てきますが、その小規模農家

の定義っていうのはどういうものなのか。要は、家庭菜園でやっている人たちも小規模農家に入

るのか、それとも販売をしてない人も小規模農家に入るのか、その辺の定義はどうなっているの

か。 

それと、海外流出が事実上避けられないということを書いてありますが、実際、和牛がですよ、

日本の黒毛和牛の精液が海外に流出されそうになりました。この種苗法でそれを規制しないと、

例えばブドウにしろ、果物にしろ日本の農産物は非常に世界から評価されているわけですね。そ

れが世界中の至るところで栽培されたら日本の農業はどうなるんですか。日本の価値は下がりま

すよ、和牛の価値は下がりますよ。 

だから、それを規制するのが一番じゃないんですか。それを規制するためにこの法律がしよう

としている一番の目的はそこなんですから、その辺はどう考えているんですか。これをつくらな

かったらどんどん出ていきますよ、海外に、それをどう考えているんですか。２点質問します。 

○７番吉松幸夫議員 小規模農家の定義はというふうなことですけれども、日本であるのが家族

で個人経営しているところは小規模農家に当たるのではないかなというふうに考えておりますが。

それと、その種苗法を改正して種が海外に流出するという部分も、現行でもそういう規制はある

であろうし、ただ、今回の改正という部分があまりにも個人経営の農家とかそういうところに不

安をあおっていると、不安を。誤解とか分かりませんけれども、そういった形の不安を与えてい



- 127 - 

るということは間違いないことですので、そういった観点で我々は意見書を提出したまでです。 

○６番城森史明議員 その答えじゃ、日本の農業を全然知らないですよ。小規模農家っていろい

ろあるわけですよ、個人経営だっていろいろあるわけでしょう。個人経営だって大規模にやって

いるところもあれば、本当その販売もしない農家、それと小規模、そこら辺の道の駅に出したり

する農家、売上げが100万円以下、200万以下ちあるわけですよ。 

だから、その辺を理解しないで意見書提出はできないと思いますよ。だって100万円以下でや

っている人たちは、ほとんどこの法律では影響ないわけですよ。なぜかというと、ほとんど一般

登録品種ですよ、この人たちが作っているのは一般品種ですよ、登録品種じゃないですよ。登録

品種についても今でも規制があるわけですよ、ちゃんと。 

だって、作ったものを勝手に日本で栽培されたらその人も困るわけですがね。だから、当然さ

っき言ったように大将季とかそれも自由に栽培できないんですよ、個人は。種も買うこともでき

ない、農協を通してじゃないと。 

○中原重信議長 城森議員、質疑をしてください。 

○６番城森史明議員 ですから、例えばさっき言ったように枕崎ではほとんどこの法律は農家に

影響ないですよっていうことでしたよ。その辺の枕崎に対する影響はどうなんですか。 

それと、再度質問しますが、この日本の優秀な品種が海外で自由に作られるようになったら、

日本の農業はどうなるんですか。今度も農産物輸出を増やそうって鹿児島県も言っていますよ、

塩田知事も。農産物も輸出できなくなるんですよ。なぜかというと、もし栽培がされたら向こう

で安く栽培できるわけですから、その辺はどう議論されたんですか。 

○７番吉松幸夫議員 先ほどの産業厚生委員長の報告にもありましたけれども、海外へ品種流出

を防ぐということもありましたが、その前に、先ほども言いましたとおり個人経営の農家とかそ

ういうところの生活もやはり確保しなければならない。 

去る、南日本新聞の報道でですね、こういう記事がありました。 

法改正に対する不安は根強いようであると、法案審議で望むことは、法改正は海外への不正持

ち出しの抑制にはなるものの十分とは言えない。許諾料の例が示されているのは、ブドウ苗など

４品目だけである。改正案をめぐっては、不確かな情報も多く、農家をはじめ食の安全性に敏感

な消費者が納得する丁寧な議論が求められると書いてあります。 

だから、日本国民が納得する法案が出なければ、それはまだ審議が足らないということから、

我々はこれに賛成した意見書を出したということです。 

○９番立石幸徳議員 私は、ここに農水省の今度の種苗法改正案のＱ＆Ａですね、質問と農水省

の提案されたほうの回答の解説文を持ち合わせているんですが、この意見書は陳情文全くそのと

おりの同一の文になっております。そこで、先ほどの産業厚生委員長への質疑で幾らかは分かっ

たんですけれども、全然検討違いのところが散見される。 

まず、農水省のＱ＆Ａに「自家増殖は一律禁止になりますか」というクエスチョン。回答は、

まず自家増殖が一律禁止とはなりません。現在利用されているほとんどの品種は一般品種であり、

今後も自由に自家増殖ができます。法改正案で自家増殖に許諾が必要となるのは、国県の試験場

そういうところが開発するので、公的なものが開発したものは登録許諾料も安い。そのような登

録品種でも許諾を受ければ自家増殖ができます。 

この農水省の解説について、意見書を出された方はどのように考えられるんですかね、お尋ね

をいたします。 

○中原重信議長 それでは、提案者のどなたでもいいですので、答弁を。（「じゃあ関連で、追

加でいいですかね」と言う者あり）今、答弁を求められていますので、提案者が答弁してくださ

い。 

○２番眞茅弘美議員 今、一般登録のものがほとんどなんですけども、この種苗法自体がですね、
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まだまだちょっと不透明なところが多くて、今後登録品種に変わっていったりしますと、現在農

家におきましては様々な問題がございまして、高齢化とかですね、後継者不足とか、そして最近

では温暖化ということで、これから先、本市におきましても、どういう作物を作っていくか分か

らない状態でございます。 

許諾料というのが発生するんですけども、許諾料もまだまだ今の段階で非公表なものがほとん

どでございます。例えば、そのブドウの苗につきましても60円とございますけども、農家につ

きましては、本当に小規模農家、御夫婦でされている農家から、人を使って大きくされている農

家もいらっしゃいます。１本60円の苗ですけども、本当に1,000本、１万本とかなるとかなりの

金額になりますので、その種苗法自体はですね、海外流出の持ち出しに規制をかけるということ

で、非常にこれは本当に大事なことだと思うんですけれども、この種苗法の中身自体がまだまだ

ちょっと不透明なところが多いですので、ちょっと本市におきましてもですね、課題があるとい

うふうに私は思います。 

○９番立石幸徳議員 私がお尋ねしたこととの回答は若干違った。つまり、私が聞きたいのは、

この意見書に明確に書かれている今度の法改正は、事実上自家増殖を一律禁止にすると、果たし

てそうなんですかということを聞いていますが、今２番議員から出された御意見は拝聴させてい

ただきます。 

もう少し別な点でですね、意見書の最後のほうに、食料自給率の低い日本においては食料安全

保障の観点にも逆行をしていると書いているんですね。今の日本の食料自給率は何％になってい

ると認識しているんですかね。それから、なぜ逆行することになるんですか。 

むしろ、私は先ほど６番議員も言われたように、日本の農業をどんどん海外に進出するぐらい

振興していくためには、この種苗法はなくてはならんですよ、改正は。その逆行する意味を教え

てください。 

○７番吉松幸夫議員 逆行するという意味は、種苗法の絡みで２番議員がおっしゃったように高

齢者の方々がなかなか農業をしづらくなってくると。そうすれば、余計にそういう食料不足とい

うのが生じてくるんじゃないかという考えでございます。 

○９番立石幸徳議員 意見の相違もあるでしょうけれど、私は、そういうことでは日本の農業は

守れない、あるいは今後発展していかないと思いますね。 

それから、今提案者のお１人である７番議員が先ほど地元新聞の新聞記事から紹介された文、

私もその記事をここに持ってきているんですが、新聞報道の記事の、本市は種苗法をもうちょっ

と進めなさいと、もうちょっとしっかりしたものにしていく、そのためにまず法律そのものは当

初から完璧な法律案というのはなかなかできづらい。法律を進めていって、不備な点が散見され

れば、またその点を法改正で手を加えていくことが、むしろ農業発展につながっていくわけです

よ。その改正を取りやめるっていうのは、まさしく逆行じゃないですか。 

だから、海外への不正持ち出しのために今度の法改正は十分とは言えないと、十分とは言えな

いんだったら、また十分になるようにいろいろ手を加えていけばいいわけですよ。ですから、な

ぜこの種苗法取りやめちゅうことになるんですか。 

○７番吉松幸夫議員 今、９番議員がおっしゃることもごもっともだと思います。 

ですから、今回の意見書の冒頭でありましたように、通常国会に種苗法改正案を提出しとあり

ます。しかしながら、今まで質疑した不透明な部分など様々な問題が出たというところで、継続

審査となったということですので、一旦これは取りやめたほうがよろしいんじゃないかというこ

とがさきの産業厚生委員会でも議論されたところであります。 

○９番立石幸徳議員 全然、国会の動きの認識は私と違います。国会で継続審査になったのは、

物理的に時間切れだったんです。いわゆるコロナの影響でですね。物理的にこの法案審議がなか

なかできづらかった、会期中までに法案がきちっと採決できなかった。 
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問題点があって延びたっていう部分、それは幾らか各国会議員の皆さんも持たれているかもし

れませんけど、大きな要因は物理的なものですよ。それで、あとは質疑というより、また最後に

討論をさせていただきたいと思いますのでね。 

ただ、いずれにしても、もう少し意見書を出すに当たって私は非常に残念ながら認識不足を感

じておりますので、その点について何かまた見解でもあればお伺いして、討論を後もってさせて

いただきたいと思います。 

○中原重信議長 今、提案者に対して質疑をしておりますので、提案者の方で誰か答弁できる方

があれば。（「12番」と言う者あり）繰り返しますけど、提案者に質疑をしていますので、東

議員は提案者じゃありませんので。９番議員に対する答弁はありませんか。―ほかにありませ

んか。 

○８番吉嶺周作議員 この陳情の一番上の主題といいますか、（自家増殖を原則禁止とする）種

苗法改正の取りやめを求める意見書の提出の陳情になっているんですけど、これ大きな誤想をし

ているといいますか、理解不足といいますか、自家増殖は原則禁止とならないんですよ。自家増

殖はしてもいいってなっているわけですよ、今度の改正でも。禁止とならないのに、この提出の

文面もおかしくないですか。 

先ほども言われたと思いますが、現在利用されているほとんどの品種は一般品種であり、今後

も自由に自家増殖ができます。法改正案で自家増殖に許諾が必要となるのは、国や県の試験場な

どが年月や費用をかけて開発し、登録された登録品種のみです。そのような登録品種でも許諾を

受ければ誰でも自家増殖できる、こういう改正なんですよ。どこにも原則禁止とは書いてないん

ですよ。 

ですから、この意見書はちょっと、最初からおかしいと思うんですけど、その点について説明

をお願いします。答弁ができないんであったら、この議案は引っ込めるべきですよね。原則禁止

とならないんですから、禁止となる意見書を出しているわけですよ、そこがおかしいですよね。 

○７番吉松幸夫議員 ですから、先ほどから答弁していますように、この原則禁止ということも

不透明な中に入っているというところで、それはやはり１回取り下げたほうがいいだろうという

意見でございます。 

○８番吉嶺周作議員 この自家増殖原則禁止というところは不透明じゃないじゃないですか。一

律禁止とはなりませんってなっていますよ。不透明の中で賛成とか表決をする自体がおかしくな

いですけ、おかしいですよ、それって。不透明な審議の中、賛成、反対、そういう採決を取るの

はおかしいですよ、先ほど賛成者が多かったですけれど。その辺についても説明をお願いします。 

○７番吉松幸夫議員 新品種を開発する企業・団体なりには、この種苗法改正案というのは有効

であろうかもしれませんけれども、先ほどから何遍も言っているように、個人経営の農家とか高

齢者の農家が安心してできる法案が出ない限りは、これを二つ返事で認めるというわけにはいか

ないという考えであります。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 

○５番禰占通男議員 今、７番議員からありましたけど、そもそもですよ、品種登録されている

のは先ほどからブドウを含めて４種類とありますけど、そのほかの種類は何なの。それを自家繁

殖どうのこうのって、それ以外はどうなっているの。私はそこを聞きたいんだけど、ずっと。 

○７番吉松幸夫議員 県内において栽培されている主な登録品種というのがあります。稲、大麦、

バレイショ、カンショ、ニガウリ、イチゴ、実エンドウ、サヤエンドウ、温州ミカンその他かん

きつ類、ブドウ、お茶、サトウキビと。サトウキビも７種類ほど、稲に関しては10種類ほど登

録されております。ブドウに関しては、シャインマスカットとかクイーンニーナというのなどが

登録品種とされております。 

○５番禰占通男議員 今現在ですよ、今言われた品種をですよ、自家増殖した場合はどうなるの。 
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○７番吉松幸夫議員 自家増殖した場合には、まずは開発者の許可が必要であると、海外の持ち

出しは禁止されています。悪質な場合、10年以下の懲役または1,000万円以下、法人の場合は３

億円以下の罰金というふうになっております。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 

○12番東君子議員 すいません、さっき賛成で手を挙げたんですけど、はっきり言わせてもら

って……（「議事進行」と言う者あり）。 

○中原重信議長 質疑をしてください。 

○12番東君子議員 はい、これ読んだときにですね、よく分からないんですよ……（「議事進

行」と言う者あり）もう少し分かりやすくお願いいたします。以上です。 

○８番吉嶺周作議員 先ほども言いましたが、この陳情はこのまま意見書として提出されるんで

すかね。間違った文面になっているんですけど、これでいいんですか。国に対してこの間違った

文面を提出するんですかということを聞きたいです。 

○中原重信議長 上程されておりますので、そのままです。 

ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。 

［討論希望者挙手］ 

○中原重信議長 暫時休憩します。 

午前10時27分 休憩 

午前10時28分 再開 

○中原重信議長 再開いたします。 

まず、立石議員。 

○９番立石幸徳議員 私は提案された意見書に対して反対の立場でですね、討論をいたします。 

先ほど提案者の１人、７番議員から地元新聞のこの件の記事が紹介されましたけど、その前段

にこの種子法の反対論が現在いろいろと論議されているのはどういうことかということで、学識

経験者の方が言われている部分、この種苗法の前に種子法という法律の廃止があったんだと。 

そして、この法律廃止がいろいろと論議を呼んで、そしてその過程でいろいろと不安を呼んだ

のは事実だと、不信感をですね。ただ、そうであっても、要は種苗法改正の本質とは全く違った

ところでのそういった論議であることはもう間違いないんです。 

ですから、先ほどの質疑の中でも出た、６番議員からも出された日本農業をこれからいろんな

優秀な品種を海外に、農畜産物含めてですね、日本の固有の本当に立派な品種のものを輸出する

ために、この種苗法でもって品種のしっかりした管理、そういうものがなされないと、日本農業

は本当にどうなるのか、日本国自体が人口減少の中でこれからは海外市場というのが一番大きな

農水産物の市場になっていくわけですよ。そういうときに、まず足元のきちっとした管理をする

ためには、種苗法の改正がなされないと、そのことは達成できないと考えます。 

法律改正でもって全てが解決するとは思いませんけど、まず第一歩の改正が今回の種苗法改正

であるということを申し上げて、意見書に反対の討論をいたします。 

○中原重信議長 次に、沖園強議員。 

○４番沖園強議員 ただいまの質疑のやり取りでもるるあったんですが、まず公的機関で開発し

たものは許諾で増殖ができるというような御意見等もございました。ただ、公的機関ばかりで増

殖、開発するもんではないと。農家サイドも開発する品種もあります。 

また、何よりも種苗法そのものの改正というものは、海外の不正持ち出し等の抑止力になった

り、理解するところはございます。ただ、消費者、そしてまたそういった農家の不安を払拭する

ものでないと。もうちょっと審議を深めてほしいということで賛成するものでございます。 
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○中原重信議長 これをもって討論を終結いたします。 

 これから採決したします。 

日程第11号は、起立により採決いたします。 

日程第11号は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、議案第66号は、原案のとおり可決されました。 

なお、ただいま可決されました意見書の事後の取扱いについては、議長に御一任願いたいと思

いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

以上で、本日の日程は終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

午前10時33分 散会 
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１ 本日の出席議員次のとおり 

１番 中 原 重 信 議員     ２番 眞 茅 弘 美 議員 

３番 上 迫 正 幸 議員     ４番 沖 園   強 議員 

５番 禰 占 通 男 議員    ６番 城 森 史 明 議員 

７番 吉 松 幸 夫 議員     ８番 吉 嶺 周 作 議員 

９番 立 石 幸 徳 議員     10番 下 竹 芳 郎 議員 

11番 永 野 慶一郎 議員 12番 東   君 子 議員 

13番 清 水 和 弘 議員     14番 豊 留 榮 子 議員 

 

１ 本日の書記次のとおり 

沖 園 信 也 事務局長     松 田 章 子 書記 

田 代 勝 義 書記         溝 口 達 也 書記 

 

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり 

前 田 祝 成 市長        小 泉 智 資 副市長 

本 田 親 行 総務課長         東中川   徹 企画調整課長 

鮫 島 寿 文 水産商工課長 佐 藤 祐 司 財政課長  

田 中 幸 喜 総務課参事 山 口 英 雄 福祉課長 

松 崎 信 二 建設課長  原 田 博 明 農政課長 

小 湊 哲 郎 農政課参事兼耕地林務係長 田 中 義 文 健康課長  

神 園 信 二 税務課長 松 田   誠 水道課長 

永 江   隆 水道課参事 高 山 京 彦 市立病院事務長 

駒 水 孝 広 農委事務局長兼農業振興係長 小 峯 恵美子 監査委員事務局長 

水 流 敏 幸 監査委員 堂 原 耕 一 企画調整課参事 

新屋敷   増 水産商工課参事 川 崎   満 市民生活課長 

日 渡 輝 明 市民生活課参事 平 塚 孝 三 選管事務局長 

山 口 美津哉 会計管理者兼会計課長 堂 園 力 郎 地域包括ケア推進課長  

丸 山 屋 敏 教育長 宮 原   司 教委総務課長     

満 枝 賢 治 学校教育課長 上 園 信 一 生涯学習課長     

中 嶋 章 浩 文化課長 豊 留 信 一 保健体育課長兼給食センター所長 

松 田 勇 一 保健体育課参事兼国体推進係長 中 原 浩 二 消防長   

松 田 正 知 消防総務課長兼消防団係長 俵積田 一 豊 警防課長兼消防署長  

神 浦 正 純 建設課主幹兼土木係長 中 村 俊 彦 建設課主幹兼都市計画係長 

大工園 昭 則 建設課主幹兼建築係長 大 江 武 史 水産商工課観光交流係長 

中 原 勝 一 総務課危機管理対策係主任 山 口   太 総務課主幹兼行政係長 
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午前９時30分 開議 

○中原重信議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、配付のとおりであります。 

日程第１号から第７号までの７件を一括議題といたします。 

決算特別委員長に報告を求めます。 

［東君子決算特別委員長 登壇］ 

○東君子決算特別委員長 ただいま議題となりました日程第１号から第７号までの７件について、

去る９月14日から16日までの３日間にわたり委員会を開催し、委員長に東君子、副委員長に立

石幸徳委員を選出し、審査を行いました。 

委員会では各般にわたり質疑、答弁が交わされたところでありますが、本委員会は議長及び議

選の監査委員を除く全議員で構成されており、委員会における質疑、答弁及び意見、要望など詳

細な審査経過につきましては配付のとおりでありますので、審査の結果について御報告いたしま

す。 

まず、日程第１号令和元年度枕崎市一般会計歳入歳出決算については、農地費の工事請負費の

中で、当初計画していた水路内の補修工事部分が相手方と協議が整わず、変更契約により未施工

となり、現在も協議が続いていることについて、委員から、引き続き協議を行って早期の問題解

決に努めてほしいとの意見や、相手方が工事をするよう求めて予算を組んで工事に着手したが、

４回変更契約を行っても解決していない。相手の要望を酌んで設計変更を行えば、ほかの事業も

全部こういうことがまかり通るようになるとの意見が出され、採決の結果、賛成少数で不認定と

すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第２号令和元年度枕崎市国民健康保険特別会計歳入歳出決算、日程第３号令和元年

度枕崎市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算、日程第４号令和元年度枕崎市介護保険特別会計

歳入歳出決算、日程第６号令和元年度枕崎市立病院事業決算の４件については、いずれも賛成多

数で認定すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第５号令和元年度枕崎市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算については、全会一

致で認定すべきものと決定いたしました。 

次に、日程第７号中、令和元年度枕崎市水道事業剰余金処分計算書については、賛成多数で原

案のとおり可決すべきもの、日程第７号令和元年度枕崎市水道事業決算については、賛成多数で

認定すべきものと決定いたしました。 

以上で、報告を終わります。 

○中原重信議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。―質疑なしと認めます。 

これから討論に入ります。 

討論の通告がありますので、これを許可いたします。 

豊留榮子議員。 

○14番豊留榮子議員 ただいま報告がありました認定事項につきまして、日本共産党は反対の

立場から討論いたします。 

認定事項第１号令和元年度枕崎市一般会計歳入歳出決算につきましては、まず教育関係ですが、

臨時特例交付金事業により市内小中学校の普通教室をはじめ特別支援教室、さらに職員室、主事

室、事務室への空調整備工事が完了し、近年まれに見る猛暑の夏を、子供たちをはじめ教職員の

皆さん方も乗り切ることができたことと思います。 

就学援助費においては、小中学生とも給食費は80％から100％への助成となり、また新中学生

の学用品費を入学前にという要望がかない実現されました。このことは生徒、保護者はもとより、

市としても義務教育の円滑な推進が図れたのではないでしょうか。 

そして、社会資本整備総合交付金事業による市営住宅長寿命化事業においては、潟山団地の新
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築工事をはじめ亀沢団地の給湯設備や外壁、屋根の工事など団地が生まれ変わり住んでおられる

方はもちろんのこと、通りがかりの者でさえ心が和みます。 

本市には、まだまだ手を加えなければならない公営住宅がたくさんあります。トイレがくみ取

り式であったりする住宅など市内における公営住宅を総合的に見て、早急に改善すべきではない

でしょうか。 

また、本市におけるマイナンバーカードの経費は、369万円と年々増えてきているところです。

マイナンバーカードの交付は3,579件、交付率17.23％とのことです。このマイナンバーカード

の普及については、国は必死になっていますが、カード一つで全ての手続から個人情報、財産ま

で把握できるこんな便利なものはないと思う人や、きちんと管理できるのかとても怖くて持てな

いという人、様々ではあると思います。幸いにして、本市においてはマイナンバーカードによる

被害情報はないとのことですが、まだ安全性が確保されているわけではありません。 

今は、マイナンバーカードを取得するかどうかは本人の判断に委ねられているところですが、

国がいろいろなことを言ってきても、自治体としては市民の判断を尊重すべきと国に抗議すべき

ではないでしょうか。 

次に、認定事項第２号枕崎市国民健康保険特別会計歳入歳出決算につきましては、国民健康保

険は全ての国民が加入することができる国民皆保険です。 

国保の加入者は高齢者や自営業、農家の方が多くを占める中、本市は昨年同様に県下19市中

徴収率が１位でした。しかし、滞納者がゼロということではなく、285人の方が国保税を納める

ことができず苦しんでいるところです。 

今は、税の徴収率が上がる保険者努力支援制度により評価されます。そして、御褒美として補

助金が増えるということもあり収納に力を入れていることと思いますが、国民皆保険が成り立つ

ように、払いたくても払うことができない人に寄り添い、国に対して国庫負担金を大幅に増やし

て、一般会計からの繰入れも今までどおり認めさせ、高い国保税を引下げ、誰もが払える国保税

にすべきです。 

次に、認定事項第３号枕崎市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算につきましては、75歳以

上の方々を年齢で切り離す差別医療です。 

令和元年度の加入者4,348人のうち、滞納のある方が15人。病弱であったり、高齢で年金が少

なかったり、失業中などで納めることはできないようです。 

この後期高齢者医療制度になって、はや12年でしょうか、国はさらに医療費を１割負担から

２割負担へ引き上げようとしています。高齢者の皆さんにとっては負担が重くなり、ますます受

診を控えるようになると重症化を引き起こすことになるでしょう。 

国は、自治体に制度の丸投げをするのではなく、元の老人保健制度に戻せば、保険料の際限の

ない値上げもなくなることから、後期高齢者医療制度の廃止を国に求めていくべきです。 

次に、認定事項第４号枕崎市介護保険特別会計歳入歳出決算につきましては、介護保険の対象

者の多くは年金受給者で少ない年金から容赦なく天引きされます。この年金から天引きの特別徴

収の方からは滞納が発生しませんが、無年金の方や年金額が年に18万以下の方は普通徴収とな

り、口座振込など自分で納める必要があります。 

介護保険は３年に１度の見直しがされ、そのたびに保険料も利用料も引き上げられ、サービス

を受けようとすると制限がある中で、なかなか受けられないのが現状で、よく言われるのが制度

あって介護なしです。 

要介護認定者数は1,350人のうち、要支援１が104人、要支援２が150人、そして要介護１の方

が310人、要介護２の方が207人、要介護３の方が191人、要介護４の方が211人、要介護５の方

が177人で、介護サービスが受けられるのは、この要介護者の1,096人です。 

介護保険料の滞納者は87人ということですが、高齢者が増える中で制度の見直しや介護保険
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料、利用料の引下げが必要ではないでしょうか。 

次に、認定事項第６号枕崎市立病院事業決算につきましては、常勤医師が２名、非常勤医師が

11名の診療体制で、小児科診療は年間57回の医師派遣により延べ496人の診察を行い、また地域

の子ども・子育て支援策として取り組んでいます病児保育事業の利用者が延べ339人ということ

で、働く人たちをはじめ子育て中の人たちには大変喜ばれていることと思います。 

外来患者数、そして入院患者数も安定してきていることからも、頼りになる病院として市民に

受け入れられるよう引き続き医師を含む医療従事者の確保をはじめ、働きやすい職場をつくり、

処遇改善に取り組むべきです。 

最後に、認定事項第７号枕崎市水道事業決算につきましては、毎年のように給水戸数が減り続

けているところです。今年度は給水戸数が１万0,403戸、給水人口は１万8,021人と、昨年度よ

り給水戸数が94戸の減、給水人口は344人の減となっています。人間にとって大事な飲み水が、

このままでは市民への水道料の大幅値上げになりかねません。水道事業を守ることからも、一般

会計からの繰入れで水道事業の立て直しを図っていくべきです。 

以上で、反対討論といたします。 

○中原重信議長 これをもって討論を終結いたします。 

これから、順次、採決いたします。 

日程第１号から第４号までの４件について、順次、起立により採決いたします。 

まず、日程第１号に対する委員長報告は、不認定とすべきものでありますので、認定するかど

うかについて採決いたします。 

日程第１号は、認定することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第１号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第２号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第２号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第３号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第３号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第４号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第４号は、認定することに決定いたしました。 

お諮りいたします。 

日程第５号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、認定事項第５号は、認定することに決定いたしました。 

日程第６号及び第７号について、順次、起立により採決いたします。 

まず、日程第６号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 
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よって、認定事項第６号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第７号中、令和元年度枕崎市水道事業剰余金処分計算書は、委員長報告のとおり決

することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、令和元年度枕崎市水道事業剰余金処分計算書は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第７号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○中原重信議長 起立多数であります。 

よって、認定事項第７号は、認定することに決定いたしました。 

次に、日程第８号を議題といたします。 

市長に提案理由の説明を求めます。 

［前田祝成市長 登壇］ 

○前田祝成市長 ただいま上程されました議案第67号令和２年度枕崎市一般会計補正予算（第

８号）について提案理由の説明を申し上げます。 

今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億1,210万円を追加し、予算総額を179億6,360万円にしよ

うとするものです。 

地方債の補正は、補助災害復旧事業及び単独災害復旧事業の変更によるものです。 

補正予算の内容は、台風10号等による災害復旧事業のほかインフルエンザ予防接種助成事業

の対象拡大を行うものです。 

災害復旧事業関係の補正は、総額で１億1,130万円となっています。また、インフルエンザ予

防接種助成事業につきましては、現在、生後６か月から未就学児までを対象に接種費用の一部助

成を行っているところですが、今回、妊婦と小学校１、２年生を助成対象に追加することとし、

その事業費として80万円の増額をお願いするものです。インフルエンザ予防接種助成事業の補

正に至った経緯等につきましては、担当課長が説明いたします。 

よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わります。 

○田中義文健康課長 インフルエンザ予防接種助成事業の対象者拡大につきまして、９月11日

付で厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部は、今冬のインフルエンザワクチンの優

先的な接種対象者への呼びかけについてという通知を発出し、今冬のインフルエンザワクチンに

ついて、過去５年で最大量の約6,300万人分を確保できる見込みとなっている一方で、新型コロ

ナウイルス感染症の流行が懸念される中、インフルエンザワクチンの需要が高まる可能性がある

としています。インフルエンザワクチンについて、65歳以上の方等は予防接種法に基づく定期

接種対象となっております。 

また、日本感染症学会は８月３日の提言で、医療従事者、65歳未満の基礎疾患を有する者、

妊婦、生後６か月から小学校２年生までの小児への接種を強く推奨しております。 

国はインフルエンザの流行に備え、これらの方々がインフルエンザワクチンの接種を希望する

場合に、その機会を逸することのないよう接種時期について協力を呼びかけているところです。 

その接種時期は、10月１日から65歳以上の方等、次に10月26日からは医療従事者、65歳未満

の基礎疾患を有する方、妊婦、生後６か月から小学校２年生までの小児で、そのほかの方につい

ては10月26日以降に接種するよう呼びかけております。 

今回の補正については、インフルエンザの重症化予防及び新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止の観点から、インフルエンザ予防接種事業について、既に本市の助成対象となっている

65歳以上の方等や未就学児に加え、日本感染症学会が接種を強く推奨する方々のうち、妊婦と

小学校１、２年生まで助成対象を拡大しようとするもので、そのための経費として委託料75万
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円を含む80万円の増額をお願いするものです。 

よろしく御審議くださるようお願い申し上げます。 

○中原重信議長 お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書を適用して、回数

の制限はしないことにいたします。 

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。 

○９番立石幸徳議員 議事進行上、まず最初にちょっと苦言を申し上げますけれども、ただいま

の健康課長の説明は、本会議審議が決定してから説明をしていただかないと、まだ委員会審査に

なるかどうか定かじゃないわけですので、そういうことでお願いをしておきたいと思います。 

最初に、この予算全体の補正額が１億1,210万、市長のほうから台風等の関係が１億1,130万

円になっているという説明でございました。 

そこで、この災害関係でですね、まず既定予算を充当して対応した事業が事業費としてどのぐ

らいあるのかですね。それから、台風10号もなんですけれども、その後に大雨等が発生しまし

て、その関係の災害対策事業費が幾らになっているのか、もう少しその辺のことを詳細に教えて

いただきたいと思います。 

○佐藤祐司財政課長 当初予算で枠としまして、単独災害復旧費を公共土木施設で400万円、農

林水産施設で400万円、文教施設で200万円、その他公共施設等で200万円の計1,200万円計上し

ておりました。５月中旬にありました豪雨等の対応によりまして、既に420万円を事業課に所管

替え済みでありまして、留保予算としては780万円ございました。 

今回の災害に対しまして、倒木除去や土砂除去などの早急に対応しなければならない業務につ

きましては、今回780万円の災害復旧費の留保予算のうち、既に330万円を所管替えすることで

対応をしております。また、災害廃棄物運搬処理業務につきましても、従前の予算を流用するこ

とで早期対応を図っているところです。また、今回その他公共施設災害復旧費で25万円を別に

所管替えすることで、施設の災害復旧の対応も図っております。 

そして、２点目の質疑で台風災害と豪雨災害との区分ということなんですが、ほぼ台風災害で

ございまして、合わせて豪雨災害でも被害を受けた箇所もございますので、具体的にこの金額が

台風災害分、そしてこの金額は豪雨災害分と分けることはできないものもございますので、そこ

のところはもう大部分が台風災害分であるということで御了解いただければと思います。 

○９番立石幸徳議員 そこで、具体的に説明資料にある、まず１番の危険空家等対策経費ですね、

この中で３つの項目が出ているんですが、最初に特定空家等緊急安全措置業務委託が３棟、30

万ずつ全体で90万計上しているんですけれども、まずどのような業務を委託するのかですね、

それを見るためには、この３棟がどのような状況、状態にあるのか。それから、これは当然、本

市の空家等の適切な管理に関する条例第６条の緊急安全措置を条例上の措置として対応されると

思うんですが、この条例は当然ながら空家等対策特別措置法に基づいての条例になっていますの

で、この３棟がどういう状態にあって、そして空家等の特別措置法の第14条になりますけれど

も、相当期間を置いて、例えば指導をする、その後勧告をする、命令をする、といろんな手だて

を踏まえて緊急安全措置を適用するということになると思うんですけれども、現在の３棟の状態

とこれまでのそういった対応、経過ですね、この辺について説明をいただきたいと思います。 

○田中幸喜総務課参事 お尋ねの今回提案しております３棟の状態と対応ということですが、ま
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ず台風10号に関連いたしまして、現時点において家屋被害、いわゆる建物の被害等の相談等が

50件を超えており、いまだに情報提供や相談が寄せられているところでございます。 

このため、現在危険空家と相談のあった物件等の調査を実施していく中で、今回、周囲の状況、

住宅等の状況、いわゆる密集地であるとか、それから台風10号により損壊度が悪化した、例え

ば状態で言いますと屋根、瓦等が壊崩されている、物件によって割合が違いますが、そういった

状態の把握、それから周辺住民からの多数要望が寄せられている箇所などを、早急に安全措置が

必要である、指導、助言等も、物件も含めてなんですが、そういった緊急安全措置が必要である

と思われる３棟分を提案するものでございます。 

今後も台風等の接近も予想されておりますので、こういったものに対しては迅速かつ的確に対

応する必要があると考えておりますが、それからどのような措置をされるのかということのお尋

ねですが、それにつきましても建物の階数だとか、平屋だとか、どこが抜けているだとかで一概

には申せませんが、今までやってきた措置といたしましては、13ミリ程度のネットで覆って飛

散防止措置をまず取って、またそれが飛ばないような形でロープ、アンカー、詰め込みなどによ

って飛散防止を図ることとなると思います。 

○６番城森史明議員 この３棟がありますが、松下公民館の危険空家は入っているんですかね。 

○田中幸喜総務課参事 調査をしていく中で優先度を当然つけてまいります。ただし、まだ調査

をしている段階でございますので、取りあえず今の時点では、一応そこは対象の候補地として考

えてはいるところではございます。 

○６番城森史明議員 先ほど、対象空家の説明がありましたが、まさに松下公民館のはそういう

状況にあると思いますよ。なぜかというと、市道に面しているんですね。それと、市道より５メ

ーター、６メーター、一つ上の台地に造ってあるもんですから、市道に落ちてくる可能性がある

んですよ。そして、真向かいに住家があります。この前の台風のときも瓦が飛んだと、そういう

あれを聞いているんですよ。 

その市道があるということは不特定多数の人に被害が及ぶ可能性があるわけで、絶対これは即

対応してもらわないと。そういう状況にあるんじゃないですか、さっきの説明からしたら。 

○本田親行総務課長 松下の空家につきましては、６番議員からありましたように、道路に面し

て危険な状態であるということを確認しており、これまでも指導、助言等を行ってまいりました。 

空き家につきましては、第一義的には所有者の責任において行われるべきものでございます。

現在も連絡を取り合っておりまして、所有者についてもできる限りのことは行っていきたいとい

うようなことで連絡しておりますので、それでも危険を排除できないときには実施していくこと

になると考えますけども、まずは第一義的に、市としましては指導、助言を行って所有者に対応

を行っていただき、それでも危険が及ぶような場合には危険を排除するような対策を取っていき

たいと考えております。 

○６番城森史明議員 私も真向かいの人と話をしたんですが、関東に住んでおられてですね、そ

の写真を送っても、手紙を出しても対応してもらえないという状況でしたので、今の説明により

ますと、市の相談については前向きに進んでいるということだと受け止めましたが、平地にある

ならまだいいんですけど、高いところにあってもう壁も壊れてですね、瓦も落ちそうな感じなん

で、それは早急に対応をお願いしたいと思います。 

それと、先ほどその災害の説明がありました。我が東鹿篭地区はですね、台風の災害もそうで

すが、さらに大雨についての災害もそれ以上に出ているんですよ。私が調べたところ30か所ぐ

らいの農地の土手崩れ、市道の崖崩れが発生しておりました。 

そういうことで、それが台風10号の予算がほとんどだと説明がありましたが、そしたら大雨

災害についてはどうされるんですか。この補正予算の中にはほとんどないということでしたが、

今後どう対応するんですか。 
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○佐藤祐司財政課長 私は、ほとんどないというふうには申し上げておりませんで、公共施設、

建物の被害については、当然に風の被害が多くてたくさんその分の被害が出ております。 

農林水産施設につきましては、ここに数字は上がっているんですけれども、豪雨被害の影響の

ほうが大きいものです。ですから、今議員が言われましたように、豪雨被害についての災害復旧

費を計上していないということはございません。 

私のイメージで、建物のほうが被害の影響が大きいというイメージがあったもんですから、台

風災害のほうの影響が大きいと申し上げたことでありまして、数字的には農林水産施設の被害に

ついても大きく計上しておりますし、この部分については豪雨被害のほうの影響が大きいという

ことでございます。その分につきましても計上はしてございます。 

○９番立石幸徳議員 総務課長の説明で、当該所有者といろいろと指導、それから勧告、場合に

よっては命令、そして最終的に行政代執行法の法律に基づいて市のほうで代執行をしなければな

らないというようなことになっていくんでしょうけれども、この予算で聞きたいのはですね、条

例でも第６条第３項で書いているんですけれども、当該措置に係る費用、これは徴収することが

できると条例上はなっているんですね。特措法の中でも徴収をするという規定がございます。こ

の代執行した場合の３棟の費用徴収の見通しはどうなっているんですかね。 

○本田親行総務課長 枕崎市空家等の適切な管理に関する条例の第６条の緊急安全措置のことか

と思いますけど、実際これまで３棟やってまいりました。その条例の中でも、係る費用を徴収す

ることができると第６条の第３項でうたっておりますけれども、これまで実施してきた３棟が所

有者不明であったり、ちょっと経済的に倒産といいますか、そういったような住宅であったり、

適切な管理を求めることが難しい住宅であって、危険度が切迫している住宅に緊急安全措置を施

してきておりますので、その費用の徴収の見込みとしては厳しいところでございます。 

○９番立石幸徳議員 今度の台風災害でもですね、いろいろ終日この被害の防災という面で御苦

労された消防の皆さんの一つの意見として、本市も空家対策をこれまで以上に力を入れないと、

いろいろと被害が起きる。そして、その被害の後片づけといいましょうか、そういう中で、どう

してもですね、公金が本当に適切なのかどうかというような形で使われていくというですね、そ

ういうことはもう容易に想像できますので、きちんとした対応をしっかり組み立ててやるべきだ

と思うんです。 

それで、もう一つ、この説明資料の１番目の最後に相続財産管理人経費ですね、これは、つま

りその代執行とは違った形での危険空家対策ということになるんだろうと思うんです。 

具体的に新町で起きた、決算委員会の中でもちょっと触れました新町の件がこの相続財産管理

人経費、そこに使われていると、使われていくと確認してよろしいですかね。 

○田中幸喜総務課参事 御指摘の物件に関しましては、新町の今回倒壊した物件に関して、自治

体で行う予定でございます。 

○９番立石幸徳議員 そうしますとその新町のケースは、なぜこの相続財産管理人というのをな、

置かなければならないのか。と申しますのも、この物件ももうある意味で非常に期間がたってい

るはずですよ。今さら何でこの相続財産の管理人を置くのか、これ多分、多分というより民法の

第951条並びに第952条に基づいての対応だと思っているんですよ。 

しかし、新町がいろいろ危険空家として話題というか問題になったのは、もうはるか数年前で

すよ。今頃何でこの相続財産の管理人を置くようになったんですかね、お尋ねをいたします。 

○田中幸喜総務課参事 当該物件につきましては、議員御指摘のとおり平成27年10月に危険空

家として判定した物件でございます。その指導、助言に係る部分の所有者等を洗い出して、指導、

助言等の通知を相続順によって通知をかけていきましたが、そういった関連する全ての親族等の

相続放棄が次々と期間はかかりましたけれども、他県にいらっしゃる方もいらっしゃいますので、

その情報を得るのに時間を要して相続を放棄されている。ということは、この物件は所有者が亡
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くなっておりますので、所有者がいないということが判明している物件でございます。 

そういった中で、海岸線にございますので当然、塩害等による腐食状況が著しかったというこ

とで、平成30年に条例改正を３月議会で提案いたしまして条例改正を行い、緊急安全措置を行

えるような形となったものですから、緊急的な即時行為として飛散防止のための防護ネットをか

ぶせ、ロープ等により押さえ込むなどの措置を業務委託したところでございます。 

再度、今年の７月にも台風シーズンということでネット張りのほうの補修作業を実施したもの

であります。しかし、その後９月の台風10号により倒壊したものでございます。 

その後の対応につきましては、ここの物件に関しては関連するものがございましたので、そこ

との確認を取りながら、９月25日金曜日から緊急安全措置委託業務を先ほど申しました条例第

６条の緊急安全措置に基づいて施工委託を行いまして、取りあえず敷地内に物件を戻す作業、そ

れから飛散防止としての防護ネットをかぶせ、ロープ等により押さえ込むなどの措置を行ってお

り、履行期間については本日までとなっております。 

お尋ねの相続財産管理人をなぜ置くのかということのお尋ねですが、先ほど申しましたとおり

当該物件は所有者が存在しないことや諸課題等がある物件でございまして、これについては公的

な措置である相続財産管理人制度の活用を予定しているところでございます。 

この制度につきましては、相続人の存在及び不存在が明らかな場合、相続人全員が相続を放棄

して、結果として相続する者がいなくなった場合を含み、それから申立人による申立てにより、

家庭裁判所において相続財産の管理人が選任されます。この選任された相続財産管理人により、

相続財産の管理及び清算を行う民法上の手続でございます。 

実は、この制度につきましては、平成30年度に県の事業であります空き家対策啓発等支援事

業の中で、空き家等対策専門家派遣事業を本市のほうに活用をお願いいたしまして、そのメンバ

ーといたしまして県の担当職員をはじめといたしまして、弁護士、司法書士、県の住宅総合セン

ターによる一級建築士などをメンバーとして当該物件の現地調査を含め３回の相談会を開催して、

専門的見地による御意見、御指導により検討した結果、新町の当該物件につきましては、土地と

所有者が同一であるということや売却の可能性があることなど、それであれば相続財産管理人制

度の活用が有効であるという御指導をいただき、この制度の活用に至ったところでございます。 

○９番立石幸徳議員 経過も含めいろいろ細かい説明もいただきましたけど、一番のポイントは

その所有者がいないと、当該物件がですよ。所有者がいないと判明したのはいつなんですか。 

○田中幸喜総務課参事 平成30年度に事業を行う際にあって、市ができる限りで追っかけた分

で相続放棄ということを確認したもので、そのときにこの事業において御相談させていただいた

ということとなります。 

その中で、御指導いただいた結論が、この制度が一番この物件には適合しているという御回答

をいただいたところでございます。 

○本田親行総務課長 所有者がいるのか、いないのかということにつきましては、これまで調査

をしてまいりました。相続人がいないというのが確定することにつきましては、この予算をお願

いしてあります相続財産管理人制度の中で相続人捜査の告示というのを６か月かけて行うことに

なっております。 

その中で、告示していなければ、相続人が全くいないっていうのは確定されるということに法

的にはなると考えております。 

○９番立石幸徳議員 この件で少しお尋ねすることはあるんですけれどもね、できるだけ簡潔に

お尋ねをしますけど、まず幸いといいますか、もう既に新町のその物件は既定予算で対応して、

道路にはみ出してきた建物をきちんと元どおり押し込んでですね、二次被害、もらい被害が出な

いような格好にはもう既に工事は終わっているみたいなんですけどね。 

私はそういう中で、これまで二次被害、もらい被害が少しはあったんでしょうけれども、あま
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り大きな被害は聞いてないんですけど、これは本当に災害というべきですよ。長期間、周辺住民

の方々は非常にああいったどうなるのか分からないような危険空家がですね、長期間置かれてい

ること自体が問題なんですからね。なぜ早めに、こういうきちっとした対応ができないのかって

いうことを申し上げたいわけです。 

それで、民法の952条では、相続財産の管理人を選任する場合は、家庭裁判所に利害関係人ま

たは検察官の請求によってこの管理人を選任するというんですけど、今度の場合は誰が請求する

ことになるんですかね。 

○本田親行総務課長 申立人につきましては、議員がおっしゃるように利害関係者であったり、

検察官であったりするわけですけども、申立ては市長が行います。 

市が利害関係者になる根拠としましては、特措法の第14条に基づく法的措置を実施している

こと、それから空家等の適切な管理に関する条例第６条の緊急安全措置等も実施しておりますの

で、そこで利害関係者に当たるということで、市長が申立人となって申立てを行う予定でござい

ます。 

○９番立石幸徳議員 この関係で最後に、市のほうで市長名で申立てをして請求するわけですけ

れども、また管理人として選任する場合は当然、裁判所のほうである特定の方を、この方を管理

人ということで選任するんでしょうが、その選任される人、個人名は別にしまして、どういう方

が選任されることになっていくんですか。 

○本田親行総務課長 弁護士であったり、司法書士であったり、こういう法律の専門家が選任さ

れるものと考えております。 

○９番立石幸徳議員 私、別件もありますけどね、一応保留をして、取りあえずこの関係の質疑

は終わりたいと思います。 

○５番禰占通男議員 １点目は今ありましたこの危険空家の安全措置業務委託、これ地域名と、

２点目がインフルエンザ予防接種助成事業なんだけど、これについて接種はいつから始まるのか、

ワクチンの確保はできるのか、そして今問題になっているのがワクチンは２回接種したほうがい

いということなんだけど、１回でも効果があるということを今ちらほら中央のほうでは述べられ

ていますから、その辺の考えはどうなのか。 

それと、この公共施設、駒場公園相撲場屋根、これは相撲場ができて、台風のたび被害が出て

ると私は確認しているんですけど、今回で何回目なのか。そうであれば、台風のたび被害を受け

るのであれば、屋根の形状が悪いのではないかと私は思っているんですよね。その辺の考えと。 

それとですね、この単独災害復旧事業において市道22路線と文教施設、小中学校の被害とい

うことで、そしてあと火之神公園の被害の小さいものはいいですけど、大きなもののどういう被

害が出たのか、それを教えてもらいたい。 

○本田親行総務課長 まず、緊急安全措置のお尋ねでございますけれども、先ほども答弁いたし

ましたが、空家と申しましても第一義的な責任を有するのは当然その所有者でございます。 

市としましては情報提供や助言、指導等を行い、適切な管理を求めていくわけですけども、所

有者がいないなど、また経済的な理由などその措置が施せない住宅で危険が切迫しているような

住宅があるところでございます。 

今回の台風の被害を60件程度、先ほど参事からも答弁いたしましたけども、地域の情報等で

調査しております。即対応をされた方、またこの解体補助の予算も出ておりますけども補助を活

用して自ら解体される方、いろんな対応を取られるところでございます。 

３件というのは、先ほどその対象の中には松下地区の住宅も考えていると申しましたけども、

切迫度が高い、緊急度が高い住宅を３件、一応予算をお願いしたところで今後、併せて所有者の

改善も求めていくところでございます。 

当初予算につきましても２件、枠として計上しておりますけれども、それにつきましては倒壊
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した新町の住宅の危険除去等に予算を使いましたので、今後そういった指導を行いながら、市が

実施していかなければならないと判断した住宅について対応してまいりたいと考えております。 

○田中義文健康課長 議員のお尋ねの、まずいつから予防接種が始まるのかということだと思い

ますが、予防接種につきましては先ほど申し上げましたように10月１日から国のほうでは65歳

以上の方等をまず始めてくださいということで、その後に10月26日からそのほかの日本感染症

学会が推奨する方々を含めて、そのほかの方々も接種に協力してくださいという考え方ではござ

いますが、市のほうではですね、これまでもインフルエンザについては10月１日から12月末ま

での接種期間ということで、もう既に高齢者の方々には通知を出しているところです。小児の未

就学児の方々に対しても、もう既に通知は出しております。 

そのようなことから、国がお願いしているこの接種期間にかかわらずですね、一応はそれでお

願いをしているところですけども、10月１日以降に受けることを国としても妨げるものではな

いと言われておりますので、可能な限りそれを守っていただいて、しかしながら、いろんな事情

があると思いますので、10月１日からの接種についても認めているということでございます。 

それと、ワクチンの確保につきましては、国のＱ＆Ａの中でもですね、統計のある平成８年度

以降で最大だった昨年の使用量よりも12％多い量を確保できているということで、今後とも国

としても、できる限りそういう供給体制については努力をするということを言われているところ

です。 

あと報道等でですね、１回でも効果があるんじゃないかということで、子供についてももう１

回でいいんじゃないかとかですね、そういう議論もあるようですが、これつきましては予防接種

のガイドラインというのが毎年送られてくるんですが、本年度のガイドラインにつきましては、

やはり13歳未満については２回接種を基本とするということでされております。 

その後にですね、報道等にあるような関係の通知が正式に届いておりませんので、本市として

は、やはり13歳未満については２回接種を推奨、推奨というか市民の皆さんから問合せがあっ

た場合は、そういう形でお願いしていくというふうに考えているところでございます。 

○松崎信二建設課長 ただいま質疑のありました、まず最初に駒場公園の過去の被災状況ですけ

れども、平成16年と今回の２回ほどだと思っております。そして、工法につきましても、今回

北側のほうが下地も被災しておりますので、下地のほうのやり替えと、全面コロニアルでまたふ

き替えをする予定であります。これが都市公園の国庫補助になりますので、これから災害査定を

受けまして、最終的には決定となります。 

それと、次の６の公共土木施設、市道22路線、交通安全施設18路線ほかの1,700万円について

ですけれども、委託費を150万円計上しておりまして、市道の倒木、崩土除去処分及び路面清掃

などの災害復旧のための災害復旧業務委託をまず計上しております。 

そして、工事請負費の単独費として1,500万円計上しておりまして、説明資料にあります22路

線の道路災害復旧工事費を1,100万円、この1,100万円の地区の内訳といたしましては、桜山地

区が16路線、金山地区が３路線、枕崎地区が２路線、別府地区が１路線の合計22路線になりま

す。被災箇所としましては、災害の復旧箇所としては34か所になります。 

それと、市道等の18路線の道路反射鏡の交通安全施設、道路災害復旧工事費として400万円を

計上しております。この被災箇所を地区ごとに説明いたしますと、桜山地区が８路線、金山地区

が１路線、立神地区が４路線、枕崎地区が２路線、別府地区が３路線の合計18路線になります。

被災しました道路反射鏡の復旧箇所といたしましては24か所になります。 

それと、市道３路線の路面流出などの復旧に伴い、路面不陸整正作業に必要な土砂混合砕石の

購入費といたしまして、原材料を50万円計上しております。 

それと、一番最後のその他公共施設と火之神公園ほかの1,896万9,000円のうち、公園関係と

住宅について説明いたします。 
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台風等の自然災害により被災した都市公園施設の照明灯や防球ネットなどの公園施設災害復旧

事業費を113万円計上しております。これの詳細につきましては、国光公園の照明灯、迫園公園

の防球ネット、それから台場公園の植栽ブロック、片平山公園の道路反射鏡などの復旧費を計上

しております。 

それと、市営住宅の９団地の自転車小屋やフェンスなどの市営住宅災害復旧工事費も 562万

9,000円を計上しております。被災した住宅の場所といいますと、若葉団地屋根などの被災と権

現団地自転車小屋、岩戸団地自転車小屋、それから潟山団地のフェンス、桜山団地のフェンス、

火之神団地の雨戸、金山団地の雨戸の被害などになっております。 

○鮫島寿文水産商工課長 説明資料の末尾のその他公共施設等1,896万9,000円の火之神公園部

分の復旧工事について説明を申し上げます。 

主な被害箇所としましては、火之神公園のプール施設、それとキャンプ時期として利用してお

ります広場等に被災があったものです。工事の主なものとしましては、プールのほうのフェンス、

それとアスレチックプール、流水ポンプ等の復旧工を主なものとして計上してあります。広場の

ほうにつきましては張り芝をしておりますが、その部分が高潮でえぐられておりますので、その

広場の復旧工事、それと擬木でベンチを作っておりますが、それが流されたりしておりますので

それの復旧工、それと海岸沿いにあります転落防止柵の復旧ということで約900万円を計上して

いるところです。 

○東中川徹企画調整課長 それに合わせまして、枕崎ヘリポートの防災ヘリを格納してある格納

庫になりますが、ここの外壁の被害を受けております。そのほか細かいものもございますが、ヘ

リポートの格納庫、ヘリポートの部分で330万円予算計上しているところであります。 

○宮原司教委総務課長 お尋ねのありました文教施設の小中学校部分について申し上げます。 

小学校が約300万円、中学校が220万円程度、災害復旧費として集計をしてございます。主な

ものにつきましては、やはり風が強かったですので学校の風倒木が主なものでありまして、それ

に伴い倒れたフェンスの破損、防球ネット等の補修というものです。ガラス補修等も各学校にお

いてはございましたので、そのようなものを今回の台風災害で計上をさせていただいております。 

○５番禰占通男議員 大体分かりました。あと相撲場の屋根ということで、今回で２回というこ

となんだけど、前はたしかシングルか何かでふいていたと思うんだけど、どうなんですか、屋内

の形状としてあまり高すぎるんじゃないですか。 

それとですね、火之神プールの部分で、毎年台風のたびプール側のフェンス、今説明がありま

したように転落防止の柵、あと何年か前のあれでも海岸の石が波で打ち上げられたっていろいろ

被害もあるんですけど、景観があるからということでいろいろ取れる対策が限られてくると思う

んですけど、何かこう今後どのようなことを考えていくのか、２度、３度ちなるとそこら辺の出

費も多くなるし、その２点についてお願いいたします。 

○松崎信二建設課長 まず最初に駒場公園なんですけど、１つ訂正を。先ほど私コロニアルとい

うふうに説明いたしましたけれども、今既設が議員の言われたアスファルトシングルということ

で、災害の原形復旧はアスファルトシングルで申請するようにしているということです。そして、

高さとかそこら辺の屋根の高さに関しましては、災害復旧になりますので、今のものをまた原形

復旧という形になりますので、高さも今のままというふうに考えております。 

○鮫島寿文水産商工課長 火之神公園のプールにつきましては、アスレチックプール、長方形の

プールの海岸側のフェンスが、議員がおっしゃいましたとおり平成27年でしょうか、台風のと

きにも大きな被害を受けて、玉石、また砂利等が流入し、大きな被害があったところです。 

これまでも、高波・高潮等で越波をしてフェンスが倒壊ということがありまして、今回も同様

の被害が出たわけですが、景観の問題であったり、またプールのＧＬといいますか、かさ上げと

いうのもありますが、非常に大きな金額がかかりますので、何らかのいい方法がないかというこ



- 145 - 

とで、少し技術者とも話をしているところですが、前面の海岸のほうにも階段を造って玉石等の

侵入を防ぐように工法も以前取られておりますが、またよりよいそういった護岸整備といいます

か、環境の整備ができないか検討してまいりたいと思います。 

○中原重信議長 ここで10分間休憩いたします。 

午前10時38分 休憩 

午前10時48分 再開 

○中原重信議長 再開いたします。 

○６番城森史明議員 ５番のですね、補助災害復旧事業、農林水産施設、これをまた校区ごとに

ちょっと説明をお願いします。 

○小湊哲郎農政課参事 農業用施設の補助災害復旧に関する質問にお答えしたいと思います。 

９月11日から12日にかけての豪雨によりまして、農地及び農業用施設、道路、水路が被災し

たことから、その復旧費用を増額するものであります。 

農地としましては７件、石落地区、神ノ小野地区、犬牟田地区、山口地区、岩崎地区、茅野地

区、国見地区の７件であります。 

農業用施設としましては、石落地区、田布川地区、木原地区ということで補助災害ということ

で予算要求しておりますが、11月中旬に国の査定が行われる予定となっておりますので、被害

のあった箇所につきまして詳細な測量等を行いまして、県とも協議しながら補助災害として申請

していくことになります。 

○６番城森史明議員 補助災害を受けられなかった災害箇所は何か所ぐらいあるんですか。 

○小湊哲郎農政課参事 補助災害として該当しないものにつきましては、単独災害復旧費としま

して予算計上しておりますが、農業用施設としまして水路が６件、農道が５件の11件でありま

す。林道施設としましては、野平国見線と山内ヶ谷線の２路線を計上しております。 

○６番城森史明議員 今度の大雨の災害はですね、農地に対する災害ですが、「8.6水害」あれ

と同等な被害状況なんですよね。8.6水害も大変な崖崩れとか被害があったんですが、それと同

等の被害を受けているんですが、8.6水害のときには災害復旧費が単独であったということを聞

いているんですが、それがなくなったと聞いているんですが、それはどういう経緯、何でなくな

ったんですかね。 

○小湊哲郎農政課参事 ６番議員がおっしゃるのは、農地の補助災害に該当しない部分のことに

関しての質疑かと思います。平成24年までは農地の補助災害に該当しない農地に関しましても

補助とかの制度がありましたけども、平成25年からその制度は廃止しているところであります。 

今回の補助災害に該当する農地災害としては、工事費が40万円以上が該当するということで、

その部分に関しては７件予算を計上しているところでありますけども、その補助災害に該当しな

い分については、土のう袋の支給だったりとかっていうことで対応しているところであります。 

○６番城森史明議員 この農業施設が11件、単独災害ですね、これ以上にまだ件数は被害箇所

はあるんじゃないですか、ないんですかね。 

○小湊哲郎農政課参事 農政課のほうで調査をしたところ、あと住民の方から要望があった箇所

について調査をして、農業用施設の単独災害ということで、同じく40万円以上かからないもの

とか、あと水路自体が被災してなくて、維持管理とみなされるものとかは、一応単独災害復旧と

いうことで箇所計上しておりますが、今後またそういう報告とかが出てくることもあるかと思い

ますので、その際に、予算計上している予算が不足した場合には、また12月補正なりで要望し

ていくことになるかとは思います。 

○６番城森史明議員 そういうことで、災害補助が25年以降なくなったということですが、や

はり災害において激甚指定というのが国であるんですが、それに似たようなね、災害がひどいと

きにはそういうような、別にその単独災害費を復活するのが一番いいんでしょうけど、激甚災害
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が起こったときには、そういう単独補助を要望としておきたいと思います。 

○４番沖園強議員 その小規模災害、農地等の40万以下のその対応は分かるんですけど、単独

災害復旧でここに特定財源のその他が上がってないということは、農地を入れてないから上がっ

てないと。はっきり申しまして、その受益者負担金が伴うということになってきますよね。 

そうすると、この補助災害復旧費の中で、国県支出金が46.8％程度なんですよね、総事業費

の中の。大体補助災害復旧の場合、農地災害等においては八、九十％の補助率があると思うんで

すが、この46.8％っていうのはどこから算出されたんですか。 

○小湊哲郎農政課参事 予算要求している補助率につきましては、暫定法の普通補助率というこ

とで、農地災害が工事費の50％、農業用施設が工事費の65％ということで予算計上しておりま

すが、災害査定を受けて、これから補助率の増嵩申請を行いまして対応していく予定になります

ので、過去の例からいきますと90％を超える補助率になってくるかなとは考えております。 

○４番沖園強議員 ということは、後もって11月に査定があって、その後にまた補正を組んで

いくということになるんですかね。 

○小湊哲郎農政課参事 議員のおっしゃるとおりでありますけども、査定を受けた後に補助率の

増嵩申請を行います。それで、例年ですと12月に増嵩申請を行いますので、３月補正でまた歳

入予算の補正等を出していくことになるかと思います。 

○４番沖園強議員 それは分かりまして、そうすると補助災害復旧で農地が７件と、特定財源の

その他が67万9,000円、これその受益者負担金に当たるんですか。 

○小湊哲郎農政課参事 農地災害の場合は、受益者負担ということで工事費の５％以内というこ

とで、分担金徴収条例で定められておりますので、その工事費の分の５％を計上しているところ

であります。 

○４番沖園強議員 そうすると、あとの文教災害復旧費の特定財源のその他、それとその他の公

共施設等災害復旧費の特定財源のその他を説明してください。 

○佐藤祐司財政課長 公共施設関係につきましては、市有物件の災害共済会というところに保険

を掛けております。今回、事業費の半分程度、物によって違うんですけれども保険金ということ

で計上しております。 

○６番城森史明議員 先ほど６番の件について地区別の説明があったんですが、建設課の市道

22件分のですね。これを見ますと桜山校区は圧倒的に多いんですね、16件。なぜこんな桜山地

区が圧倒的に多いんですかね。 

○松崎信二建設課長 先ほど言いました桜山地区が16路線ということで、22路線のうち16路線。

一番多い原因はですね、どうしても桜山地区は山を抱えているから、今回の豪雨のときなどは山

からの水が多くて、山の斜面にある樹園地等の被害が大分多かったと思っております。 

○６番城森史明議員 そういう意味からすると、対策が不十分てことですよね。この災害に対す

る対策が非常に不十分なためにこんな災害が起こっているっていう見方もできると思うんですよ。

やはりある程度根本的な対策を打つ必要があるんじゃないですか。 

○松崎信二建設課長 今、議員が言われました根本的なというのはどうしてもですね、その今回

被災をされた地区は何十年以上前に水路の整備とかをしておりますので、単独災害の候補等を今

検討しております。同じところをまた次の何年後かの豪雨により被災しないように、また被災し

ないような工法で今回の被災箇所は対応したいと考えております。 

○６番城森史明議員 被災箇所を直すんじゃなくて、例えば私なんかが野平道路なんか見ますと、

非常にますなんかの容量が小さかったり、そういうところがあるんじゃないですか。 

そういう意味で、ある程度のこれからも時間100ミリというのはまた発生し得ると考えている

ので、やっぱりそれに対応した、特に桜山地区はこうして多いわけですから、ほかの地区は対策

ができているちことですよね、はっきり言って、１件とか２件ですから。 
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そういう意味では、そこに何らかの対策を打たないと、ずっともう災害が発生するわけですよ。

だから、やはりその辺はどう考えているんですか、予防策ちゅうか対策というか、災害を減らす

対策ですよね。 

○松崎信二建設課長 今、議員が言われました野平道路などのますですね、ますのところに枯れ

葉とか枯れ枝が相当詰まっておりました。だから、台風時期、梅雨時期はですね、そういう道路

の側溝の点検、ますの点検等をしてですね、災害が発生しないようにこれからもパトロールをし

ていきたいと思っております。 

それと、先ほど言い忘れましたけれども、今回の豪雨、特に桜山地区が多く降っているようで

す。水路をオーバーした、水路横の上流部にあります草等の水のオーバーしたのを見れば、桜山

地区は主に雨が集中的に多かったために、被災が多かったのではないかなとは思っております。 

○６番城森史明議員 ですから、確かに山が、西鹿篭もあるわけですよね。確かに雨が多かった

と言いますが、今回だけじゃなくてずっと災害については同様な状況が大雨のたびに災害を受け

ているので、ある程度の、ごみが詰まらないような策とかそういうのをやっぱり考えていくべき

だと思いますので、これ要望をしておきます。 

あと４番の地区簡易水道施設事業補助について、どういうものなのか説明をお願いします。 

○日渡輝明市民生活課参事 ４番の地区簡易水道施設事業補助についての説明をいたします。 

枕崎市地区簡易水道施設事業補助金交付要綱に基づきまして、９月11日から12日にかけての

落雷により機能不能となった滅菌器の取替えに係る経費に対しまして２分の１以内の補助を行う

ものであります。 

対象としましては、駒水水道組合滅菌器の取替工事で事業費14万9,600円の２分の１以内の補

助で７万4,000円を計上しているところであります。 

○６番城森史明議員 この駒水地区の水道についてはですね、議員と語る会でもたびたび取り上

げられて、市民の要望があって、もう高齢化で水道管理ができないというお願いを聞いたんです

が、そういう意味ではこういうような非常時災害は、その補助の内容についてはどうなっている

んですかね。どういうときにはどういう補助をするっていうのが、そういう決まりがあると思う

んですが、どういう決まりになっているんですか。 

○日渡輝明市民生活課参事 市の地区簡易水道施設事業補助金交付要綱による補助対象経費とし

ましては、当該地区における共同施行による取水、貯水、導水、浄水、送水、配水（家庭用引込

施設を除く）の施設の設置または改善に要した経費ということで補助率は２分の１以内となって

おります。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 

○９番立石幸徳議員 ９月14日の決算委員会の初めに、総務課のほうから今度の台風10号の被

害状況が出て、その資料に基づいてですね、予算的なことというより、２つほど聞いておきたい

んですが、６番目の避難状況、これ各市が設けた避難所に収容した人数やら出ているんですけれ

ども、今度の場合ですね、いわゆるコロナ対策のＧｏＴｏトラベルと兼ねてホテル、旅館へので

すね、避難といいましょうか、この実態は担当課のほうは把握されておるんですかね。 

それから、もうまとめて聞きます。最後に、停電の件で資料が出されているんですが、市内全

域で１万7,420戸のうち９割を超える１万5,950戸が停電と。そして、停電期間もですね、正確

に９月６日午後６時２分から９月９日午後６時11分と書いているんですけれども、台風災害の

たびにですね、停電が発生して、なかなか停電期間が長くなるといつ復旧をするのか市民は気が

かりな面があって、停電の際の情報提供っていいましょうか、完全にいつ復旧するとはなかなか

言いづらいんでしょうけれども、大体そこらについては、市のほうでは停電についての九州電力

あるいは九電工、そういったところとの連携、そういったものはどうなっているんですかね。２

点だけ聞いておきます。 
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○鮫島寿文水産商工課長 市内宿泊施設への台風避難の状況ですが、水産商工課のほうで少しお

聞きしております。市内の宿泊施設、全ての施設で避難者と思われる方が避難しております。市

内の方、そして市外の方も利用があり、満室の状況であったと聞いております。 

○田中幸喜総務課参事 停電等についてのお尋ねですが、停電等についての問合せ等も総務課の

ほうに住民の方からございます。その際に、取りあえず九電のホームページ等々を御紹介したり

だとか、うちとして専用の九電とのやり取りのファクス様式がございます。そこに、どこどこ地

区の方からどういった内容でお問合せがありましたというのを、キャッチボールが向こうから、

また直接それを受けて電話をして、その情報を聞かれた方にはお答えするという、そういった形

での情報収集はやっているところでございますが、全体的な停電率の把握だとかいうのは私ども

のほうもホームページ等々で確認は行ったりするところで、直接電話をしてもなかなか通じない

ということでこちらへ相談が寄せられます。 

その橋渡しとして専用ファクスでやり取りをして、向こうからこちらへ直接電話をいただいて

情報を得ているというそういったシステムを取っているところでございます。 

○13番清水和弘議員 今、停電のことなんですけどね、今回いろんなところを見て回って、私

が一番気づいたのはトランス、電柱なんかにあるトランスと碍子がありますよ、碍子から取っと

るわけだから。碍子のところから火花が出とるところが何か所もあったですよ。やっぱりあそこ

でのアースがこのショートにつながっとるわけですからね。 

その辺の定期的な点検とか、これは要望になるんでしょうけど、そういうのを要望する考えは

ないんですか。この停電によって相当の人が今回被害を受けとるわけですよね。真剣にそこは対

応していただきたい。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。 

○６番城森史明議員 １つだけ忘れていたんですが、11日、12日の大雨なんですが、これ天気

予報は全然そういう大雨になるっていうことは伝えられてなかったんですが、その点の状況は市

としてはどういうふうに把握されていたんですかね。 

○本田親行総務課長 ６番議員がおっしゃるように、三島村辺りには警報が出ておったりしまし

て、テレビでも情報を12時前とか夜中の前に確認しておりました。 

枕崎地区もその時点では警報が出てなくて、予測もされておりませんでしたけれども、気象庁

のほうから私のほうにも直接電話があって、枕崎もちょっと今後の推移では大雨に、降った後で

したけれども、大きな被害が、記録的な大雨になっているので警戒をお願いしたいというような

連絡が、降った後にはまいりましたけれども、降っている最中、終盤にございましたけれども、

事前にそういう状況が見込まれるというようなことは、気象庁等からもございませんでした。 

○６番城森史明議員 それでみんなびっくりされた、備えがなかったというわけですよね。それ

で中洲川工事のところにおいてもユンボが川に落ちたという事例がありましたが、今後その辺の

気象情報を正確に把握する、そして警報を出す、その辺のところはどう考えておられるんですか。 

○本田親行総務課長 気象庁についてもなかなか見込めず、警報をホームページ等でそういう対

応ができなくて、電話連絡だったと思うんですけれども、夜中でしたので避難をここで出すとな

お危険になることから、垂直避難とか家庭の安全な場所にいていただくということを、夜中に防

災無線で放送することもできませんし、日頃からそういう大雨等になった場合には、家庭の安全

な場所で危険を避けてくださいというようなことを周知しておりますけども、今後ともこの間の

ような状況を踏まえまして、またそういう周知方をさらに行っていきたいと考えております。 

○６番城森史明議員 確かに気象予報を見ていますと、外れるケースも結構、多々あって、その

辺の気象予報というのは、やはり今の技術では不可能なことがあるんですか。 

○本田親行総務課長 台風でありますとか、事前に情報もありまして、それに備えた対策を取っ

ていくわけですけれども、今回の大雨につきましては先ほど申しましたように急に警報等も出た
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ような状況で、その情報の伝達についても電話で来たような状況でしたので、大雨についてはち

ょっと私も専門ではございませんから申しかねますけれども、急に雨雲が湧いて雨が降るような

状況っていうのもあるんじゃなかろうかと思います。 

○６番城森史明議員 球磨川、熊本でも大災害がありましたが、やはり線状降水帯が事前に分か

るケースもあれば、分からないということなんですが、やはり今後そういう災害というのは常に

起こり得るものなので、民間会社と連携するとか、いかにその気象情報を正確に、集める努力に

ついては要望をしておきます。 

○中原重信議長 ほかにありませんか。―これをもって質疑を終結いたします。 

これから討論に入ります。 

討論の希望のある方の挙手を求めます。―討論なしと認めます。 

これから採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第８号は、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第67号は、原案のとおり可決されました。 

次に、日程第９号を議題といたします。 

お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件については、議長を除く全議員が提出者となっておりますので、会議規

則第36条第３項の規定を適用して、提案理由の説明及び委員会付託を省略するとともに、質疑

及び討論を省略いたしたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これから採決いたします。 

お諮りいたします。 

日程第９号は、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、議案第68号は、原案のとおり可決されました。 

なお、ただいま可決されました意見書の事後の取扱いについては、議長に御一任願いたいと思

いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

この際、お諮りいたします。 

本定例会で議決された案件について、その字句等の整理を要するものについては、その整理を

議長に委任されたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と言う者あり］ 

○中原重信議長 御異議なしと認めます。 

よって、そのように決定いたしました。 

これをもって本定例会の議事の全てが終了いたしましたので、令和２年第６回定例会を閉会い

たします。 

午前11時18分 閉会
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令和２年 第６回定例会一般質問及び要旨 

質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 
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国体の延期に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市長就任前、選挙活動で市民に約束した公約の経

過について 

 

 

 

１ 農業関係従事者（基腐病）・沿岸漁業関係従事者

（磯焼け、白化現象）の被害発生に対する具体的対

応について 

 

 

 

１ 地方創生制度による人材確保と養成について、本

市が採用した場合のこれまでの対応と結果について

（メリット・デメリット等） 

 

 

２ 国・大学・県などから派遣される人材確保に対す

る本市の取組について 

 

 

３ 産学官推進の進捗状況及び産学官取組事業に対す

る補助事業について 

 

 

４ 地域おこし協力隊について 

⑴ 活動状況とこれまでの内容について 

 

 

⑵ 地域おこし協力隊の本市への定住について取り

組んできたのか 

 

 

５ 市職員の労働意識について 

 

 

 

１ コロナウイルス感染拡大の影響で、本市がなぎな

た会場となっていた「燃ゆる感動かごしま国体」が

史上初の延期となり今年はスポーツ一色となる予定

が一転した。市長の見解は 

 

 

２ 今年開催予定の国体に向けて総合体育館の整備を

行ってきたが、今後どういった改善が必要か 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③沖園 強  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティ

ＦＭについて 

 

 

 

 

 

 

 

行財政一般に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

市有財産の管

理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今まで小中学生を中心に、なぎなたの普及・啓発

活動をしてきたと思うが、効果のほどは 

 

 

４ 延期された大会で目指すものは 

 

 

 

１ 市長の公約の目玉でもある「災害に強いコミュニ

ティＦＭラジオ局の開設」の進捗状況は 

 

 

２ 開設する場合、イニシャルコストやランニングコ

ストの試算、運営方法等の形は見えているのか 

 

 

 

１ 新型コロナウイルスによる本市経済・本市税収へ

の影響についての市長の見解は 

 

 

２ 今後の支援策について考えられることは何がある

のか 

 

 

 

１ 市営住宅の入居率50％を割り込む団地が複数ある

中で、谷原団地と火之神団地は市ホームページの公

営住宅紹介に掲載されていない。募集停止している

政策空き家は解体の方向性と理解していいのか。今

後の市営住宅の整備計画は 

 

 

２ 金山小学校跡地の有効活用策はないのか。用途廃

止をして普通財産として売却した場合、簿価と補助

金返納額は幾らか 

 

 

３ 市が保有しているクリーン堆肥センターは、実質

的にＪＡ南さつまに無償貸付の状況の中、修繕費な

どの負担金が生じている。ＪＡ南さつま管轄の堆肥

センターで行政が関与している施設は本市のみと認

識しているが、ＪＡ南さつまに無償譲渡したほうが

よいのではないのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

教育長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

④禰占 通男  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３セクター

の増資につい

て 

 

 

 

 

 

コロナ禍に対

する経済対策

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ コロナ禍におけるお魚センターや南薩地域地場産

業振興センターの経営への影響は容易に推察できる

が、筆頭株主である本市の政策としてお魚センター

への増資はできないのか。また、お魚センターと南

薩地域地場産業振興センターの統合はできないのか 

 

 

 

１ 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」の事

務連絡・情報収集はどのようになされているのか 

⑴ 国県の事務連絡、近隣市の情報収集について 

 

 

⑵ 本市の景況は 

 

 

２ 事業者応援資金支給事業や中小企業等事業継続支

援事業補助金等の支給要件の根拠について 

⑴ 支給要件として売上高等統計的なものはあるの  

か 

 

 

３ 感染症による経済対策に基金を充てた場合の扱い

はどうなるのか 

⑴ 本市の基金を使った支援事業は 

 

 

⑵ 臨時交付金と基金の扱いはどうなっているのか 

 

 

４ 国の第２次補正予算において２兆円が追加計上さ

れ、第１次補正予算と合わせて総額３兆円措置され

ることになった。本市はこれまでの補正で54事業が

示され、交付金事業の１次、２次事業の措置がなさ

れたが、本市が重要視する事業、また３次に対応す

る事業は何になるのか 

⑴ 先行事業の変更分も示されて、54事業の追加措

置の今後について 

 

 

５ 新型コロナウイルスの影響により収入に減少があ

った方の納税を猶予する「特例制度」が講じられて

いる。周知広報はどのようになされ、本市の状況は

どのようになっているのか 

⑴ 税目ごとの納期到来分の納税額は把握できてい

るのか 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

⑤立石 幸徳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ対策に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人との共

生について 

 

 

 

 

 

 

 

 

畜産業振興に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ九州指宿

枕崎線の赤字

⑵ 相談件数は 

 

 

⑶ 職種ごとの状況は 

 

 

 

１ コロナウイルス感染者で無症状の人や発症前患者

の早期発見による感染拡大防止が重要になってい

る。そのためＰＣＲ検査体制を充実すべきである。

本市の対応はどうなっているのか 

 

 

２ 本年度、多くのイベント・催しや大会が中止にな

っている。本市歳出予算の不用額はどのくらいか。

コロナ対策として活用する考えはないのか 

 

 

３ 感染者や感染状況の情報提供に当たって、統一基

準はどのようになっているのか 

 

 

 

１ 本市における外国人の実態（消費や納税、社会保

障など）について 

 

 

２ 地場産業振興上の重要な労働力として、地域社会

で共生していくための交流や活動はどのようになっ

ているのか 

 

 

 

１ 本市において肉用牛特別導入事業基金条例が制定

されてないのはなぜか 

 

 

２ 畜産業においては、狂牛病、口蹄疫、アフリカ豚

熱など伝染病により経営が圧迫される。環境問題も

含め、本市畜産業の課題をどのように整理している

のか 

 

 

 

１ 2018年度分に続き、2019年度分の赤字路線の決

算額が公表された。黒字路線も含め、県内の全路線

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥豊留 榮子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公表について 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校にお

ける少人数学

級の推進につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校の教

員増について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＣＲ検査の

拡充について 

 

 

 

 

 

 

の状況を把握しているのか 

 

 

２ 2020年度分については、現在のコロナ禍の状況で

相当な赤字が予想される。将来見通しの中、抜本策

を検討すべきだと思う。見解はどうか 

 

 

 

１ 今後、新型コロナウイルスと長期に共存していく

こととなる。そのための「新しい生活様式」を推奨

していく上で少人数学級が注目されているが、どの

ように考えるか 

 

 

２ 小中学校の夏休みが明け２学期がスタートした。

コロナ禍による子供たちの不安やストレスを解消

し、学びに集中できる教育体制をどのようにつくり

上げていくのか 

 

 

３ 今後、本市において小中学校の統廃合をどのよう

に考えていくのか 

 

 

 

１ 本市において20人を超えない少人数学級にした場

合、何人の教員増が必要になるのか 

 

 

２ 今後、広い視野で子供たちを受け止めながら、学

ぶこととともに、人間関係の形成、遊びや休息のバ

ランスを取れるような教育が必要になる。教員の過

重負担を軽減するためにも教員を増やすことが必要

ではないか 

 

 

 

１ 現在の感染拡大は広がる一方である。ＰＣＲ検査

を大規模に実施していくことが必要であると思う

が、本市の考えは 

 

 

２ ＰＣＲ検査を希望する者が受けられるようにすべ

きだと思うが、どうか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

⑦永野慶一郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧城森 史明 

 

 

本市における

今後の新型コ

ロナ感染症対

策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子供を中心と

した観光拠点

づくりについ

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ対策に

ついて 

 

１ 市内飲食店の支援について 

⑴ 金銭面以外の支援策を何か考えているのか 

 

 

⑵ 市内飲食店で感染者が出た場合、行政としてど

のように取り組むのか（アフターフォロー） 

 

 

⑶ 「新型コロナ対策推進宣言の店」ステッカーの

普及・活用について 

 

 

２ ふるさとの味エール便事業は、枕崎市出身者に対

しての事業だったが、枕崎に住んでいる同年代への

方たちに対しての事業は考えていないのか 

 

 

３ 公共施設や自治公民館へアルコール消毒液が支給

されるが、交通弱者と言われる高齢者への支給は考

えていないのか 

 

 

４ 今回の事態を受けて市内事業者に対し本市独自の

経済支援等を出しているが、今後事業を継続してい

くために本市としてどのような支援策を考えている

のか 

 

 

 

１ お魚センター横の広場に遊具を設置することで、

市内の子供・親子連れに限らず市外からの親子連れ

も増え、お魚センターで休憩をしたり、食事をした

りと相乗効果があるのではないかと考えるが、当局

はどのように考えるのか 

 

 

２ 子供たちが安全に遊べる場を提供するために、ス

ケートボード場を火之神公園に整備したらどうかと

いう声が市民からも上がっているが、どのように考

えるのか 

 

 

 

１ コロナの影響を直接的に受けている飲食店及び宿

泊業者に対する支援事業として「新しい生活様式」

に対応するための営業スタイル推進事業が実施され

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨東 君子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北朝鮮拉致問

題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の健康問

題と国保にお

ける医療費抑

制について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枕崎版特別定

額給付金創設

る。県は、感染拡大防止に取り組む事業者向けに

「新型コロナウイルス感染防止対策実施宣言ステッ

カー」を発行するとのことである。このステッカー

を得るための合格基準はどのようになっているのか 

 

 

２ 本市におけるＰＣＲ検査の必要性をどう考えるの

か 

 

 

 

１ 1978年８月12日に市川修一さんと増元るみ子さん

が吹上浜で北朝鮮に拉致されて42年になる。この南

薩において、このような事件が発生したのは非常に

残念に思う。拉致問題が全く進展しないが、このよ

うな状況について市長はどのように考えているのか 

 

 

２ 平成25年に枕崎市議会は拉致問題解決に関する意

見書を提出した。市川修一さんの兄である市川健一

さんは拉致問題が忘れ去られるのを最も心配してい

る。本市において市川健一さんの講演活動等を行う

考えはないか 

 

 

 

１ 「高血圧ゼロの街 枕崎」プロジェクトを実施

し、血圧計を設置したが、どのような効果が生まれ

たのか 

 

 

２ 本市の脳疾患死亡率は高い状況であるが、プロジ

ェクトの今後の展開はどうなるのか 

 

 

３ 高齢者において、適正な血圧を維持するためにど

のような生活習慣が肝要なのか 

 

 

４ 本市のがん疾患及びがん検診受診率の現状はどう

なのか 

 

 

 

１ ＳＤＧｓ１貧困をなくそうの視点からの質問 

⑴ コロナ禍により貧困や失業が広がる中、枕崎版

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

について 

 

 

 

 

本市が取り組

むコロナ対策

について 

 

 

 

青年会議所と

のＳＤＧｓの

普及・啓発に

関する連携協

定について 

 

市立病院の医

療体制につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画

について 

 

 

 

 

 

 

特別定額給付金を創設し、市民に現金を給付でき

ないか 

 

 

 

１ コロナ禍により長い緊張状態が続いている。市民

の心を軽くするため本市が取り組んでいることとは

何か 

 

 

 

１ ＳＤＧｓを前に進めるために新しい取組はなされ

たのか 

 

 

 

 

１ ＳＤＧｓ３すべての人に健康と福祉を、ＳＤＧｓ

11住み続けられるまちづくりをの視点からの質問 

⑴ 診察を終えて会計までの待ち時間が非常に長い

と市民の方々からの声を耳にするが、スタッフの

人数は足りているのか 

 

 

⑵ 過去５年分の収支状況について 

 

 

⑶ 病院への様々な御意見や苦情をどのように解決

しているのか 

 

 

 ⑷ 病院内の職員の人事の権限は誰にあるのか 

 

 

 ⑸ 枕崎市立病院の理念とは何か 

 

 

 

１ ＳＤＧｓ５ジェンダー平等を実現しようの視点か

らの質問 

⑴ 男女共同参画推進条例を年度内に制定する計画

と伺った。現在の進捗状況は 

 

 

⑵ より多くの女性を意思決定の場へ参加させるこ

とが枕崎発展に欠かせない重要なポイントである

課 長 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 

 

 

 

市 長 

副市長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩眞茅 弘美 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子供たちの心

の教育につい

て 

 

 

 

 

 

 

新型コロナ感

染症に伴う農

業の影響及び

振興策につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画

推進条例の制

定に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と考える。広報紙などを活用し、男女格差の現実

をイラストで紹介してはどうか 

 

 

 

１ ＳＤＧｓ４質の高い教育をみんなにの視点からの

質問 

⑴ コロナ禍により子供たちが仲間と一緒に様々な

ことに取り組む体験が少なくなっている。今後、

感染予防に努めながら、それらの活動を少しずつ

増やしていくことは可能か 

 

 

 

１ お茶、花卉、野菜農家に対しての支援策は 

 ⑴ 現在の申請状況は 

 

 

 ⑵ 今後の取組は 

 

 

２ 運転資金等が不足している事業者に対して低利の

融資があるか 

 

 

３ 枕崎の新たな特産物（農産物）として将来的に育

てていく意思はないのか 

 

 

 

１ 令和２年４月の職員採用人数は（男女別） 

 

 

２ 課長級、主幹、係長、それぞれの男女別職員数と

比率は（過去３か年） 

 

 

３ 女性職員の管理職に向けた指導、研修が行われて

いるのか 

 

 

４ 制定に向けての市民が参画できる委員会等の設置

を検討しているのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

副市長 

教育長 

課 長 
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市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪上迫 正幸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３Ｒの取組に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枕崎市地域防

災計画につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防団の活動

体制について 

 

 

 

 

 

 

 

１ エコバックの登録状況は 

 

 

２ ごみ減量に関して市民からどのようなアイデアが

あったのか 

 

 

３ ごみの減量化を進めているが、市民の機運を高め

る方法はないのか 

 

 

４ ごみ出しのマナーは（分別や事業所ごみ等） 

 

 

 

１ 一般災害対策で、災害応急対策と警戒避難期の応

急対策について本市が最も重要と考えているものは

何か 

 

 

２ 要配慮者の把握と避難行動要支援者の避難支援体

制の確立は、現在どの程度進捗しているのか 

 

 

３ 被災者を一時的に滞在させる避難所は、誰が運営

するのか。また、避難所が不足した場合の対処は 

 

 

４ 長期の避難所生活になった場合の仮設住宅建設等

は考えているのか 

 

 

５ 避難所で考えられる問題点としてどのようなこと

を想定しているのか 

 

 

 

１ 消防団員の育成・強化は進んでいるのか 

 

 

２ 消防団員の高齢化対策に取り組むとのことであっ

たが、その後の経過は 

 

 

３ もし火災が発生した場合、初期消火ができるよう

地域住民がポンプ車（小型ポンプ）の操作はできな

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答弁者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

梅雨時期の農

作物への影響

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光振興につ

いて 

 

 

 

火之神公園の

周辺整備につ

いて 

 

 

 

 

 

 

いのか 

 

 

４ 消防団資材と装備、また通信手段の整備は十分で

あるのか 

 

 

５ 消防団員の定員削減は考えていないのか。また、

定年制は考えていないのか 

 

 

 

１ 今年は梅雨が例年と比べて非常に長かったが、農

作物への影響をどう考えるのか 

 

 

２ もう既にカンショの基腐病で、畑のところどころ

または全面に病気が広がっているところも見受けら

れるが、今後の対策は 

 

 

３ 大雨の影響で農地などの崩壊があると聞くが、崩

壊した箇所と現在の工事の進捗状況はどうなのか 

 

 

 

１ 今年度は、コロナの影響で観光客が激減している

が、今後のにぎわいのための施策は 

 

 

 

１ 近年、火之神公園でキャンプしている大勢の方を

見かける。公園周辺を整備する計画はないのか 

 

 

２ お魚センターから火之神公園までの道路整備の計

画はないのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

課 長 

 

 

 

市 長 

課 長 
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地方自治法第 123 条第２項の規定により署名する。 

 

枕崎市議会議長   中 原 重 信    

                           

枕崎市議会議員   禰 占 通 男                             

 

枕崎市議会議員   下 竹 芳 郎 
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